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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構における自己評価の実施概要 

 

１．量子科学技術研究開発機構における自己評価の実施手順等 

 量子科学技術研究開発機構（QST）では、独立行政法人通則法に基づき実施する業務実績の自己評価

について、自己評価の実施に関する規程（機関（自己）評価実施規程）を定めて自己評価を実施してい

る。 

 自己評価の実施に当たっては、まず QST内で研究所等の組織単位で業務実績を確認し、その内容を基

に中長期目標で示される一定の事業等のまとまりごとでの業務実績として取りまとめた後、機関（自己）

評価実施規程に基づき理事長及び理事を委員として設置する「自己評価委員会」において当該自己評価

を審議・検討する。さらに、自己評価委員会にて決定された自己評価（案）に対し、外部専門家等を委

員として構成される会議である「QSTアドバイザリーカウンシル」が助言を行う。 

 理事長は、自己評価委員会での審議・検討の結果及び QSTアドバイザリーカウンシルからの助言を踏

まえ、QSTの自己評価を決定する。 

 なお、自己評価の実施に際しては、「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月総務大臣決

定）及び「研究開発成果の最大化に向けた国立研究開発法人の中長期目標の策定及び評価に関する指針」

（平成 26年７月総合科学技術・イノベーション会議）を踏まえるとともに、「国の研究開発評価に関す

る大綱的指針」（平成 28 年 12 月内閣総理大臣決定）等に基づく研究開発評価を行う「研究開発評価委

員会」の評価結果などを適切に活用する。 

 

２．令和５年度業務実績の自己評価の実施時期 

令和６年１月～２月  研究所等の組織単位で業務実績を確認 

令和６年２月～４月  評価単位ごとで業務実績を取りまとめ 

令和６年４月～６月  自己評価委員会における各評価単位の自己評価案の検討 

    QSTアドバイザリーカウンシルにおける自己評価（案）についての助言 

自己評価を決定の上で業務実績等報告書を主務大臣（文部科学大臣及び原子力

規制委員会）へ提出 

 

３．評定区分 

 「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月総務大臣決定）の定める評定区分※1に基づき、

Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの評定を付している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 評定区分 

①研究開発に係る事務及び事業の評定並びに総合評定 

評語 評価基準 

Ｓ 国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開

発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認め

られる。 

Ａ 国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開

発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ 国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ 国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ

効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ 国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ

効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

②研究開発に係る事務及び事業以外の評定 

評語 評価基準 

Ｓ 法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得ら

れていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％以

上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ 法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる

（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ 中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期

計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ 中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長

期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ 中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定

量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運

営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 



2 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定※ 

（S、A、B、C、D） 
S 

令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

S       

評定に至った理由 令和５年度計画及び評価軸（中長期目標策定時に主務大臣が設定）を基本として評価した各項目別評定を総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究

開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、年度計画における所期の目標を上回る特に顕著な成果が得られていることから、全体の評

定は Sとした。 

 

２．法人全体に対する評価 

令和５年度の成果として、核融合エネルギーの実現に向けた研究開発では、ITER の技術目標達成のための支援研究、原型炉に向けた ITER の補完研究等のため、日欧共同で実施している BA 活動を通して進

めてきた JT-60SA 計画において、長年蓄積した知見を生かし初プラズマの生成に成功した。さらに、短期間で超伝導トカマク装置として世界最大級の 120 万アンペアのプラズマ電流を達成するなどの成果を

上げた。日欧による多様な物納貢献機器を高精度に組み立て、複雑なシステムを安全かつ確実に機能させるインテグレーション技術を確立した成果であり、今後の ITER計画のリスク低減、原型炉設計への貢

献が期待される特に顕著な実績となった。 

また、３GeV高輝度放射光施設 NanoTerasu（以下「NanoTerasu」という。）の整備においては、令和元年度の整備着手以降、５年にわたって、各種制度を活用した外部専門人材の採用、加速器等に強みを有

する外部機関との連携の強化、QSTが強みを有する電子ビーム高精度測定・制御技術などを始めとする様々な技術の開発と統合を集中的・効率的に行うなど、オールジャパンの先進加速器技術の開発と統合に

よる整備（機器の国産化率：99.6％）を進めた。その結果、半導体、量子技術、グリーンイノベーション、バイオ・健康医療等、最先端科学の開拓や産業の振興が期待できる世界トップクラスのコンパクトな

高輝度放射光施設の整備を予定時期までに完遂しただけではなく、令和５年度には３GeV電子ビームの加速や電子蓄積の成功、軟 X線ファーストビームの達成など次々と成果を上げたほか、実験ホールの非管

理区域化を実現してユーザーの利便性を高めるなど、今後の大型放射光施設の高度化と日本の先進加速器技術の継承に資する特に顕著な実績をあげた。 

これらの大規模プロジェクトの他にも、医学・医療研究では長年のデータの積重ねが実を結び、計画より前倒しで肺がんの保険収載に目途をつけたことのほか、正常組織の障害を抑えつつがんを治療する

世界初のマルチイオン治療の臨床試験を開始したことや、同じく世界初の不整脈に対する重粒子線治療の臨床試験も開始し良好な初期効果を得たことなど、世界でも類を見ない成果を創出し、量子科学技術

を軸とする幅広い研究開発を展開する法人の強みを最大限活用した研究開発を推進した。 

さらに、「研究開発成果の最大化」と「適正、効果的かつ効率的な業務運営」との両立の実現を目指すべき国立研究開発法人として、QST が有する大型研究開発施設群とその基盤技術の活用、国の中核拠点

としての役割の発揮及び部門制の枠に留まらない融合研究の促進による先進的かつ独創的な研究開発の展開に必要となる最適な業務運営の在り方について、理事長が全拠点を視察し、直接職員と意見交換を

行うことで検討し、明確なビジョンを策定して組織内外に示した。その上で、理事長のリーダーシップの下、このビジョンに基づいた組織改革を第２期中長期目標期間の初年度内という短期間に完遂させ、

最先端の研究開発成果や活動を支えている研究者・技術者が誇りを持ちながら生き生きと活躍できる基盤を作った。 

このように令和５年度は、特に JT-60SAと NanoTerasuという２つの大型施設において、施設の運転や整備に係る諸課題を乗り越えるために、QST職員の個々の技術力やそれらを統合（インテグレーション）

するための取組が実を結んだ結果、節目となる目標を達成した年となった。今後、これら大型施設を利活用してどのような成果を創出するか、という観点も重要になることは当然のことながら、QSTが中心と

なって国内外の科学技術の振興の基盤となる成果を創出したことは社会的にも大きな価値を有するものであり、これらの実績を総合的に勘案し、令和５年度は法人全体として、「研究開発成果の最大化」に向

けて年度計画を上回る特に顕著な成果等を創出したと自己評価した。 

なお、各項目別評定及びその主要な根拠は下記のとおりである。 

 

№１量子技術の基盤となる研究開発【評定 A】 

・国内外研究機関や産業界との密接な連携のもと、基礎科学としての重要な発見、産業応用に革新をもたらす量子機能材料・デバイスや最先端レーザー技術の開発及びそれらの融合研究等で優れた成果を創

出し、著名学術誌で論文発表を行った。 

・内閣府「量子未来産業創出戦略」に基づき量子技術基盤拠点を設立するとともに、量子マテリアル創製・センシング技術と光科学技術との融合を通した研究開発体制を構築し、研究所横断による新たな研

究活動を展開した。また、量子技術基盤拠点において、産学協創ラボとして東北大学に仙台ラボを設置し運用を開始したことにより、量子センサのテストベッドを整備するなど量子技術の利活用促進に向

けた活動を進めた。 
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№２健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発【評定 S】 

・「量子生命科学に関する研究開発」では、蛍光ナノダイヤモンドを利用した低侵襲・簡便・安価な超早期診断技術開発を大幅に進展させたほか、中性子構造解析によるヒドロゲナーゼ活性中心における新

たな Ni錯体構造の高解像度決定などの顕著な成果を創出した。 

・「がん、認知症等の革新的な診断・治療技術に関する研究開発」では、重粒子線がん治療において、先進医療会議資料で３疾患（早期肺がん、局所進行子宮頸部扁平上皮がん、婦人科領域悪性黒色腫）につ

いて十分な科学的根拠があるものと評価され、保険収載に目途をつけた。また、世界初の骨軟部肉腫に対するマルチイオン臨床試験を前倒しで開始し、同じく世界初の不整脈に対する重粒子線治療の臨床

試験も開始し良好な初期効果を得るなど、重粒子線治療の未来を拓く特に顕著な成果を創出した。さらに、重粒子がん治療の長年にわたる成果が評価され、第６回日本医療研究開発大賞文部科学大臣賞を

受賞した。認知症等脳疾患に関する研究では、QST が開発した α シヌクレイン PET プローブと脳疾患体液バイオマーカーの国際的な産学連携の臨床研究体制を構築し、QST 発の技術の国際標準化・国際拠

点強化を大きく前進させた。 

 

№３核融合エネルギーの実現に向けた研究開発【評定 S】 

・JT-60SA計画では、Fusion for Energy（以下「F4E」という。）、ITER、国内大学と連携して試験運転を進め、10月 23日に初プラズマの生成に成功し、さらに QSTが開発したプラズマシミュレータを活用し

て運転領域を拡大した結果、１か月程度という短期間で、当初計画の 100 万アンペアを上回る、超伝導トカマクでは世界最大に匹敵する 120 万アンペアのプラズマ電流を達成するという特に顕著な成果を

達成した。これらは日欧による多様な物納貢献機器を高精度に組み立て、複雑なシステムを安全かつ確実に機能させるインテグレーション技術を確立した結果であり、ITER 計画のリスク低減や原型炉設計

に貢献が期待される知見を得た。 

・10 トンを超える重量で高精度位置決めを求められる ITER 計測装置について、大型かつ重量機器であるために他極での試作結果では±３mm が限度であったところ、QST では橋梁の据付工法にヒントを得て

固定機構を考案した結果、他極では達成できなかった±0.5mmの精度の位置決め、再現性を実現した。この再現精度の高い固定機構は ITER機構にも認められ、ITERの共通設計として採用されるに至った。 

・我が国が分担する TFコイル全９機の製作及び納入を他極に先駆けて完遂したことに対して ITER機構より高く評価され、ITER Award 2023を受賞した。 

 

№４異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発【評定 A】 

・URAの現場配置、研究支援等の新たな仕組みを取り入れた萌芽・創成研究制度を設立・運用するなど、若手研究者の独創的研究や異分野連携・融合、産学官連携による研究開発を推進する取組を強化したこ

とに加え、着実に外部資金の獲得件数、金額が増加し過去最高を記録した。 

 

№５放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築【評定 A】 

・放射線被ばく後の肝がんの発がんに脂肪性肝炎の誘導が関与していることの発見、尿中ストロンチウムの分析時間における従来法の２週間から６時間以内への大幅な短縮、患者の医療被ばく情報収集・評

価ツールを既存の地域医療情報連携ネットワークに連携させた情報収集の効率化を図る試験運用など、着実に研究成果を創出した。 

・QST の公共的機能を果たすため、原子力災害医療分野の継続的人材育成、G7 広島サミットへの REMAT 派遣、可搬型甲状腺スペクトロメータの製品化など、原子力災害対応に資する優れた成果を創出した。

さらに、QST主催の第 7回 ICRPシンポジウムには過去最高の参加者があり、内容と運営は ICRPや各国の参加者から高く評価されるなど、QSTのプレゼンスを高めた。 

 

№６研究開発成果の最大化のための取組等【評定 S】 

・「研究開発成果の最大化のための関係機関との連携推進」としては、特に「３GeV高輝度放射光施設 NanoTerasuの整備等」において、量子科学技術の発展に寄与するため、QST設立時の中長期計画にない大

規模事業の実施を経営判断した事業に対し、先端大型施設整備に伴う様々な潜在的リスクに対しても、人員体制等の大幅な強化、専門性を生かした様々な方策等の取組により、実験ホールの非管理区域化

等、高いユーザーの利便性を確保した世界最高レベルの施設整備を完遂するなど、事業を求められる水準以上のレベルで着実に実施し、成果最大化に向けた事業推進のマネジメントを極めて高いレベルで

実施した。 

・「研究開発の成果の最大化に向けた基盤的取組」としては、理事長が QST内の全拠点の大型研究開発施設・設備を回り、現場と意見交換を実施し、その結果を踏まえて第２期のマネジメントの方向性を掲げ、

QST内外に周知したほか、光熱水費が高騰する中でも、HIMAC、TIARAなどの QSTが保有する大型研究開発施設・設備を着実に維持し、高品位かつ高安定なビームを提供した。 

 

№７業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置【評定 A】 

・効率的、効果的なマネジメント体制を確立するに当たり、 第１四半期には理事長が全研究拠点を巡視し、研究開発内容や施設の特徴を詳しく把握し、これを踏まえ第２四半期には理事長のリーダーシップ



4 

の下で第２期の運営方針を策定し QST内外に広く周知した。第３四半期には運営方針を実行に移すため、部門制廃止等の最適な組織体制を策定しつつ、喫緊の課題となっている ITセキュリティ、研究イン

テグリティに係る体制等も強化し、第４四半期には新組織各部署の業務設定、規程等改定、人員配置計画を完了し、さらに業務運営への助言機能の強化として、QSTアドバイザリーカウンシルを設置するな

ど、体制の強化等を第２期中長期期間の初年度 1年間で完遂した。 

 

№８予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画【評定 B】 

№９その他業務運営に関する重要事項【評定 B】 

・上記２つの評価項目については、年度計画を踏まえた業務を着実に実施した。 

 

 

  

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

№１量子技術の基盤となる研究開発 

 量子技術の基盤として、イオンビーム、電子線、レーザー、放射光等を総合的に活用するため、電子加速器、TIARA、J-KAREN-P、SPring-8専用ビームライン等の量子ビーム施設群からなる量子科学技術研

究等の推進基盤を高度化していくとともに、それを利用した量子技術イノベーション研究分野、量子ビーム科学研究分野の研究開発を進める。 

 

№２健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発 

 量子生命科学に期待されている「バイオミメティクス（生物模倣）」「ホワイトバイオ（微生物等を効果的に利用する化学・バイオ生産）」などの工学的・産業的展開を統合した量子生命工学の新分野とし

て、量子生命分子工学、量子細胞工学、量子医工学を展開する。量子生命分子工学では、生命現象の量子論的解析に基づく人工酵素、GHG削減技術、新規センサ創製の研究開発、環境・エネルギー・セキ

ュリティなどの分野へ応用する。量子細胞工学では、細胞の量子操作による医薬品、化成品等の高効率生産の研究開発、バイオテクノロジー・バイオエコノミーなどの分野へ応用する。量子医工学では、

量子生命技術に基づく、がん、認知症等の診断・治療・予防・創薬、再生医療などの研究開発と社会実装、医療・健康・福祉分野へ貢献する。これらの研究開発における量子コンピュータ、量子 AI の利

活用を図る。 

 重粒子線がん治療に関し、肺がんについて十分な科学的根拠ありと評価され、さらに子宮扁平上皮がんや婦人科悪性黒色腫は重粒子線治療のみ優位性が認められたことで、新たに３疾患が保険適用となる

見込みであり、高罹患率の適応症（コモンキャンサー）のほとんどが保険適用となる。今後は、J-CROSにおける重粒子線治療の標準化（治療マニュアルの策定）やその発信を主導し、国内だけでなく国際

的な普及への貢献を目指す。また、症例の集積、解析を継続しつつ、イメージガイド等の技術開発の推進や免疫チェックポイント阻害剤との併用など集学的治療戦略による成績の向上を図り、重粒子線治

療の優位性をより明確にして、保険診療上の加算などへの展開を目指す。 

 

№３核融合エネルギーの実現に向けた研究開発 

 ITER計画と BA活動を計画どおりに推進するだけでなく、フュージョンエネルギー・イノベーション戦略に沿った原型炉開発の加速、スタートアップも含めた技術の社会実装、ムーンショット型研究開発

事業による挑戦的な研究開発などに取り組むためには、人員の拡充が必須である。補助金による人員拡充も含めた検討を行い、特に六ヶ所研においては、地域性を考慮した人材確保方策を検討する。 

 

№４異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発 

 令和５年度に新たに設立した萌芽・創成研究制度、奨励研究制度を、設立の狙いに沿って確実に「異分野連携・融合による新たなシーズの創出」や「QST内外との共創による社会的課題の解決を目指す研

究開発」へと発展させていくためには、奨励研究、萌芽研究、創成研究という各制度の段階に適した QST内のマネジメントを実施するだけでなく、関連する分野における外部資金等の獲得と活用、研究開

発成果の発信・普及等による社会的課題の解決を目指す期待感の創出など QST外へのマネジメントや働きかけも重要となる。これらの課題意識も見据えて令和５年度には、産学官連携部署であるイノベー

ションセンターの機能強化や URA制度の制定等といったマネジメント体制の強化を進めてきたところであるが、このような組織体制に加え、QSTの有する特長的な研究開発施設・設備を生かした支援等と

掛け合わせることで、令和６年度以降はより具体的に異分野連携・融合等による独創的な研究開発創出に取り組んでいく必要がある。 

 

№５放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築 

 動物実験等の基礎研究の成果のヒト放射線防護策及び被ばく医療への橋渡しが課題である。放射線影響研究では、動物等を用いた基礎研究の成果をヒトのリスク評価へ応用するための研究開発として、動
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物実験と疫学を統合した解析やヒトの検体等を用いた研究の計画を実施する。被ばく医療分野では、iPS細胞研究の変異の低減が成功した後、まずは被ばく医療以外の臨床応用を検討するが、現時点でバ

イオインフォマティクスの人材の確保が課題であり、他機関との共同研究を含めた検討を行っていく。 

 

№６研究開発成果の最大化のための取組等 

 特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律の一部を改正する法律（令和５年５月 31 日法律第 38 号）の施行に伴い、設置法人として QST が産学官の幅広い研究者による積極的な NanoTerasu の利活

用を促進することで、学術・産業界における国際競争力を強化していくことが強く求められている。複数の大型研究開発施設を有する QSTの強みを最大限活用し、令和６年度以降は各研究分野のコミュニ

ティの中核を担うようなユーザーと協力して実験装置等の調整・試験利用を実施することによるユーザーコミュニティの拡大促進や、データの取扱いや解析がスムーズに行える研究環境を整備するため

の研究 DX・データマネジメントを加速させるための検討を進めることにより、NanoTerasuの利活用を一層加速させる。 

 QSTが有するユニークな大型研究開発施設群の利活用のため、理事長が新たに示した方向性に基づき QST一体となって新たな組織体制を整備したところであるが、今後は新設した課を機能させること

で、従来 QSTが有する各施設に加え NanoTerasuの共用に係る対応も合わせた、ユーザーフレンドリーなワンストップサービスの提供が必要となる。発信力強化等に向けて新設した国際・広報部の機能に

ついても同様に、国際ビジビリティ向上に向けた情報発信等がより一層求められることとなる。組織体制の整備が目的ではなく、これを手段として、QSTの有する機能や知見をより一層国内外に知って

もらい、活用してもらうために、引き続き適切なマネジメントに基づく業務運営を行っていく。 

 

№７業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 業務運営の効率化を図るため、組織体制について引き続き効果測定を行い、理事長ヒアリングや機構リスク管理会議、内部統制会議等を通じて課題の洗い出し等を実施し、適宜適切な対応を行う。 

 

№８予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 QSTが進める量子科学技術を軸とする幅広い研究開発の推進のため、必要な予算の確保及び適切かつ効率的な管理・執行に継続的に取り組んでいく。 

 

№９その他業務運営に関する重要事項 

 女性の活躍については、働きやすい職場環境整備を継続して整備をすすめるとともに、人材育成を含めて、中長期的な視点から効果を有する施策に引き続き取り組む必要がある。 

 

※「独立行政法人の評価に関する指針（平成 26年９月総務大臣決定）」を基準に、以下の評定区分により自己評価を行った。 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最

大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務

運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務

運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
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４．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 － 689報       

TOP10％論文数 － 23報       

企業からの共同研究の受入金額・共同研究件数 

（うち無償の共同研究件数） 

－ 受入金額 

266,628千円 

件数 82件 

（27件） 

      

知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

－ 出願 143件 

登録 45件 

実施許諾契約 

104件 

実施料収入

163,081千円 

      

 

 ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

予算額（千円） 46,176,690       

決算額（千円） 60,861,702       

経常費用（千円） 67,059,353       

経常利益（千円） 175,345       

行政コスト（千円） 81,861,590       

従事人員数 1,305       
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別評定総括表 

中長期目標（中長期計画） 評価項目 

年度評価 
項目別 

調書№ 
備考 令和 

５年度 

 

６年度 

 

７年度 

 
８年度 

 
９年度 

 

10年度 

 

11年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 

1. 量子科学技術等に関する研究開発           

 (1) 量子技術の基盤となる研究開発 量子技術の基盤となる研究開発 A       №1  

 (2) 健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発 

健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発 S 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№2 

 

  1)量子生命科学に関する研究開発 a       

  2)がん、認知症等の革新的な診断・治療技術に関する研究

開発 
s       

 (3) 核融合エネルギーの実現に向けた研究開発 核融合エネルギーの実現に向けた研究開発 S       №3  

 (4) 異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発 異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発 A       №4  

2. (1) 放射線影響に係る研究と福島復興支援 

放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会シス

テム構築 
A       №5 

 

 (2) 被ばく医療に係る研究 

 (3) 基幹高度被ばく医療支援センター、指定公共機関及び技

術支援機関としての原子力災害対策の向上等と人材育成 

3. 研究開発成果の最大化のための関係機関との連携推進 

研究開発成果の最大化のための取組等 S 

s 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№6 

 

 (1) 官民地域パートナーシップによる３GeV高輝度放射光施

設 NanoTerasu の整備等 

 (2) 産学官の連携による研究開発成果の社会実装等の推進 

 (3) 国際協力の推進 
4. 研究開発の成果の最大化に向けた基盤的取組 

a       

 (1) 人材の育成・確保（組織全体の取組等） 

 (2) 積極的な情報発信及びアウトリーチ活動 
 (3) 研究環境のデジタル化及び活用促進 
 (4) 施設及び設備等の利活用促進 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 

1. 効果的、効率的なマネジメント体制の確立 
業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき

措置 
A       №7  2. 業務の合理化・効率化 

3. 人件費管理の適正化 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 B       №8  

Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 

その他業務運営に関する重要事項 B       №9  
 

1. 情報の取扱い等に関する事項 

2. 施設及び設備に関する事項 

3. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

4. 人事に関する事項 

※１ 細分化した項目における評定は小文字英字で記載。 
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別自己評価書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置） 

 

Ｎo.１ 量子技術の基盤となる研究開発 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16条 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 － 226報       

TOP10％論文数 － 6報       

企業からの共同研究の受入金額・共同研究件数 

（うち無償の共同研究件数） 

－ 受入金額 

62,685千円 

件数 41件 

（12件） 

      

知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

－ 出願 40件 

登録 20件 

実施許諾契約 45件 

実施料収入 

1,068千円 

      

 

 ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

予算額（千円） 4,403,990       

決算額（千円） 8,118,397       

経常費用（千円） 6,152,805       

経常利益（千円） 84,725       

行政コスト（千円） 6,851,392       

従事人員数 258       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

 

中長期目標、中長期計画（別添） 

令和５年度計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
業務実績等 自己評価 評定 A 

Ⅰ.1.(1) 量子技術の基盤となる研

究開発 

 

「量子機能創製拠点」として、以

下の項目に掲げる量子マテリアル・

デバイスの研究開発並びに量子マ

テリアルの安定供給基盤の構築を

推進すると同時に、国際競争力の強

化、産学官連携の加速と研究成果の

社会実装への橋渡しに資する活動

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価軸】 

 

①様々な分野の本質的

な課題を解決すべく、経

済・社会的インパクトが

高い革新に至る可能性

のある先進的な研究を

実施し、優れた成果を生

み出しているか。 

 

②研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に

図られているか。 

 

③産学官の連携や共創

を誘発する場の形成に

より、研究開発の社会実

装への橋渡しとなる研

究開発に取り組み、橋渡

しが進んでいるか。 

 

④量子技術の基盤とな

る研究開発等を担う人

材の育成・確保が実施で

きているか。 

 

※評価に当たっては量

子機能創製拠点として

の観点を含むこと。 

 

 

【評価指標】 

①経済・社会的インパク

Ⅰ.1.(1) 量子技術の基盤となる研究開発 

 

 

○ 内閣府「量子未来産業創出戦略」（令和５年４月策定）に基づく「量子技術基盤拠点」にお

ける研究開発マネジメント 

 高崎研の量子センシング・マテリアル創製技術と関西研のレーザーや放射光技術等の

光科学技術を連携させることで拠点の強化を図るため、部門内で研究所を跨いだワー

クショップを複数回開催し研究計画の議論を深めるとともに、外部有識者５名を招い

て開催した拠点アドバイザリーボードにより助言を得た。これにより、超高速スピン

スイッチやナノ粒子内部の歪みの可視化など新たな研究開発への展開を図った。（評価

軸②③、評価指標②③） 

 ダイヤモンド NVセンターなどの量子マテリアルの安定的供給により、光・量子飛躍フ

ラッグシッププログラム（Q-LEAP）、ムーンショット型研究開発事業などの大型国家プ

ロジェクトの推進に貢献した。（評価軸②③、評価指標②③） 

 第３期 SIP（課題名：先進的量子技術基盤の社会課題への応用促進, 令和５年度予算：

91,133千円）に採択され、固体量子センサの社会実装促進に向けた環境整備に着手す

るなど、国際競争力の強化、産学官連携体制の構築、量子技術の社会実装に向けた活

動を進めた。具体的には、産学官人材の参入・交流を促進するため、産学協創ラボと

して東北大学に仙台ラボを設置して運用を開始し、量子技術の利活用促進に向けた量

子センサのテストベッド整備、教育人材プログラム構築等、技術習得の場の準備を進

めた。このように、量子技術に関する課題をハード（実践の場）とソフト（教育、相

談）の両方で解決するための体制整備を進めた。（評価軸②③④、評価指標②③④、モ

ニタリング指標④） 

 量子技術基盤拠点の活動内容について、日刊工業新聞への連載、メディア向けの記者

懇談会、一般社団法人量子技術による新産業創出協議会（以下「Q-STAR」という。）量

子マテリアルデバイスセンサ（MDS）部会の高崎研での開催と施設見学及び Q-STAR 参

画企業に向けの技術説明会を実施するとともに、量子技術基盤拠点がイノベーション

センター、量子生命拠点と協力して nano tech 2024 第 23回国際ナノテクノロジー総

合展・技術会議への出展等を実施し、幅広くアウトリーチを行った。（評価軸②③④、

評価指標②③④、モニタリング指標④） 

 関西研（播磨地区）では、受託している文部科学省マテリアル先端リサーチインフラ

（ARIM）事業において、SPring-8の QSTビームライン/実験装置を利用した先端計測を

産学官に提供するとともに、事業のデータベースへの利用者データの登録をデータの

利活用に向けて開始した。（評価軸②③、評価指標②③） 

【評定の根拠】 

 以下のとおり年度計画を上回る顕著な成果を

創出したことから A評定と評価する。 

 

 研究成果の創出（評価軸①） 

国内外研究機関や産業界との密接な連携の

下、基礎科学としての重要な発見、産業応用に

革新をもたらす量子機能材料・デバイスや最先

端レーザー技術の開発、及びそれらの融合研究

等で優れた成果を創出し、著名学術誌で論文発

表を行った。例えば、顕著な成果として、高ス

ピン偏極率と強い垂直磁気異方性を兼備する

新奇フェリ磁性ホイスラー合金の開発（Phys. 

Rev. Mater.）や、二次元量子マテリアル中にお

ける光駆動・超高速スイッチ動作の理論的実証

（Phys. Rev. B）などに係る成果を創出した。 

 

 研究開発マネジメント（評価軸②） 

内閣府「量子未来産業創出戦略」に基づき量

子技術基盤拠点を設立するとともに、量子マテ

リアル創製・センシング技術と光科学技術との

融合を通した研究開発体制を構築し、研究所横

断による新たな研究活動を展開した。また、量

子技術基盤拠点において、産学協創ラボとして

東北大学に仙台ラボを設置し運用を開始した

ことにより、量子センサのテストベッドを整備

するなど量子技術の利活用促進に向けた活動

を進めた。 

 

 産学官連携、社会実装への橋渡しとなる研

究開発（評価軸③） 

量子メス用イオン入射器実現に向けた世界

初のレーザー駆動イオン入射装置原型機の開

発、レーザー打音装置の検査適用対象の拡大な
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1) 高機能材料・デバイスの創製に

関する研究開発 

 

炭化ケイ素中の窒素－空孔のス

ピン操作に向け、印加高周波や励起

レーザーパワーと発光強度の関係

を明らかにする。また、高品質な単

一光子源の探索・形成の一環とし

て、理論計算に基づく探索手法確立

に向けて、スパコン上における計算

プログラムを作成するとともに、窒

化ガリウムのナノ構造形成による

高輝度化技術の開発を進める。スピ

ンやフォトンの制御による光駆動

メモリの要素デバイス開発に向け

トの高い先進的な研究

開発成果の創出状況 

 

②研究開発マネジメン

トの取組の状況 

 

③研究成果の社会実装

や企業との共同研究な

ど産学官の連携の状況 

 

④量子技術の基盤とな

る研究開発等を担う人

材の育成・確保の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

①優れた成果を創出し

た研究課題数（論文数、

TOP10%論文数） 

 

②企業からの共同研究

の受入金額・共同研究件

数 

 

③知的財産の創出・確

保・活用の質的量的状況 

 

④人材育成の質的量的

状況 

 

 

 量子技術による安全な通信社会実現に向け、横浜国立大学先端科学高等研究院と、量

子情報基盤技術における研究協力を推進するための連携協定を締結（令和５年 11月 28

日）し、人材交流の活性化と量子インターフェースや宇宙分野における超伝導技術等

の実用化研究の加速を図った。（評価軸②、評価指標②） 

 硬・軟 X 線放射光の相補利活用による量子マテリアル・デバイス研究の推進に向け、

QST-東北大学マッチング研究支援事業（令和４年度～令和６年度）の活動及び

NanoTerasuを用いた研究計画立案に向けた部門横断的な調査を通して、国側の３本の

共用ビームラインの先端的研究テーマの開拓を進めた。（評価軸②、評価指標②） 

○ 国内の企業との間で 41 件の共同研究契約（うち有償 29 件）を締結し、共同研究経費とし

て 62,685千円を受け入れるとともに、45件の実施許諾契約を締結した。また、大学、公

的研究機関を中心として 82件の無償の共同研究契約を締結した。（評価軸③、評価指標③、

モニタリング指標②③） 

○ 大学、公的研究機関及び企業の外部利用者からの施設共用の課題を 179 課題採択し、それ

による施設・設備の利用件数は 310 件であった。また、共用施設の利用収入額は、99,692

千円であった。（評価軸②③、評価指標②③） 

○ 研究開発の効率的推進と研究開発成果の最大化のため、競争的資金等を活用して研究施設・

設備のデジタル・トランスフォーメーション（DX）化を推進した。関西研（木津地区）で

は令和３年度～令和７年度先端研究基盤共用促進事業（パワーレーザーDX プラットフォ

ーム）として、光量子科学研究施設の運転遠隔化、定型作業のスマート化、装置不具合の

自動検知等によってデジタルパワーレーザーの整備を進めた。また、関西研（播磨地区）

では、令和３年度から文部科学省マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）事業を受託し、

令和５年度も引き続き放射光計測の自動化等の DX 化を含む機器高度化やデータ利活用に

必要な“データ構造化”を推進した。（評価軸②③、評価指標②③） 

 

1) 高機能材料・デバイスの創製に関する研究開発 

 

 

○ 窒素不純物を含む炭化ケイ素（SiC）への電子線照射及び高温熱処理により窒素－空孔を形

成し、その発光強度が、印加高周波に対して 0.1%未満の変動率であること及び励起レーザ

ーパワーに正比例することを明らかにした。この発光特性により、炭化ケイ素中の窒素－

空孔を用いた量子センシングにおけるスピン操作の基礎的知見を得た。さらに、炭化ケイ

素中の窒素－空孔欠陥を用いた温度計測に対する感度を一桁向上するスピン操作手法を開

発し、これまで困難であった実使用環境に相当する高温度域での測定を実現し、実デバイ

スへの実装につながる重要な成果を創出した。（Yamazaki et al., Phys. Rev. Appl., 

2023、令和５年９月プレス発表）（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ スーパーコンピュータ上で第一原理電子状態計算プログラムを実行し、任意の化合物の欠

陥準位を抽出する手法を構築するとともに、欠陥準位中の多重項を対称性に基づき分類す

るプログラムを作成し、高品質な単一光子源の理論計算に基づく探索の基盤となる成果を

得た。（評価軸①、評価指標①） 

ど、企業との連携による成果の社会実装に向け

た課題解決に努めた。 

 

 人材の育成・確保（評価軸④） 

高崎研で導入していたプロジェクト制を関

西研（木津地区）に拡大し４名の新リーダーを

登用したことに加えて、新たに大型外部資金を

獲得した研究者による NanoTerasu の新規プロ

ジェクト開始を決定した。また、光技術との融

合による量子技術基盤拠点の機能強化の観点

から、研究領域を跨いだ部門内のワークショッ

プや外部有識者を招いたアドバイザリーボー

ドを新たに開催するなど、QST 内外との交流に

よるボトムアップ研究の活性化を通して育成

を図った。 

 

以上のとおり、経済・社会的インパクトが高

い、革新に至る可能性のある先進的研究や、産学

官の連携や共創を誘発する場の形成により社会

実装への橋渡しとなる研究開発を実施するとと

もに、成果最大化のための研究開発マネジメン

ト及び人材の育成・確保の取組を適切に行った。 

 

【課題と対応】 

 量子技術の基盤として、イオンビーム、電子

線、レーザー、放射光等を総合的に活用する

ため、電子加速器、TIARA、J-KAREN-P、

SPring-8 専用ビームライン等の量子ビーム

施設群からなる量子科学技術研究等の推進

基盤を高度化していくとともに、それを利

用した量子技術イノベーション研究分野、

量子ビーム科学研究分野の研究開発を進め

る。 

 量子技術基盤拠点における国際競争力の強

化、産学官連携の加速と研究成果の社会実

装への橋渡しに資する活動を通して、量子

センサ・スピンフォトニクスデバイス等で

高度な量子機能を発揮する量子マテリアル

の研究開発・安定的供給基盤の構築を推進
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て、二次元物質とフェリ磁性ホイス

ラー合金、半導体材料との接合など

の形成技術を開発する。レーザーを

用いたイオン状態の計測・制御技術

の確立に向け、レーザー励起、電場

印加等によりイオンを同位体選択

的に捕捉する技術開発に着手する。

量子機能創製拠点では、東北大学に

共同研究拠点を設置・整備するとと

もに、量子技術の利用促進・社会普

及に向けた産学官協創の窓口を整

備する。また、市場ニーズの高い量

子マテリアルの安定的な生産技術

の開発に向け、新規電子線加速器や

プロセス装置などの整備に着手す

る。 

 

○ 体中のワイル粒子が現れると予言されていたスピネル物質 HgCr2Se4について、光電子分光

実験と第一原理電子状態計算による精密なエネルギー評価により、ワイル粒子は現れない

磁性半導体であることを明らかにし、長年の論争に決着をつけた。（Tanaka et al., Phys. 

Rev. Lett., 2023、令和５年５月プレス発表）加えて、材料の量子状態計算を指数関数的

に加速することのできる量子コンピュータ上での量子計算アルゴリズムを開発した。これ

らは、新しい量子材料や量子計算技術の開発につながる成果である。（評価軸①、評価指標

①、モニタリング指標①） 

○ 室温動作する希土類ドープ GaN 単一光子源の高輝度化に向けた指針となる成果として、窒

化ガリウム(GaN)に形成したフォトニック結晶共振器にネオジム(Nd)イオンを注入するこ

とで、Ndの近赤外発光が増強されることを確認した。（評価軸①、評価指標①） 

○ ランタノイド原子イオンを注入した窒化アルミニウム半導体の室温での光学特性と熱処理

による変化を調べ、注入ダメージ回復による光学活性化と複合欠陥化等による不活性化の

間にトレードオフがあることを明らかにした。これにより、ランタノイド原子による単一

光子源開発の知見となる成果を創出した。（Sato et al., Opt. Mater. Express, 2024）。

（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 光駆動メモリの要素デバイス開発に向けた形成技術開発として、グラフェン/磁性金属積

層体界面に挿入された銀原子層が、過熱により可逆的に出し入れできることを明らかにし

た。さらに、スピンやフォトンの効率的制御に適した高スピン偏極率と強い垂直磁気異方

性を兼備する新奇フェリ磁性ホイスラー合金の開発に成功した。（Bentley et al., Phys. 

Rev. Mater., 2023、特願 2023-27745）加えて、光で情報記録が可能なコバルト/白金を用

いて、磁場を使わない電流による効率的な磁化反転を実現し、光電融合が可能な不揮発性

磁気メモリ材料の開発に成功した。（J. Ryu et al., Adv. Funct. Mater., 2023、令和５

年７月プレス発表）これらにより、光駆動メモリデバイスや磁気メモリの超高記録密度化

のためのボトルネックを解消するとともに、光駆動メモリの実現に不可欠な光と電流双方

での書き込み・読み出しを実現する重要な技術を開発した。（評価軸①、評価指標①、モニ

タリング指標①③） 

○ レーザーを用いたイオン状態の計測・制御技術の確立に向け、イオンの同位体選択的導入

技術として、レーザーアブレーション法と光共鳴イオン化法を組み合わせたテストベンチ

を構築した。これにより、バリウム（Ba）の放射性同位体である 133Baによる量子情報処理

実験系の実現が期待される成果を創出した。（評価軸①、評価指標①） 

○ SiC中のシリコン空孔（SiC-VSi）量子センサについて、温度 300℃以上の高温環境下でも磁

気センサとして機能することを実証するとともに、磁気測定に対して温度校正が不要であ

ることを確認した。これにより、温度可変の高温環境下での磁場センシングにおける SiC-

VSi量子センサの有用性を示した。（Motoki et al., J. Appl. Phys., 2023）（評価軸①、

評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 加速電子と電子線励起発光による光子を用いることにより、パルス電子銃などの大がかり

な装置を必要としない時間相関電子顕微鏡を実現し、ナノスケールでの物質の発光寿命計

測に成功した。これは、光の回折限界を超えた発光寿命を簡便に計測することができ、量

子ドット等の量子光源開発に貢献するだけでなく、電子と光子間の量子もつれによる新し

するため、量子ビーム技術によりスピン量

子ビット、単一光子源を創出して国内外に

広く供給し、国際連携を強化するとともに、

量子技術と光技術の融合による量子マテリ

アル・デバイスの創製に関する研究開発に

集中的に取り組む。また、量子技術基盤の第

３期 SIPにより、産学協創オープンラボ、産

学協創サテライトラボ（東北大学、東京工業

大学）の設置・運用開始、固体量子センサの

テストベッドと教育プログラムの整備等、

量子技術の社会実装に向けた企業連携、人

材交流の促進のための環境整備を進める。 
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い量子技術につながると期待される成果である。（Yanagimoto et al., Commun. Phys., 

2023、令和５年 10月プレス発表）（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 量子マテリアルの安定的な生産技術の開発に向け、令和４年度補正予算により、高崎研で

は電子加速器の更新（令和８年度稼働予定）を含む量子機能創製研究センター棟の整備や

量子マテリアルの創製・加工、評価を可能とする装置群の整備を着実に進めた。また、令

和５年度補正予算により、量子マテリアル高度評価基盤の整備、光駆動・超高速スイッチ

システム基盤の整備及び高精度なセンシングのための研究施設の整備を開始した。（評価

軸②③、評価指標②③） 

 

 

次世代電池の実現に向け、高耐久

導電性高分子に適したグラフト重

合や構造データ化及び酸化物セラ

ミックス電極触媒創出に資する微

細構造加工の技術開発を進める。放

射光その場計測の自動化を進め、ア

ルミニウム鉄系水素化物を部分置

換した新規水素貯蔵材料の性能評

価を行う。ミニ臓器から構成される

全身モデル化チップに適したシリ

コーン材料の物性制御法の探索、殺

細胞効果を示す複合 RI 薬剤に適用

できる候補となる RI の選定を行

う。中長期的な作物の炭素栄養動態

解明のため、安定同位体を用いた解

析と RI イメージングの融合、環境

耐性に関係する遺伝子の低頻度変

異の検出精度向上のための技術開

発に着手する。 

 

○ 高耐久性ポリエーテルエーテルケトン (PEEK) のグラフト重合を促進し、高導電性に十分

なグラフト率を得る技術を見いだした。シミュレーションによる構造データ化に加え、中

性子小角散乱測定と部分散乱関数解析により膜中の局所水和数の導出方法を確立し、イオ

ンチャンネル構造を分子レベルで解明した。これらは、耐久性・導電性に優れた次世代電

池膜の設計指針となる成果となった。（Zhao et al., ACS Macro Lett., 2023）（評価軸①、

評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 溶液中に分散させた酸化物セラミック材料にパルスレーザーを照射することにより、セラ

ミックスへの微細構造欠陥導入と表面・内部への金属原子ドープを同時に達成可能な新規

手法を開発し、セラミックス電極触媒の高活性化のための重要な技術につながった。（評価

軸①、評価指標①） 

○ 放射光その場計測において、高温高圧下の温度圧力制御と X 線回折測定の自動化を実現す

ることで、アルミニウム鉄系水素化物の鉄をルテニウムに部分置換した新規材料の合成に

成功し、その結晶構造解明及び水素放出性能評価も実施した。これにより、脱レアメタル

水素吸蔵材創成への活用が見込まれる成果が得られた。さらに、開発した自動計測技術を

利用して、リチウムイオン電池材料への応用が期待される新規酸水素化物を見いだした。

（Suzuki et al., J. Am. Chem. Soc., 2023、令和５年７月プレス発表）（評価軸①、評価

指標①、モニタリング指標①） 

○ 量子ビーム架橋技術によりシリコーン材料の酸素透過性や薬剤吸着特性の制御技術を開発

し、全身をモデル化したマイクロ流体チップの実現に重要な技術を得た。（評価軸①、評価

指標①） 

○ 複合 RI 薬剤の候補 RIを選定するため、核的性質に基づいて DNA 近傍や細胞における線量

評価を実施し、殺細胞効果の高い RIを選定した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 炭素栄養動態解明のため、同一作物への安定同位体解析データの取扱いを可能にした RIイ

メージング技術の高度化に加え、ナトリウム(Na)吸収動態解析技術を開発し、塩害に耐え

る作物の創出につながる成果として細胞内デンプンが Na を吸着・無毒化する耐塩性機構

を解明した。 

○ また、変異集団内の一部の個体や細胞に生じた環境耐性向上に関係する遺伝子の低頻度変

異を検出するため、試料調製や擬陽性のフィルタリング処理技術を高度化し、検出精度を

向上させた。（Noda et al., J. Plant Res., 2023、令和５年７月プレス発表）（評価軸①、
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評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 健康・長寿及び安心・安全な社会の実現に資するため、生体内環境を再現して迅速かつ正

確な薬剤影響評価を可能とする「生体模倣システム」に関する研究開発において、企業９

社、７大学からなる「生体模倣システム創製研究アライアンス」の体制を構築することに

よって、迅速かつ正確な薬剤影響評価が可能なデバイスの研究開発段階から産業応用まで

をつなぐハブとしての先導的な役割を果たす取組を進めた。（評価軸②③、評価指標②③） 

○ カーボンニュートラルに向けたエネルギー変換デバイス等の創製に資するため、脱レアメ

タル水素吸蔵材料の開発に向けた「先進加工・オペランド解析技術の開発・高度化」では、

JST革新的 GX技術創出事業（GteX）予算を関西研（播磨地区）と高崎研で協力して獲得し、

アルミ－鉄合金をベースにした水素吸蔵材料の開発に向け、ロボティクス技術を活用した

ハイスループット成膜装置の構築を進めた。（評価軸②、評価指標②） 

○ RI技術による成果を農業への実装を進めるため、東京大学、東北大学、筑波大学等のアカ

デミアと企業を含む 10 組織のオールジャパン体制のコンソーシアムを形成した。さらに、

福島国際研究教育機構（以下「F-REI」という。）による公募「農作物の生産性向上や持続

可能な作物生産に資する RI イメージング技術の開発及び導き出される生産方法の実証」

の研究予算を獲得し、QSTの主導のもとで研究を開始した。（評価軸②③、評価指標②③） 

○ バイオエコノミー社会の実現に貢献するため、アジア原子力協力フォーラム（FNCA）に参

画し、放射線育種プロジェクトでは、TIARA の炭素イオンビームを利用して開発された肥

料や灌漑水が少ない条件で栽培が可能なイネ品種をバングラデシュで市場化するととも

に、放射線加工・高分子改質プロジェクトでは、植物生長促進剤やバイオ肥料、超吸収材、

医療用ゲルなどの社会実装に向けた開発を進めた。（評価軸②③、評価指標②③、モニタリ

ング指標②③） 

○ 複合 RI薬剤による標的アイソトープ治療（TRT）の発展に寄与するため、「標的アイソトー

プ治療線量評価研究会」（令和２年 12 月設立）の事務局として、第４回標的アイソトープ

治療線量評価研究会（Web 大会）の開催を主導した。（評価軸②③、評価指標②③） 

 

タンデム加速器による数十ナノ

メートル径の重イオンビーム形成

を目指し、ナノビームを自動で形成

する制御システムの開発を開始す

る。革新的スピントロニクス材料開

発に資するため、放射光メスバウア

ー分光によるデバイス界面の原子

層磁性探査技術の高度化として、微

小回路形状素子の局所磁性探査を

可能にするマイクロビーム利用計

測技術を開発する。放射光コヒーレ

ント X 線イメージング法の開発と

して、サイズ効果が顕著となる微結

○ タンデム加速器マイクロビームラインにおいて、ビーム制御システムの開発に着手し、計

測したビーム径を制御系にフィードバックすることによりビームライン機器を自動制御す

るための各種パラメータ等の最適化を進めることで、自動で１µm レベルのビーム形成を可

能とした。（評価軸①、評価指標①） 

○ また、陽電子分析等の精密制御量子ビームを駆使することで、次世代量子デバイスの候補

材料であるヒ素化タンタルにおいて、元素の組成がずれた場合でも、高い電子移動度が得

られることを実証した。これにより、産業レベルでの量子デバイス生産の低コスト化につ

ながる成果を創出した。（Kawasuso et al., J. Appl. Phys., 2023、令和６年２月プレス

発表）（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ さらに、タンデム加速器を用いた世界最高強度の MeV級 C60イオンビームの照射により、世

界で初めてダイヤモンドにイオントラックを形成させることに成功した。これにより、放

射線物理の新たな知見が得られ、ダイヤモンドのナノ加工につながる成果を創出した。

（Amekura et al., Nature Commun., 2024）（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標
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晶粒子の内部観察について、情報科

学的手法の導入によりノイズを低

減し、観察像の高精細化を行う。 

 

①） 

○ 革新的スピントロニクス材料開発に資するため、放射光メスバウアー分光において、マイ

クロビームを用いて先端スピントロニクス素子の微小回路部位を狙いつつ、多層膜構造の

素子の界面 1 原子層の磁性探査を可能とし、超低消費電力メモリ実現に向けたデバイス性

能向上への活用が期待される成果を得た。（評価軸①、評価指標①） 

○ 角度分解光電子分光法の高度化により、量子マテリアルの機能発現のカギとなる「量子多

体効果の強さ」や「スピン流」をマイクロメートルの精度で可視化できる革新的な顕微分

析技術の開発に成功した。（Iwasawa et al., Phys. Rev. Res., 2023、令和５年 12月プレ

ス発表）（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 放射光コヒーレント X 線回折イメージング法の開発においては、情報科学的手法による高

精細化を進め、直径 40nm のキューブ形状微結晶粒子の内部の歪分布を可視化した。さら

に、粒子外形解析プロセスの自動化により、手動では困難な多段の外形精密化サイクルを

要する不定形粒子についても像再構成解析を可能とし、100nmサイズの NVナノダイヤモン

ド粒子内部の歪分布やチタン酸バリウムセラミクス内部の微結晶の非破壊可視化に成功

し、量子センサ等の性能向上への活用が期待できる成果を創出した。（Oshime et al., Jpn. 

J. Appl. Phys., 2023）（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 今後の硬・軟 X線放射光の相補利活用に向け、令和４年度～令和６年度における QST-東北

大学マッチング研究支援事業の活動及び NanoTerasu を用いた研究計画立案に向けた部門

横断的な調査を通して、国側の３本の共用ビームラインの先端的研究テーマの開拓を進め

るとともに、さきがけ、防衛装備庁安全保障技術推進制度（タイプ C）を獲得し、研究開発

の加速を図った。（評価軸②、評価指標②） 

○ 放射光メスバウアー分光における原子層磁性探査技術の実現とそれを用いた鉄表面の特異

な磁性の解明の成果により、令和５年度文部科学大臣表彰 科学技術賞（研究部門）を受賞

した。（評価軸①、評価指標①） 

 

2) 最先端レーザー技術とその応用

に関する研究開発 

 

超高速電子ダイナミクスの可視

化に向けて、赤外領域の高出力極短

パルスレーザー及びそれを用いた

高次高調波発生用のビームライン

を構築するとともに、極短パルスレ

ーザーによる量子状態制御を用い

た超高速スイッチ動作に向けた励

起ダイナミクスに関する計測手法

や第一原理計算法の開発に着手す

る。また、水や生体分子等の電子励

起ダイナミクスの超高速計測を開

2）最先端レーザー技術とその応用に関する研究開発 

 

 

○ 超高速電子ダイナミクスの可視化に向けて、赤外領域の高出力・極短パルスレーザー及び

高次高調波発生用のビームライン構築を完了させた。（評価軸①、評価指標①） 

○ 量子状態制御を用いた超高速スイッチ動作に向けた励起ダイナミクスについて、２次元物

質のバレー偏極励起スキームの第一原理計算法を開発した。さらに、２次元量子マテリア

ル（WSe2 単層膜）中の光駆動超高速スイッチ動作を理論的に実証した。これにより、超高

速コンピューティングや革新的通信技術の確立につながる成果を創出した。（Yamada et 

al., Phys. Rev. B, 2023）（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ また、水、生体分子の電子励起ダイナミクスの超高速計測を開始した。赤外領域レーザー

技術による中赤外顕微技術の高度化として、空間分解能の改善に向けた技術開発を進める

とともに、強度変調レーザーを用いて発生した高周波により、SiC中の SiC-VSiの光磁気共

鳴観測に成功した。（評価軸①、評価指標①） 
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始する。赤外領域のレーザー技術の

高度化により中赤外顕微技術の高

度化を進めるとともに、強度変調レ

ーザーを用いたスピン制御技術の

開発に向けて、高周波による光検出

磁気共鳴等の実験手法の検討を開

始する。超微細加工技術の開発で

は、レーザー加工シミュレータ実現

に向けた学理解明のためのシミュ

レーション技術の開発を進めると

ともに、物質表面における超微細構

造の形成・計測技術の開発に使用す

るコヒーレント軟 X 線光源に必要

な高繰り返しレーザーシステムの

高度化を進める。 

 

○ レーザー加工シミュレータ実現に向け、３温度モデルを用いて Si 薄膜の損傷閾値の膜厚

依存性をシミュレーションする手法を開発するとともに、物質表面の超微細構造形成・計

測技術開発に向け、高繰り返しレーザーシステムの高度化を進めた。さらに、当該システ

ムを励起源とするコヒーレント軟 X線光源の開発を開始した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 軟 X 線レーザーの微小集光技術を用いることにより、薄膜成膜や光学素子の基板材料であ

るサファイヤ結晶表面にナノメートルスケールの線幅とサブナノメートルの加工深さをも

つ線状構造の直接加工に成功し、半導体回路や精密光学素子の直接加工につながる技術を

開発した。（Mikami et al., Opt. Lett., 2023）（評価軸①、評価指標①、モニタリング指

標①） 

○ レーザー医療応用研究では、関西研発ベンチャー企業２社との共同研究によって、成果の

実用化・社会実装に向けた課題解決に努めた。具体的には、企業との共同研究において、

臨床試験に用いる非侵襲血糖値センサの量産試作機の開発を進めた。また、企業及び立川

病院、東京慈恵会医科大学、東京大学と連携し、直径 1 mm程度の肺末しょう部にアクセス

が可能な末しょう肺がんの検査/生検システムの実用化研究を実施した。（評価軸③、評価

指標③、モニタリング指標②） 

 

レーザー加速器実現に向けた研

究開発では、外部の研究機関と連携

し、軽イオンにおいて確立した高効

率イオン加速手法を高エネルギー

や多価重イオン加速に適用するた

めの高強度照射条件の検討を進め

るとともに、高強度照射実験のため

のビームライン構築を検討する。レ

ーザー駆動イオン入射器のビーム

評価に必要なビーム伝送試験装置

を設置し、ビーム特性診断を開始す

る。また、産業用小型電子加速器の

実現に向けてレーザー電子加速ビ

ームの時間構造の計測技術開発を

進める。可視から赤外領域のレーザ

ー技術の高度化により遠隔検知技

術の要素技術開発を進めるととも

に、高強度レーザーにより発生する

ガンマ線の特性評価手法の検討を

開始する。J-KAREN-Pに導入した可

変形鏡の最適化を行い、高ビーム品

質化や高強度化を進めるとともに、

レーザー装置のリモート化と安定

○ 国内外研究機関との連携により、J-KAREN-Pでの 200MeV陽子生成を目指して高強度照射条

件の検討を進めただけでなく、ビームライン構築を進め、さらに放射圧加速現象の予備試

験まで実施した。（評価軸①、評価指標①） 

○ レーザー駆動イオン入射器のビーム評価に必要なビーム伝送試験装置を設置してビーム特

性診断を開始しただけでなく、関西研及び共同研究先の大学・企業の学生（連携大学院生・

RA等）や若手研究者・技術者等を開発に参加させることで育成しつつ、関西研の有する高

コントラスト高ピーク出力レーザー技術、レーザー・プラズマ加速の技術と、企業と共同

開発した技術を統合し、レーザー駆動によるがん治療用量子メスイオン入射装置の原型機

の開発に世界で初めて成功した。（Kojima et al., Matter Radiat. Extremes, 2023、

PCT/JP2023/041213、 令和５年８月プレス発表）（評価軸①③④、評価指標①③④、モニタ

リング指標①③④） 

○ 電子からの遷移放射光と電気光学効果を利用した手法を開発してレーザー電子加速ビーム

の時間構造計測を達成しただけでなく、３次元電荷密度の計測を実現した。今後の実験デ

ータ解析の肝となる重要な基礎的成果であり、高密度を必要とする電子ビーム応用につな

がると期待される成果を創出した。（Huang et al., Phys. Rev. Accel. Beams, 2023）（評

価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 細孔が多数開いたガラス板にレーザー光を集光した実験により、がん治療に利用可能な高

エネルギー電子発生を実証した。内視鏡との組合せにより、放射線被ばくの少ないがん治

療装置の実現につながると期待される成果を創出した。(Mori et al., AIP Advances, 

2024、令和６年３月プレス発表）（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ レーザー技術の高度化により遠隔検知技術の要素技術開発を進め、関連企業、自治体と協

力し道路橋のレーザー打音検査、高速道路のトンネル内のタイルパネル検査、導水路トン

ネル点検へのレーザー打音検査など検査適用対象を拡大したことに加え、さらに下記の実
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化に資する動作状況可視化システ

ムの構築に着手する。また、レーザ

ーによるイオン追加速の実証へ向

けた２ビーム化システムの設計を

進める。 

 

績を上げた。（評価軸③、評価指標③） 

・ 国土交通省 道路政策の質の向上に資する技術開発 優秀技術研究開発賞を受賞した（代

表 名古屋大学、令和５年８月 23 日）（令和５年 11 月プレス発表）（評価軸③、評価指

標③） 

・ 第３期 SIP(令和５年度～令和９年度)にて、インフラの劣化予測技術の開発を名古屋大

学、企業２社と共同で開始した（QST 配分 5,250 万円（予定額））。企業２社、静岡県、

山梨県、各務原市らとの協力体制を確立したことに加え、企業が出資するレーザー打音

ロボット開発の有償共同研究（令和５年度～令和７年度、5,000 万円）を、名古屋大学

を含めた４社共同で開始した（評価軸②③、評価指標②③、モニタリング指標②） 

・ QST が中心となって設立した「光技術を活用したインフラ維持管理に関するコンソーシ

アム」を通して技術支援を行った結果、レーザー打音検査等の光検査技術による鉄道施

設の維持管理技術の開発をテーマとする国土交通省 中小企業イノベーション創出推進

事業(SBIR フェーズ３基金事業、令和６年度～令和９年度、総額６億円、QST 分は 0.98

億円）に関西研発 QST認定ベンチャー企業が採択された。（評価軸②③、評価指標②③） 

○ レーザー駆動電子ビーム加速では、企業、群馬大学と連携し、小型のガンマ線計測の準備

研究を進め、社会実装を目指した取組を進めた。（評価軸③、評価指標③、モニタリング指

標②） 

○ ガンマ線発生機構や高密度プラズマ状態の解明に向けて、１MeV 超の高エネルギーガンマ

線に対応可能で、広いエネルギー領域（１MeV～10 MeV）をカバーできるガンマ線の検出器

の設計を完了した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 可変形鏡最適化で集光強度を向上し、プリパルスの除去に成功するなど、高強度化、高ビ

ーム品質化を実現した。また、レーザープロファイル等の動作状況可視化システムを開発

したことに加えて、励起レーザーの遠隔制御及び光路自動制御を実現した。加えてイオン

追加速の実証へ向けたシミュレーションを実施し、２ビーム化システムの最適デザインの

検討を進めた。（評価軸①、評価指標①） 

○ 176Lu は約 400 億年で 176Hf に β 崩壊し、宇宙核時計として用いることができるが、半減期

の正確な値が不明なため信頼性が低かった。そこで、ガンマ線の特性評価手法の検討から

派生し、従来の測定法の弱点を克服した新しい計測法で測定し、最も正確な値を計測した。
176Lu宇宙核時計を用いて、いん石や岩石の生成された年代測定や太陽系形成以前に発生し

た超新星爆発の年代測定が可能になると期待される成果となった。（Hayakawa et al., 

Commun. Phys., 2023、令和５年 11月プレス発表）（評価軸①、評価指標①、モニタリング

指標①） 

○ クライオ技術を用いて QST で独自開発した水素クラスターターゲットによる純度 100%の

MeV 級陽子ビーム発生技術を活用し、医療・産業応用可能な次世代小型レーザー陽子加速

器とレーザー核融合の実用化・商品化を目的とした企業との有償共同研究を開始した。（評

価軸③、評価指標③、モニタリング指標②） 

○ J-KAREN-Pの利活用については、海外機関（チェコ・ELI Beamlines、ルーマニア・ELI-NP、

ドイツ・ドレスデンヘルムホルツ研究所等）から 20名を超える研究者が来日参加するイオ

ン加速実験とコヒーレント X 線発生実験を着実に実施し、放射圧加速現象の予備試験デー
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タ取得に成功した。国際競争力を更に高めるために、高エネルギー照射実験に用いる像転

送光学系導入に必要となる機器の設計を進め、令和５年度に期中配賦された予算により、

その購入手続を完了した。また、令和４年度までに整備したプラズマミラーシステムは、

施設共用装置（オプション）として順調な運用を開始した。（評価軸②、評価指標②） 

○ J-KAREN-Pの高度化については、平成 28年締結の QST-大阪大学の包括協定の下、大阪大学

レーザー科学研究所と関西研との連携協力により、次世代大型レーザー施設 J-EPoCH（仮

称）の整備に係る提案を行った。文部科学省による学術研究の大型プロジェクトの推進に

関する基本構想（ロードマップ 2023）に掲載され、関西研は 10PWレーザー技術と PWレー

ザーの高繰り返し技術の開発を担うことになったことから、大阪大学との合同ラボ（仮称）

の設立等、具体的計画の検討を開始した。（評価軸②、評価指標②） 

○ 大阪大学レーザー科学研究所、理研 SACLA との三機関連携を促進し、研究開発や施設の共

用促進などの文部科学省への提案を三機関共同で実施した。大阪大学レーザー科学研究所

との定例合同シンポジウム、理研光量子工学研究センターとの定例合同セミナー等を通じ、

連携促進と研究員のモチベーション向上に努めた。（評価軸②、評価指標②） 

 

外部研究機関と連携し、レーザー

駆動イオン入射器のビーム評価に

必要なビーム伝送試験装置を設置

し、ビーム特性診断を開始する。 

 

○ レーザー駆動イオン入射器のビーム評価に必要なビーム伝送試験装置を設置してビーム特

性診断を開始しただけでなく、関西研及び共同研究先の大学・企業の学生（連携大学院生・

RA 等）や若手研究者・技術者等を開発に参加させることで育成しつつ、関西研の有する高

コントラスト高ピーク出力レーザー技術、レーザー・プラズマ加速の技術と、企業と共同

開発した技術を統合し、レーザー駆動によるがん治療用量子メスイオン入射装置の原型機

の開発に世界で初めて成功した。（Kojima et al., Matter Radiat. Extremes, 2023、

PCT/JP2023/041213、令和５年８月プレス発表）（評価軸①③④、評価指標①③④、モニタ

リング指標①③④）【再掲】 

 

3) 量子技術の基盤となる研究開発

等を担う人材の育成・確保 

 

産学官の人材の参入・交流を促進

するため、量子技術の利活用促進に

向けたハブ機能を量子機能創製拠

点に構築し、セミナー、講習会等の

開催・参画を通した技術情報の発信

や技術習得の場の提供を開始する。

また、NanoTerasuの利活用に向けた

広報・アウトリーチ活動、研究会・

シンポジウム開催等を通して人材

交流の拡幅を図る。研究開発部門内

においては、プロジェクト制の導入

を拡大させ若手・中堅研究者のリー

3) 量子技術の基盤となる研究開発等を担う人材の育成・確保 

 

 

○ 産学官人材の参入・交流の促進については、産学協創ラボとして東北大学に仙台ラボを設

置するとともに、量子技術基盤拠点として量子技術の利活用促進に向けた固体量子センサ

のテストベッド整備、人材教育プログラム構築により技術習得の場を提供した。（評価軸

④、評価指標④、モニタリング指標④） 

○ 量子技術基盤拠点の活動内容について、日刊工業新聞への連載、メディア向けの記者懇談

会、Q-STAR 量子マテリアルデバイスセンサ（MDS）部会の高崎研での開催と施設見学、Q-

STAR参画企業に向けの技術説明会を実施するとともに、量子技術基盤拠点がイノベーショ

ンセンター、量子生命拠点と連携して、nano tech 2024 第 23回国際ナノテクノロジー総

合展・技術会議への出展や Q-STAR における講義等を実施し、幅広くアウトリーチを行っ

た。（評価軸②③④、評価指標②③④、モニタリング指標④）【再掲】 

○ NanoTerasuでは、オープンデイの開催や想定を大きく上回る１万名超の視察・見学者の受

入れ、テレビ・新聞等メディアによる広報・アウトリーチ活動、研究会・シンポジウム開
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ダー登用を通してキャリアパスを

明確に示すとともに、競争的外部資

金の申請支援制度の拡充、国内外と

の人材交流によるボトムアップ研

究の活性化や次代を担う研究者・技

術者の育成・確保に取り組む。また、

機構におけるリサーチアシスタン

ト（RA）や実習生に係る制度、連携

大学院制度等を活用して学生を受

け入れ、目的指向の研究開発を通し

て、広い視野で量子技術を捉え企業

のニーズに応えられる人材を育成

する。 

 

催等により、人材交流の拡幅を図った。（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標④） 

○ 高崎研に導入していたプロジェクト制を関西研（木津地区）にも拡大し、第２期中長期計

画の下で新提案８件を含む 19 プロジェクトからなる研究体制を整えるとともに、外部資

金の獲得実績や受賞歴のある優秀な研究者４名の新リーダー登用を通してキャリアパスを

明確に示したことに加えて、新たに大型外部資金（さきがけ等）を獲得した研究者による

NanoTerasuの新規プロジェクト開始を決定した。プロジェクトレビュー会議等を通して、

重点的に取り組む研究分野や運営方針、外部資金獲得のための連携・協力計画などを共有

することで、個人のアイデアに端を発するボトムアップ型研究の成果が多く生まれ、若手

研究員の能力を引き出す一定の効果が期待できる取組みを行った。（評価軸④、評価指標

④、モニタリング指標④） 

○ 若手・中堅研究者の人材育成を目的とし令和２年度に運用を開始した競争的資金等の申請

支援については、令和５年度も新制度の導入を図りつつ継続的に運用した。具体的には、

副所長及び研究企画部による提案課題の検討及び申請書のブラッシュアップに加え、サイ

エンスメンターとして外部有識者を招き、研究提案の検討段階から必要なバックキャステ

ィングに基づくマインドセットや、募集要項の分析とその結果を踏まえた申請書の書き方

などに係る指導を継続するとともに、新たに研究者個人から研究グループへの対象の拡大

を図った。その結果、令和５年度安全保障技術研究推進制度（タイプＣ １件）、JSTさきが

け（１件）、 JST革新的 GX技術創出事業（GteX）（分担１件）他の採択につながった。（評

価軸②④、評価指標②④、モニタリング指標④） 

○ 量子技術基盤拠点において、光技術との融合による機能強化に向けた高崎研－関西研共同

ワークショップや、大学・企業出身の外部有識者によるアドバイザリーボードを開催し、

国内外との人材交流によるボトムアップ研究の活性化や次代を担う研究者・技術者の育成・

確保に取り組んだ。（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標④） 

○ RAや実習生に係る制度、連携大学院制度（群馬大学、千葉大学、九州大学、東京大学、茨

城大学、兵庫県立大学、同志社大学、関西学院大学）等を活用して、量子技術、量子ビー

ム科学に係る講義・教育に加えて、計 101 名の学生を受け入れ、目的指向の量子技術基盤

研究開発を通し、広い視野で量子技術を捉え学界・産業界のニーズに応えられる人材の育

成を進めた。その結果、論文賞や学会発表賞を６件受賞するなど顕著な評価を受けた。（評

価軸④、評価指標④、モニタリング指標④） 

○ 高崎研及び関西研においては、国内の大学、研究機関等との合同セミナー・シンポジウム

においてポスター賞表彰を設ける等、若手研究員のモチベーション向上と育成に努めた。

また、所長表彰を通じて、有益かつ顕著な業績をあげた個人・団体を顕彰し、所員の士気

高揚や能力資質の向上に努めた。（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標④） 

○ 高崎研、関西研及び次世代センターにおける研究開発内容とその社会的意義の理解向上を

目的に、事務・技術系職員向け施設見学会を５月～６月に実施した。参加者からは、「量子

技術研究の理解が深まった」、「支援業務の重要性の再認識できた」など、肯定的なフィー

ドバックが得られ、今後も継続的な実施を求める強い要望があった。（評価軸④、評価指標

④、モニタリング指標④） 

○ 革新的量子デバイスやエネルギー変換デバイス等の創製のための硬・軟Ｘ線相補利活用に
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向け、QST-東北大学マッチング研究支援事業（令和４年度～令和６年度）や部門横断的な

調査を通して、NanoTerasuにおける国側の３本の共用ビームラインの先端的研究テーマの

開拓を進め、放射光科学の研究分野を担う次代の研究リーダー育成を進めた。その結果、

令和６年度から仙台駐在の研究プロジェクトを設置して非破壊オペランドナノ構造観察・

精密磁性-電子状態分析の先端計測技術等の開発を行うことを決定した。（評価軸④、評価

指標④、モニタリング指標④） 

○ 外部専門家による最近の研究成果レビューや国内外研究動向の報告を行うオープンセミナ

ーを高崎研及び関西研で実施し、新たな共同研究、外部資金応募の枠組み等に向けた研究

系職員の啓発に役立てた。また、これと並行して、研究系職員による研究報告会を通じて、

研究グループ・プロジェクト、研究部等、組織の壁を超えた研究者間の交流を促進した。

（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標④） 

○ 高崎研では、一般市民に研究・照射施設を公開し、量子技術や量子ビーム科学技術による

研究成果を紹介した（10 月実施、来場者数 548 名）。関西研では、４年ぶりに入場者数を

限定しない形式で施設公開を実施し、実験施設見学や工作教室、科学セミナーなどを行っ

た（11月実施、来場者数 1,402名（過去最高））。これにより、一般市民の科学に対する意

識向上に努めた。（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標④） 

○ 高崎研では、群馬県教育委員会からの依頼に基づき、群馬県立高崎高等学校のスーパーサ

イエンスハイスクール事業に運営指導委員として職員１名を派遣し、高校生の研究活動に

対する助言を通して、科学的な思考力・表現力の育成に努めた。また、高崎市内の中学生

の職場体験事業「やるベンチャー」（５月実施）に協力し、近隣の中学校から学生（４名）

を受け入れ、科学に対する知的好奇心の向上を図った。さらに、関西研木津地区では中・

高・大学生（京都大学、東京大学、京都薬科大学など）を対象にした施設見学、研究セミ

ナーとして 11 件を受け入れるとともに、播磨地区では近隣中学校への出前授業を実施し

た（10月実施）。（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標④） 

○ 広く一般市民が光科学技術に親しんでいただくことを目的にしたきっづ光科学館ふぉとん

を運営した。令和５年度は 28,206名が来館。光科学や量子科学に関する意識向上に寄与し

た。（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標④） 

 

 

 【モニタリング指標】 ○優れた成果を創出した研究課題数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 226報       

Top10%論文数 ６報       

 

 

○企業からの共同研究の受入金額・共同研究件数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

受入金額 62,685千円       

件数 41件       
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（うち無償の共同研

究件数） 

（12件） 

 

 

○知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

出願件数 40件       

登録件数 20件       

実施許諾契約件数 45件       

実施料収入 1,068千円       

 

 

○人材育成の質的量的状況 

QST職員対象 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

若手研究者等による

外部資金応募数 

（うち採択数） 

35件 

（９件） 

      

若手研究者等による

外部資金獲得金額 

17,465千円       

若手研究者等による

実施課題数 

45件       

若手研究者等による

成果創出状況 

学会発表： 

223件 

論文数：62報 

受賞数：６件 

      

人材育成に資するプ

ログラム等の開催回

数 

６回       

プログラム等の満足

度 

下欄参照       

外部人材対象 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

RA応募数 

（うち RA採用数） 

27件 

（24件） 

      

実習生受入数 71人       

連携大学院性受入数 ６人       

その他人材育成に係

る人材受入数（国プ

ロ・共同研究など） 

196人       
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受入に係る成果創出

状況 

論文数：51報       

 

◆人材育成に資するプログラム等の満足度 

・第 69回高崎研研究発表会における受講者の満足度 92％ 

・令和５年度事務・技術系職員向け施設見学会の満足度 90％ 

・QST高崎サイエンスフェスタ 2023の満足度 65％ 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応

状況】 

 

・量子機能創製拠点において、ダイヤモンド NVセンターがナ

ノ分野の計測以外で他の技術に対して優位性が達成できるよ

う、また量子コンピュータの実現につながるダイヤモンド NV

センター中における量子ビットやイオントラップ量子ビット

等について成果を出せるよう、短期目標と長期目標をうまく

設定するなどマネジメントの工夫が必要である。 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ ダイヤモンド NVセンター等の量子マテリアルと光技術との融合による最先端レーザー技術を駆使した超高速・省電力デバイス等の開発を

通して、本中長期目標（短期的）期間においても QSTの優位性を維持する。また、ナノイオンビーム等の技術開発を進めることでダイヤモ

ンド室温量子ビットやイオントラップのモジュール化やオール光量子ビット等で量子コンピュータに関する研究開発を長期的に進める。 

○ 短期的な成果の創出に向けては、新たな電子加速器施設や高精度なセンシングのための研究施設の整備によって高品質な単一光子源の探

索・形成を進めるとともに、SIPを活用した、高品質な量子マテリアルの供給、企業研究者の育成などのマネジメントを行った。また、量

子コンピュータの専門家を含む外部有識者をアドバイザーとした量子技術基盤拠点アドバイザリーボードを開催し、長期的に取り組むべき

研究内容やマネジメント体制の強化を図った。 

・Top10％論文数の減少について、コロナ禍の影響により海外

との共同研究が制限されたことなど他律的な要因が認められ

るものの、国内研究者の利用促進や独自研究の充実などを含

め、その原因分析と対策の検討を行うこと。 

 

○ 令和３年度の発表論文のうちトップ 10％論文の成果 13報は、量子マテリアルや高強度レーザー分野を中心に、主として海外の大学、研究

所との外部連携により令和元年度～令和２年度に実験等が行われ、その後の新型コロナウイルス感染症拡大期に解析・論文化されたもので

あった。その内訳は、海外連携 10報、国内連携２報、内部１報である。これに対して令和４年度の発表論文は、主として令和２年度～令

和３年度に実施した実験等の結果をもとにして解析・論文化されたものであるが、この実験実施期間には、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響により施設・装置の稼働が十分でない上に、海外への渡航制限により外国の大学、研究所を中心とした外部機関等との共同実験等に

厳しい制約が生じた。その結果、特に Top10％論文に寄与していた海外との連携が減少したことから、今般の Top10％論文数の減少に至っ

たと分析した。 

○ なお、令和４年度からの出張の制限緩和やリモート実験等の環境整備に伴い、外国の大学、研究所を中心とした外部機関等との連携も少し

ずつ再開され、価値ある研究成果が得られ始めた。令和５年度の Top10％論文は６報と回復の兆しが見られており、今後も論文数、

Top10％論文ともに、増大に転じることができるよう研究開発を進めていく。 

・J-KAREN等の世界最先端の施設を活用した研究等の基礎的な

研究が盛んに行われているため、アウトプットとしての論文

成果の創出については、共著論文だけでなく 1st Authorでの

Top10％論文が出るようにするなど、改善を期待する。 

 

○ 研究員の時間確保のために、レーザーの DX化を進め、令和４年度との比較で１時間（1日当たり）の実験準備の効率化を達成しており、

引き続き DX化による効率化を進める。さらに、研究者に配慮して会議・セミナー開催方式を最適化する等、Top10%論文の創出に向けて論

文執筆の時間を確保するマネジメントも進めている。また、組織的な研究開発マネジメントとして、学術的・社会的価値を創出し研究所の

旗印になると期待される研究テーマの設定をトップダウンで進めることにも留意している。 

・民間委託研究のさらなる獲得や、特許料収入などによる民間

外部資金の獲得を期待する。 

 

○ 企業連携による外部資金の確保、知財戦略、成果の社会実装を支援するイノベーションセンターのリサーチ・アドミニストレーター活動に

量子技術基盤研究部門の研究企画部から２名を参画させ、研究シーズの創出、展開へと知財や広報の観点から継続的に支援し、産業界との

マッチングを仕掛けるなどの取組を活性化した。 

○ また、JST主催の新技術説明会や国際ナノテクノロジー総合展・技術会議等の各種展示会などを足掛かりとした企業との共同研究の促進や

A-STEPなどの外部資金の仕組みを活用した企業との連携強化により、研究成果の実用化・普及を推し進め、産業界からの外部資金の増額

に努めた。 
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○ これらの取組が、企業（２社）、名古屋大学との４社で開発する道路トンネル用レーザー打音ロボットの有償共同研究（令和５年度～令和

７年度、5,000万円）の契約締結などの成果につながった。 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結

果における指摘事項等への対応状況】 

 

・量子機能創製拠点については、ダイヤモンド NVセンター中

における量子ビット及びイオントラップ量子ビットが、とも

に世界中の研究機関が長年取り組んでいるものの顕著な成果

の出ていない分野であるので、短期から長期にかけて成果を

恒常的に訴求できる研究マネジメントが課題である。 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ ダイヤモンド NVセンター等の量子マテリアルと光技術との融合による最先端レーザー技術を駆使した超高速・省電力デバイス等の開発を

通して、本中長期目標（短期的）期間においても QSTの優位性を維持する。また、ナノイオンビーム等の技術開発を進めることでダイヤモ

ンド室温量子ビットやイオントラップのモジュール化やオール光量子ビット等で量子コンピュータに関する研究開発を長期的に進める。

【再掲】 

○ 短期的な成果の創出に向けては、新たな電子加速器施設や高精度なセンシングのための研究施設の整備によって高品質な単一光子源の探

索・形成を進めるとともに、SIPを活用した、高品質な量子マテリアルの供給、企業研究者の育成などのマネジメントを行った。また、量

子コンピュータの専門家を含む外部有識者をアドバイザーとした量子技術基盤拠点アドバイザリーボードを開催し、長期的に取り組むべき

研究内容やマネジメント体制の強化を図った。【再掲】 

・量子ビームの基盤技術の開発において、使用者のニーズに応

えることも大切である。シーズ・ニーズマッチングするための

手段を検討すること。 

○ JST主催の新技術説明会や国際ナノテクノロジー総合展・技術会議等の各種展示会・研究会等における量子ビーム技術のシーズ提供や使用

者・使用予定者からのニーズ聴取等の取組に一層注力した。また、先端研究基盤共用促進事業において、大阪大学と連携してパワーレーザ

ーDXの推進による高度な施設利用支援を継続するとともに、レーザーソムリエによる装置利用方法の相談対応など、使用者のニーズ対応

に積極的に取り組んだ。さらに、文部科学省マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）事業において、SPring-8の QSTビームライン/実験

装置を利用した QSTが独自開発した先端計測の産学官への提供、及び、使用者ニーズに対応するための装置や計測手法の高度化を推進する

とともに、利活用しやすい形での放射光データの提供を推進した。 

○ 量子技術基盤拠点で整備した産学協創オープンラボ、サテライトラボでは、量子技術の相談窓口、量子センサ等のテストベッドの利用促進

や人材育成プログラムの作成・実施を通して、量子センサや量子センシングの産業界への普及を推進し、当該分野における量子ビーム基盤

技術の活用促進を図った。 

 

 

４．その他参考情報 

（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別自己評価書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置） 

 

Ｎo.２ 健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16条 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 － 270報       

TOP10％論文数 － 11報       

企業からの共同研究の受入金額・共同研究件数 

（うち無償の共同研究件数） 

－ 受入金額 

201,743千円 

件数 32件 

（７件） 

      

知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

－ 出願 85件 

登録 19件 

実施許諾契約 51件 

実施料収入 

161,612千円 

      

 

 ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

予算額（千円） 8,325,552       

決算額（千円） 11,665,145       

経常費用（千円） 12,561,815       

経常利益（千円） 168,126       

行政コスト（千円） 14,387,008       

従事人員数 377       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

 

中長期目標、中長期計画（別添） 

令和５年度計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
業務実績等 自己評価 評定 S 

   

 

 

【評定の根拠】 

 量子生命科学に関する研究開発において年度

計画を上回る成果を創出するとともに、がん、認

知症等の革新的な診断・治療技術に関する研究

開発においては年度計画を上回る特に顕著な成

果を得たことから、これらを総合的に鑑みて S評

定と評価する。 

 

 

 

Ⅰ.1.(2) 1)量子生命科学に関する

研究開発 

 

「量子生命拠点」として、以下の

項目に掲げる量子生命科学分野に

おける量子計測・センシング技術及

び量子論的観点からの生命現象解

明に係る研究開発を推進すると同

時に、国際競争力の強化、産学官連

携の加速と研究成果の社会実装へ

の橋渡しに資する活動を行う。 

 

【評価軸】 

 

①量子生命科学に関す

る基礎的研究開発及び

経済・社会的インパクト

の高い革新に至る可能

性のある先進的な研究

開発を実施し、優れた成

果を生み出しているか。 

 

②研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に

図られているか。 

 

③産学官の連携や共創

を誘発する場の形成に

より、研究開発の社会実

装への橋渡しとなる研

究開発に取り組み、橋渡

しが進んでいるか。 

 

④量子生命科学分野の

 補助評定：a 

 

【評定の根拠】 

以下のとおり年度計画を上回る顕著な成果を

創出したことからａ評定と評価する。 

 

 量子リキッドバイオプシーの社会実装に向

け、蛍光ナノダイヤモンドを利用した低侵

襲・簡便・安価な超早期診断技術開発を大幅

に進展させた（第３期 SIP、新規企業との産

学官連携）。（評価軸①③、評価指標①③） 

 中性子構造解析によるヒドロゲナーゼ活性

中心における新たな Ni錯体構造を高解像度

で決定した。（評価軸①③、評価指標①③） 

 新手法の開発により、人が心の中で思い描

いた「メンタルイメージ」を脳信号から読み

出し、復元することに成功した。（評価軸①、

評価指標①） 

 Q-LEAP 量子生命 FS の HQ の取組として以下

のとおり実績をあげた。 

 内閣府量子技術イノベーション会議及

び主務大臣評価における指摘事項「バイ

オものづくりへの量子生命科学の応用」

a. 量子計測・センシング技術によ

る生命科学の革新 

 

 従来技術に比べて超高感度・高

分解能を持つ量子計測・センシ

ング技術を開発するため、生体

ナノ量子センサ技術に関して、

以下の開発を行う。多数細胞の

多様な生命情報を超高感度・高

分解能で同時に計測すること

を目指し、１細胞レベルの計測

a. 量子計測・センシング技術による生命科学の革新 

 

 

○ １細胞レベルの計測に基づく細胞内の物理的・化学的パラメータの変化を検出しただけで

なく、0.05℃の精度で温度計測が可能な生体ナノ量子センサを開発し、世界最高水準であ

る数百細胞レベルの同時計測を実施し、生細胞の細胞内温度が死細胞よりも 0.1℃高いこ

とを生体ナノ量子センサにより世界で初めて実証したことに加え、細胞種ごとに細胞周期

依存的な熱産生に違いがあることを発見した。さらに、量子リキッドバイオプシーの社会

実装に向け、蛍光ナノダイヤモンドを利用した低侵襲・簡便・安価な超早期診断技術開発

を大幅に進展させた。これらの成果により、多数細胞の多様な生命情報を１細胞レベルで

超高感度・高分解能で同時に計測する技術開発に貢献した。（評価軸①③、評価指標①③、
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に基づく細胞内の物理的・化学

的パラメータの変化を検出す

る。病気・病態の超早期診断技

術の開発を目指し、免疫反応や

炎症誘導に関連するサイトカ

インなどの生体内分子や新型

コロナウイルス、がん細胞等を

高感度に検出するための計測

及び解析系を構築する。また、

超高感度 MRI/NMR 技術に関し

て、生命現象のメカニズム解明

への応用や医療現場等での普

及を目指し、計測に必要となる

高磁場 NMR装置及び細胞等の代

謝反応の計測に必要となるバ

イオリアクターの構築を行う。 

 

研究開発等を担う人材

の育成・確保が実施でき

ているか。 

 

※評価に当たっては量

子生命拠点としての観

点を含むこと。 

 

 

【評価指標】 

①経済・社会的インパク

トの高い先進的な研究

開発成果の創出状況 

 

②研究開発マネジメン

トの取組の状況 

 

③研究成果の社会実装

や企業との共同研究な

ど産学官の連携の状況 

 

④量子生命科学分野の

研究開発等を担う人材

の育成・確保の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

①優れた成果を創出し

た研究課題数（論文数、

TOP10%論文数） 

 

②企業からの共同研究

の受入金額・共同研究件

数 

 

③知的財産の創出・確

保・活用の質的量的状況 

 

④人材育成の質的量的

モニタリング指標①②） 

○ 微小炎症関連因子の高感度計測について、令和４年度までに確立した核酸検出系に加え、

フェムトモルレベルでのタンパク質検出系を確立し、免疫応答や炎症病態に関連する生体

分子を検出する実験系を構築した。加えて、細胞内温度検出系の確立により、サイトカイ

ン刺激により細胞内温度が変化する可能性を見いだした。さらに、量生研内の連携により

測定から解析までを準自動化したシステムを構築し、５分以内での唾液内コロナウイルス

変異株の識別を達成した。以上により、量子センサを用いた微小炎症関連因子の高感度計

測系と細胞内微小環境測定系の確立に貢献した。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指

標①） 

○ 高磁場 NMR 装置及び細胞等の代謝反応の計測に必要となるバイオリアクターを開発したこ

とに加え、開発したバイオリアクターを細胞内相転移研究へ応用した。また、長寿命超偏

極・低毒性代謝プローブ開発に向けて生きた細胞やオルガノイドにおけるピルビン酸の代

謝反応を測定しただけでなく、実験動物を用いて各臓器におけるイメージングまで達成し

た。これにより、超高感度 MRI による代謝イメージングを通した疾患診断や治療応答研究

に貢献した。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

への対応のため、Q-LEAP 令和５年度予

算を量生研所長のマネジメントの下で

所内の先進研究に重点配分することで、

社会実装にむけた研究開発が加速され、

Q-LEAP の令和６年度研究費の大幅な増

額(33%、約１億円)が決定された。（評価

軸①②、評価指標①②） 

 Q-LEAP 予算を追加配分し、生体ナノ量

子センシング及び超偏極 MRI/NMR を中

心とした 18 のテストベッドを企業から

の要求に応え高度化するとともに、「量

子生命分子工学」分野などの有償共同研

究を促進し、ユースケース開拓を通じた

社会実装を加速した。（評価軸②③、評

価指標②③） 

 Q-LEAP予算を追加配分し、量子 AI FSと

連携を開始、研究交流会及び QIH主催の

国際シンポジウム Quantum Innovation 

2023 おいてジョイントセッションを開

催し、拠点間連携・国内外へのプレゼン

スアピール・情報発信に貢献した。（評

価軸②④、評価指標②④） 

 量子生命拠点 HQの取組として以下のとおり

実績をあげた。 

 自然科学研究機構と連携し、文部科学省

共同利用・共同研究システム形成事業

「学際領域展開ハブ形成プログラム｣に

共同提案、スピン生命フロンティアハブ

の創設に貢献した。（評価軸②③、評価

指標②③） 

 東京工業大学生命理工学院長の連携に

より新設された、東京工業大学生命理工

学院量子生命科学分野との相互クロス

アポイントメントにより大学院におけ

る人材育成を強化する体制を構築した。

（評価軸②④、評価指標②④） 

 

 

【課題と対応】 

 量子計測・センシング技術の生

命科学研究と医療・創薬分野等

への応用を推進するため、生体

ナノ量子センサ技術に関して、

以下の研究開発を行う。疾患バ

イオマーカー計測技術開発と

して、ヒト体液検体の前処理

（血球除去等）の有用性実証を

行う。再生医工学研究として、

再生機能発現のメカニズム解

明研究のため、iPS 細胞、再生

細胞からなるオルガノイドの

細胞状態（温度、pH等）計測を

実施する。 病原性変異体を持

つ LC ドメインの相分離液滴の

粘度を生体ナノ量子センサで

測定する。正常な免疫反応や炎

症誘導と炎症病態の分子レベ

ルの差異解明のため、試験管内

にて細胞内微小環境を解析で

きる実験系を構築する。また、

マウス病態モデルにおける微

○ ヒト体液検体の簡単な前処理が健常者と患者の検体の区別に有用であることを実証した。

（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ iPS 細胞、再生細胞からなるオルガノイドの細胞状態（温度、pH 等）計測を実施しただけ

でなく、再生脳オルガノイドにおいて局在神経細胞の３次元観察を実現したことに加え、

化学刺激用デバイスの開発により、経時的に安定な温度計測を実現した。また、大学との

連携により開発したマイクロ流体を利用し、遊走細胞の遊走速度と細胞内温度の相関関係

を示した。さらに、超偏極 NMR 技術を用い、成熟した再生脳オルガノイドの代謝計測を実

現した。以上により、再生機能発現のメカニズム解明研究に貢献した。（評価軸①、評価指

標①、モニタリング指標①） 

○ LCD(low complexity domain)に病原性変異を持つ筋萎縮性側索硬化症（ALS）原因タンパ

ク質である TDP-43タンパク質の相分離液滴の粘度を生体ナノ量子センサで測定しただけ

でなく、高速原子間力顕微鏡（HS-AFM）を用い、1,6-hexanediolにより LCDの液滴や繊

維が特異的に溶解する様子をリアルタイムに観測するとともに、一般的な天然変性領域が

伸びきった構造を持つのとは対照的に、LCDは分子内の芳香環側鎖の相互作用により丸く

絡まった状態で存在することを初めて視覚的に捉えることに成功した。以上は、ALSの原

因タンパク質の相分離液滴の物性を解析したものであり、これらの成果により ALSなどの

発症機序解明に貢献した。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 脳内に注入した生体ナノ量子センサが拡散して各種の脳細胞に送達可能かを検証しただけ

でなく、量生研内連携により生体ナノ量子センサ表面の修飾について検討を行い、ミクロ

グリア及びアストログリアへ効率的に送達する方法を見いだした。加えて、炎症に伴うマ

クロファージの細胞内温度の上昇を検出し、エネルギー代謝機能が亢進されることを示唆

した。これらにより、ナノダイヤモンドの送達技術開発だけでなく、脳神経科学、特に脳
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小炎症部位を生体ナノ量子セ

ンサを用いて同定して解析す

る。脳神経科学研究として、脳

内に注入した生体ナノ量子セ

ンサが拡散して各種の脳細胞

（ニューロン、グリア）に送達

可能かを検証するとともに、脳

疾患（炎症）に伴う免疫担当細

胞の温度等を計測する。発がん

機序解明研究として、生体適合

性を高めた生体ナノ量子セン

サによるマウス等の体内計測

系を確立するため、異なる条件

下における生体内の温度差の

検出可能性を評価する。また、

超高感度 MRI/NMR 技術に関し

て、長寿命超偏極・低毒性代謝

プローブ開発のため、生きた細

胞やオルガノイドにおけるピ

ルビン酸の代謝反応を測定す

る。 

 

状況 

 

 

内炎症時の免疫細胞の生理状態解明に貢献した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 発がん機序解明研究として、生体適合性を高めた生体ナノ量子センサによるマウス等の体

内計測を確立するため、異なる条件下における生体内の温度差の検出可能性を評価しただ

けでなく、細胞及び生体の両方で、炎症を誘発した際に細胞内温度が上昇することを捉え

た。これにより、生体ナノ量子センサが乳腺炎モデルにおける病的な温度変化の計測に適

用可能であることを細胞及び個体レベルで実証した。（評価軸①、評価指標①） 

 量子計測技術テストベッドの拡充によるユ

ースケースの拡大を図る。また、産学官から

の研究開発インフラと量子マテリアルへの

アクセスを確保する。 

 人材育成においては、量子生命人材の育成

と発掘、生命科学、医学、工学、物理学、化

学、情報科学などの多様な分野を横断する

新しい学際領域であることを踏まえた人材

育成、大学との連携を強化する。 

 量子生命科学に期待されている「バイオミ

メティクス（生物模倣）」「ホワイトバイオ

（微生物等を効果的に利用する化学・バイ

オ生産）」などの工学的・産業的展開を統合

した量子生命工学の新分野として、量子生

命分子工学、量子細胞工学、量子医工学を展

開する。量子生命分子工学では、生命現象の

量子論的解析に基づく人工酵素、GHG削減技

術、新規センサ創製の研究開発、環境・エネ

ルギー・セキュリティなどの分野へ応用す

る。量子細胞工学では、細胞の量子操作によ

る医薬品、化成品等の高効率生産の研究開

発、バイオテクノロジー・バイオエコノミー

などの分野へ応用する。量子医工学では、量

子生命技術に基づく、がん、認知症等の診

断・治療・予防・創薬、再生医療などの研究

開発と社会実装、医療・健康・福祉分野へ貢

献する。これらの研究開発における量子コ

ンピュータ、量子 AIの利活用を図る。 

 PD2 名による 19 チームのマネジメントは、

チーム間の研究融合を図る上では機能した

が、研究開発以外の負担が過大であった。令

和６年度は、量生研の所長、副所長、PD、グ

ループリーダーでマネジメントを行う体制

にすることで、業務改善を図る。 

 研究開発評価委員会での指摘事項に対する

対応として以下の取組を進める。 

①生体ナノ量子センサや超偏極技術を用い

た超高感度計測に関わる化学物質の最適化

や、量子計測技術の合成生物学への利活用

b. 生命現象の量子論的解明・模倣 

 

 生体分子の構造・物性・機能等

に基づく生命現象の解析によ

り、量子論的観点からの生命現

象の根本原理の解明を目指し

た研究に取り組むため、以下の

研究開発を行う。光合成の光捕

集における量子計測に関して、

ラン藻由来の光捕集タンパク

質について大腸菌を用いた系

で人工タンパク質を調製する

とともに、コアタンパク質の導

入による試料の安定性強化を

図る。超精密構造生物学に関し

て、1Åを上回る分解能での全原

子構造解析を実施し、原子の分

b. 生命現象の量子論的解明・模倣 

 

○ 光合成における励起エネルギー移動の特徴的な量子ダイナミクスを観測するために、ラン

藻由来の光捕集タンパク質を用いてこれまでにない階層構造をもった光合成光捕集タンパ

ク質を人工調製するとともに、コアタンパク質の導入による試料の安定性強化を図り、光

合成タンパク質（分子集合体）の電荷移動と水和の観点から、量子ダイナミクスとモンテ

カルロ計算の開発を進めた。これにより、将来の分子創製を視野に入れた理論的解析の基

盤づくりに資する成果を創出した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 超精密構造生物学に関して、中性子回折技術を用いて１Å を上回る分解能での全原子構造

解析を実施し、原子の分極状態など物性に直接関わる情報を取得した。また、内閣府 PRISM

予算により中性子回折装置を高度化し、10万以上の高分子量に解析対象を拡大した大型タ

ンパク質構造解析システムを完成した。さらに、単体として世界最大分子量であり、カー

ボンニュートラル実現のための水素エネルギー変換を目指した人工触媒開発に必須の不活

性酸化型ヒドロゲナーゼ活性中心における新たな Ni 錯体構造を中性子と量子化学計算に

より高解像度に決定した（Hiromoto et al., Chem Sci., 2023.）。これにより、これまで

は困難であった大型複合体分子の超精密構造解析に資する成果を創出した。（評価軸①、評

価指標①、モニタリング指標①） 
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極状態など物性に直接関わる

情報を取得するとともに、大型

タンパク質構造解析システム

を完成する。計算生命科学に関

して、タンパク質や核酸の機能

発現メカニズムを解明するた

め、ペプチドやオリゴ DNAに対

する量子効果を取り込んだ機

械学習力場の開発に取り組む

とともに、複数同時の変異に対

する安定性変化を精密に見積

もる計算方法を開発し、抗体設

計に適用する。独自技術である

原子間力顕微鏡（AFM）による

DNA 損傷の直接観察技術を用い

て、種々の遺伝子欠損細胞に生

じた DNA損傷構造を調べる手法

を確立するとともに、レーザー

フィラメンテーションによる

DNA 損傷生成機構解明のための

レーザー照射システムを開発

する。３GeV 高輝度放射光施設

NanoTerasu（ナノテラス。以下

「NanoTerasu」という。）により

生体分子の構造と電子状態と

の相関を解析する技術を確立

するため、神経疾患等の原因と

なるタンパク質をモデル分子

として、構造転移と電子状態と

の相関を計測する。生命現象に

おける量子トンネル効果の研

究に関して、抗酸化反応におけ

る速度論的同位体効果の温度

依存性データを収集する。DNA

内の水素原子の移動が突然変

異誘発に与える影響を明らか

にするため、微生物を重水含有

培地で培養する実験系を確立

する。細胞生存に重要な分子生

○ 計算生命科学に関して、タンパク質や核酸の機能発現メカニズムを解明するため、ペプチ

ドやオリゴ DNA に対する量子効果を取り込んだ機械学習力場の開発に取り組むとともに、

複数同時の変異に対する安定性変化を精密に見積もる計算方法を開発し、抗体設計に適用

した。加えて、ドッキングシミュレーションにより標的タンパク質に特異的に結合・化学

修飾を付加する新規人工タンパク質、ユニバーサルアダプター分子 PLIED（Peptide Ligand-

Inserted eDHFR）を開発するとともに、構造解析では未解明であったパイオニア転写因子

がクロマチンに与える構造変化を分子動力学シミュレーション・電子顕微鏡像・X 線小角

散乱を組み合わせることで解明した。これにより、計算科学と構造解析を組み合わせて実

現する高精度シミュレーションやそれによる機能的分子のデザイン・創製を通じて、転写

制御、がん治療などの基礎研究、エピジェネティクス創薬研究に貢献した。（評価軸①、評

価指標①、モニタリング指標①） 

○ 独自技術である原子間力顕微鏡（AFM）による DNA損傷の直接観察技術を用いて、種々の遺

伝子欠損細胞に生じた DNA 損傷構造を調べる手法を確立するとともに、レーザーフィラメ

ンテーションによる DNA損傷生成機構解明のためのレーザー照射システムを開発した。（評

価軸①、評価指標①） 

○ NanoTerasuにより生体分子の構造と電子状態との相関を解析する技術を確立するため、神

経変性疾患タンパク質の構造転移解析として放射光 CD測定による二次構造解析を実施し、

構造転移に伴うβストランド構造の増加を確認したことに加え、電子伝達タンパク質の反

応中心付近の電子状態を放射光軟 X線スペクトル解析により実施し、LUMO以外の電子軌道

も還元に深く関係している可能性を示唆した。さらに X 線照射によって効率的に保護基を

分解し体内深部で効率よく薬剤効果を発揮する分子を探索することを目的として、電子状

態解析及び分子フラグメント解析を実施し、特定エネルギーの X 線照射によって効率よく

保護基を分解する条件を見いだした。これにより、構造転移と電子状態との相関を計測す

るための技術開発に資する成果を得られた。（評価軸①、評価指標①） 

○ 生命現象における量子トンネル効果の研究に関して、抗酸化反応におけるトンネル効果の

関与を解明するために水素移動反応における速度論的同位体効果の温度依存性データを収

集し、ストップトフロー法により水中及び重水中の反応速度定数を種々の反応温度で決定

した。（評価軸①、評価指標①） 

○ DNA 内の水素原子の移動が突然変異誘発に与える影響を明らかにするため、微生物を重水

含有培地で培養する実験系を確立しただけでなく、通常液体培地と重水素化液体培地にお

ける大腸菌の生育・突然変異頻度を測定し、培養時期によって突然変異体出現頻度が変動

し、重水素に適応する培養初期（誘導期）に突然変異が促進することを明らかにした。こ

れにより、重水素化条件下での DNA合成効率及び突然変異出現頻度の測定を通じて、DNA内

の水素原子の移動が突然変異に与える影響の解明に資する成果を創出した。（評価軸①、評

価指標①） 

○ 細胞生存に重要な分子生命現象における量子効果について、DNA 修復等に関連する加水分

解反応における速度論的同位体効果の検証実験を行い、ヒト細胞内の DNA 修復機構が、重

水の同位体効果によりほぼ完全に阻害されることを示した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 量子確率論に基づく数理モデルによる人間の認知神経機構解明研究に関して、意識の客観

に向けて、化学系との連携をより一層進め

る。 

②量子生命科学のような挑戦的な研究で

は、特にその初期段階では成果の未来予測

は困難であり、研究計画の真直度合いの振

れ幅は大きくなるが、短期的には計画どお

りに進まないことがあっても、長期的な視

野としてこれまで以上に思い切った発想と

チャレンジが必要であるため、継続的に研

究開発に取り組む。 

③社会実装の早期化を産学官連携によって

一層推進するため、基礎研究においては注

目しない成果や予想に反する結果であって

も、企業の研究開発者と積極的に共有し、

企業が有する技術を用いた課題解決を進め

る。 



28 

命現象における量子効果につ

いて、DNA 修復等に関連する加

水分解反応における速度論的

同位体効果の検証を行う。量子

確率論に基づく数理モデルに

よる人間の認知神経機構解明

研究に関して、意識を客観的に

評価する方法論を構築し、脳イ

メージング実験に拡張するた

めの実験デザインを考案する。

量子から個体に至る生命の階

層性の情報科学研究に関して、

脳神経活動データ等のバイオ

データに対し、量子アニーリン

グマシン等のイジングマシン

を用いて高次元時空間解析を

実現する新規アルゴリズムの

開発を、主にシミュレーション

データを用いながら推進する。 

 

的評価方法を構築し基礎的知見を得た。また、脳イメージング実験に拡張するための実験

デザインを考案することに加え、量子認知モデルとして「量子クオリア仮説」の提唱に至

った。これにより、意識の客観的な評価とそれに基づく仮説の提唱に基づき、ヒトを対象

とした意識の神経基盤解明に資する成果を創出した。（評価軸①、評価指標①、モニタリン

グ指標①） 

○ 量子から個体に至る生命の階層性の情報科学研究に関して、脳神経活動データ等のバイオ

データに対し、量子アニーリングマシン等のイジングマシンを用いて高次元時空間解析を

実現する新規アルゴリズムの開発を主にシミュレーションデータを用いながら推進したこ

とに加え、高次元神経活動データから個体の内部状態の復元に成功するとともに、量子コ

ンピューティングの生命科学研究応用に向けた議論を促進した。さらに、新手法の開発に

より、人が心の中で思い描いた任意の「メンタルイメージ」を脳信号から読み出し、生成

系 AI と組み合わせることで復元することに成功した（Koide-Majima et al., Neural 

Netw., 2024、令和５年 11 月プレス発表）。これにより、AI 並びに量子コンピューティン

グ技術に基づく生命現象の階層横断的解析基盤の構築に貢献した。（評価軸①、評価指標

①、モニタリング指標①） 

c. 量子生命科学分野の研究開発等

を担う人材の育成・確保 

 

 国内外の大学、研究機関、企業

等との人材交流を促進し、国際

競争力のある研究開発や社会

実装を担うリーダー、若手研究

者・技術者を育成・確保するた

め、外部機関を対象とした量子

生命拠点への誘致活動と新た

な交流・情報共有の場の形成に

着手する。また、連携大学院制

度等の活用、関連学会等の活動

及び戦略的な広報・アウトリー

チ活動を推進する。 

c. 量子生命科学分野の研究開発等を担う人材の育成・確保 

 

 

○ クロスアポイントメントによる外部連携ラボ４チームを含む合計 18 研究チームにて、総

合的に量子生命科学研究を推進する体制を継続するとともに、量生研所長・研究統括・プ

ロジェクトディレクター（PD）により、QST内の連携促進、外部の大学等との連携加速、産

学官連携推進を効果的・効率的に実施した。（評価軸②③、評価指標②③、モニタリング指

標①②③） 

○ 内閣府量子技術イノベーション会議及び主務大臣評価における指摘事項「バイオモノづく

りへの量子生命科学の応用」への対応のために、Q-LEAP令和５年度予算を量生研所長のマ

ネジメントの下で量生研内の先進研究に重点配分することで、柔軟かつトップダウンのマ

ネジメントに基づく社会実装に向けた研究開発が加速され、Q-LEAP の PD ヒアリングを経

て令和６年度研究費増額を実現した（1.1 億円（33%）増：3.5 億円⇒4.6 億円）。（評価軸

①②、評価指標①②、モニタリング指標②） 

○ Q-LEAP 量子計測・センシング（量子生命）を中心に、国内外の大学・国立研究開発法人・

企業の合計 65 機関による連携体制を強化し、政府主導の受託研究による産学官連携を推

進した。（評価軸②③、評価指標②③、モニタリング指標②③） 

○ 量子技術イノベーション拠点（以下「QIH」という。）の運営として、各分科会活動に参加

するとともに、国際シンポジウムを共催し、令和４年度に引き続き、量子生命拠点特別コ
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ーディネーターが量子センシングトラックチェアを務めた。また、イノベーションセンタ

ーが主導して実施した Q-STAR技術懇談会（19社 34名参加）に参加し、量子技術基盤拠点

とともに、量子生命拠点の開発技術の紹介を行った（１月 17 日）。さらに、世界最大級の

展示会である nano tech 2024において、QIHの展示に加え、QSTとしてブースを出展し、

量子技術基盤・量子生命拠点としての研究開発の取組を広く一般の方々に周知（１月 31日

～２月２日）し、量生研所長が｢nano tech 特別シンポジウム ナノテクで加速する量子未

来産業創出｣（１月 31日）を開催するなど産学官連携を加速した。（評価軸②③④、評価指

標②③④、モニタリング指標②④） 

○ 量子生命拠点ヘッドクォーター（以下「HQ」という。）が自然科学研究機構と連携し、文部

科学省共同利用・共同研究システム形成事業「学際領域展開ハブ形成プログラム｣に共同提

案、スピン生命フロンティアハブの創設に貢献した。（評価軸③、評価指標③） 

○ Q-LEAP 量子生命 Flagship（以下「FS」という。）の予算を追加配分し、生体ナノ量子セン

シング及び超偏極 MRI/NMR を中心とした 18 のテストベッドを企業からの要求に応え高度

化するとともに、量子生命分子工学分野などの有償共同研究の促進（４件：受入金額は令

和４年度比２倍の 18 百万円）及びユースケース開拓を通じた社会実装の加速に向けた取

組を実施した。（評価軸②③、評価指標②③、モニタリング指標②） 

○ 量子生命拠点 HQが主導し、代表者として東京大学教授の招へいや新規企業連携を推進し、

第３期 SIP の採択（本採択２件、フィージビリティスタディ採択１件）による社会実装・

産学官連携の加速に貢献した。（評価軸②③、評価指標②③、モニタリング指標②） 

○ 国への働きかけとして、新規戦略目標設定に向けた取組を精力的に行い、戦略的創造研究

推進事業（CREST、さきがけ、ACT-X、ERATO）において、量生研研究者が、JST CRDSワーク

ショップ（11月 28日）にて、量子生命領域有識者として、｢生命科学応用に向けた量子計

測の現状と優位性｣について講演し、令和５年度に引き続き、文部科学省令和６年度戦略目

標【生命力】の決定に貢献した。加えて、第 16回内閣府量子技術イノベーション会議（９

月 21 日）において、量生研所長が量子計測・センシング領域有識者として、「量子技術イ

ノベーション拠点・量子生命拠点の取り組み」について講演した。以上のような取組から

量子生命科学の重要性の認知度が高まった結果、12月 25日に発表されたがん研究 10か年

戦略(第 5 次)において、今後推進すべきがん研究・開発（具体的研究事項）に『量子セン

サー等の量子技術を活用した新規診断技術の開発に資する研究』が明記されるなど、量子

生命科学の今後の研究開発発展に貢献した。（評価軸②③④、評価指標②④、モニタリング

指標②④） 

○ 東北大学大学院医学系研究科 量子生命・分子イメージング連携講座開講（連携教授 1名、

連携准教授４名、博士課程学生数名）、千葉大学融合理工学府 先進理化学専攻 量子生命科

学コースが令和５年度開講（量生研より客員教員 12 名体制にてコース担当、修士 15 名、

博士３名が入学）されたことに加えて、量子生命拠点 HQ と東京工業大学生命理工学院長の

連携により東京工業大学生命理工学院量子生命科学分野が令和５年度に新設され、当該分

野との相互クロスアポイントメントにより大学院における人材育成を強化する体制を構築

した。（評価軸②④、評価指標②④、モニタリング指標④） 

○ Q-LEAP量子生命 FS の HQの主導により、Q-LEAP予算を追加配分し、Q-LEAP量子 AI FS と
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連携を開始した。研究交流会及び QIHによる国際シンポジウム Quantum Innovation 2023

においてジョイントセッションを開催し、量子未来社会ビジョン等に明記されている拠点

間連携とそれに伴う国内外へのプレゼンスアピール及び情報発信に貢献した。（評価軸②

④、評価指標②④、モニタリング指標④） 

○ 国際連携活動として、海外からの視察に対応し、今後の連携強化につなげた。（評価軸②④、

評価指標②④、モニタリング指標④） 

○ 国際競争力のある研究開発や社会実装を担うリーダー、若手研究者・技術者を育成・確保

するため以下のように多角的な取組を行った。（評価軸②③④、評価指標②③④、モニタリ

ング指標④） 

 国際人材育成活動として、シカゴ大学の学部生 27名に対し「量子生命科学」研修を実

施（12月 11日） 

 UCLAと U. Surreyが世界の最先端研究者を招いた Big Quantum Biology Meeting に

おいて、量生研所長が講演を実施（４月 20日） 

 千葉県バイオ・ライフサイエンス・ネットワーク会議と共同で、令和５年度第 1 回セ

ミナー「量子生命科学セミナー ～量子技術に基づく生命現象の解明と医学への展開

～」を開催（９月５日） 

 量子 ICTフォーラムにて、 量子生命シンポジウム「量子技術の新展開～量子と生命の

融合～」を開催（10月 13日、87社参画） 

 「量子生命科学サマーセミナー2023 スピンが描く生命科学の世界」と題して講義動

画を限定配信し、量子ネイティブの育成に貢献 

 日本生物学的精神医学会年会にて、プレジデンシャルシンポジウム「量子生命科学に

よる精神神経疾患のメカニズム解明に向けた挑戦」を開催（11月６日） 

○ QST 主体にてプレスリリースを実施（11 月 30 日 心に描いた風景を脳信号から復元！～

生成系 AIと数理的手法を用いた新たな技術を開発～）し、研究成果の社会への周知に努め

た（新聞４紙・Webメディア 10 件掲載、ラジオ１局放送、テレビ２局放映）。（評価軸①②、

評価指標①②、モニタリング指標①） 

○ 第 2回 DNP（Dynamic Nuclear Polarization）研究会を開催し、産学官連携及び超偏極技

術の応用や社会実装の加速に貢献した。（評価軸③④、評価指標③④、モニタリング指標②

④） 

○ Q-LEAP 量子生命 FS の取組としては、研究進捗状況の報告及び今後の研究計画について議

論するための領域会議を年２回開催（６月６日、１月 12日）し、特に令和５年度は量子固

体 FS との第１回合同領域会議を開催した。また、国際シンポジウムとして The 6th 

International Forum on Quantum Metrology and Sensingを量子固体 FSと共催（11月 16

日、17 日）し、その中で異分野連携の取組として、Q-LEAP 量子生命、量子 AI の Joint 

Sessionを開催（国際シンポジウム Quantum Innovation 2023 との共同プログラムとして

開催）した。（評価軸①②③④、評価指標①②③④、モニタリング指標①②④） 

 

 【モニタリング指標】 ○優れた成果を創出した研究課題数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 
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論文数 90報       

Top10%論文数 ２報       

 

 

○企業からの共同研究の受入金額・共同研究件数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

受入金額 10,450千円       

件数 

（うち無償の共同研

究件数） 

３件 

（０件） 

      

 

 

○知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

出願件数 19件       

登録件数 ０件       

実施許諾契約件数 ０件       

実施料収入 ０千円       

 

 

○人材育成の質的量的状況 

QST職員対象 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

若手研究者等による

外部資金応募数 

（うち採択数） 

31件 

（６件） 

      

若手研究者等による

外部資金獲得金額 

34,942千円       

若手研究者等による

実施課題数 

12件       

若手研究者等による

成果創出状況 

学会発表： 

37件 

論文数：20報 

受賞数：5件 

      

人材育成に資するプ

ログラム等の開催回

数 

21回       

プログラム等の満足

度 

下欄参照       
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外部人材対象 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

RA応募数 

（うち RA採用数） 

７件 

（６件） 

      

実習生受入数 20人       

連携大学院性受入数 ７人       

その他人材育成に係

る人材受入数（国プ

ロ・共同研究など） 

49人       

受入に係る成果創出

状況 

論文数：9報       

 

◆人材育成に資するプログラム等の満足度 

・量子生命科学講義動画の満足度 95.7％ 

 

Ⅰ.1.(2) 2) がん、認知症等の革新

的な診断・治療技術に関する研究開

発 

 

【評価軸】 

 

⑤革新的な診断・治療

技術に関する基礎的研

究開発及び経済・社会

的インパクトの高い革

新に至る可能性のある

先進的な研究開発を実

施し、優れた成果を生

み出しているか。 

 

⑥研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に

図られているか。 

 

⑦固形がん、多発・微

小がん、精神神経疾患

等に対する診断・治療

技術の実用化への橋渡

しとなる研究開発に取

り組み、橋渡しが進ん

でいるか。 

 

⑧がん治療に資する重

Ⅰ.1.(2) 2) がん、認知症等の革新的な診断・治療技術に関する研究開発 補助評定：s 

 

【評定の根拠】 

以下のとおり年度計画を上回る特に顕著な成

果を創出したことからｓ評定と評価する。 

 

 QST主導の J-CROSの成果として、JASTROに

よる重粒子線治療の保険適用拡大申請の結

果、先進医療会議資料で、３疾患（早期肺が

ん、局所進行子宮頸部扁平上皮がん、婦人科

領域悪性黒色腫）について、十分な科学的根

拠があるものと評価された。これは 2027年

以降という当初計画を大幅に前倒した成果

となった。（評価軸⑧、評価指標⑧）。 

 強度変調粒子線治療技術により、最適な LET

分布を得られるようになったことから、世

界初の臨床研究として、骨軟部肉腫に対す

るマルチイオン臨床試験を前倒しで開始（1

例目を登録し治療を終了）し良好な初期効

果が得られた。（評価軸⑤、評価指標⑤） 

 世界初の不整脈に対する重粒子線治療の臨

床試験も開始し、抗不整脈効果のみならず

心収縮能、左室同期性の回復が期待できる

という良好な初期効果を得た。（評価軸⑤、

評価指標⑤） 

a. 精神・神経疾患に対する診断と

治療の一体化 

 

 タウ PETプローブを高齢発症精

神疾患（前頭側頭型認知症、う

つ病、双極性障害など）に応用

し、精神症状の病態基盤を明ら

かにする。また、αシヌクレイ

ン PETプローブのパーキンソン

病やレビー小体型認知症診断

における有用性を実証する。企

業との連携で、これらのプロー

ブの診断薬としての臨床試験

を実施するとともに、治療薬の

薬効評価への活用を実現する。 

 

a. 精神・神経疾患に対する診断と治療の一体化 

 

 

○ これまで検出困難と考えられた頭部外傷後のタウ沈着を、独自 PET プローブで捉えること

に成功し、経過的追跡も可能になった。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤⑧） 

○ αシヌクレイン PET 開発では、QST 発の薬剤の国際展開を目指した海外との連携を強化し

た結果、想定よりも前倒して国際的なスケールでプローブ評価と治療薬評価への応用が進

展した。（評価軸⑥⑦、評価指標⑥⑦、モニタリング指標⑧） 

○ 新潟大学脳研究所との連携により、ヒト脳サンプルを用いた系統的なプローブ評価が実現

した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑧） 

○ AMED脳神経科学統合プログラムの中核拠点として、独自開発プローブの利用を推進した。

（評価軸⑤⑥⑦、評価指標⑤⑥⑦、モニタリング指標⑧） 

 デ ザ イ ナ ー 受 容 体 で あ る

「DREADD」による化学遺伝学的

な神経活動制御で、多様な脳機

能や症状に寄与する神経回路

を解明する。これと並行して、

○ チャネルタイプ化学遺伝学ツール（PSAM4）を用いたサル脳活動操作の実用化に成功し、

PSAM4発現と脳活動への影響を併せてイメージングで評価する手法で実証した（Hori et 

al., J Neurosci, 2023）。既に実用に成功している DREADDsと合わせることで、複雑な脳

回路の操作が実現した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤） 
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DREADD 以外による化学遺伝学

的操作法を開発し、有用性を実

証する。 

 

粒子線治療・標的アイ

ソトープ治療薬剤や、

認知症早期診断に資す

る診断薬・治療薬の普

及・定着に向けた取組

を行い、保険収載や適

応拡大に係る科学的・

合理的判断に寄与して

いるか。 

 

⑨がん、認知症等の革

新的な診断・治療技術

に関する研究開発等を

担う人材の育成・確保

が実施できているか。 

 

 

【評価指標】 

⑤経済・社会的インパ

クトの高い先進的な研

究開発成果の創出状況 

 

⑥研究開発マネジメン

トの取組の状況 

 

⑦研究成果の社会実装

や企業との共同研究な

ど産学官の連携の状況 

 

⑧研究成果を活用した

診断・治療の普及・定

着やこれに向けた取組

状況 

 

⑨がん、認知症等の革

新的な診断・治療技術

に関する研究開発等を

担う人材の育成・確保

の状況 

 QST 発の薬剤の国際展開を目指した海外連

携を強化した結果、国際的なαシヌクレイ

ン PET プローブ評価と治療薬評価への応用

が進展した。血液バイオマーカーについて

も、アボット社がトータルステージ脳疾患

創薬アライアンスに参画し、脳疾患の画像

バイオマーカーと血液バイオマーカーを相

互促進的に開発する国際的産学官連携体制

が実現した。（評価軸⑥⑦、評価指標⑥⑦） 

 悪性中皮腫に対する TRT 治療抗体 NZ-16 の

非臨床試験において、入手が非常に困難に

なっているカニクイザルを使用せずに、ヒ

トポドプラニンノックインラットを動物モ

デルとして用いる薬剤評価手法の確立に成

功し、AMED の承認を得た。これにより、非

臨床試験が大きく進み、225Ac 製剤臨床試験

への準備が整った。（評価軸⑤⑦、評価指標

⑤⑦） 

 世界初の OpenPET の試験が完了し、安全に

臨床試験を実施するプロトコルを確立した

ことで、頭頚部がんを対象とした臨床試験

を前倒しで開始した。また、東北大学と共同

で、エネルギー分解能に優れた散乱検出器

用の放射線感受素子の開発に成功したこと

で、動物計測が可能な Whole Gamma Imaging

２号機の製作を実現した。（評価軸⑤⑦、評

価指標⑤⑦） 

 連携大学院協定、MOC 等に基づいて、大学院

生・若手研究者・医療関係者への指導・特別

講義・研修を行うとともに、共同研究契約に

基づいて、医療関連企業から研究者を受け

入れ、技術指導を実施した。（評価軸⑨、評

価指標⑨） 

 

 

【課題と対応】 

 重粒子線がん治療に関し、肺がんについて

十分な科学的根拠ありと評価され、さらに

子宮扁平上皮がんや婦人科悪性黒色腫は重

 タンパク凝集体病態、神経炎

症、神経障害の相互関係を、画

像計測で明らかにするととも

に、画像所見を反映する体液バ

イオマーカーを同定する。 

○ アルツハイマー病患者における炎症性アストロサイトの活性化を、MRS と血液バイオマー

カーにより評価することに成功した（Hirata et al., Ann Neurol, 2023）。（評価軸⑤、評

価指標⑤、モニタリング指標⑤） 

○ QST 独自技術で計測可能になった血中リン酸化タウの濃度が、脳のタウ PET 所見を反映す

ることを明らかにした（Tagai et al., medRxiv, 2023）。（評価軸⑤⑧、評価指標⑤⑧、モ

ニタリング指標⑤） 

 

 逆境に打ち勝つ「前向き度」を

認知心理・脳機能・身体表現型

から指標化し、生物学的基盤の

解明に必要な情報を得る。 

○ 逆境(コロナパンデミック)前後の前向き（ポジティブイリュージョン）の変化を指標化し、

認知メカニズムを明らかにした。（評価軸⑤、評価指標⑤） 

○ 逆境に打ち勝つ生物学的基盤として、セロトニン低下による「億劫感の出現」へのセロト

ニン 1A受容体の関与をサルで特定した。（Hori et al., PLoS Biol, 2023、令和６年１月

プレス発表）（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤） 

 

 生体ナノ量子センサを用いた

生体ミクロイメージングによ

り、炎症病態や神経変性病態に

おける細胞内外の環境変化を

明らかにする。 

 

○ 量医研と量生研との連携で、ナノダイヤモンドによる脳内・脳表免疫細胞の温度・pH・活

性酸素など多岐にわたるセンシングにより、認知症モデルマウスにおける炎症性変化をマ

ルチパラメーター解析で特徴づける評価系が実現した。（評価軸⑤、評価指標⑤） 

 透明化摘出脳、生体広域ミクロ

イメージング、及び高分解能動

物 PETによる神経活動のレポー

ターイメージングを実現し、脳

病態における領域又はネット

ワークの異常を明らかにする。 

○ 透明化したマウス摘出脳を用いて、脳回路構造やタウ病態の画像描出を実現した。（評価軸

⑤、評価指標⑤） 

○ 頭部固定下マウス脳で生体広域ミクロイメージングを可能とする顕微鏡開発に着手した。

（評価軸⑤、評価指標⑤） 

○ 認知症モデルマウス脳において、グリア細胞のレポーターイメージングに成功した。（評価

軸⑤、評価指標⑤） 

 

 ヒトで１mm 近い空間分解能の

頭部専用 PETを実現するため、

検出器や計測回路を開発し、高

分解能の達成に必要な性能を

実証する。 

  

○ 検出器や計測回路の開発を完了し、1 mm分解能の頭部 PETに必要な性能を有することをシ

ミュレーションで示した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤⑥） 

 産学官連携を推進し、医工連携

による生体計測、データサイエ

ンス及び病態制御を実現する

○ QSTとの連携を基盤として、アボット社が Global Neurology Hubを設立した（令和６年２

月プレス発表）。同社がトータルステージ脳疾患創薬アライアンスに参画することとなり、

アライアンス事業で脳疾患の画像バイオマーカーと血液バイオマーカーを相互促進的に開
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ための枠組みを構築する。  

 

【モニタリング指標】 

⑤優れた成果を創出し

た研究課題数（論文

数、TOP10%論文数） 

 

⑥企業からの共同研究

の受入金額・共同研究

件数 

 

⑦知的財産の創出・確

保・活用の質的量的状

況 

 

⑧新規薬剤等開発と応

用の質的量的状況 

 

⑨臨床研究データの質

的量的収集状況 

 

⑩量子メスの社会実装

に向けた進捗 

 

⑪人材育成の質的量的

状況 

発する国際的産学官連携体制が実現した。これらは当初の予想を超える進展で、研究開発

成果の実用化加速に大きく貢献した。（評価軸⑥⑦、評価指標⑥⑦、モニタリング指標⑥） 

 

粒子線治療のみ優位性が認められたこと

で、新たに 3 疾患の保険適用を見込んでい

る。これにより、高罹患率の適応症（コモン

キャンサー）のほとんどが保険適用となる。

今後は、J-CROS における重粒子線治療の標

準化（治療マニュアルの策定）やその発信を

主導し、国内だけでなく国際的な普及への

貢献を目指す。また、症例の集積、解析を継

続しつつ、イメージガイド等の技術開発の

推進や免疫チェックポイント阻害剤との併

用など集学的治療戦略による成績の向上を

図り、重粒子線治療の優位性をより明確に

し、保険診療上の加算などへの展開を目指

す。 

 治療高度化の一環として、開始したマルチ

イオン臨床試験を継続し、また、臨床データ

の蓄積を図るとともに生物研究等によりそ

の有用性を検証し、建設予定の量子メスで

の臨床試験の基礎データの取得を目指す。

さらに、開始した心臓照射臨床試験を始め

とする非がん治療の研究を推進し、将来の

飛躍的な適応拡大への基盤構築を加速す

る。 

 量子メス棟の整備が進んでおり、また、設備

についても開発が行われている。一方で、物

価高や人材不足のために、建設や研究開発

が順調に進むか予断を許さない状況にある

ため、工程を正確に把握し、滞りなく整備が

進むよう努める。さらに、粒子線ビーム研究

開発拠点として、新治療棟における照射施

設等の整備のために、外部資金獲得等を検

討する。 

 大型サイクロトロンの復旧に向けて、各種

の契約等の準備を進めており、量子メス棟

建設や小型サイクロトロンの利用等の状況

を考慮し、整備を進めていく。また、照射設

備の強化、ポジトロン棟の老朽化対策等、必

要な予算を確保するため、外部資金獲得等

を検討する。 

 上記枠組みを利用して、非臨床

及び臨床で脳疾患治療薬候補

物質の薬効を明らかにする。 

○ トータルステージ脳疾患創薬アライアンスにおける競争領域プロジェクトとして、αシヌ

クレインを標的とする疾患修飾薬の臨床試験を立案・準備した。（評価軸⑥、評価指標⑥、

モニタリング指標⑥⑧） 

○ 製薬企業との共同による神経変性疾患治療薬の非臨床評価２件を、計画どおりに遂行した。

（評価軸⑥⑦⑨、評価指標⑥⑦⑨、モニタリング指標⑥⑧⑪） 

 

b. 重粒子線がん治療研究・次世代

重粒子線治療装置 

 

 国内の重粒子線治療施設間の

多施設共同臨床研究グループ

（J-CROS）の活動を主導し、日

本放射線腫瘍学会と連携して

保険適用拡大に資するエビデ

ンスを取得するための臨床研

究を実施する。 

b. 重粒子線がん治療研究・次世代重粒子線治療装置 

 

 

○ QST が主導する J-CROS の成果として、JASTRO による全国重粒子線治療施設の全例登録デ

ータの解析、資料作成への参加、保険適用拡大申請の結果、令和６年１月 11日の先進医療

会議資料で、３疾患（早期肺がん、局所進行子宮頸部扁平上皮がん、婦人科領域悪性黒色

腫）について、十分な科学的根拠があるものと評価された。これは 2027年以降という当初

計画を大幅に前倒した成果となった。J-CROSでは前立腺がん、大腸がん、膵がんなどの多

施設臨床試験を継続するとともに、骨軟部多施設臨床試験（中間型腫瘍、スペーサー留置

併用重粒子線治療）など疾患ごとに新たな多施設共同臨床研究を着実に実施した。（評価軸

⑤⑧、評価指標⑤⑧、モニタリング指標⑤⑨） 

 

 保険収載された疾患について

は、治療の更なる短期化、線量

増加、あるいは線エネルギー付

与（LET）最適化に関する臨床研

究を通じて、治療の高度化と標

準化を推進し、疾患別重粒子線

治療ガイドライン策定に向け

た検討を開始する。 

 

○ 強度変調粒子線治療技術により、最適な LET 分布を得られるようになったことから、令和

６年度に予定していた世界初となる骨軟部肉腫に対するマルチイオン臨床試験を令和５年

11月に前倒しで開始したのち、１例目を登録し治療を終了して、良好な初期効果が得られ

た。膵がんに対する線量増加試験は順調に症例登録を進め、問題となる有害事象を認めら

れなかった。頭頸部腫瘍に対する LET 最適化重粒子線治療のフィージビリティスタディは

10月に終了し、安全性が確認された。これらの成果をまとめて論文化し令和５年度中に投

稿した。前立腺がん４回照射の第 II 相試験も順調に症例登録が進捗した。（評価軸⑤、評

価指標⑤、モニタリング指標⑤⑨⑩） 

 機構が主導する多施設共同臨

床試験である先進医療臨床試

験の症例蓄積と解析を継続す

る。 

 

○ 先進医療 B 多施設共同臨床試験について、前立腺がん、直腸がん、膵がんについては QST

が主導し、保険適用後も試験を継続した。先進医療 B 継続中の肺がん多施設共同試験も継

続し、保険適用拡大に寄与した。（評価軸⑧、評価指標⑧、モニタリング指標⑨） 

 疾患別の臨床研究検討会を定

期開催し、専門的見地からのデ

ータ分析に基づくエビデンス

を発信するとともに、提起され

○ QST 病院重粒子線治療臨床研究検討会の９月～10 月に、疾患別の班会議にて、疾患ごとに

千葉大学や千葉県がんセンターなどの他医療機関と共同研究を企画した。さらに、２月～

３月には多施設共同臨床研究組織である J-CROS の疾患別分科会を含む会議を開催し、多

施設共同試験の企画及びガイドライン作成に向けて検討を進めた。（評価軸⑥⑦、評価指標
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た課題を解決するための研究

を主導し、企画する。 

 

⑥⑦、モニタリング指標⑨）  

 国際展開として、海外の新規施

設の取組や人材育成を支援す

る。特に米国における重粒子線

治療施設導入への貢献のため、

Mayo Clinicとの共同研究を推

進する。 

 

○ Mayo Clinicとは令和４年度から開始したリモート講演会（Grand Rounds）を計７回（う

ち、令和５年度に３回）実施し、１月に米国で開催されたシンポジウムでも２名の医師が

招待講演を行った。また、同相手基幹との骨軟部肉腫における手術、陽子線、重粒子線治

療比較前向き観察試験について契約締結の準備を行った。（評価軸⑥⑦、評価指標⑥⑦、モ

ニタリング指標⑪） 

 次世代重粒子線がん治療装置

（量子メス）の社会実装に向

け、実証機の実施設計を行うと

ともに、設計が完了した一部装

置に対しては製作を開始する。

実証機を設置する建屋につい

ても、装置設計に配慮した実施

設計を進める。 

 

○ 量子メス実証機を構成する各機器の実施設計を進めるとともに、本開発のコアとなるシン

クロトロン向け超伝導電磁石用超伝導コイルの製作を開始した。一方、実証機を設置する

建屋である量子メス棟は建屋実施設計を完了させ、本格的な建屋建設の準備を着実に進め

た。（評価軸⑦、評価指標⑦、モニタリング指標⑩） 

 量子計測・センシング技術によ

るイメージガイド治療を実現

するために、OpenPET 試作機を

重粒子線治療室に設置し、ファ

ントムを用いて治療ビームの

体内分布可視化を実証する。 

 

○ 平成 20 年度から開発が開始された世界初の OpenPET の治療室設置及びファントム実証を

令和５年度に完了した。安全に臨床試験を実施するプロトコルを確立したことで、頭頚部

がん患者を対象とした臨床試験を前倒しで開始した。（評価軸⑤⑦、評価指標⑤⑦、モニタ

リング指標⑨） 

 がん動物モデルと量子計測・セ

ンシング技術等を駆使し、重粒

子線のがん組織に対する酸素

状態等の生物物理学的効果に

関する研究を実施する。 

 

○ 動物モデルでのがん組織の機能的酸素状態を定量化するイメージング手法の開発に成功

し、その手法を用いてネオンイオンビームの再酸素化促進効果を実証、その成果を論文と

して公開した。（Imaizumi et al., Cancer Sci, 2023）（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリ

ング指標⑤） 

 重粒子線の免疫学的効果解析

に適した動物モデルを用いて

重粒子線の抗腫瘍免疫誘導効

果の研究を実施するとともに

治療効果を向上させる併用薬

剤候補を探索する。さらに、臨

床検体を用いて重粒子線治療

○ がん動物モデルでの解析により重粒子線のがん抑制効果においては X 線よりも抗腫瘍免疫

が更に重要であることを示唆する結果を得た。重粒子線治療前後の臨床検体を用いて重粒

子線治療ががん細胞のヒト主要組織適合性複合体発現を回復させることを見いだした。（評

価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤） 
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効果向上に資する生物学的研

究を実施する。 

 

 前中長期目標期間中に開始し

た免疫チェックポイント阻害

剤と重粒子線治療とを併用す

る臨床試験を継続する。 

○ 第１期中長期目標期間中に開始した臨床試験において、DICISION試験（子宮頸がん）に関

しては論文採択され（Okonogi et al., Int J Mol Sci., 2023）、DEPARTURE試験に関して

は症例集積が終了し、ASCO GI にて発表した。さらに、新たな臨床試験として、重粒子線

治療＋Atezolizumab＋bevacizumab の臨床試験を開始し、企業の協力に関しての承認が得

られ、医薬品医療機器総合機構（PMDA）の対面助言を３月に開催した。（評価軸⑤、評価指

標⑤、モニタリング指標⑤⑥⑨） 

 

 マルチイオン照射の臨床試験

に向けて、症例画像を用いた線

量分布比較解析（in silico（イ

ンシリコ）研究）を実施し、対

象疾患と適切な治療法の検討

を行う。 

○ 呼吸同期下における強度変調粒子線治療（IMPT）の実現に向けて in silico 研究を進め

た。また、同臨床試験９月より開始し順調に症例登録を進めた。頭頸部腫瘍に対してマル

チイオン治療計画を作成し、90 keV/µmの均一な線量平均 LETを達成できることを示した。

また、腫瘍血管の不均質性によって生じる細胞レベルのミクロな低酸素環境をシミュレー

ションした。これにより、難治性の頭頸部腫瘍内には無酸素状態のがん細胞が相当数存在

することが明らかになり、従来の炭素線治療と比較してマルチイオン治療では実効的に線

量が約 30%向上する可能性を示した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤⑩） 

 

 非がん病変に対する重粒子線

治療として、不整脈に対する臨

床試験を開始するとともに、脳

機能性疾患に対する臨床応用

に向けた極細ビームの生物物

理学的検証と高精度照射技術

開発を推進する。 

 

○ 世界初の不整脈に対する重粒子線治療の臨床試験１例目を開始し、抗不整脈効果のみなら

ず心収縮能や左室同期性の回復が期待できるという良好な初期効果を得た。これに続く２

例目の患者リクルートの準備も令和５年度中に進めた。また、脳機能性疾患に対する臨床

応用に向けた極細ビームの物理・生物研究を継続、推進した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モ

ニタリング指標⑨） 

c. 放射性薬剤がん治療研究 

 

 がんやその微小環境等を標的

とする物質を治療用放射性核

種で標識し、動物モデルでの体

内動態と治療効果等の評価を

実施する。単剤だけでなく、２

剤併用の治療法を確立するた

めの線量評価手法の開発を実

施する。非臨床の概念実証

（POC）が得られた薬剤の臨床

応用のための非臨床試験を進

める。また、画像診断や標的ア

c. 放射性薬剤がん治療研究 

 

○ 難治性滑膜肉腫を標的とする 225Ac 標識抗体の臨床応用に適したキレートを見いだすとと

もに、悪性中皮腫に対する TRT 治療抗体 NZ-16 の非臨床試験において、入手が非常に困難

になっているカニクイザルを使用せずに、ヒトポドプラニンノックインラットを動物モデ

ルとして用いる薬剤評価手法の確立に成功し、AMEDの承認を得た。これにより、非臨床試

験が大きく進み、225Ac 製剤臨床試験への準備が整った。（評価軸⑤⑦、評価指標⑤⑦、モニ

タリング指標⑤⑧） 

○ がん間質を標的とする放射線増感剤をリリースする抗体複合体とβ線放出抗体の併用療法

が、間質の多い膵がんモデルで高い治療効果を示した。膵がん臨床検体の免疫染色により、

QST が見いだしたトランスポーターが前がん病変でも発現していることを実証した。造骨

性骨転移の動物モデルにて Wnt1 が重要な働きをしていることを実証した。２剤併用 Dual 

TRTの臨床応用のために PET画像から多核種 3D線量マップの作成に成功した。新規膵がん
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イソトープ治療（TRT）の臨床試

験も実施する。 

 

PETプローブ MeProの特定臨床研究が承認された。64Cu-ATSMや 64Cu標識抗体の臨床試験は

QST発ベンチャーに引き継いだ。（評価軸⑤⑦⑧、評価指標⑤⑦、モニタリング指標⑤⑦⑧） 

 がんやその微小環境等を標的

とする新規 PET/CT の臨床研究

（第 II相試験）を実施する。 

 

○ 新規 PET/CT 臨床試験第 II 相試験として、膵がん PET プローブ MeLeu は５例、トランスロ

ケータータンパク標的 PETプローブ FEDACは１例を実施した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モ

ニタリング指標⑤⑧） 

 大型加速器の火災復旧に関連

する臨時対応を着実に進める

他、小型加速器で製造可能で、

臨床利用要望の極めて高い Cu-

64、Zr-89 及び Ga-68 の製造・

提供基盤を整備するとともに、

外部施設のビーム枠等を利用

した白金族 RI ライブラリーの

拡張を図る。また、アルファ線

放出核種の臨床利用を見据え

た高度な調製環境を整備した

ことから、Ac-225製剤化につい

て品質評価を含めた技術開発

を行う。C-11等の核種による標

識技術を利用して、腫瘍等に対

する PET及び TRT用の新規放射

性医薬品候補を開発する。機構

内外の臨床研究及び治験の促

進のために放射性薬剤の供給

力増強を進め、放射性薬剤分析

技術の高度化を進める。また、

放射性薬剤の臨床利用を目指

して、新たな研究シーズの製

造・分析技術の研究開発にも取

り組む。 

 

○ 小型加速器による金属 RIの代替製造を実証し、64Cu及び 89Zrの提供生産、並びに 68Gaの試

験製造をそれぞれ可能にした。白金族・191Ptも小型加速器での代替製造手法を開発し、応

用研究を再開した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤⑧） 

○ 外部施設の利用により、白金族の１つ・103Pd/103mRhジェネレータ製法を確立した。（評価軸

⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤⑧） 

○ 225Acの臨床応用・高品位のアルファ製剤化に備えて、管理区域として整備し、変更申請を

準備した。一方、QST 内外の臨床研究及び治験の促進のために新たな放射性薬剤合成設備

を導入し、供給力増強につなげた。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑧） 

○ 新規 PET や TAT 研究シーズを探索し、有望な薬剤候補を得た。さらに、新たな放射性薬剤

分析機器を導入し、分析技術の高度化を進めた。また、臨床利用のために２種の PET 薬剤

について PET 薬剤審査委員会に承認された。これらの成果により、新たな研究シーズの臨

床利用による研究促進に貢献した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤⑧） 

 トレーラーハウス型 RI 施設を

用いた TRT における被ばく防

護、線量評価の基礎的検証を行

い、医療法承認に向けた設備改

良を検討する。 

 

○ トレーラーハウス型 RI 施設について医療法承認に向けた設備改良に向け、千葉市保健所

と協議し扉位置の変更、廊下の拡張、排水設備の改良を実施した。（評価軸⑤⑥⑦、評価指

標⑤⑥⑦、モニタリング指標⑧） 
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 水分子のプロトンを利用した

既存 MRI技術を超える MRI量子

プローブ研究開発とその臨床

応用に向けた、多核種コイル制

作及び基礎的検証を行う。 

○ 17O MRイメージングの前臨床での基礎検討を脳領域・胎児循環系で行い、臨床への発展性

を示した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤） 

○ 17O標識リガンド定量化に応用できる画像解析アルゴリズムの開発、機械学習を用いたデノ

イジング手法の検討を行った。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤） 

○ 臨床 MRIでの多核種イメージングの基礎技術検討を行った。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニ

タリング指標⑤） 

 

 がん等の定量的診断や予後予

測を可能とし、基礎から臨床を

つなぐ前臨床 MRI技術として、

高解像 MRI及び定量的 MRI技術

を最適化し、ヒト病態に近い動

物モデル等に応用する。また、

がんや炎症の高精度診断や治

療評価が可能な新規ナノ・高分

子造影剤及び生体ナノ量子セ

ンサ造影剤の開発と病態モデ

ル応用を行い、加えて併用療法

としての核酸治療について基

礎的検討を行う。 

 

○ 低 pH反応性 MRIナノ造影剤により、患者由来腫瘍モデルにおいて、増殖能が高い領域を描

出することに成功し、この造影剤が、がんの悪性度を検知することを実証した。（評価軸⑤、

評価指標⑤、モニタリング指標⑤） 

○ がんの高精度 MRI 診断と中性子捕捉がん治療を両立した新規ナノセラノスティクスプロー

ブを開発した。（評価軸⑤、評価指標⑤、モニタリング指標⑤） 

 ミクロな細胞からマクロな臓

器まで線量評価する技術開発

と応用研究を進める。TRT 診療

にも応用可能となる線量評価

に向けた臨床核医学画像デー

タ収集など基礎検討に着手す

る。 

○ ミクロな細胞レベルでアルファ線による蛍光トラックの精密計測によりその場で線量評価

が可能な解析アルゴリズムを開発した。（Hu et al., Radiat. Meas., 2024）（評価軸⑤、

評価指標⑤、モニタリング指標⑤） 

○ 体外から線量分布イメージングする特性 X線カメラの性能評価を進めた。（評価軸⑤、評価

指標⑤） 

○ 早期膵がん検出を目的とする新規アミノ酸 PETプローブ（11C標識メチルプロリン）のファ

ースト・イン・ヒューマン試験（健常男性６名）について、線量を評価した。（評価軸⑤、

評価指標⑤、モニタリング指標⑤⑧） 

 

 吸収検出器リングと散乱検出

器リングを組み合わせて Whole 

Gamma Imagingの２号試作機を

開発する。 

○ 次世代画像診断装置 WGI 実用化につながる成果として、東北大学と共同で、エネルギー分

解能に優れた散乱検出器用の放射線感受素子の開発に成功し、吸収検出器 216 個と散乱検

出器 40 個を組み合わせ、動物計測が可能な Whole Gamma Imaging２号機の製作を実現し

た。（評価軸⑤⑦、評価指標⑤⑦、モニタリング指標⑤） 

 

d. がん、認知症等の革新的な診断・

治療技術の研究開発等を担う人材

の育成・確保 

 

d. がん、認知症等の革新的な診断・治療技術の研究開発等を担う人材の育成・確保 
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 量子医科学分野における人材

育成に関する総合的な取組と

して、国内外の若手人材に対し

て、実習生に係る制度や連携大

学院制度等による受入れ又は

短期・長期滞在による研修等に

より、先進的な施設・設備を活

用した人材育成を推進する。 

○ 東北大学との連携大学院協定等に基づき、脳機能研究に関する博士課程大学院生の指導を

行った。また、分子イメージング診断治療特論全 15回の講義のうち４回を担当し、国内外

の若手人材に対して人材育成を行った。（評価軸⑨、評価指標⑨、モニタリング指標⑪） 

○ 共同研究契約等に基づいて製薬企業・検査企業から研究者を受け入れ、技術指導を実施し

た。（評価軸⑨、評価指標⑨、モニタリング指標⑪） 

○ 以下のとおり学生に対して重粒子線治療の研修を実施し、若手人材の育成に努めた。（評価

軸⑨、評価指標⑨、モニタリング指標⑪） 

 東京都立大学（技師）２名（５月 10日～６月 16日） 

 東京電子専門学校（技師）２名（９月１日～10月 10日） 

 国際医療福祉大学（技師）１名（９月 25日～10月 20日） 

 群馬大学（大学院生）３名（11月 20日～22日） 

 富山県立富山中央高校（高校生）６名（12月４日～６日) 

 

 量子医学に関する高度で専門

的な知識や技術を有する医師、

医学物理士、放射線技師、看護

師等の医療従事者の人材を育

成・確保するために、量子医学

に関わる大学や研究機関と連

携を図り、研修事業整備、教育

訓練・研修、共同研究、人事交

流等に取り組む。 

○ MOC等に基づいて下記のとおり、専門家に対する重粒子線治療の研修を実施した。（評価軸

⑨、評価指標⑨、モニタリング指標⑪） 

 群馬大学、医用原子力技術研究振興財団と共同で、国際重粒子線がん治療研修コース

（ITCCIR）を 11月 13日〜18日に開催した。 

 ヨーロッパの研究機関が主体の重粒子線治療研究専門課程(HITRI)において、QSTの医

師６名と医学物理士１名が教育講義を実施した。 

 令和４年度に引き続き、米国 Mayo Clinicに対して、重粒子線治療に関する教育講義

を５月 19日、８月４日、９月 22日に実施した。 

 上記以外に、以下の重粒子線治療の研修を実施した。 

 米国食品医薬品局（FDA）職員（医師）１名（６月 21日～７月６日） 

 韓国 ASANメディカルセンター職員（医師）１名（10月 16日～11月 2日） 

 韓国延世大学校医療院 職員（医師３名、医学物理士３名、技師２名、看護師２名）

計 10名（10月 23日～10月 27日） 

 九州国際重粒子線がん治療センター（医師）１名 (10月 23日～11月２日) 

○ QST が事務局を務める標的アイソトープ治療線量評価研究会が標的アイソトープ治療線量

評価研究会第４回大会（令和５年 9 月）、日本核医学会総会にて４学会合同シンポジウム

（令和５年 11 月）を開催し、また、標的アイソトープ治療線量評価の標準化と人材育成に

向けた「Dosimetry Challenge in Japan」運動を開始した。（評価軸⑨、評価指標⑨、モニ

タリング指標⑪） 

 

 【モニタリング指標】 ○優れた成果を創出した研究課題数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 180報       

Top10%論文数 ９報       
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○企業からの共同研究の受入金額・共同研究件数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

受入金額 191,293千円       

件数 

（うち無償の共同研

究件数） 

29件 

（７件） 

      

 

 

○知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

出願件数 66件       

登録件数 19件       

実施許諾契約件数 51件       

実施料収入 161,612千円       

 

 

○新規薬剤等開発と応用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

新規放射性薬剤の開

発種類 

（うち治療法の評価

種類） 

21種 

（６種） 

      

 

 

○臨床研究データの質的量的収集状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

重粒子線治療の全症

例 

（うち先進医療 Aの

症例、Bの症例） 

22,352例 

（A6,723例、

B275例） 

      

QST内の治療例 913例       

 

 

○量子メスの社会実装に向けた進捗 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

進捗状況 順調に進捗し

ている 
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○人材育成の質的量的状況 

QST職員対象 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

若手研究者等による

外部資金応募数 

（うち採択数） 

29件 

（10件） 

      

若手研究者等による

外部資金獲得金額 

79,588千円       

若手研究者等による

実施課題数 

27件       

若手研究者等による

成果創出状況 

学会発表： 

80件 

論文数：43報 

受賞数：12件 

      

人材育成に資するプ

ログラム等の開催回

数 

10回       

プログラム等の満足

度 

下欄参照       

外部人材対象 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

RA応募数 

（うち RA採用数） 

９件 

（８件） 

      

実習生受入数 74人       

連携大学院性受入数 ４人       

その他人材育成に係

る人材受入数（国プ

ロ・共同研究など） 

219人       

受入に係る成果創出

状況 

論文数：7報       

 

◆人材育成に資するプログラム等の満足度 

・ITCCIRの満足度 88％ 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応

状況】 

 

・大学との連携強化については、人材育成等の観点から有意義

である一方で、今後しっかりと優秀な研究者を育成できるよ

う取り組んでいく必要がある。 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 東北大学、千葉大学、東京工業大学との連携大学院による人材育成を進めるとともに、Q-LEAP、創発的研究支援事業、CRESTなどへの若手

研究者の重用や大学院生の QSTリサーチアシスタント（RA）としての採用により、優秀な研究者を育成する取組を拡大した。 
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・鳥の帰巣本能の解明の手掛かりとなり得る研究や、中性子結

晶構造解析による新たなタンパク質の立体構造解析モデルの

研究は、サイエンスとしては興味深い成果だが、今後、医学な

どの分野でどのように応用できるかという観点でも研究が進

展することを期待する。 

 

○ サイエンスとして重要な成果について、医学・生命科学分野への応用に加え、環境・エネルギー・化学・工学などの分野への応用を見据え

た量子生命科学のさらなる展開を目指し、「量子生命分子工学」「量子細胞工学」「量子医工学」といった新分野を開拓するために、令和５

年度にテストベッド利活用による産学官連携促進とユースケース開拓を進めるとともに、複数の企業とのフィージビリティスタディを実施

した。これらのうち、量子生命分子工学及び量子医工学分野においては、令和６年度から本格的に産学官連携を開始予定である。 

・量子生命拠点において、チーム間連携が促進される仕組みが

構築されることを期待する。 

 

○ これまで以上にチーム間連携や異分野融合研究を促進するため、令和５年度はマネジメント体制の強化について機構内関係部局とともに検

討を進め、令和６年度より新体制として、所長、副所長、PD、グループリーダーでマネジメントを行う体制を整えた。 

・量子メスの普及に向けては、費用対効果の検討や保険適用の

獲得が必要であり、実用化に向けてデータが充実することを

期待する。 

 

○ QSTが主導する重粒子線治療多施設共同臨床研究組織（J-CROS）の費用対効果分科会で行っている肝臓がん、膵臓がんなどに対する費用対

効果の解析を継続する。また、J-CROSの全例登録を推進し、日本放射線腫瘍学会粒子線治療部会で組織された疾患別ワーキンググループを

中心に全例登録データを解析した結果をもとに保険収載を申請し、新たに早期肺がん・子宮頸部扁平上皮がんなどが保険収載された。さら

に、マルチイオン照射の臨床試験を開始した。 

 

・基礎研究と治療をつなげられる組織及び人材の育成に留意

されたい。 

○ 基礎研究や非臨床研究を実施する研究者・技術者らも、QST病院や他の病院機関との連携による臨床研究への展開を常に意識し、それを基

本に研究活動を行うよう組織運営や人材育成を実施した。そのためにも、令和６年度から、QST病院に量医研の重粒子線治療研究部を移管

し、重粒子線がん治療の基礎生物学研究と臨床研究との連携を促進することとした。また、その他の脳研究や TRTにおいても、臨床試験へ

の移行を推進しており、臨床医との共同研究も増やした。さらには、QST病院や量医研、他の研究所の臨床医や研究者・技術者もが参加可

能な勉強会を定期的に開催し、連携を深めている議論を行った。 

 

・外部資金のさらなる獲得が期待される。 ○ 令和６年２月に、文部科学省主導の AMED脳神経科学統合プログラム（中核拠点）に採択される等、国の大型外部資金の獲得が進んだ。そ

の他、内閣府ムーンショット型研究開発事業、AMEDや JST事業、さらには、F-REI委託費の獲得が進んでいる。今後、更に別のムーンショ

ット型研究開発事業等の大型外部資金にも挑戦し、より多くの外部資金獲得を目指していく。また、政策文書への関連研究開発の打込みを

文部科学省等に協力して行っており、外部資金獲得につなげる。 

 

・開発した技術や治療法が臨床の中心に位置づけられるよう、

社会のニーズにマッチしていくことに留意されたい。 

○ QSTで研究開発している技術や治療法が臨床においても活用されるよう、臨床医や学会・関係機関、関連企業との議論を進め、社会的な必

要性に合った研究計画を立てた。重粒子線がん治療においては、日本放射線腫瘍学会、他の重粒子線がん治療施設との連携により J-CROS

での治療成績データの蓄積を図り、新たに 3疾患が保険収載され、がん患者のニーズに応えた。 

○ また、重粒子線がん治療及び TRT（核医学治療）に関して、患者に優しい治療法として、国の策定した「がん研究 10か年戦略（第 5次）」

（令和５年 12月 25日大臣確認（内閣府、文部科学省、厚生労働省、経済産業省））に記載され、総合的かつ具体的な推進に全力で取り組

んでいくことが確認された。 

○ 脳研究についても、上述のように、文部科学省事業の中核拠点として位置付けられ、研究者ソサエティの研究開発ニーズに応えていくこと

を計画している。また、令和５年度より、企業や研究機関・大学との産学官連携組織の「トータルステージ脳疾患創薬アライアンス」を立

ち上げ、大手製薬メーカー等、多くの関係者が参加しており、社会ニーズを捉えた活動を進めている。 

 

・重粒子線治療について、治療の普及という面で保険収載は貴

重な活動である一方、対象の拡大などのさらなる取組が期待

される。 

○ 先進医療として治療を行っている疾患については、さらなる症例蓄積を行い、それらを解析することで保険収載となる科学的根拠を示すよ

うに努めた。また、更なる治療の普及に向けて、心臓不整脈や脳機能性疾患等の非がん病変に対する治療の保険収載を目指す。保険収載さ

れた疾患についても、腫瘍と消化管近接例に対してスペーサー術を先行したり、腫瘍の縮小を目的とした薬物療法を先行投与したりするな

ど、治療対象の拡大を図る。 
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【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結

果における指摘事項等への対応状況】 

 

・産業応用を見据えた産学官連携にしっかりと取り組まれる

ことを期待する。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ Q-LEAPや SIPをはじめ、量子生命拠点と連携している企業と産業応用についての検討を進めており、この中から企業との秘密保持等の契約

を締結し、産学連携を進めた。さらに、産業応用の有望な分野については、令和６年度から本格的産学官連携として開始予定である。 

・量子生命科学分野について、QST病院を出口と考えるだけで

はなく、課題探索の場として捉え、環境を生かした基盤研究の

推進がなされることを期待する。 

○ 課題探索に向けては量子医科学研究所及び QST病院との連携プロジェクトとして、量子生命研で開発中の超微量検出技術「量子リキッドバ

イオプシー」による認知症診断の実用化を目指した研究開発を進めた。 

・アンダー・ワン・ルーフが実現したことから、さらに異分野

連携が進んで質の高い成果創出につながることを期待した

い。 

○ Q-LEAPにおいて量子生命フラッグシップと量子 AIフラッグシップとの連携を開始・強化し、量子コンピュータを活用した量子生命科学の

成果創出に向けて更なる異分野連携を加速した。また、中性子構造解析の応用展開を見据え、企業とのフィージビリティスタディを実施

し、令和６年度は本格的産学官連携を開始予定である。 

・生体ナノ量子センサの開発はすばらしい成果といえるが、そ

の医学・産業への応用面の探索はまだ不十分な印象を持つ。潜

在的ニーズを俯瞰した上で、ナノ量子センサが活躍し得る領

域の探索を継続してほしい。 

○ 生体ナノ量子センサの医学・産業への応用として、血液や尿、唾液といった液体検体による認知症、がんなどの超高感度体外診断に向けた

「量子リキッドバイオプシー」の開発が第３期 SIPに採択されるなど、生体ナノ量子センサの社会実装に向けた研究開発を強化した。さら

に、生体ナノ量子センサの潜在的ニーズを俯瞰するために、複数の企業とのフィージビリティスタディを実施しており、一部は、令和６年

度から本格的産学官連携を開始予定である。 

・量子メスについては、重粒子線治療装置の製造メーカーは勿

論の事、同装置を導入する病院まで含めた経営者や株主の視

点から、本格的な国の産業・医療基盤になるか 

どうかという点が課題になる。 

○ 重粒子線がん治療は世界的にも注目され、国内のみならず、欧米やアジア・中東圏の各国において導入が検討されている。御指摘のとお

り、これらの導入機関においては、装置の整備費用及び運転経費は経営者や投資家にとって大きなリスク要因となる。最初の開発費・デザ

イン費用は量子メス装置の開発によりカバーし、また、第２号機以降の整備費用を下げるために小型化による建屋建設費や光熱水費等の運

転費を最小化することで本格的な普及が促進され、国の産業・医療基盤となる可能性を高めると考えられる。これらを目指し、令和５年度

においても量子メスの開発・小型化に向けた開発を着実に実施した。 

 

・重粒子線治療について、治療の普及という面で保険収載は貴

重な活動である一方、開発した技術や治療法が臨床の中心に

位置づけられ、社会のニーズに対応するよう、引き続き取り組

むことを期待する。 

○ 治療の標準化を目指して疾患別のガイドラインでの重粒子線治療の位置づけを高めるため、保険収載された疾患においても積極的に臨床試

験を行い、エビデンスを蓄積した。今後は、J-CROSの疾患別分科会を中心に疾患別マニュアルの作成に着手し、国内のみならず、国際的に

も最適な治療の普及を目指す。技術面でも、重粒子線治療装置の小型化の研究を推進している。 

 

 

４．その他参考情報 

（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別自己評価書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置） 

 

Ｎo.３ 核融合エネルギーの実現に向けた研究開発 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16条 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 － 104報       

TOP10％論文数 － ３報       

知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

－ 出願 16件 

登録６件 

実施許諾契約２件 

実施料収入 

106千円 

      

 

 ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

予算額（千円） 21,677,583       

決算額（千円） 28,420,356       

経常費用（千円） 40,287,650       

経常利益（千円） △46,637       

行政コスト（千円） 51,916,310       

従事人員数 342       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

 

中長期目標、中長期計画（別添） 

令和５年度計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
業務実績等 自己評価 評定 S 

Ⅰ.1.(3) 核融合エネルギーの実現

に向けた研究開発 

 

1) ITER計画の推進 

 

a. ITER建設活動 

ブランケット遠隔保守機器につ

いては、湿潤環境に関する新規要求

事項に対する基本設計に基づき、主

要機器の最終設計活動やプロトタ

イプ製作を進める。また、製作した

ジャイロトロンの性能確認試験を

進めるとともに、ITERサイトでの現

地据付けを進める。フルタングステ

ンダイバータ外側垂直ターゲット

のプロトタイプ１号機の製作を完

了するとともに、実機製作のための

材料調達及び実機製作を進める。ま

た、中性粒子入射加熱装置について

は、実機試験施設用電源の定格出力

試験再開に向けた作業を継続する

とともに、高電圧ブッシングの調達

取決めの締結に向けてトリチウム

境界に関わる設計を進める。中性粒

子加熱装置ビームライン（NBDL）遠

隔保守装置の詳細設計活動、計測機

器の設計及び製作を進める。さら

に、トリチウム除去系の共同調達や

性能確証試験を終えた装置の解体

作業を進める。加えて、超伝導コイ

ルの輸送を完了させる。 

ITERの据付け・組立て等の詳細化

とそれらの工程の高確度化を進め

るため、職員等の派遣などにより、

【評価軸】 

 

①国際約束に基づき、必

要な研究開発に着実に

取り組んでいるか。 

 

②原型炉開発に向けた

革新的かつ先進的な研

究開発を実施し、優れた

成果を生み出すととも

に、国際的な研究開発プ

ロジェクトを主導でき

る人材育成に取り組ん

でいるか。 

 

③研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に

図られているか。 

 

④原型炉開発のために

産学官の連携を着実に

進めるとともに、社会連

携活動に取り組んでい

るか。 

 

 

【評価指標】 

①ITER 計画及び BA 活動

の進捗の状況 

 

②革新的かつ先進的な

研究開発成果の創出状

況や人材育成の状況 

Ⅰ.1.(3) 核融合エネルギーの実現に向けた研究開発 

 

 

1) ITER計画の推進 

 

a. ITER建設活動 

○ ブランケット遠隔保守機器では、基本設計結果に基づき、主要機器の最終設計活動を継続

するとともに、保守性評価などを実施するとともに、ポート内搬送装置や軌道支持装置の

設計詳細化を行った。各種プロトタイプの製作を進め、多芯複合ケーブル取扱装置のプロ

トタイプについては製作後に試験を開始し、軌道接続・展開装置のプロトタイプについて

は製作を開始した。さらに、遠隔保守対象の２次元カメラ情報を元にマニピュレータを位

置決めする際に問題となる奥行き情報の不足を補う手段として、ガイド光が作る陰影を用

いて奥行き情報を得る位置合わせ手法を開発した。本成果は、各種遠隔機器で簡易な設備

で３次元情報を得られる汎用性の高い位置決め手法であり特許の出願につながった。小型

摩擦摺動式ダンパの考案により制振装置として汎用性の高い特許「制振装置及び制振方法」

を中、米、仏の３か国にも出願した。中性粒子加熱装置ビームライン（NBDL）遠隔保守装

置では、詳細設計活動を進め、運用性向上のために真空容器内でのツール交換を可能とす

る設計及び運用計画の立案などを行った。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標②③） 

○ 高周波加熱装置の製作では、ITERジャイロトロン８号機の性能確認試験を完了するととも

に、５号機、６号機及び補機の一部を ITER機構に輸送した。８号機の性能確認試験では他

号機にも求められている 300 秒繰り返し試験などに加えて、８本中１本で実施することを

求められていた最も難しいと考えられる１MW 出力の 1000 秒連続運転試験を実施し、ビー

ム電流フィードバック制御を導入することにより、５%程度変動していたビーム電流値を

±0.5%の変動に押さえることに成功し、１MW/1000 秒の安定発振に成功した。ジャイロト

ロンの一部を磁性体で覆い、ノイズを除去して発振を安定化する特許「大型電子管、磁性

体、及び、大型電子管の使用方法」について英、仏、米の３か国にも出願準備を進めた。

ITERサイトにおいて加速電源及び制御キュービクルの据付けを行うとともに、水平ランチ

ャーの設計を計画どおりに進めた。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①②） 

○ ダイバータの製作では、実規模の外側垂直ターゲットプロトタイプ１号機の製作を完了す

るとともに、一緒に製作したダイバータの受熱部であるプラズマ対向ユニット・プロトタ

イプに対するロシアの高熱負荷試験装置を用いた ITER 機構の認証試験に合格し、実機製

作に着手した。本試験は昨今の国際情勢から試験の実施が危ぶまれたが、関係省庁と９か

月以上にわたり根気よく調整を続けた結果、輸出認可を得て行ったものである。実機製作

のための材料調達も計画どおり進めた。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

【評定の根拠】 

以下のとおり年度計画を上回る特に顕著な成

果を創出したことから S評定と評価する。 

 

 JT-60SA計画では、F4E、ITER及び国内大学

と連携して試験運転を進め、10月 23日に初

プラズマの生成に成功した。QSTが開発した

プラズマシミュレータを活用して運転領域

を拡大した結果、１か月程度という短期間

で、当初計画していた 100 万アンペアを上

回る、超伝導トカマクでは世界最大に匹敵

する 120 万アンペアのプラズマ電流を達成

するという、特に顕著な成果を達成した。ま

た、日欧による多様な物納貢献機器を高精

度に組み立て、複雑なシステムを安全かつ

確実に機能させるインテグレーション技術

を確立し、ITER 計画のリスク低減や原型炉

設計に貢献が期待される知見を得た。各国

がフュージョンエネルギー開発を推進し、

日本においても国家戦略の策定や、ムーン

ショット型研究開発事業のテーマに取り上

げられる等、社会的にフュージョンエネル

ギーへの関心が高まっている中、ITER 機構

から初プラズマの成功に対して祝電を頂く

等、世界各国のフュージョン分野において

大きな反響があった。また、JT-60SA 運転開

始記念式典を開催し、産学官のステークホ

ルダーやメディアにトカマクプラズマの運

転を披露し、社会受容性の向上に貢献した。

（評価軸②、評価指標②） 

 我が国が分担する TFコイル全９機の製作及

び納入を他極に先駆けて完遂したことに対

して ITER 機構より高く評価され、ITER 

Award 2023を受賞した。（評価軸①、評価指



46 

イーター国際核融合エネルギー機

構（以下「ITER機構」という。）が

実施する統合作業を支援する。 

 

 

③研究開発マネジメン

トの取組の状況 

 

④産学官の連携の状況

及び社会連携活動の取

組の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

①我が国の調達分担の

達成度 

 

②優れた成果を創出し

た研究課題数（論文数、

TOP10％論文数等） 

 

③知的財産の創出・確

保・活用の質的量的状況 

 

○ 中性粒子入射加熱装置（以下「NBI」という。）では、NB実機試験施設の統合試験における

放電で故障した絶縁変圧器について ITER 機構との取決めに基づき再製作を継続した。ま

た、追加の保護回路を日本が製作する取決めを ITER機構と締結した。高電圧ブッシングの

調達取決めの締結に向け、ITER機構と協力してトリチウム境界に関わる設計作業を計画ど

おりに進めた。特に、繊維強化プラスチック（以下「FRP」という。）製リングの気密部に

ついては、FRP と金属フランジ間の接着に用いる熱硬化性樹脂を中間温度で予備硬化させ

た後に最終硬化させる段階的硬化の時間と温度を工夫することで、従来の硬化方法を上回

る接着強度 (約 1.5倍)と耐熱性 (軟化点温度約 20%向上)が得られた。これは日照や機器

の運転により雰囲気の温度が上昇する環境における接着にも用いることができる汎用性の

高い技術であり、特許「接着方法及び接合体」を出願した。FRP製リングは適用できる規格

基準がないため、QST が取りまとめた FRP 構造規格案を日本機械学会核融合専門委員会及

び傘下の非金属構造物分科会で審議し、その成果を発電用設備規格委員会に３月に上程し

た。また、NBI実機用１MV昇圧変圧器及び１MV絶縁変圧器の最終設計を計画どおりに進め

た。１MeV 加速器の最終設計に向けた長パルス負イオンビーム加速試験では、負イオンが

生成される電極温度を 200℃～300℃に維持する必要があるため、使用温度範囲の制限のな

い圧縮空気をプラズマ電極の温度に応じて出力及び流量を制御して電極内部の冷却流路に

送り込み、長時間にわたって能動的に負イオン生成に適した電極温度を維持する制御手法

を考案した。これは温水や油等の従来の冷媒の使用温度制限を受けずに電極の温度制御を

可能にし、ITER NBIに必要な長時間負イオン生成を確実にする技術である。QSTの試験で

この手法を実証し、最大 300 秒にわたる安定なビーム加速を達成するとともに、特許「イ

オン発生装置」を出願した。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標③） 

○ NBDL遠隔保守装置では、詳細設計活動を進め、真空容器内でのツール交換を可能として運

用性を向上させる設計などを行った。（評価軸①、評価指標①） 

○ 計測装置の開発では、マイクロフィッションチェンバーの真空容器外に設置する電子機器

である前置増幅器について、放射線量や保守性の観点から設置位置の移動を提案し ITER機

構の合意を得て設置設計を完了した。その他の計測装置では、最終設計やプロトタイプの

製作を計画どおりに進めた。特に、ダイバータ不純物モニター計測装置では、プラズマ中

の水素の発光強度を計測する機器の正確な校正方法について、再回帰鏡の３回反射と７回

反射の強度比を用いる独自の校正手法を開発し、実機で適応できる見通しを得た。本成果

は他の光学計測器の校正にも応用可能であり、「反射率の測定方法、透過率の測定方法、及

び、透過率の測定に用いるための容器」(特願 2023-185829)として特許を出願した。また、

約 10 トンの重量で高精度位置決めを求められる下部ポート統合機器の計測ラック固定機

構について、橋梁の据付け工法にヒントを得て固定機構を考案し、大型かつ重量機器であ

るため他極では達成できなかった±0.5mm の精度の位置決めを実現し、ITER により共通設

計として採用された。(評価軸①、評価指標①、モニタリング指標②③） 

○ トリチウム除去系の共同調達を ITER 機構と連携して進めるとともに、性能確証試験を終

えた装置の解体作業をおおむね完了した。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ トロイダル磁場（以下「TF」という。）コイルの製作では、我が国が分担する TF コイル全

9 機の製作及び納入を完遂し、我が国の調達分担の達成として重要な成果を上げた。数多

標①） 

 10 トンを超える重量で高精度位置決めを求

められる ITER計測装置について、橋梁の据

付け工法にヒントを得て固定機構を考案

し、大型かつ重量機器であるため他極では

達成できなかった±0.5mm の精度の位置決

めを実現し、ITER 機構により共通設計とし

て採用された。（評価軸①、評価指標①） 

 ITER 用機器の調達に必要な研究開発を実施

し、新規の技術開発に成功して調達に見通

しを得て進めた。その中で汎用性の高い遠

隔位置決めなど計６件の特許を出願した。

（評価軸①、評価指標①） 

 プラズマの形状制御については、指定した

形状パラメータに高精度で一致させるこれ

までにない制御手法を開発した世界初の成

果であり、核融合の研究分野で最も権威あ

る「第 29 回核融 合エネルギー会議

(FEC2023)」で口頭発表を行い多くの質問を

受ける等、高い評価を得た。（評価軸②、評

価指標②） 

 原型炉設計合同特別チーム活動において、

フュージョンエネルギー・イノベーション

戦略を踏まえ、大手建設会社や商社、核融合

スタートアップ等幅広い分野からメンバー

を拡充（総勢 171名）し、産学連携体制の強

化につながると期待される体制を更に進展

させた。（評価軸④、評価指標④） 

 イオン伝導体を用いたリチウム回収技術を

リチウム６の分離濃縮へ発展させ、電圧印

加方式の工夫により高分離性能を達成し

た。マイクロ波低温精製技術では、実験室規

模での各種実鉱石の全溶解条件を見いだ

し、反応機構や効果的反応条件を整理して

新たな特許を出願した。これらの成果を踏

まえ両技術の早期社会実装のため起業した

スタートアップ２社の支援を出資検討も含

め実施した。両社が中小企業イノベーショ

ン創出推進事業 SBIRフェーズ３に採択され
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くの技術的困難を乗り越えて達成された成果であることから、学会から共有されるべき重

要な研究開発成果であるとして、国内外３件の招待講演で発表し、ITER計画に多大な貢献

をしたとして ITER機構から ITER Award 2023を受賞した。（評価軸①、評価指標①、モニ

タリング指標①②） 

○ ITER調達の過程で得られた TFコイル、複数周波数ジャイロトロン、NBI開発の世界初の成

果は、核融合の研究分野で最も権威ある「第 29 回核融合エネルギー会議(FEC2023)」で口

頭発表に選出され、高い評価を得て、日本の核融合技術開発の先進性を世界にアピールし

た。(評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 上記実績と関連して、外部表彰を３件受賞し、プレス発表を２件、招待講演を 10 件行っ

た。 

○外部表彰：３件 

① ITER Award 2023 
「Contribution on All ITER Toroidal Field Coils」 

② ITER Star Awards 2023 
受賞者の ITER周辺トムソン散乱計測装置についての研究開発活動が、ITERプロジェクト推

進に顕著な貢献をしたと評価された。 

③ 溶接学会 溶接法研究委員会 溶接物理・技術奨励賞 

「高マンガンステンレス鋼の TIG溶接における硫黄含有が溶け込み深さに及ぼす影響」 

○プレス発表：２件 

④ 令和５年５月 30 日、「新たな温度計測手法（２重２波長法）によりフュージョンエネルギ

ー開発におけるサーモグラフィの温度計測精度が大幅に向上〜イーター計測装置のみなら

ず、汎用のサーモグラフィ機器等への幅広い応用にも期待〜」の表題でプレス発表を行い、

電気新聞等２件のメディアに取り上げられた。 

⑤ 令和６年１月 16 日、「国際熱核融合実験炉イーターの三重水素除去設備の性能確証試験が

完了」の表題でプレス発表を行い、電気新聞等３件のメディアに取り上げられた。 

○招待講演 10件 

⑥ 28 International Conference on Magnet Technology 
「Completion of all nine ITER toroidal field coils in Japan」 

⑦ the 24th International Vacuum Electronics Conference (IVEC 2023) 
「Development of ITER Gyrotrons in JADA」 

⑧ 20th International Symposium on Laser-Aided Plasma Diagnostics 
「Experimental study on in-situ calibration of spectral transmission of Thomson 

scattering in harsh environments」 

⑨ Vacuum2023真空展 規格標準報告会 

「ITER NBIの真空技術 高電圧絶縁とトリチウム境界～核融合発電に向けた品質保証の確

立に向けて～」 

⑩ 日本原子力学会 2023年秋の大会 核融合工学部会セッション 

「ITER計画の現状」 

⑪ 日本原子力学会 2023年秋の大会 核融合工学部会セッション 

たように（１社は QSTとのコンソーシアム）、

技術実証に向け大きな進展が期待される成

果を上げた。(評価軸②④、評価指標②④) 

 原型炉安全確保のための規制及び規格・基

準の確立に向け、Agile Nations の枠組みで

文部科学省が英国等と進めている安全規制

に関する議論において技術的な支援を行

い、提案書の取りまとめに大きく貢献した。

また、日本機械学会の委員会において、原型

炉に向けた規格・基準の策定戦略について

説明するとともに、原型炉建設やサプライ

チェーン確立に向けて規格・基準策定に必

要な国内外の関係者との協議を世界的な情

勢も踏まえ前倒しで実施した。（評価軸④、

評価指標④） 

 理論・シミュレーション研究において、炉心

部と周辺部を含む境界領域を取り扱う数値

計算コードの開発が進展するとともに、周

辺プラズマ崩壊の物理機構を解明した。こ

れにより原型炉に対するプラズマの熱負荷

の精密な予測や制御につながると期待され

る成果を上げた。（評価軸②、評価指標②） 

 国際的に活躍する人材を育成する JT-60SA

国際核融合スクール（JIFS）を令和５年 9月

に開催した。参加者からは充実した内容と

評価され、大変好評であった。特に、令和５

年 12 月の盛山文科大臣と EU のシムソン委

員の共同声明においても JIFSの共同強化が

表明されるなど、外部からもこの取組が高

く評価された。（評価軸②、評価指標②） 

 令和５年４月に決定された「フュージョン

エネルギー・イノベーション戦略」を受け、

フュージョンテクノロジー・イノベーショ

ン拠点を設立し、基盤インフラの強化、新規

施設の整備などの整備計画を開始した。加

えて、原型炉推進戦略室に、企業とつなぐ、

技術コーディネーターを配置した「オープ

ンイノベーション総合窓口」を設置した。総

合窓口の Web サイトにはこれまでに約 1000
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「ITER TFコイル製作の完遂」 

⑫ 日本原子力学会 2023年秋の大会 核融合工学部会セッション 

「ITER用ジャイロトロンの開発」 

⑬ 日本原子力学会 2023年秋の大会 核融合工学部会セッション 

「ITERダイバータの製作」 

⑭ 第 40回プラズマ・核融合学会年会 

「ITER TFコイル製作の完遂」 

⑮ 第 40回プラズマ・核融合学会年会 

「ITER計測装置の開発の進展」 

件のアクセスがあるとともに、オープンイ

ノベーション総合窓口が施設共用について

文部科学省と調整した結果、企業との受託

研究契約につながり、高周波加熱装置試験

施設の共用を開始した。（評価軸④、評価指

標④） 

 令和６年３月に開催された量子エネルギー

研究開発評価委員会においても、「現時点で

世界最大の超伝導プラズマ試験装置の統合

運転に成功し、世界的にも数十年に一度の

大きな目標を達成したことが極めて高く評

価される」、「JT-60SA の初トカマクプラズ

マの生成は、特筆すべき極めて大きな成果

である。S 評価がふさわしい。」、「多岐にわ

たる全ての分野において計画どおりに進捗

しているだけでなく、特出すべき成果が数

多く輩出されていることは、非常に高く評

価される。」と評価された。 

 

 

【課題と対応】 

 JT-60SA の加熱実験に向けて、超伝導コイル

の更なる絶縁強化の方針について日欧で協

議中である。その方針次第では、当初計画し

ている加熱実験の開始時期を延期する可能

性があるため、工程の加速を検討する。 

 ITER 計画と BA 活動を計画どおりに推進す

るだけでなく、フュージョンエネルギー・イ

ノベーション戦略に沿った原型炉開発の加

速、スタートアップも含めた技術の社会実

装、ムーンショット型研究開発事業による

挑戦的な研究開発に取り組むためには、人

員の拡充が必須である。補助金による人員

拡充も含めた検討を行い、特に六ヶ所研に

おいては、地域性を考慮した人材確保方策

を検討する。 

 ITER 計画については、来年度予定されてい

る新ベースラインの決定を踏まえた見直し

が必要となる可能性がある。TBM 計画を含

b. ITER運転活動 

 ITER を活用した研究開発をオー

ルジャパン体制で実施し、ITER運転

に関する技術・知見を取得するため

の準備として、ITERの運転を含めた

「ITER計画」に関わる連携・協力に

ついて大学等との議論を進める。ま

た、核融合エネルギーフォーラム等

を活用し、ITER事業に関する我が国

の意見の集約を進める。 

 

b. ITER運転活動 

○ オールジャパン体制での ITER の建設活動として、組立て・据付けなどの建設作業に関する

ITER機構からの情報を産業界に周知するとともに、ITER関連企業説明会、国内機関企画の

職員募集説明会、国内機関企画の那珂研見学会を開催した。また、産業界及び研究機関か

らの 6 名の新たな ITER 機構職員採用を支援した。さらに、産業界から 4 名の ITER プロジ

ェクト・アソシエイツ（以下「IPA」という。）を派遣し、統合作業に関する産業界との情

報・経験の蓄積の強化を図った。（評価軸②、評価指標②） 

○ 核融合エネルギーフォーラムを活用して、ITER に関わる産学官にまたがる意見集約とし

て、ITER理事会の諮問組織である科学技術諮問委員会（以下「STAC」という。）に係る技術

的案件について、国内機関の技術検討を踏まえ、国内専門家や産業界などの意見を集約し

て、STACでの議論へ効果的に反映した。（評価軸④、評価指標④） 

 

c. ITER計画の運営への貢献 

ITER 機構への職員等の積極的な

派遣により ITER 機構及び他極国内

機関との連携を強化し、ITER機構と

全極の国内機関が一体となった

ITER計画の推進に貢献する。また、

ITER 機構での共同プロジェクト調

整会議（JPC）活動に職員等を長期派

遣するとともに、ITER プロジェク

ト・アソシエイツ制度（IPA）を活用

し、ITER機構と国内機関との共同作

業を促進する。さらに、ITER計画に

対する我が国の人的貢献の窓口及

び ITER 機構からの業務委託の連絡

窓口としての役割を果たす。 

 

c. ITER計画の運営への貢献 

○ ITER 計画の運営への貢献として、ITER 理事会、運営諮問委員会、STAC に出席し、ITER 計

画の方針決定等に参画・貢献し、さらに、各種技術会合に延べ 2,938 人参加させた。ITER

機構と一体化した ITER計画の推進に貢献するために、ITER機構へ 24人月のリエゾン派遣

を行うとともに、IPA 制度を活用し、ITER 機構へ延べ 65 人月の IPA 派遣を行った。（評価

軸②、評価指標②） 

○ ITER計画に対する我が国の人的貢献の窓口として、令和４年度に引き続き、日本国内での

ITER機構の職員公募の事務手続を行った。日本人専門職員が５名、支援職員が１名新たに

着任し、結果合計 44名となった。（評価軸②、評価指標②） 

○ 国民の ITER に関する理解をより深めるため、ITER 機構職員を目指す邦人に向けた説明会

の開催、学会等での ITER計画の説明展示、学会発表、雑誌及び学会誌等への発表及び SNS

による情報発信や Google広告、YouTube広告等により、ITERの建設に関する情報の積極的

な公開・発信を行い、X（旧 Twitter）のフォロワー数が約 6,500人となるなど大きな反響

を得た。（評価軸③、評価指標③） 

○ ITER 機構からの業務委託の連絡窓口として、ITER 機構が研究機関及び企業に対して募集

した 60件の業務委託について、それぞれ国内向けに情報を発信した。（（評価軸③、評価指
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標③） 

 

め、新ベースラインの検討の影響を考慮し

研究計画の改定作業に着手しているところ

であるが、令和６年度に予定されている新

ベースラインの決定を受け、必要が生じた

際には最終的な見直しに適切に対処する。 

 IFMIF/EVEDA 原型加速器で生じた RF カプラ

の発熱については、今回実施した内導体の

冷却性能強化では十分に低減できないこと

が判明し、現状で定常運転（デューティ

100%）を実現することは難しい状況にある。

また、超伝導線形加速器（SRF）については、

超伝導ソレノイドで新たに真空リークが判

明したことから、事業計画に遅れが生じた。

これらの結果を踏まえ、BA 運営委員会で承

認された事業計画に従い、SRFの準備と並行

して RFQ 用のロウ付けタイプのカプラの準

備を進める。９MeV定常運転までの今後の事

業計画について日欧で協議し、BA 運営委員

会での承認を得る必要がある。 

 

 

d. テストブランケット計画の推進 

 ITER での増殖ブランケット試験

に必要なテストブランケットシス

テムの設計・製作のため、安全実証

試験を進め、設計レビューに向けた

設計への反映と文書の作成を行う

とともに、試験に用いるモックアッ

プの製作を進める。 

 

d. テストブランケット計画の推進 

○ テストブランケットシステムの最終設計承認に必要と考える安全実証試験を進めた。熱負

荷試験については、較正機器を用いて赤外線カメラの較正を行い、円筒型モジュールの立

体的な表面の温度測定を可能とした。また、カロリメータを作成して熱負荷の詳細測定を

行い、ITER と同等の熱負荷を与えるための電子銃の設定パラメータを決定した。噴出漏え

い試験では、試運転のデータを分析して装置の特性を把握し、有効な試験条件の特定に着

手した。ベリリウムと高温高圧水の反応性データの取得については、300℃～1000℃の広い

範囲でおおむね完了し、600℃以上で水素発生率が急激に増加することを明らかにした。

（評価軸②、評価指標②、モニタリング指標②） 

○ 上記試験の進捗を踏まえつつ、テストブランケットシステムの予備設計を進めた。令和４

年度の設計進捗評価会合で確認した作業について、テストブランケットモジュール（以下

「TBM」という。）の電磁力解析のメッシュ感度解析、TBM 内で冷却水喪失が起きた際の安

全動作・財産保護動作の設計詳細化、ケーブルダイアグラムの作成に着手するなど、予備

設計レビュー提出図書へ反映した。新ベースラインの影響検討で予備設計レビュー準備会

合が令和６年度に延期となる中、ITERの運転に対する TBM計画からの最小要求条件をまと

めた。それに基づいて TBM研究計画の改訂作業に着手した。（評価軸②、評価指標②、モニ

タリング指標②） 

○ 上記実績と関連して、外部表彰を１件受賞し、招待講演を１件行った。 

○外部表彰：１件 

・第 20回日本原子力学会核融合工学部会賞 

「多様場環境中の増殖ブランケットの構造設計に及ぼす構造健全性評価基準の構築」 

○招待講演：１件 

・15th International Symposium on Fusion Nuclear Technology 

「Overview of Progress on Water Cooled Ceramic Breeder Blanket in Japan」 

 

2) BA活動等による先進プラズマ研

究開発 

 

a. JT-60SA計画 

 サテライト・トカマク計画事業の

作業計画に基づき、実施機関として

の活動を行うとともに、国際約束履

行に不可欠なトカマク国内重点化

装置計画（国内計画）を推進し、両

計画の合同計画である JT-60SA 計

画等を進める。 

 

2) BA活動等による先進プラズマ研究開発 

 

 

a. JT-60SA計画 
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① JT-60SAの機器増強及び組立て 

欧州との会合や製作現場での調

整の下、実験運転に向けた装置増

強のための調達機器の整備・組立

てを進める。 

 

①  JT-60SAの機器増強及び組立て 

○ 令和５年度は、欧州との会合や製作現場での調整の下、統合試験運転と並行して装置増強

を実施した。実施に当たっては、事業調整会議等の定例会議に加え、担当者会合を随時開

催して欧州との綿密な打合せを行い、その装置増強計画を日欧合意とし、トカマク本体機

器の整備、容器内機器の整備、電源設備の整備、RF加熱設備の整備、NBI 加熱設備の整備、

計測設備の整備など日本側調達機器の整備を計画どおり進めた。（評価軸①、評価指標①、

モニタリング指標①②） 

○ 装置増強の工事は、令和６年１月からその準備作業に着手し、３月から本格的に取り組ん

だ。最初の作業として、ポート閉止板やフランジ等を取り外すための足場をクライオスタ

ット周りに組み立て、クライオスタット及び真空容器を大気開放し、真空容器内作業を進

めた。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

 

② JT-60SA運転のための保守・整

備及び調整 

JT-60SAで再使用する JT-60既

存設備の保守・改修に加え、JT-

60SAを始め ITERや原型炉が必要

とする装置技術開発・整備を進め

る。加えて、実験運転を実施する

ために必要な再利用機器の保守・

整備を進める。また、加熱及び計

測機器等を JT-60SAに適合させる

ための開発・整備を進める。 

 

②  JT-60SA運転のための保守・整備及び調整 

 

○ JT-60SA で再使用する JT-60 既存設備の点検・保守等を行うとともに、実験運転のために

必要な再利用機器の保守・整備を実施した。保守を実施した RF加熱設備、電源設備、本体

設備、計測設備等は令和５年５月末から 12 月までの統合試験運転において順調に動作し、

初プラズマの生成を含む統合試験運転の実施を着実なものにした。（評価軸①、評価指標

①） 

○ 電源システムでは、操作用配電設備・非常用電源、電源設備冷却装置、加熱用発設備の点

検・保守等を実施した。本体システムでは、一次冷却系設備、二次冷却系設備の点検・保

守等を実施した。加熱システムでは、RFシステムの電源設備の点検・保守等を実施した。

NBIシステムでは、電源設備、附帯機器の点検・保守等を実施した。計測システムでは、計

測分電盤の点検・保守等を実施した。制御システムではタイミングシステム、全系制御設

備の法令点検等を実施した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 特に、RFシステムである電子サイクロトロン（EC）高周波加熱装置は、統合試験運転にて

当初１統あたり 0.75MW の加熱パワーを計画していたところ 1.3MW のプラズマ入射（パル

ス幅１秒）に初めて成功するなど、初プラズマ生成の原動力となった。また、プラズマ着

火時 2.5 秒、フラットトップ時 1.5 秒のショット中の複数回入射にも成功した。（評価軸

①、評価指標①、モニタリング指標②） 

○ 再利用機器の保守・整備では、一次冷却設備とガス循環設備に関連した整備と改造を計画

どおりに進めた。（評価軸①、評価指標①） 

○ 加熱及び計測機器等を JT-60SA に適合させるための開発・整備では、NBI システムのイオ

ン源の整備、RFシステムの電源の整備を実施した。計測システムの可視分光計測、真空排

気系、データ収集設備、ポートプラグ計測系の整備を実施した。（評価軸①、評価指標①、

モニタリング指標②） 

○ 上記実績と関連して、外部表彰を１件受賞した。 

○外部表彰：１件 

・第 40回プラズマ・核融合学会年会 若手学会発表賞 



51 

「JT-60SA ECH/CD装置における入射偏波の実時間制御開発」 

 

③ JT-60SAの運転及び実験の実施 

JT-60SAの統合試験運転を実施す

るとともに、運転で得た知見を踏ま

えた改良を適宜実施する。日欧研究

者で構成される実験チームにおい

て、研究活動を進めるとともに研究

計画の詳細化を進める。 

 

③  JT-60SAの運転及び実験の実施 

○ 初プラズマに必要な超伝導コイルの絶縁強化と、運転時のリスク低減策を徹底し、令和５

年５月末より統合試験運転を再開した。F4E、ITER 及び国内大学とも連携して統合試験運

転を進め、令和４年度に準備したインターロック等を精密に調整して実環境で試験するな

ど装置の堅牢性を確認しつつ、真空容器及びクライオスタットの真空引き、超伝導コイル

の冷却を経て、BA運営委員会の定めるホールドポイントであった極低温での超伝導コイル

の高電圧印加試験に合格した。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標②） 

○ 極低温機器からのヘリウム漏えいなどの予期せぬ事象にも那珂研一丸となって速やかに対

応し、統合試験運転を支えた。（評価軸③、評価指標③） 

○ 令和４年度に準備したインターロック等を精密に調整して実環境で試験するなど装置の堅

牢性を確認しつつ、真空容器及びクライオスタットの真空引き、超伝導コイルの冷却、超

伝導コイルの単体通電試験を経て、令和３年度の統合試験運転では実施できなかった全コ

イルの複合通電試験を無事に完了し、10 月 20 日にプラズマ運転を実施した。実験チーム

会合にて協議しながらプラズマ運転を進め、新しいプラズマ着火シナリオの検討や制御方

式の改善等が功を奏し、当初２週間～３週間を要すると見込んでいたものの、わずか２日

間のプラズマ運転により、10 月 23 日に初プラズマ（13 万アンペア、0.5 秒間）の生成に

成功し、多くのメディアで報道された。その後、QST が開発したプラズマシミュレータを

駆使して運転領域を拡大しながら基本的制御性を確認し、超伝導コイルによるプラズマ制

御手法を最適化することにより、100 万アンペアのダイバータ配位を３秒間維持すること

に成功した。さらに、１か月という短期間で当初計画である 100 万アンペアを上回る、超

伝導トカマクの世界最大級となる 120万アンペアのプラズマ電流を達成するとともに、160 

m3 程度のプラズマ体積を実現して、世界記録を更新した。また、ヘリウム、軽水素を使用

してプラズマ着火の調整や、EC放電による壁洗浄の試験を実施し、計画した統合試験運転

を成功裏に完遂した。以上により、日欧による多様な物納貢献機器を高精度に組み立て、

複雑なシステムを安全かつ確実に機能させるインテグレーション技術を確立し、ITER計画

のリスク低減にもつながる知見を得るとともに、将来の原型炉で必要な設計、製作、統合

試験を含めた機器の統合技術の開発に貢献が期待される成果を得た。各国がフュージョン

エネルギー開発を推進し、日本においても国家戦略の策定や、ムーンショット型研究開発

事業のテーマに取り上げられる等、社会的にフュージョンエネルギーへの関心が高まって

いる中、ITER機構から初プラズマの成功に対して祝電を頂く等、世界各国のフュージョン

分野において大きな反響があった。（評価軸①②、評価指標①②） 

○ 統合試験運転ではその期間中に、QST-F4E-ITER の三者協定に基づき、ITER 機構から 10 名

(76 人日)の専門家を受け入れ、JT-60SA で得た具体的知見・教訓に加え、統合試験運転の

要領や結果の情報を提供した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 実験チームの全ての活動を取りまとめる実験リーダー（日本２名（QST職員）、欧州１名）

と研究領域ごとの６名の専門グループリーダー（日本３名（QST 職員）、欧州３名）は、定

期的な実験リーダー会議（合計 21回）における研究とチーム運営の議論に加えて、実験チ
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ーム調整会議(第３回、令和６年２月７日～９日)においては各専門グループで進めた研究

計画の詳細化の現状の総括と今後の目標設定なども行った。（評価軸②、評価指標②） 

○ 上記実績と関連して、外部表彰を１件受賞し、プレス発表を２件、招待講演を４件行った。 

○外部表彰：１件 

・那珂市特別奨励表彰 

那珂研、「JT-60SAの初プラズマの生成について」 

○プレス発表：２件 

・令和５年６月５日、JT-60SA 統合試験運転の再開について ～今年秋の初プラズマ達成に向

けて～ 

・令和５年 10 月 24 日、JT-60SA 初のプラズマ生成に成功～日欧で取り組む幅広いアプローチ

活動で大きなマイルストーンを達成 

○招待講演：４件 

・第 27回プラズマ・核融合学会九州・沖縄・山口支部大会 

「JT-60SA統合コミッショニングと今後の計画」 

・プラズマ・核融合学会 JT-60SA特別報告 

「JT-60SA統合試験運転の成果」 

「JT-60SA統合機能試験におけるプラズマ運転について」 

・第 19回 QUEST研究会 

「JT-60SA 統合試験運転と装置増強について」 

 

b. 炉心プラズマ研究開発 

JT-60等の実験データ解析やシミ

ュレーションにより、炉心プラズマ

物理の理解を進める。物理モデルや

コードの精緻化及び改良を進める

とともに、これらを用いて JT-60SA

や ITER の精度の高い性能予測を進

める。また、プラズマの安定性や輸

送を改善・制御する手法の研究開発

を進める。これらにより、ITERの燃

焼プラズマ制御や JT-60SA の定常

高ベータ化、原型炉プラズマ実現の

妨げとなる課題の解決に必要な炉

心プラズマ研究開発を進める。 

b. 炉心プラズマ研究開発 

○ 実験データ解析とモデリング研究を有機的に連携させつつ、ITERや JT-60SAに関する中心

的な検討課題に取り組み、ITERの燃焼プラズマ実現や JT-60SAの定常高ベータ化に必要な

輸送特性や安定性、原型炉に向けた加熱手法の最適化に関して世界の研究をリードする成

果を上げた。特に、これまでにないプラズマの形状や性能の制御の開発を進め、成果を上

げた。プラズマの形状制御については、指定した形状パラメータに高精度で一致させるこ

れまでにない制御手法を開発した世界初の成果であり、核融合の研究分野で最も権威ある

「第 29 回核融合エネルギー会議(FEC2023)」で口頭発表を行い多くの質問を受ける等、高

い評価を得た。また、JT-60SA の統合試験運転を活用して、これまで開発した平衡制御シ

ミュレータや先進的プラズマ制御手法の有効性を実証する等、ITERや原型炉でも必要とな

るプラズマ着火に関する実験的研究を進めた。（評価軸②、評価指標②、モニタリング指標

②） 

○ JT-60や DIII-Dの実験データ解析により、プラズマ物理の理解を深める研究を進めた。QH

モードの運転領域の世界に先駆けた解明、高速電子が駆動するイオンサイクロトロン共鳴

領域での輻射機構の新たな解明、ダイバータやディスラプション等の物理理解の進展、JT-

60SAの統合試験運転を活用した、ITER や原型炉でも必要となるプラズマ着火や平衡制御、

閉込め特性に関する実験的研究を進めた。これらにより、プラズマの安定性や輸送を制御

する手法開発への知見を得た。（評価軸②、評価指標②、モニタリング指標②） 

○ 物理モデルの精緻化やコードの改良については、炉心プラズマの高性能化とダイバータ板
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への熱負荷低減との両立性を調べるため、最新版のコード（TOPICS、SONIC）を結合し、複

数コードを効率的に結合できるフレームワークを利用して統合コードを再構築し、以前は

考慮していなかったダイバータ熱負荷低減に有効な不純物を扱えるよう改良した。全く新

しい概念に基づく波動伝播の解析手法の開発を進めた。また、JT-60SA の運転シナリオを

基にダイバータ統合コード（SONIC、SOLPS-ITER）のベンチマークを実施し、両者の相違点

を明確にして検証を進めた。（評価軸②、評価指標②、モニタリング指標②） 

○ 高圧力運転シナリオとプラズマ制御開発の進展に関しては、プラズマ形状パラメータを直

接かつ高精度に制御する手法を世界で初めて実現した。また、プラズマの垂直位置不安定

性を予測、制御する手法の世界初の実現や、プラズマの垂直位置不安定性を精度よく制御

するため、高速プラズマ位置制御コイルを用いた制御の開発を進め、プラズマ境界を制御

する手法が有効であることを初めて明らかにした。加えて、プラズマの性能制御手法や、デ

ィスラプション予知の新しい手法の開発を進め、これらの手法を用いて、ITER や JT-60SA

の性能評価を進めた。また、JT-60SA統合試験にむけプラズマの着火や制御、電子サイクロ

トロン波壁洗浄に関する研究を進めた。これまで開発した平衡制御シミュレータや先進的

プラズマ制御手法の有効性を実際の JT-60SAプラズマで実証した。（評価軸②、評価指標②、

モニタリング指標②） 

○ 上記実績と関連して、外部表彰を３件受賞し、プレス発表を１件、招待講演を２件行った。 

○外部表彰：３件 

・ プラズマ・核融合学会 第 28回 技術進歩賞 

「核融合プラズマ崩壊事象のサポートベクターマシンと全状態検索による確率評価法の開発

とその応用」 

・第 28回プラズマ・核融合学会 学術奨励賞（伊藤早苗特別賞） 

「高速粒子が駆動するイオンサイクロトロン放射機構の研究」 

・第 40回プラズマ・核融合学会年会 若手学会発表賞 

「時系列モデルに基づく異常検知を用いた JT-60Uにおけるディスラプションの研究」 

○プレス発表：１件 

・令和５年２月１９日、高温度プラズマの維持を阻害する要因を特定―熱雪崩が及ぼす影響を

実験的に観測― 

○招待講演：２件 

・27th Workshop on MHD Stability Control -- A US-Japan Workshop 

「Advancements of JT-60SA MHD Control in QST」 

・2023 US Transport Task Force Workshop 

「Preparatory studies of plasma modeling and control on JT-60SA for ITER and DEMO」 

 

3) BA活動等による核融合理工学研

究開発 

 

a. 国際核融合エネルギー研究セン

ター（IFERC）事業及び関連する研究

3) BA活動等による核融合理工学研究開発 

 

 

a. 国際核融合エネルギー研究センター（IFERC）事業及び関連する研究開発 
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開発 

 

① 原型炉設計研究開発活動 

原型炉の炉内機器や発電プラン

トの設計検討等を実施するととも

に、産学連携の活動により原型炉概

念設計を推進する。原型炉設計用材

料データベース・材料特性ハンドブ

ックを拡充するとともに、低放射化

フェライト鋼等の炉内構造物材料

の中性子重照射後の材料試験及び

評価を継続し、検証データの取得を

進める。増殖ブランケット機能材料

開発では、イオン伝導体を用いたリ

チウム回収技術開発を進めるとと

もに、ベリリウム実鉱石の溶解条件

の最適化試験を行うなど、社会実装

に向けた研究を進める。また、トリ

チウム取扱技術の開発を推進する。

これらの活動を強化するため、大学

等との共同研究を継続する。 

 

 

 

①  原型炉設計研究開発活動 

○ 原型炉の炉内機器設計では CFD 解析によるダイバータ冷却ユニットの冷却流路の最適化及

び増殖ブランケットにおけるトリチウム増殖能力を向上する構造の検討等、発電プラント

設計では所内電力変動による電力系統への影響評価及びパルス運転に向けた蓄熱システム

の検討等を実施した。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標②） 

○ 産学連携の原型炉設計合同特別チーム活動において、フュージョンエネルギー・イノベー

ション戦略を踏まえ、企業の勉強会や企業の研究所視察時等に活動紹介や意見交換の時間

を確保するなどしてチーム活動の理解に努めた。これらの活動によって大手建設会社や商

社、核融合スタートアップ等幅広い分野からメンバーを拡充（146名から 171名へ）し、産

学連携体制を強化した。これにより従来の原型炉の概念設計にとどまらず建設に向けた具

体的な協議なども可能となった。また、原型炉の計測・制御ワーキンググループ活動の成

果を QST 報告書にまとめ、TF コイル寸法検討会（４回開催）を企画するなど、情報共有と

意見集約を行った。（評価軸④、評価指標④） 

○ 原型炉設計用材料データベース・材料特性ハンドブックの拡充と照射データの検証を進

め、特に低放射化フェライト鋼 F82H の溶接部への照射量が 50dpa までの引張強度やクロ

ムジルコニウム銅合金の５dpa の引張強度など、原型炉設計に資する重要データを初めて

取得した。また、F82Hの高温高圧水中酸化皮膜形成挙動への磁場の影響を評価し、外層酸

化物の粒子サイズが磁場環境下で成長することを観測した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 増殖ブランケット機能材料開発では、イオン伝導体を用いたリチウム回収技術をリチウム

６の分離濃縮へ発展させ、電圧印加方式の工夫により高分離性能を達成した。マイクロ波

低温精製技術では、実験室規模での各種実鉱石の全溶解条件を見いだし、反応機構や効果

的反応条件を整理して新たな特許を出願した。これらの成果を踏まえて両技術の早期社会

実装のため起業したスタートアップ２社の支援を出資検討も含め実施した。両社は文部科

学省中小企業イノベーション創出推進事業 SBIR フェーズ３に採択されたように（１社は

QST とのコンソーシアム）、技術実証に向け大きな進展が期待される成果を上げた。(評価

軸②④、評価指標②④、モニタリング指標②③) 

○ トリチウム取扱技術の開発においては、英国 JET装置の ITER模擬壁（ITER-Like Wall）実

験キャンペーンで使用されたバルクタングステンダイバータ試料に対し、日欧の研究機関、

大学と連携して、タングステン材表面近傍の残留トリチウムの定量分析を行った。（評価軸

①、評価指標①） 

○ 上記実績と関連して、外部表彰を１件受賞し、招待講演を 12件行った。 

○外部表彰：１件 

・日本原子力学会第 20回核融合工学部会賞奨励賞、2023年９月 

‟化学反応とマイクロ波加熱処理による難溶解性ベリリウム鉱石からのベリリウムの溶解及び

精製プロセス開発‟ 

○招待講演：12件 

・21st International Conference on Fusion Reactor Materials 
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「Neutron Irradiation Effects on the Tensile Properties of ITER-grade CuCrZr」 

「 Reference standard strength for neutron-irradiated reduced activation 

ferritic/martensitic steel F82H toward DEMO design」 

「Phase stability of long-term creep-tested F82H and its correlation with irradiation 

resistance」 

「Deuterium permeation and retention in F82H after exposure to pressurized water」 

「 Towards the Standardization of Small Specimen Test Techniques for Fusion 

Applications」 

「Current Status of R&Ds on Advanced Breeding Functional Materials for JA DEMO 

activities」 

・第 40回プラズマ・核融合学会年会 

「核融合炉ブランケット構造材料の照射効果予測技術の開発 ～計算機シミュレーションによ

るボイドスエリング現象の照射場依存性評価～」 

「革新的な超高純度リチウム直接回収技術の社会実装～核融合技術でカーボンニュートラル

に貢献～」 

・15th International Symposium on Fusion Nuclear Technology 

「Selective adsorption properties of layered titanate for tritiated water」 

・第 30回核融合技術に関する IEEEシンポジウム (SOFE 2023) 

「Strategy and progress of JA DEMO development」 

「Status of Research on Lithium-6 Enrichment and Development of New Technology using 

Ionic Conductor」 

・29th IAEA Fusion Energy Conference 口頭発表 

「Progress of basic conceptual design of JA DEMO」 

 

② 理論・シミュレーション研究及

び情報集約拠点活動 

ITER遠隔実験センターを運用し、

遠隔実験に向けた試験を行うとと

もに、ITER機構や他の BA事業との

協力を進める。計算機シミュレーシ

ョンセンターでは、核融合専用大型

計算機 JFRS-1 の運用を継続し、

ITER、JT-60SA、原型炉等の核融合研

究開発に資する日欧の研究プロジ

ェクトに計算資源を提供する。燃焼

プラズマのシミュレーション研究

では、予測精度向上に向けたモデル

の高度化を推進する。また、核融合

情報科学センター（仮称）の構築に

② 理論・シミュレーション研究及び情報集約拠点活動 

 

○ ITER遠隔実験センターでは、ITER機構と協力して ITERの主制御室オペレータ用端末を六

ヶ所研の遠隔実験室に構築し、現地と同等の情報が閲覧可能なシステムを整備した。ま

た、IFMIF原型加速器を構成する機器の遠隔調整等を欧州から安全に実施できるネットワ

ークシステムを完成させ運用を行うなど IFMIF/EVEDA事業への支援を行った。加えて JT-

60SAデータの六ヶ所研へのバックアップを開始した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 計算機シミュレーションセンターでは、核融合専用大型計算機 JFRS-1 の運用を継続した。

公募を通じて申請のあった核融合研究開発に資する 54 の研究課題に計算資源を提供し、

核融合プラズマのシミュレーション研究や原型炉設計研究などを支援した。（評価軸①、評

価指標①） 

○ 理論シミュレーション研究では、燃焼プラズマ条件での巨視的不安定性の非線形励起の発

見や、鋸歯振動によるアルファ粒子の閉じ込めとヘリウム灰の排出が選択的に起きるパラ

メータの同定により燃焼プラズマの予測精度向上のための研究が進展したことに加え、炉

心部と周辺部を結合したジャイロ運動論コード開発、周辺プラズマ崩壊の物理機構の同定
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向けて次期核融合専用大型計算機

の調達準備を進める。 

 

など原型炉に対するプラズマ熱負荷の精密な予測や制御につながると期待される成果が得

られた。（評価軸②、評価指標②、モニタリング指標②） 

○ 次期核融合専用大型計算機については、大学共同利用機関法人自然科学研究機構とスーパ

ーコンピュータシステムの整備及び運用に関する基本協力協定を締結し、当該機構の核融

合科学研究所で運用している計算機と統合したシステムを共同で調達する準備を進めた。

（評価軸②④、評価指標②④） 

○ 上記実績と関連して、招待講演を２件行った。 

○招待講演：２件 

・29th IAEA Fusion Energy Conference 口頭発表 

「Energy-selective confinement of alpha particles during benign sawtooth crashes in 

a large tokamak」 

・19th International Workshop on Plasma Edge Theory in Magnetic Fusion Devices  

「Impact of the kinetic effect of ion parallel heat conduction on DEMO-relevant SOL 

plasma」 

 

③ 原型炉安全確保のための規制及

び規格・基準の確立に向けた研究開

発 

原型炉を構成する主要な機器（真

空容器、炉内機器など）の材料、設

計、製作・検査、維持（保守・保全）

に関わる技術課題を整理し、規格・

基準の基盤となる技術戦略を検討

する。 

 

③ 原型炉安全確保のための規制及び規格・基準の確立に向けた研究開発 

 

 

○ 産学連携の特別チーム活動により、原型炉の閉じ込め境界となる真空容器や圧力境界とな

る炉内機器について、複雑な溶接接手部に適用する溶接検査や、国際標準に向けた規格基

準化などの課題を整理し、原型炉を構成する機器ごとに「材料」「設計」「製作・検査」「維

持」の製作プロセスを一つのパッケージとして構造健全性を確保する規格基準体系を技術

戦略として整備した。（評価軸④、評価指標④） 

○ Agile Nations の枠組みで文部科学省が英国等と進めている安全規制に関する議論におい

て、専門家としての助言を行うとともに、原型炉事象解析結果を提供する等、技術的な支

援を実施し、提案書の取りまとめに大きく貢献した。また、日本機械学会発電用設備規格

委員会核融合専門委員会において、原型炉に向けた規格・基準の策定戦略について説明す

るなど、関連学協会との連携を促進した。（評価軸④、評価指標④） 

○ 低放射化フェライト鋼 F82Hについて、技術固有の属性に基づく課題分析を行い、技術成熟

度評価に関連付けることで、構造材料開発の技術課題の整理を実施した。F82Hの標準化に

向けて国内鉄鋼メーカーとヒアリングを行い、日本機械学会での新規材料登録を目標とし

たデータ整理指針を検討するなどサプライチェーン確立に向けて規格・基準策定に必要な

国内外の関係者との協議を世界的な情勢も踏まえ前倒しで実施した。（評価軸④、評価指標

④） 

 

④ 実施機関活動 

「核融合エネルギー研究分野に

おける幅広いアプローチ活動」（以

下「BA活動」という。）及び核融合

④  実施機関活動 

○ BA活動及び核融合の理解促進に資するため、地元自治体等が主催するイベントに協力し、

講演、展示、実験教室等を行い、学生や一般等の見学者を積極的に受け入れ、引き続き理

解促進活動に取り組んだ。令和５年度は、新型コロナウイルス感染症が５類感染症となっ
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についての理解促進を図るため、一

般見学者等の受入れや各種イベン

トへの参加、施設公開等を行う。ま

た、六ヶ所研究所の維持・管理業務

を実施する。 

 

たことから、一般見学者数が増加するとともに、施設公開については数年ぶりに六ヶ所村

内の３研究機関の合同で開催したことで、過去最多（417 名）の来場者数につながった。

（評価軸④、評価指標④） 

○ ユーティリティ施設及び機械室設備の運転保守管理・管理業務については、滞りなく実施

した。（評価軸①、評価指標①） 

 

b. 国 際 核 融 合 材 料 照 射 施 設

（IFMIF）に関する工学実証及び工

学設計活動（EVEDA）事業及び関連す

る研究開発 

 

① IFMIF-EVEDA事業 

国際核融合材料照射施設（IFMIF）

原型加速器では、安定な運転・性能

向上を目指し、高周波四重極加速器

（RFQ）と大電力ビームダンプを組

み合わせた長パルス重陽子ビーム

試験を進めるとともに、超伝導線形

加速器（SRF）の試験準備を行う。 

 

b. 国際核融合材料照射施設（IFMIF）に関する工学実証及び工学設計活動（EVEDA）事業及び関

連する研究開発 

 

 

 

①  IFMIF-EVEDA事業 

○ IFMIF/EVEDA 原型加速器（LIPAc）の実証試験については、令和４年度に発生した RFQ用高

周波カプラ故障等への対応を完了し、５MeVまでのビーム加速試験を再開した。RFQ出口で

の電流およそ 110 mA の条件で、デューティ比 1.5 %、パルス長では２msまでの長パルス重

陽子ビームの加速に成功した。超伝導線形加速器（SRF）については、超伝導ソレノイドで

新たに真空リークが判明したため、組立て作業を一時中断せざるを得なかったが、リーク

箇所の修理作業を迅速に完了させるとともに、組立て再開のために必要となるソレノイド

の再洗浄を完了し、クライオモジュールの完成と統合試験開始に向けた準備が進展した。

（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標②） 

○ 上記実績と関連して、外部表彰を２件受賞し、招待講演を６件行った。 

○外部表彰：２件 

・令和５年度日本原子力学会加速器・ビーム科学部会優秀講演賞 

「IFMIF原型加速器 LIPAcでの非線形空間電荷力による縦 rmsエミッタンス減少の評価」 

「Beam based gain flattening of secondary emission grid profile monitors at the Linear 

IFMIF Prototype Accelerator」 

○招待講演：６件 

• 14th International Particle Accelerator Conference (IPAC2023) 
「LIPAc (Linear IFMIF Prototype Accelerator) beam commissioning & future plans」  

• 15th International Symposium on Fusion Nuclear Technology (ISFNT-15) 
「IFMIF/EVEDA Achievements Overview」 

• 68th ICFA Advanced Beam Dynamics Workshop on High-Intensity and High-Brightness 
Hadron Beams (HH2023) 

「Measurements of momentum halo due to the reduced RFQ voltage during the LIPAc 

beam commissioning」 

「High beam current operation with beam diagnostics at LIPAc」 

• DONES Business Infoday 
「The IFMIF-EVEDA Project」 

「Japan’s participation in IFMIF-EVEDA」 
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② 核融合中性子源開発 

ターゲット系の R＆D 及び小型リ

チウムループの製作、核融合中性子

源 A-FNS 施設・機器の検討を実施

し、核融合中性子源の工学設計を進

める。 

 

②  核融合中性子源開発 

○ ターゲット系の R＆Dでは、大阪大学との共同研究を通じて、遠距離からリチウム流動場の

厚さ変動を診断する手法の開発、検証を行った。（評価軸①、評価指標①） 

○ 小型リチウムループについては、水素トラップ、窒素トラップ、コールドトラップ、ガス

バッファータンク、ダンプタンク等の主要機器について製作を完了した。（評価軸①、評価

指標①） 

○ 核融合中性子源 A-FNS 施設・機器の検討については、リチウムループメンテナンス時の線

量評価の際のソースタームとなるリチウム中の不純物から生成される RI の種類と放射能

を評価するとともに、開発した RI 移行モデルを用いて、各機器に沈着する RI のソースタ

ームを明らかにする等、核融合中性子源の工学設計を進めた。（評価軸①、評価指標①、モ

ニタリング指標②） 

○ 欧州の核融合中性子源計画である DONES 計画への国際協力参加に関する協議において、文

部科学省を技術的に支援した。（評価軸②、評価指標②） 

○ 上記実績と関連して、招待講演を２件行った。 

○招待講演：２件 

• IAEA Consultancy Meeting on Further Development of the Fusion Evaluated Nuclear 
Data Library (FENDL) 

「Problems of FENDL-3.2b」 

• DONES Business Infoday 
「Overview of A-FNS」 

 

4) 核融合研究開発等を担う人材の

育成・確保 

 

ITER機構などへの協力・人的貢献

を行うとともに、ITER 計画や JT-

60SA 計画を始めとする国際的な研

究開発を主導できる人材の育成を

進める。また、日欧や多国間の国際

協力や大学等との共同研究等を推

進することや、オンサイトラボや

JT-60SA 国際核融合スクールの実

施、アウトリーチヘッドクォーター

との連携等のアウトリーチを通じ

て、次世代の研究者・技術者の育成・

確保を進める。 

 

4) 核融合研究開発等を担う人材の育成・確保 

 

 

○ QST那珂研の副所長であった鎌田裕氏が ITER機構の副機構長を勤めるなど、枢要なポスト

を邦人が務めるとともに、ITER 理事会、運営諮問委員会、STAC に出席し、ITER 計画の方

針決定等に参画・貢献するとともに、各種技術会合に延べ 2,938 人を参加させ、共同プロ

ジェクト調整会議（JPC）を通じて、ITER計画の円滑な運営に貢献した。（評価軸②、評価

指標②） 

○ 国際トカマク物理活動（ITPA）の全７グループ中、３グループにおいて 12月中旬まで那珂

研の QST職員が議長の任を務めた。12月中旬からも１名が共同議長の任を務め、六ヶ所研

の QST 職員１名が新たに 12 月中旬から共同議長となり、国際的な研究活動を主導してい

る。（評価軸②、評価指標②） 

○ 那珂研においては、大学等と 26 件の公募型共同研究（ITER 計画及び核融合原型炉開発へ

貢献することを目的としたトカマク炉心プラズマ共同研究）を実施し、そのうち約半数は、

大学院生と助教等の若手研究者であった。六ヶ所研においては大学等と 56 件の原型炉研

究開発共同研究（原型炉開発に向けたアクションプランに沿って核融合原型炉に向けた研

究開発を推進するための共同研究）を実施した。また一般共同研究（核融合研究開発に係
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る共同研究）は部門全体で 54件実施した。（評価軸②、評価指標②） 

○ オンサイトラボを活用して国内大学から学生を含む 86 人日が JT-60SA の統合試験運転期

間中に那珂研へ来所し、令和５年度は合計 163 人日の利用実績があった。六ヶ所研では、

東京工業大学に加え、令和５年度は、京都大学及び名古屋大学とオンサイトラボ協定を締

結し、合計で実習生６名を受け入れた。今回受け入れた実習生１名がプラズマ･核融合学会

若手発表賞を受賞した。（評価軸②、評価指標②） 

○ 日欧各 10名の学生・若手科学者を対象に、日欧のトップ研究者 24名を講師として JT-60SA

の施設や実験データを活用するなど実践的な講義・実習や参加者同士の国際的なネットワ

ークを構築するとともに、国際的に活躍する次世代リーダー人材を育成する JT-60SA 国際

核融合スクール（JIFS）を令和５年９月４日～15日に開催した。実践的な講義と実習など

のグループワークにより、JT-60SA を日欧の学生・若手科学者が切磋琢磨する環境として

活用した結果、参加者からは充実した内容と評価され、大変好評であった。特に令和５年

12月の盛山文科大臣と EUのシムソン委員の共同声明においても JIFSの共同強化が表明さ

れるなど、外部からもこの取組が高く評価された。（評価軸②、評価指標②） 

○ 令和４年度に引き続き、フュージョンエネルギーをはじめとした次世代エネルギー研究開

発を進める青森県の施策や取組を理解し、その中で次世代を担う若者に何ができるか、地

元高校生とともに考え、人材の育成を目指す「青森県から日本・世界の環境・エネルギー

問題を考える地元高校生向けワークショップ」を青森県 ITER 計画推進会議とともに計５

回開催し、提言優秀賞のチームは、青森県知事への表敬訪問を行った。（評価軸②④、評価

指標②④） 

○ 上記実績と関連して、プレス発表を１件行った 

○プレス発表：１件 

・令和５年８月 23日、JT-60SAインターナショナルフュージョンスクール開校式の開催につい

て 

5) 原型炉建設に向けた社会連携活

動の実施 

 

原型炉の建設サイトの選定やそ

の建設・運転に向け、アウトリーチ

ヘッドクォーターと連携した活動

等を通して、国民や産業界等各ステ

ークホルダーの理解を得るととも

に、そのためのアウトリーチ活動及

び社会連携活動を進める。 

 

5) 原型炉建設に向けた社会連携活動の実施 

 

 

○ ITER 機構職員を目指す邦人に向けた説明会の開催、学会等での ITER 計画の説明展示、学

会発表、雑誌及び学会誌等への発表及び SNSによる情報発信や Google広告、YouTube広告

等により、ITERの建設に関する情報の積極的な公開・発信を行い、X（旧 Twitter）のフォ

ロワー数が 6,500 人を超えるなど、大きな反響を得た。JT-60SA を含む那珂研の活動や、

六ヶ所研の活動についても、SNSを通じた情報発信を強化した。（評価軸④、評価指標④） 

○ 地元自治体等が主催するイベントに協力し、講演、展示、実験教室等を積極的に行ったほ

か、学生や一般見学者を含む見学者を積極的に受け入れるなど、引き続き理解促進活動に

取り組んだ。施設公開を実施し、那珂研には 1,009 名、六ヶ所研には 417 名の来所があっ

た。（評価軸④、評価指標④） 

○ ４月に政府の統合イノベーション戦略推進会議が決定した「フュージョンエネルギー・イ

ノベーション戦略」においては QSTに対し、「ITER計画/BA活動等で培った技術の伝承・開

発や産業化、人材育成を見据えたフュージョンテクノロジー・イノベーション拠点を設立」
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し、「拠点においては、民間企業と繋ぐ技術コーディネーターの設置や、QSTが保有する施

設・設備の民間企業への供用等に取り組む」ことが求められている。そこで QST では、フ

ュージョンテクノロジー・イノベーション拠点を設立し、既存の試験施設や各研究所を支

える基盤インフラの強化、ITER 計画/BA 活動等で培った技術の伝承、それに基づく新技術

の開発や産業化、人材育成を見据えた新規施設の整備などの整備計画を開始した。加えて、

原型炉の早期実現に向けた総合調整や戦略を策定する原型炉推進戦略室に、企業とつなぐ

技術コーディネーターを配置した「オープンイノベーション総合窓口」を設置した。総合

窓口の Web サイトにはこれまでに約 1000 件のアクセスがあるとともに、オープンイノベ

ーション総合窓口が施設共用について文部科学省と調整した結果、企業との受託研究契約

（令和５年 12月締結）つながり、高周波加熱装置試験施設の共用を開始した。（評価軸④、

評価指標④） 

○ JT-60SA の初プラズマの生成についてプレス発表を行うとともに、JT-60SA 運転開始記念

式典を開催し、産学官のステークホルダーやメディアにトカマクプラズマの運転を披露し、

国内外のメディア（30件以上）にて広く賞賛を得て、核融合のアウトリーチに大きく貢献

した。（評価軸④、評価指標④） 

○ 青森県や六ヶ所村など地元自治体及び青森県 ITER 計画推進会議や青森商工会議所、六ヶ

所村産業協議会、六ヶ所村商工会などの地元団体並びに日本原燃株式会社や新むつ小川原

株式会社などと協力して、講演会や報告会、見学会等の場を活用して、ステークホルダー

の理解を得るためのアウトリーチ活動及び社会連携活動を進めた。（評価軸④、評価指標

④） 

○ 上記実績と関連して、プレス発表を１件行った。 

○プレス発表：１件 

・令和５年 11月 22日、JT-60SA 運転開始記念式典の開催について 

 

 【モニタリング指標】 ○我が国の調達分担の達成度 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

我が国の調達分担の

達成度 

全て計画どおり

達成 

      

 

 

○優れた成果を創出した研究課題数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 104報       

Top10%論文数 ３報       

 

 

○知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

出願件数 16件       
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登録件数 ６件       

実施許諾契約件数 ２件       

実施料収入 106千円       
 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応

状況】 

 

・QST が ITER 国内機関として指名されていることを踏まえ、

引き続き ITER 計画や BA 活動を牽引するとともに、我が国に

おける核融合の研究体制において中心的な役割を果たすこ

と。 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ ITER計画において我が国が分担する TFコイル全９機の製作及び納入を他極に先駆けて完遂したことに対して ITER機構より高く評価され、

ITER Award 2023を受賞した。また、JT-60SAの統合試験運転において、QSTが開発したプラズマシミュレータを活用して運転領域を拡大し

た結果、１か月程度という短期間で、超伝導トカマクでは世界最大に匹敵する 120 万アンペアのプラズマ電流を達成した。これらの成果は

QSTの持つ研究開発能力の高さを示すものであり、引き続き QSTが中心となり、フュージョンエネルギーの科学的・技術的実現可能性の実証

及び原型炉建設判断に必要な技術基盤構築を進める。 

 

・ITER 機構へ我が国の人的貢献が拡大するよう、長期的な視

点での推進方策を講じる必要がある。また、核融合発電の実現

に向けて、核融合炉の建設のみならず運転技術も重要であり、

より多くの研究者を運転期の ITERに派遣する必要があること

から、戦略的に人材育成を進めていくべきである。 

 

○ オールジャパン体制での ITERの建設活動として、ITER関連企業説明会、国内機関企画の職員募集説明会、国内機関企画の那珂研見学会を開

催した。また、ITER 機構への日本人職員増強に向けた取組の結果、職員公募登録者が約 550 名増え、1,800 名となった。これらの取組の結

果、日本人専門職員が５名、支援職員が１名新たに着任した。 

○ 国際的に活躍する人材を育成する JT-60SA 国際核融合スクール（JIFS）を令和５年９月に開催した。令和５年 12 月の盛山文科大臣と EU の

シムソン委員の共同声明においても JIFSの共同強化が表明されるなど、外部からもこの取組が高く評価された。 

・技術的な困難があることは認めるものの、令和４年度内に

JT-60SAの統合試験を再開できなかったことを踏まえ、大規模

な試験を行うことは経費の面でも重い責任があることを認識

し、Ａ評定に甘んじることなく JT-60SA のファーストプラズ

マに向け、引き続き調整作業を進めるとともに、システム設計

が不十分なことによる予測不可能な技術的困難に見舞われる

ことを避けるため、システムエンジニアリングの徹底を図る

とともに、同様の事象が起こらないよう対策を講じること。 

 

○ 令和４年度に準備したインターロック等を精密に調整して実環境で試験するなど装置の堅牢性を確認しつつ、統合試験運転を再開し、令和

３年の統合試験運転では実施できなかった全コイルの複合通電試験を無事に完了し、令和５年 10 月 20 日にプラズマ運転を開始した。日欧

の研究者チームで協議しながらプラズマ生成手法の検討を進め、運転開始から２日目の令和５年 10 月 23 日にトカマクプラズマの生成に成

功することができた。その後、開発したプラズマシミュレータを駆使して運転領域を拡大しながら基本的制御性を確認し、当初計画を上回

る、超伝導トカマクの世界最大級となる 120万アンペアのプラズマ電流を達成するとともに、160m3程度のプラズマ体積を実現して世界記録

を更新した。過去の経験を踏まえた対策を講じた結果、当初計画を上回るこれらの成果を得ることができた。 

 

・核融合は長期に渡る研究開発であることから、次世代の核融

合研究者の育成が必須である。QST内の若手職員のみならず、

大学等においても共同研究やアウトリーチ活動を通じて人材

確保・育成を行うこと。 

 

○ SNS 等を用いた情報発信やアウトリーチ活動を拡大した結果、X(旧 Twitter)のフォロワー数が約 6,500 人となるなど大きな反響を得た。ま

た、大学や産業界との共同研究等を拡大しており、136件の共同研究を実施した。 

 

・令和４年４月に策定されたフュージョンエネルギー・イノベ

ーション戦略を踏まえ、原型炉に向けた研究開発を加速する

こと。さらに、ITER計画/BA活動等で培った技術の伝承・開発

や人材育成を見据えたフュージョンテクノロジー・イノベー

ション拠点の設立の検討を進めること。 

 

○ 令和５年４月に策定された「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を受け、那珂研と六ヶ所研にフュージョンテクノロジー・イ

ノベーション拠点を設立し、基盤インフラの強化、新規施設の整備などの整備計画を開始するとともに、那珂研の高周波加熱装置試験施設

の共用を開始した。加えて、原型炉推進戦略室に「オープンイノベーション総合窓口」を設置し、核融合とは関係がなかった業界も含めた

問合せに対応した。 

・安全基準や規格基準等の国際標準化に係る取組について、ル ○ 原型炉安全確保のための規制及び規格・基準の確立に向け、Agile Nations の枠組みで文部科学省が英国等と進めている安全規制に関する
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ールメイキングの議論の場で、日本が世界を主導できるよう

体制を強化すること。 

 

議論において技術的な支援を行い、提案書の取りまとめに大きく貢献した。また、日本機械学会の委員会において、原型炉に向けた規格・

基準の策定戦略について説明するとともに、低放射化フェライト鋼の標準化に向けて国内鉄鋼メーカーとヒアリングを行い、日本機械学会

での新規材料登録を目標としたデータ整理指針を検討するなど国内外の関係者との協議を実施した。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結

果における指摘事項等への対応状況】 

 

・QST が ITER 国内機関として指名されていることを踏まえ、

引き続き ITER 計画や BA 活動を牽引するとともに、我が国に

おける核融合の研究体制において中心的な役割を果たすこ

と。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ ITER計画において我が国が分担する TFコイル全９機の製作及び納入を他極に先駆けて完遂したことに対して ITER機構より高く評価され、

ITER Award 2023を受賞した。また、JT-60SAの統合試験運転において、QSTが開発したプラズマシミュレータを活用して運転領域を拡大し

た結果、１か月程度という短期間で、超伝導トカマクでは世界最大に匹敵する 120 万アンペアのプラズマ電流を達成した。これらの成果は

QSTの持つ研究開発能力の高さを示すものであり、引き続き QSTが中心となり、フュージョンエネルギーの科学的・技術的実現可能性の実証

及び原型炉建設判断に必要な技術基盤構築を進める。【再掲】 

 

・核融合発電の実現に向けて、核融合炉の建設のみならず運転

技術も重要であり、より多くの研究者を運転期の ITERに派遣

する必要があることから、長期的な視点で戦略的に次世代の

人材育成を進めていくべきである。QST内の若手職員のみなら

ず、大学等においても共同研究やアウトリーチ活動を通じて

人材確保・育成を行って欲しい。 

 

○ オールジャパン体制での ITERの建設活動として、ITER関連企業説明会、国内機関企画の職員募集説明会、国内機関企画の那珂研見学会を開

催した。また、ITER 機構への日本人職員増強に向けた取組の結果、職員公募登録者が約 550 名増え、1,800 名となった。これらの取組の結

果、日本人専門職員が５名、支援職員が１名新たに着任した。【再掲】 

○ 国際的に活躍する人材を育成する JT-60SA国際核融合スクール（JIFS）を令和５年９月に開催した。盛山文科大臣と EUのシムソン委員の共

同声明においても JIFSの共同強化が表明されるなど、外部からもこの取組が高く評価された。【再掲】 

○ SNS 等を用いた情報発信やアウトリーチ活動を拡大した結果、X(旧 Twitter)のフォロワー数が約 6,500 人となるなど大きな反響を得た。ま

た、大学や産業界との共同研究等を拡大しており、136件の共同研究を実施した。【再掲】 

 

・技術的な困難があることは認めるものの、第１期中長期目標

期間内に JT-60SA の統合試験を再開できなかったことを踏ま

え、大規模な試験を行うことは経費の面でも重い責任がある

ことを認識し、Ａ評定に甘んじることなく、ファーストプラズ

マに向け、引き続き調整作業を進めること。加えて、システム

設計が不十分なことによる予測不可能な技術的困難に見舞わ

れることを避けるため、システムエンジニアリングの徹底を

図るとともに、同様の事象が起こらないよう対策を講じるこ

と。 

 

○ 令和４年度に準備したインターロック等を精密に調整して実環境で試験するなど装置の堅牢性を確認しつつ、統合試験運転を再開し、令和

３年の統合試験運転では実施できなかった全コイルの複合通電試験を無事に完了し、令和５年 10 月 20 日にプラズマ運転を開始した。日欧

の研究者チームで協議しながらプラズマ生成手法の検討を進め、運転開始から２日目の令和５年 10 月 23 日にトカマクプラズマの生成に成

功することができた。その後、開発したプラズマシミュレータを駆使して運転領域を拡大しながら基本的制御性を確認し、当初計画を上回

る、超伝導トカマクの世界最大級となる 120万アンペアのプラズマ電流を達成するとともに、160m3程度のプラズマ体積を実現して世界記録

を更新した。過去の経験を踏まえた対策を講じた結果、当初計画を上回るこれらの成果を得ることができた。【再掲】 

 

・今年４月に策定されたフュージョンエネルギー・イノベーシ

ョン戦略を踏まえ、原型炉に向けた研究開発を加速すること。

さらに、ITER計画/BA 活動等で培った技術の伝承・開発や人材

育成を見据えたフュージョンテクノロジー・イノベーション

拠点の設立の検討を進めること。 

 

○ 令和５年４月に策定された「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を受け、那珂研と六ヶ所研にフュージョンテクノロジー・イ

ノベーション拠点を設立し、基盤インフラの強化、新規施設の整備などの整備計画を開始するとともに、那珂研の高周波加熱装置試験施設

の共用を開始した。加えて、原型炉推進戦略室に「オープンイノベーション総合窓口」を設置し、核融合とは関係がなかった業界も含めた

問合せに対応した。【再掲】 

・安全基準や規格基準等の国際標準化に係る取組について、ル

ールメイキングの議論の場で、日本が世界を主導できるよう

○ 原型炉安全確保のための規制及び規格・基準の確立に向け、Agile Nations の枠組みで文部科学省が英国等と進めている安全規制に関する

議論において技術的な支援を行い、提案書の取りまとめに大きく貢献した。また、日本機械学会の委員会において、原型炉に向けた規格・
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体制を強化すること。 

 

基準の策定戦略について説明するとともに、低放射化フェライト鋼の標準化に向けて国内鉄鋼メーカーとヒアリングを行い、日本機械学会

での新規材料登録を目標としたデータ整理指針を検討するなど国内外の関係者との協議を実施した。【再掲】 

 

 

４．その他参考情報 

（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別自己評価書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置） 

 

Ｎo.４ 異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16条 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

異分野の連携・融合による研究課題数 － ４件       

若手研究者等による独創的な研究課題数 － 15件       

競争的資金等の外部資金の獲得件数・金額（法人

全体） 
－ 

獲得件数 609件 

獲得金額 

4,641,713千円 

      

 

 ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

予算額（千円） 116,709       

決算額（千円） 169,221       

経常費用（千円） 283,918       

経常利益（千円） 5,922       

行政コスト（千円） 283,973       

従事人員数 7       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

 

中長期目標、中長期計画（別添） 

令和５年度計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
業務実績等 自己評価 評定 A 

Ⅰ.1.(4) 異分野連携・融合等によ

る萌芽・創成的研究開発 

 

機構が擁する研究開発部門並び

にそれらに設置された研究所、セン

ター及び病院等（以下総称して「部

門等」という。）と本部との連携を強

化する体制を整備し、革新的イノベ

ーションの創出につながる異分野

間による融合的研究開発のシーズ

の探索に向けて取り組む。このた

め、創成的研究の実施に向けての新

たな制度設計を構築する。また、萌

芽的研究としては、機構内公募制度

を通じたボトムアップにより、若手

の研究者・技術者を主対象に実施

し、将来の革新的イノベーションを

目指した、独創的で新たな研究・技

術シーズを創出する。 

 

【評価軸】 

 

①法人全体の各部門が

連携し、法人全体が一体

となり、異分野の連携・

融合による研究開発を

積極的かつ戦略的に推

進しているか。 

 

②若手研究者等の自由

な発想を生かし、独創的

な研究開発等を推進し

ているか。 

 

③研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に

図られているか。 

 

 

【評価指標】 

①異分野の連携・融合に

よる研究開発の推進の

状況 

 

②若手研究者等による

独創的な研究開発等の

状況 

 

③研究開発マネジメン

トの取組の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

Ⅰ.1.(4) 異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発 

 

 

○ QST が擁する研究開発部門並びにそれらに設置された研究所、センター及び病院等と本部

との連携を強化する体制を整備し、革新的イノベーションの創出につながる異分野間によ

る融合的研究開発のシーズの探索に向けて取り組むため、創成的研究の実施に向けて新た

な制度設計を構築した。具体的には理事長による、これまでの部門単位から４つの研究分

野の下にフラットに研究所を配置する組織づくりとそれに基づく異分野連携・融合の促進

という経営方針の下、第１期中長期目標期間に実施した戦略的理事長ファンドの制度を発

展させ、異分野連携・融合による新たなシーズの創出や QST 内外との共創による社会的課

題の解決を目指す研究開発を推進して新たな量子科学技術フロンティアを拓く萌芽・創成

研究制度を設立した。（評価軸①、評価指標①②③、モニタリング指標①②） 

○ 理事長のマネジメントにより、QST 内連携・融合や産学官連携を支援するイノベーション

センターの機能強化を図り、新たに URA（QSTにおけるリサーチ・アドミニストレーターの

呼称）制度を制定し、各分野から７名のシニア研究者を URA として各研究所に配置して研

究者に対する伴走型支援を行うなど、本部と研究現場が連携して異分野連携・融合による

研究開発を積極的かつ戦略的に推進する体制を構築した。（評価軸③、評価指標①②③） 

○ 萌芽・創成研究制度では、公募要領の作成など制度設計の段階から URA を参画させるとと

もに、採択された各研究プログラムに URAをメンター（各 URAが１件～２件担当）、ポート

フォリオマネージャー（各プログラムに URA を１名）として配置し、研究者に対してきめ

細かな支援を行い、研究開発成果の最大化を図った。（評価軸③、評価指標①②③） 

○ 第１期中長期目標期間における戦略的理事長ファンドの制度を発展させ、若手研究者から

の新たなシーズの創出を目指した奨励研究制度を新設し、研究者の自由な発想を生かした

独創的研究開発の推進に活用した。奨励研究では、若手研究者の外部資金獲得などの様々

な相談を URAが受ける支援制度とし、QSTにおける研究アクティビティの向上に寄与した。

（評価軸②③、評価指標①②③、モニタリング指標②） 

○ 第１期中長期目標期間では女性研究者の科研費獲得支援に限定していたダイバーシティ支

援制度の支援対象を拡大し、男女の別なく産前産後・育児・介護・病気休暇などのライフ

イベントによる研究活動の一時帰休からの復帰者を対象としたリスタート支援制度として

リニューアルして、URAの伴走型支援を行い研究現場への円滑な復帰を図った。（評価軸③、

評価指標②③） 

○ 萌芽・創成研究の具体的実施状況としては、令和５年度は、総数 74件の応募に対して、厳

密に精査した審査選考の結果、創成研究１件（応募６件）、萌芽研究３件（応募 36件）、奨

励研究 15 件（応募 31件）、奨励研究リスタート支援１件（応募１件）の計 20 件を採択し

【評定の根拠】 

以下のとおり年度計画を上回る顕著な成果を

創出したことから A評定と評価する。 

 

 理事長による、４つの研究分野の下にフラ

ットに研究所を配置する組織づくりとそれ

に基づく異分野連携・融合の促進という経

営方針の下、第１期中長期目標期間で実施

した戦略的理事長ファンドの制度を発展さ

せ、異分野連携・融合による新たなシーズの

創出や QST 内外との共創による社会的課題

の解決を目指す研究開発を推進して新たな

量子科学技術フロンティアを拓く萌芽・創

成研究制度を設立した。（評価軸①、評価指

標①②③） 

 理事長のマネジメントにより、QST内連携・

融合や産学官連携を支援するイノベーショ

ンセンターの機能強化を図り、新たに URA制

度を制定し、URA を各研究所に配置して研究

者に対する伴走型支援を行うなど、本部と

研究現場が連携して異分野連携・融合によ

る研究開発を積極的かつ戦略的に推進する

体制を構築した。（評価軸③、評価指標①②

③） 

 萌芽・創成研究制度では、URAを制度設計の

段階から参画させるとともに、メンター、ポ

ートフォリオマネージャーとして採択され

た各研究プログラムに配置し、研究開発成

果の最大化を図った。（評価軸③、評価指標

①②③） 

 若手研究者からの新たなシーズの創出を目

指した奨励研究制度を新設し、研究者の自

由な発想を生かした独創的研究開発の推進

に活用した。（評価軸②、評価指標①②③） 
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①異分野の連携・融合に

よる研究課題数 

 

②若手研究者等による

独創的な研究課題数 

 

③競争的資金等の外部

資金の獲得件数・金額 

 

た。（評価軸①②③、評価指標①②③、モニタリング指標①②③） 

○ これらの異分野連携・融合の体制強化及び新たな萌芽・創成研究制度の推進等の結果、令

和５年度の競争性のある外部資金等の獲得件数・金額は双方とも令和４年度より増加し過

去最高を記録した。（獲得金額 令和４年度：42 億円、令和５年度：46 億円）（獲得件数 

令和４年度：597 件、令和５年度 609 件）（評価軸①②③、評価指標①②③、モニタリン

グ指標③） 

○ QST 内の異なる分野間の交流をより積極的に推進し、部門間の交流をより深め、相互の理

解促進と新たな連携・融合分野の拡大を推進することを目的に、中堅、若手研究者・技術

者を中心とした部門交流会を、量子生命・医学部門、千葉地区がホストとなり開催し（参

加者 205名、うち現地参加 79名、Web参加 126名）、QSTの生命科学研究への展開などを議

論した。ポスター発表等を通じた異なる部門に所属する職員間の情報・意見交換の活性化、

投票でのポスター賞表彰による若手奨励、QST内研究施設の内部利用促進を想定した HIMAC

等の大型研究施設や超偏極 MRI 装置等の最新鋭の量子生命科学装置の見学会開催など、異

分野及び拠点間融合を促進する機会も設けた。また、本交流会をきっかけに異なる拠点・

分野における研究者の連携が進展し、QST で創出された「流路内での高感度な量子計測を

実現する新規量子材料」と「三次元構造の作成が可能な生体反応計測チップ」の技術を融

合することで、光検出限界を超越した新たなイメージング計測法を開発し、タンパク質反

応のスクリーニングが可能なシステムの開発を目指す新たな萌芽研究プロジェクトの発足

に結び付いた。（量生研（代表）と高崎研（共同））（評価軸①、評価指標①②、モニタリン

グ指標②） 

○ 第１期中長期目標期間で実施した戦略的理事長ファンドの制度が、外部資金獲得のための

フィージビリティスタディとしての役割を果たし、令和５年度の新規大型外部資金獲得に

つながる（AMED 医療機器等における先進的研究開発・開発体制強靭化事業 課題名：認

知症・がんの早期診断を実現する世界最高分解能頭部 PET の開発、令和５年度 125,060 千

円）（科研費 基盤 S 課題名：スピン偏極陽電子ビームを基軸とする新しいサイエンスの

展開、令和５年度 24,960千円）など、今後も、萌芽・創成研究制度を通した外部資金獲

得等の進展が期待される成果を得た。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標③） 

 

 

 第１期中長期目標期間で運用していたダイ

バーシティ支援制度については、男女の別

なくライフイベントによる一時帰休からの

復帰者を対象としたリスタート支援制度に

リニューアルした。（評価軸③、評価指標②

③） 

 異分野及び拠点間融合を促進する目的とし

て開催した部門間交流会をきっかけに連携

が進展し、萌芽研究プロジェクト発足に結

び付けた。（評価軸①、評価指標①②、モニ

タリング指標②） 

 以上のとおり、理事長のマネジメントの下、

URAの現場配置、研究支援等の新たな仕組み

を取り入れた萌芽・創成研究制度を設立・運

用するなど、若手研究者の独創的研究や異

分野連携・融合、産学官連携による研究開発

を推進する取組を強化したことに加え、着

実に外部資金の獲得件数、金額が増加し過

去最高を記録するなど、計画を上回る顕著

な成果を創出した。 

 

 

【課題と対応】 

 令和５年度に新たに設立した萌芽・創成研

究制度、奨励研究制度を、設立の狙いに沿っ

て確実に「異分野連携・融合による新たなシ

ーズの創出」や「QST内外との共創による社

会的課題の解決を目指す研究開発」へと発

展させていくためには、奨励研究、萌芽研

究、創成研究という各制度の段階に適した

QST 内のマネジメントを実施するだけでな

く、関連する分野における外部資金等の獲

得と活用、研究開発成果の発信・普及等によ

る社会的課題の解決を目指す期待感の創出

など QST 外へのマネジメントや働きかけも

重要となる。これらの課題意識も見据えて

令和５年度には、産学官連携部署であるイ

ノベーションセンターの機能強化や URA 制

度の制定等といったマネジメント体制の強
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化を進めてきたところであるが、このよう

な組織体制に加え、QSTの有する特長的な研

究開発施設・設備を生かした支援等と掛け

合わせることで、令和６年度以降はより具

体的に異分野連携・融合等による独創的な

研究開発創出に取り組んでいく必要があ

る。 

 

 【モニタリング指標】 ○異分野の連携・融合による研究課題数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

異分野の連携・融合

による研究課題数 

４件       

 

 

○若手研究者等による独創的な研究課題数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

若手研究者等による

独創的な研究課題数 

15件       

 

 

○競争的資金等の外部資金の獲得件数・金額 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

獲得件数 

（法人全体） 

609件       

獲得金額 

（法人全体） 

4,641,713千円       

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応

状況】 

 

・外部資金獲得額が増加していることから、今後ますますの研

究成果の発信に期待する。 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 優れた研究成果の創出と広範な発信・普及を図るため、第１期中長期目標期間の理事長ファンド制度を発展的に見直して萌芽・創成研究制

度を設立し、研究者の伴走的支援を行うことにより成果の最大化や発信をサポートする URA を配置するなど、研究環境の整備と支援体制の

強化を進めている。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結

果における指摘事項等への対応状況】 

 

・第２期中長期目標期間では次世代放射光施設（NanoTerasu）

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 令和６年度に共用を開始する NanoTerasuを用いた新たな研究課題の創出・遂行に向けた先行的取組として、東北大学とのマッチングによる
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という新しいツールの利用も含めて、失敗を恐れず挑戦的な

萌芽・創成的研究に取り組むことを期待する。 

 

共同研究支援事業を継続して実施している。第２期中長期目標期間からスタートした萌芽・創成研究においては、NanoTerasuなどの QSTが

保有する大型研究開発施設・装置群の活用をはじめ、挑戦的な研究を積極的に支援している。 

・研究の分野を超えた融合はイノベーションを生む土壌とな

るため、今後も研究を推進していただきたいが、量子生命科学

等が顕著な貢献を示す領域を見定めることも肝要である。 

○ 萌芽・創成研究制度等を積極的に活用し、QSTが取り組む４つの研究分野（量子技術イノベーション研究分野、量子医学・医療研究分野、量

子エネルギー研究分野、量子ビーム科学研究分野）の交流を推進することにより、新たな連携・融合や産学官連携の創出・強化に戦略的・継

続的に取り組んでいる。また、量子生命科学を含む量子技術イノベーション研究分野をはじめ、各分野の研究開発が顕著に社会貢献できる

領域を見定める URAを育成するなど、効率的・効果的な成果創出に結び付けられるよう研究者・技術者に対する組織的支援を行っている。 

 

 

４．その他参考情報 

（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別自己評価書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置） 

 

Ｎo.５ 放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16条 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 － 78報       

TOP10％論文数 － ３報       

招待総説論文数、招待講演数、受賞歴 － 招待総説論文０報 

招待講演 35件 

受賞回数 13回 

      

知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

－ 出願１件 

登録０件 

実施許諾契約６件 

実施料収入 

295千円 

      

 

 ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

予算額（千円） 1,910,481       

決算額（千円） 2,162,783       

経常費用（千円） 2,561,402       

経常利益（千円） △90,978       

行政コスト（千円） 2,789,974       

従事人員数 129       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

 

中長期目標、中長期計画（別添） 

令和５年度計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
業務実績等 自己評価 評定 A 

2．放射線被ばくから国民を守るた

めの研究開発と社会システム構築 

 

 (1) 放射線影響に係る研究と福島

復興支援 

 

 放射線影響機序の解明のため、

動物モデルにおける放射線発

がん新規バイオマーカー探索

及び老化・炎症マーカー等の解

析系の樹立を開始する。放射線

影響研究アーカイブによるデ

ータのオープン化及び利用の

運用を開始するとともに、放射

線 リ ス ク ・ 防 護 研 究 基 盤

（PLANET）の新規ワーキンググ

ループを始動して知見の集約

を行い、動物や疫学のデータの

多段階発がん数理モデルによ

る解析を実施する。 

 

【評価軸】 

 

①放射線の健康影響に

係る研究がなされてい

るか。 

 

②放射線影響研究の成

果が国際的に高い水準

を達成し、公表されてい

るか。 

 

③福島県及び周辺地域

の関係機関との連携等

により、放射線科学の研

究開発や復興支援に協

力するとともに、放射線

の影響等について、わか

りやすい情報発信と双

方向のコミュニケーシ

ョンに取り組んでいる

か。 

 

 

【評価指標】 

①放射線防護・規制に貢

献する放射線影響研究

による科学的知見の創

出及びその提供の状況 

 

②国際水準に照らした

放射線影響研究の成果

の創出状況 

 

③福島県及び周辺地域

2．放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築 

 

 

(1) 放射線影響に係る研究と福島復興支援 

 

 

○ 放射線発がんの新規バイオマーカーの探索を計画どおりに開始した。これに加えて、腸腫

瘍モデルマウスにおいて Apc遺伝子を含む介在欠失変異が放射線誘発腫瘍のバイオマーカ

ーとなることを示し（Yanagihara et al., J. Radiat. Res., 2023）、同マウスに Apc遺

伝子変異を読み飛ばす薬剤を投与して腸腫瘍を予防できることを国際的に高水準の学術誌

に報告し、プレス発表した（Semba et al., Biomed. Pharmaco-ther., 2023）。これによ

り放射線影響の評価の向上と低減につながると期待される成果を創出した。（評価軸①

②、評価指標①②、モニタリング指標②③④） 

○ 放射線発がんは「確率的影響」すなわち遺伝子変異が主たる機序と考えられているとこ

ろ、対象を広げて老化・炎症に着目し、同マーカー等の解析系の樹立を計画どおりに開始

した。これに加えて、放射線被ばく後の肝がんの発生の前に脂肪性肝炎が早期化している

こと、摂取カロリーの制限により放射線による脂肪性肝炎、ひいては肝がんが予防される

ことを国際的に高水準の学術誌において発表したほか、掲載号の表紙デザインとして同論

文中の図が採用された（Shang et al., Int. J. Cancer, 2023）。本件は国内学会の女性

研究者の受賞にもつながった（11月）。これにより放射線影響の評価の向上と放射線被ば

く後の影響低減法につながると期待される成果を得た。（評価軸①②、評価指標①②、モ

ニタリング指標③⑤） 

○ 放射線影響研究アーカイブの運用規則の制定（６月）、国際シンポジウムでの紹介（９月） 

を経て、共同研究の応募（国際１件、国内３件）があり、審査を経て採択した（３月）。（評

価軸①②、評価指標①②、モニタリング指標⑤） 

○ PLANET に３つのワーキンググループを新設し、ICRP 国際シンポジウムでの発表（11 月）

を経て、知見集約の活動を開始した。原爆被爆者と QST の動物実験のがん死亡率データを

同一の多段階発がん数理モデルによって解析し、ICRP 国際シンポジウムで発表した（11

月）。（評価軸①②、評価指標①②、モニタリング指標①⑤） 

 

【評定の根拠】 

以下のとおり年度計画を上回る顕著な成果を

創出したことから A評定と評価する。 

 

 放射線被ばく後の発がんに、従来考えられ

ていた遺伝子変異ばかりでなく、脂肪性肝

炎の誘導が関与していることを発見した。

この成果は、カロリー制限によって被ばく

の影響を低減できるという発見につながっ

ており、放射線被ばく後の影響低減法につ

ながることが期待される成果を得た。（評価

軸①②、評価指標①②） 

 患者の医療被ばく情報収集・評価ツールを、

既存の地域医療情報連携ネットワークに連

携させる試験運用に成功した。また、IAEA事

業ワーキンググループを主導し、放射性セ

シウムの日本の環境中移行に関する知見を

世界の専門家に提供した。主催した

ICRP2023 は過去最多の 706 名の参加者があ

り、内容と運営は ICRPや各国の参加者から

高く評価された。このように、QSTの研究成

果を社会に実装あるいは発信し、被ばくの

実態把握や原子力事故等の被ばく線量評

価、放射線防護のさらなる合理化に資する

と期待される成果を得た。（評価軸①②、評

価指標①②） 

 尿中ストロンチウムの分析技術において分

析時間を従来法の約 10分の１に短縮したほ

か、国際比較試験に参加し３項目でトップ

ラボに選定された。これにより、内部被ばく

を伴う放射線災害で多数の被災者への対応

力向上に貢献した。（評価軸④⑤、評価指標

④⑤） 

 基幹高度被ばく医療支援センター及び指定

 人及び環境生物の放射線防護

のための生活圏における科学

的知見を整備し、主要な放射性

核種の陸・海域移行等の環境研

○ 生活圏における科学的知見の整備と主要放射性核種の移行等の研究について、計画どおり

に推進した。これに加え、QST が有する放射性核種分析の専門家集団と技術力を社会に向

けて最大限に活用するため、国際原子力機関（IAEA）の放射線学的・環境学的影響評価プ

ロジェクトの専門家会合である研究プログラム MEREIAにおいて、QST研究者の主導によっ
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究を推進する。アクチニドにつ

いては、環境放出を想定し、少

量海水（10-20L）中の低濃度 Pu

と Np 同時迅速質量分析法の開

発を始め、海洋におけるこれら

の挙動解明に資する。また、原

子力事故などで生じる高濃度

の汚染物は環境中に放出され

る可能性もあるため、汚染物が

生じた際の環境試料の現地測

定を目指し、共存元素の影響を

考慮した分離・分析方法の開発

を進める。さらに、環境生物に

おける放射線感受性の高い個

体・組織影響の探索により放射

線影響評価技術の開発に着手

する。 

 

の関係機関への協力の

状況やわかりやすい情

報発信等の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

①国際機関等への情報

提供及び国際機関等の

活動への貢献の状況 

 

②メディアや講演等を

通じた社会への科学的

な情報発信の状況 

 

③論文数 

 

④TOP10％論文数 

 

⑤招待総説論文数、招待

講演数、受賞歴 

 

⑥知的財産の創出・確

保・活用の質的量的状況 

て新たなワーキンググループを作り、日本の環境中の放射線セシウム移行に関する我が国

の専門家の知見を透明性の高い形で集約・提供し、世界の若手専門家の育成にもつながる

国際協力のプロジェクトを開始した。これにより、日本と類似した環境を持つ世界各国が

原子力災害対応に適した被ばく線量評価の基礎を形成することに貢献し、QST のプレゼン

スを国際的に示すことにもつながる成果を創出した。（評価軸①②、評価指標①②、モニタ

リング指標①） 

○ アクチニド核種であるプルトニウム（Pu）とネプツニウム（Np）について 15L の海水を用

いた分析法の開発を進め、分析化学の重要雑誌に注目論文として掲載された（Zheng et 

al., Anal. Chem., 2023）。本手法により、当該核種の海洋での挙動解明について検討を進

めることが可能となった。また、マルチレンジ計測技術の整備として、ウラン分析の情報

収集を進めた。（評価軸①②、評価指標①②、モニタリング指標②③） 

○ 大量の鉄を含む試料のウランの蛍光 X 線分析を行う際に、共存元素である鉄による影響を

除去するため、チタン X線マスクフィルタを用いる技術開発を進めた。（評価軸①、評価指

標①） 

○ 環境生物の放射線影響評価技術開発として、近交系メダカ２系統の半致死線量を調べると

ともに、樹木に対するγ線照射の線量率による形態変化発生頻度の変化を調べた。また、

影響評価のベースとなる環境中の放射性セシウム（Cs）濃度調査を実施し、印旛沼では懸

濁態 137Cs の約４割が有機態であることを明らかにした。（評価軸①、評価指標①、モニタ

リング指標⑤） 

 

公共機関としての責務を、高度被ばく医療

支援センター間の連携、G7 広島サミットへ

の専門家派遣、能登半島地震への対応も通

して着実に果たした。原子力規制庁補助金

雇用人材を、原子力災害対応の研修・訓練に

加えて QST の研究へも参画させたほか、国

際的能力に資する育成も行った。（評価軸

⑥、評価指標⑥⑦） 

 技術支援機関として、可搬型甲状腺モニタ

の製品機開発に関連した特許出願等を行

い、発売に至った。これにより、原子力災害

時の乳幼児を含む公衆の甲状腺被ばく線量

モニタリングの測定精度及び実効性の向上

に貢献した。（評価軸⑥、評価指標⑥） 

 

 

【課題と対応】 

 動物実験等の基礎研究の成果のヒト放射線

防護策及び被ばく医療への橋渡しが課題で

ある。放射線影響研究では、動物等を用いた

基礎研究の成果をヒトのリスク評価へ応用

するための研究開発として、動物実験と疫

学を統合した解析やヒトの検体等を用いた

研究の計画を実施する。被ばく医療分野で

は、iPS 細胞研究の変異の低減が成功した

後、まずは被ばく医療以外の臨床応用を検

討するが、現時点でバイオインフォマティ

クスの人材の確保が課題であり、他機関と

の共同研究を含めた検討を行っていく。 

 QST にしかできない被ばく線量評価手法の

技術開発・高精度化及び技術の普及が課題

である。放射線計測・線量評価では、引き続

き、多様な被ばく状況における正確な線量

評価を可能とする数値シミュレーション技

術の高度化、創傷部アクチニド汚染を検出

するための傷モニタの開発、アクチノイド

の高精度測定技術の開発を実施する。放射

線防護分野の技術の国内普及は共創的アプ

ローチによるボトムアップで、緊急時分野

 患者の医療被ばく情報の収集

において、国内の協力医療施設

からのデータ収集・解析結果公

開のための仕組みを検討する。

医療従事者の被ばく実態調査

を実施し、個人線量計未装着医

師等の逆行性線量推定法を考

案する。また地上・宇宙等での

放射線モニタリングに必要な

計測技術の開発と調査・研究を

進めるとともに、それに関連す

るデータベース化に資する作

業を開始する。 

 

○ 患者の CT 撮影の医療被ばく情報を国内の協力施設から収集し公開する仕組みについて、

計画どおりに検討した。それに加え、地域医療情報連携システムの開発メーカー、地域医

師会との連携により、患者の医療被ばく情報の収集と線量評価を行うツール DoseQUEST を

沖縄県の地域医療情報連携ネットワークに連携させる試験運用に成功し、QST の研究成果

を社会に実装する成果を得た。これらは令和６年度以降、更に広域的に連携を進めること

で、医療被ばくの実態把握や低線量影響研究に資することが期待される成果となった。（評

価軸①、評価指標①） 

○ 線量計未装着医師等の線量評価手法の検討を進め、学会の集会で個人被ばく線量に関する

対面アンケート調査を２回実施した。施術数に関する回答の情報をもとに個人被ばく線量

を推定可能かという観点からデータの解析を進めた。インターベンショナルラジオロジー

に関わる看護師は X 線源に近いほど強い被ばくを受けることを明らかにし、室内の立ち位

置の見直しの必要性を示した（Kuriyama et al., Nurs. Rep., 2024）。（評価軸①、評価指

標①、モニタリング指標③） 

○ 宇宙環境中での放射線モニタリングに向けた受動型線量計（Q-STARS）の宇宙打上げ準備を

計画どおりに完了した。それに加えて、月面上での中性子とγ線の全球線量分布を求めた

結果、地質学的特徴に依存して線量分布が変わることを示した（Naito et al., Sci. Rep., 

2023）。これにより、月面での人類の活動における被ばくの低減に資することが期待される

成果を創出した。（評価軸①②、評価指標①②、モニタリング指標①②③⑤） 

○ 地質学的特徴のある断層付近の野外調査によって、ラドン濃度と二酸化炭素や土壌透水性
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との相関を発見し、ラドン散逸過程に関する新たな知見を得た。（評価軸①、評価指標①、

モニタリング指標①） 

○ 重粒子線を選択的に測定できるポリイミド系の放射線飛跡検出器の系統的な性能評価を完

了し、国際学術誌に発表した（Kusumoto et al., Appl. Radiat. Isot., 2024 ※２報連

載）。また、放射線による DNA損傷メカニズムを理解する上で新たな知見を与える、低エネ

ルギー電子が高分子結合を切断するメカニズムを明らかにし、国際学術誌に発表した

（Kusumoto et al., Phys. Chem. Chem. Phys., 2023）。（評価軸①②、評価指標①②、モ

ニタリング指標③⑤） 

○ ウラン・トリウムを含む自然起源放射性物質（NORM）の濃度等の文献データを新たに調査

し、既存の QST-NORM データベースのアップデート作業を開始した。（評価軸①、評価指標

①） 

 

の国内普及は、原子力規制庁や他の高度被

ばく医療支援センターと連携してトップダ

ウンで、それぞれ実施する。開発した技術の

海外普及に関しては、ISOの取得が課題であ

り、関係者と協議していく。 

 放射線被ばく医療、防護分野の長期的な人

材育成が課題である。QST は、国の防災基本

計画による指定公共機関であり、原子力規

制委員会から基幹高度被ばく医療支援セン

ターと技術支援機関に指定されている、他

に例のない機関として、日本全体の課題で

ある当該分野の人材確保・育成に積極的に

関与する。それと同時に、まれな放射線事故

での貴重な経験や技術の継承、対応要員の

拡充を組織的に行う。また、定年退職が相次

ぎ、世代交代が追い付かないのが課題であ

り、クロスアポイントメント制度を活用し

て他機関等の人材のリクルートに注力す

る。 

 国際放射線防護委員会（ICRP）

2023 の開催を支援し、ICRP 次

期主勧告の改訂に必要とされ

る研究分野及び国内情勢の調

査を行う。また研修を通し放射

線の安全利用を担う技術者等

の育成に取り組むとともに、

web サイト等も用いて幅広く国

民一般の放射線に関する知識

普及に貢献する。 

 

○ 世界トップレベルの放射線防護専門機関として、11 月に ICRP2023 国際シンポジウムを主

催し、日本独自の視点による企画等を行って、過去最多となる 59 か国 706 人の参加を達

成し、その内容と運営とが ICRPや各国の参加者から高く評価された。約３分の２が海外か

らの参加者であり、国際発信力の極めて高い会として放射線防護の透明性の高い議論の進

展に貢献し、更なる放射線防護の合理化に資すると期待される成果を得た。（評価軸①②、

評価指標①②、モニタリング指標①） 

○ 以下に示す研修等を開催した。 

初任者放射線基礎研修（４月）、医学物理コース（７月）、防護入門（７月、２月）、県総合

教育センター（７月）、防護生命科学（８月）、放射線看護課程（９、11、１月）、放射線防

護課程（11 月）、放射線看護アドバンス課程（２月）、防護管理計測（２月）、法令アドバ

ンス（３月）、原産協会研修（３月）。出前授業等の中高生等を対象とした研修を６回実施

し、中でも防護入門は Webを通して実施することで多数の受講生を集めた。放射線看護ア

ドバンス課程において PET検査を想定した現実的な実習を行うため、研修棟放射線管理区

域において 18Fを使用できるよう変更許可申請を行った。（評価軸①、評価指標①） 

○ 国民一般への知識普及のための Webサイト「Sirabe」に、コンテンツを追加した。また、

２件の解説原稿の執筆を依頼し、うち１件を掲載した。（評価軸①、評価指標①、モニタリ

ング指標②） 

 

 福島における植物や淡水魚へ

の放射性物質の移行や蓄積に

関する調査の検討及び放射性

核種の分析について福島国際

研究教育機構との協力体制を

構築する。また東京電力福島第

一原子力発電所事故による住

民及び緊急作業員の被ばく線

量推計の更なる精度向上を図

○ F-REI との連携として、福島における放射生態学的評価、微量放射性核種の測定に関する

研究に関する受託研究を F-REIより得て進めた。（評価軸③、評価指標③、モニタリング指

標④） 

○ 県民健康調査に係る福島県立医科大学からの外部被ばく線量推計依頼の対応を 249 件行っ

た。（評価軸③、評価指標③） 

○ 令和５年度から新規課題として採択された環境省委託研究において、福島第一原子力発電

所事故における住民の初期内部被ばく線量推計に関するこれまでの研究で収集した線量デ

ータ及び行動データなどを収録したデータベースを構築した。また、福島第一原子力発電

所近隣４自治体の住民を対象として、ホールボディカウンタで測定された体内セシウム残



73 

り、放射線の影響等に関するわ

かりやすい情報発信と双方向

のコミュニケーションを行う

イベントを企画する。 

 

留量と事故初期の滞在場所との関連を解析した結果についてまとめた論文が採択された

（Kim et al., Health Phys., 2023）。（評価軸③、評価指標③、モニタリング指標③） 

○ 緊急作業員の疫学研究については、第二期研究（令和元年～令和５年）の成果の取りまと

めを行うとともに、研究代表機関（労働安全衛生総合研究所）との協議を踏まえて、次期

の研究計画を策定した。（評価軸③、評価指標③） 

○ 放医研における研究成果や活動その他について、対外的に発信するため、X（旧 Twitter）

のアカウントを取得し、８月から発信した（月２回程度）。（評価軸③、評価指標③、モニ

タリング指標②） 

○ 千葉地区一般公開において、放射線影響に関する一般的知識及び研究成果について説明員

によるポスター展示を実施した（10 月）。また、研究部 Web サイトによる日本語・英語で

の成果情報発信、福島県内の学校が実施する放射線に関するセミナーへの器具貸与及び人

員派遣による協力、メールによる被ばく相談を随時実施した。（評価軸③、評価指標③、モ

ニタリング指標②⑤） 

 

 機構が有する知的財産や国内

外ネットワーク等を活用した

共同研究を実施し、社会人大学

院生や実習生に係る制度及び

連携大学院制度等により人材

を受け入れるとともに、外部資

金等により若手研究者を雇用

し、指導を行う。 

 

○ QST が有する知的財産や国内外ネットワーク等を活用した共同研究を実施するため、放射

線被ばくによる発がんメカニズムの研究や宇宙放射線・医療用放射線の計測のための研究

等について 16件の共同研究契約、８件の協力協定を新規に締結又は継続的に実施した。放

射線影響研究、福島復興支援のための研究等について社会人大学院生や実習生及び連携大

学院制度などの制度を活用し、留学生も含めた 23名の人材を受け入れた。外部資金の投入

によって３名、RA として５名の若手研究者をそれぞれ雇用し、指導を行った。（評価軸①

②③、評価指標①②③、モニタリング指標⑤） 

(2) 被ばく医療に係る研究 

 

 アクチニド核種による体内汚

染及び創傷汚染に伴う線量評

価手法の開発として、生体試料

（尿・便）の前処理を迅速化す

るための最適条件の探索、ベー

タ線放出核種のバイオアッセ

イのための実験系構築及び傷

モニタの開発に着手する。前中

長期目標期間に開発した機械

学習による染色体自動解析技

術については、他機関での運用

により生じる課題の抽出を行

う。加えて、数値ファントムを

用いた被ばく線量評価技術の

【評価軸】 

 

④原子力災害医療の向

上に資する被ばく医療

研究がなされているか。 

 

⑤被ばく医療研究の成

果が国際的に高い水準

を達成し、公表されてい

るか。 

 

 

【評価指標】 

④原子力災害医療の向

上につながる研究成果

の創出状況 

(2) 被ばく医療に係る研究 

 

○ シリコンドリフト検出器（SDD）によるアクチニド核種傷モニタの開発に向けて、β 線放

出核種が共存する場合のβ線の影響を調査した。（評価軸④、評価指標④） 

○ β線放出核種については、トリチウムを対象としたバイオアッセイのための実験系の構築

及び分析手法の検討について計画どおりに着手した。それに加えて、尿中ストロンチウム

の迅速な分析手法を開発し、分析時間を従来法の約 10 分の１に短縮する迅速性を達成し

て、その成果が学術誌（Yang et al., J. Anal. Atomic. Spec., 2023）に採択されるとと

もに、掲載誌表紙でも紹介された。また、バイオアッセイ国際比較試験に参加し、３項目

でトップラボに選ばれた。これにより、内部被ばくを伴う放射線災害で多数の被災者への

対応力向上に貢献した。（評価軸④⑤、評価指標④⑤、モニタリング指標⑦⑧⑪） 

○ 機械学習による染色体自動解析技術については、不安定型染色体異常の検知において AIが

認識する特徴部位を可視化する手法を用いて、他機関で作成された染色体標本の判定精度

を向上させる手法を検討した。また、これまでの不安定型異常を検知するシステムを応用

し、FISH 法により染色した安定型染色体異常の検知に特化した AI の開発を進めるため、

環境省委託研究により解析の基礎となる健常者検体試料の分析を行った。（評価軸④、評価
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構築に向けた準備及び低エネ

ルギーX 線被ばく事故を対象と

した線量評価手法の開発を開

始する。 

 

 

⑤国際水準に照らした

被ばく医療研究の成果

の創出状況 

 

 

【モニタリング指標】 

⑦研究成果の原子力災

害医療への活用の質的

量的状況 

 

⑧論文数 

 

⑨TOP10％論文数 

 

⑩招待総説論文数、招待

講演数、受賞歴 

 

⑪知的財産の創出・確

保・活用の質的量的状

況 

指標④、モニタリング指標⑦⑨⑩） 

○ 数値ファントムを用いた被ばく線量評価技術について、立位以外の姿勢の数値ファントム

を入手してベンチマーク試験を完了した。過去の工業用ラジオグラフィ 192Ir線源による被

ばく事故での線量再構築を行って詳細な臓器線量を求め、その結果を国際学会で報告した。

（評価軸④⑤、評価指標④⑤、モニタリング指標⑩） 

○ 低エネルギーX 線被ばく事故における線量評価手法の開発として、線量再構築実験時に利

用するための、30～150 keVのガラス線量計応答特性の取得を完了した。また、X線管から

の入射 X 線のエネルギースペクトルを観測するために、シリコンドリフト検出器の角度を

自在に変更できるステージの設計と開発を進めた。（評価軸④、評価指標④） 

 

 局所放射線障害治療評価モデ

ルの構築と放射線障害の治療

に利用できるツール（薬剤や幹

細胞等）の探索を行う。また放

射線が水中に生じる障害因子

の定量性の向上を試み、生物影

響に至る反応を更に詳しく調

査するとともに、脂質由来の障

害因子の検出を試み、その生物

影響への関わりを調査する。さ

らに、種々の抗酸化物質や生薬

成分について、プラスミドや細

胞に対する傷害性及び放射線

防護活性のデータを収集する。 

 

○ 第１期中長期目標期間において放射線障害治癒促進効果を有する高硫酸化ヒアルロン酸

（糖鎖の一種）の開発に成功したことを受け、令和５年度は、治療用に固形シート化する

技術の開発を進めた。また、糖鎖以外の新規治療ツールの探索及びマウスを用いた皮膚創

傷治癒評価モデルの構築を進めた。（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標⑪） 

○ iPS 細胞ゲノムに生じる変異について、新規の生成機序を明らかにした。生体内ゲノムリ

プログラミングが抗腫瘍効果を誘導することを示唆する結果を得た。（評価軸④、評価指標

④） 

○ X 線が水中に生じるヒドロキシルラジカル及び水素ラジカルの EPR スピントラッピング法

による定量法の改良を進めた。炭素線及び X 線がコーン油に生成する脂質ラジカルを EPR

スピントラッピング法により定量する手法を開発し、その生成量及び局所生成密度の LET

依存性等の生物影響に関わる項目の解析を進めた。（評価軸④、評価指標④） 

○ フェルラ酸等の抗酸化物質や黄柏等の生薬成分のプラスミドに対する傷害性及び放射線防

護活性を評価するため、DNA 一本鎖切断を指標としたデータの収集を進めた。天然及び合

成カテキンのがん細胞に対する毒性及び放射線防護活性のデータを収集した。（評価軸④、

評価指標④、モニタリング指標⑩） 

 

 内部被ばく治療に資するため

に、放射性核種の体内動態解析

及びキレート剤を用いた血清

内除染割合解析等を進めると

ともに、生体アクチニド分析の

高度化や体内除染効果評価法

及び生体線量評価技術の開発

を行う。 

 

○ 高エネルギー放射光マイクロビーム元素分析の高度化により得られた組織・細胞のセシウ

ム及びウランの分布様態を定量解析に基づき内因性微量元素分布と比較し、元素特性を把

握した。これまでに確立した量子ビーム技術を活用した評価法によりウランとの親和性が

示されたホスホン酸系キレートについて、化学形の違いによる除染効果についての知見を

構築した。また、低線量放射線により変動する生体指標を用いた生体線量評価手法をヒト

由来細胞での線量評価に適用するための技術を確立した。（評価軸④、評価指標④） 

 機構が所有する国内被ばく事

故関連資料の整理を行うとと

もに、アクチニド内部被ばく事

故における線量情報の効果的

○ 過去の原子力・放射線事故の経緯を踏まえ、将来の核テロを含めた放射線災害医療に備え

るための研究シーズを調査した。（評価軸④、評価指標④） 

○ アクチニド内部被ばく線量評価のために行う肺計測、尿・便バイオアッセイについて、そ

れぞれの手法の検出下限放射能及び分析時間等の違いを考慮し、内部取込みからの経過時
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な提供方法について検討する。 

 

間に応じて得られる線量評価の確度について検討した。肺計測については、QST が保有す

る統合型体外計測装置の 239Pu（プルトニウム）及び 241Am（アメリシウム）の検出下限放射

能を実験的に評価した。（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標⑩） 

 

 国内外の大学や研究機関との

共同研究を実施し、関連機関と

の連携により、協力研究員や実

習生等を積極的に受け入れ、原

子力災害医療関連の実務など

も経験させながら、研究者・技

術者を育成する。 

 

○ 生体内のアクチニド化学状態に関する３件の共同研究契約を国内の大学と締結した。千葉

大学等の関連機関と連携し、連携大学院生、協力研究員又は実習生として８名を受け入れ

たほか、RAとして１名の若手研究者を雇用し、指導を行った。東京大学医学部５年生を対

象に公衆衛生学実習（放射線危機管理入門）を２回開催して計６名を受け入れ、被ばく医

療及び物理・生物線量評価の実務を経験させた。これらを通して、被ばく医療研究に係る

研究者・技術者を育成した。（評価軸④、評価指標④、モニタリング指標⑩） 

（3）基幹高度被ばく医療支援セン

ター、指定公共機関及び技術支援機

関としての原子力災害対策の向上

等と人材育成 

 

a. 基幹高度被ばく医療支援センタ

ーとしての機能 

 

 基幹高度被ばく医療支援セン

ターとして診療及び支援機能

の整備を行う。また、高度被ば

く医療支援センターと相互に

情報交換するための機器類を

引き続き維持する。我が国の原

子力災害医療体制を牽引する

基幹高度被ばく医療支援セン

ターとして、全国の関係機関

（関係道府県、原子力災害拠点

病院等）との協力体制の維持、

同機関への積極的な情報発信

を行う。 

 

【評価軸】 

 

⑥基幹高度被ばく医療

支援センター、指定公共

機関及び技術支援機関

としての役割を着実に

果たしているか。 

 

 

【評価指標】 

⑥基幹高度被ばく医療

支援センター、指定公共

機関及び技術支援機関

としての取組の状況 

 

⑦原子力災害対策等を

担う本法人職員の人材

育成及び原子力災害医

療体制の中でリーダー

シップを発揮する高度

専門人材の育成に向け

た取組の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

⑫国、地方公共団体等の

原子力防災訓練・研修等

（3）基幹高度被ばく医療支援センター、指定公共機関及び技術支援機関としての原子力災害

対策の向上等と人材育成 

 

 

 

a. 基幹高度被ばく医療支援センターとしての機能 

 

 

○ 基幹高度被ばく医療支援センターとして、高度被ばく医療支援センター連携協力協定に福

井大学を加える改訂や技術的支援を主導したことに加え、十分な専門性を培った採用後３

年目の原子力規制庁補助金雇用人材（高度専門人材）１名を 1.5 か月間、専門家として派

遣することによって、同人材の専門性の向上を兼ねつつ、同学が初めて実施する中核人材

研修、甲状腺簡易測定研修を準備段階から支援した。高度被ばく医療支援センター連携会

議を 13 回、医療部会を３回、線量評価部会を３回、研修部会を 12 回、研修作業分科会を

10回開催し、テキスト改訂等を含む研修の改善を進めることで、診療及び支援機能の整備

を行った。（評価軸⑥、評価指標⑥⑦、モニタリング指標⑫⑬） 

○ 統合原子力防災ネットワークシステム及びそれに付随する IP 電話システムを維持・活用

し、原子力規制庁及び各高度被ばく医療支援センターによる導通テストを６月に実施した。

（評価軸⑥、評価指標⑥） 

○ 全国の関係機関と協力して、原子力災害医療研修に関する議論を研修部会、高度被ばく医

療支援センター連携会議で実施し、全国の関係機関に文書により周知を行った。全国原子

力災害医療連携推進協議会を対面・Web ハイブリッド方式で開催し、関係機関の協力体制

の強化を図った（１月）。また、QSTホームページに研修部会のページを開設した（６月）。

（評価軸⑥、評価指標⑥、モニタリング指標⑬） 

○ 基幹高度被ばく医療支援センターとしての災害対応として、１月の能登半島地震では発生

時から情報収集を開始し、警戒体制時に職員 11名が参集、６名が Web会議システムによっ

て参加し、原子力規制庁と連携して情報収集及び派遣準備に向けた対応を行い、原子力災
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への貢献の質的量的状

況 

 

⑬原子力災害医療体制

の強化に向けた取組の

質的量的状況 

 

⑭被ばく医療分野に携

わる専門人材の育成及

びその確保の質的量的

状況 

 

⑮原子力災害対策等の

改善・向上に貢献する取

組の質的量的状況 

 

害等対策本部員に対して情報班より情報を伝達した。（評価軸⑥、評価指標⑥） 

 

 被ばくあるいは汚染した傷病

者の機構への受入訓練を実施

し、原子力災害や放射線事故に

おける被ばく医療の実効性向

上、支援体制の強化を図る。原

子力災害時における高度専門

的線量評価等の支援体制のさ

らなる充実を図るため、多数の

被ばく傷病者やアクチニド体

内汚染患者が生じた際の高度

被ばく医療センター間の連携

について、具体的な検討を開始

する。協力協定病院等の関係機

関との合同訓練、合同研修を実

施し、あるいは原子力防災訓練

等に参加することで、原子力災

害時の医療体制のより効果的

な運用に資する人材育成、技術

開発、技術支援に取り組む。 

 

○ 被ばく医療受入マニュアルを整備し、12 月 22 日に患者受入れ訓練を QST 病院、安全管理

部、原子力防災推進部の共同で実施した。（評価軸⑥、評価指標⑥⑦） 

○ 10 月に発生した、福島第一原子力発電所の増設 ALPS 配管洗浄作業時の体表面汚染事案に

おいて、患者が搬送された福島県立医科大学の要請に基づき、原子力規制庁との連絡・調

整を適時・的確に実施し、２名の患者の退院判断等について福島第一原子力発電所事故の

経験等を踏まえた助言を行い、被ばく線量の評価について支援を行った。（評価軸⑥、評価

指標⑥） 

○ 高度被ばく医療支援センター連携会議の線量評価部会において、血液検体やバイオアッセ

イ試料等の輸送方法、多数サンプル発生時における対応手順について協議した。この内、

生物学的線量評価については、複数機関において染色体画像を共有して解析を行うことを

可能とするため、多施設共同研究としての研究計画承認に向けて準備を進めた。（評価軸

⑥、評価指標⑥、モニタリング指標⑬） 

○ 協力協定病院等との合同訓練を９回実施し、上記の実績も含め、原子力災害時の医療体制

のより効果的な運用に資する人材育成、技術開発、技術支援に貢献した。（評価軸⑥、評価

指標⑥、モニタリング指標⑫） 

○ 国が実施する原子力総合防災訓練（本訓練 10月 27日～29日、プレ訓練９月 14日～15日、

プレプレ訓練８月３日）に参加した。令和５年度は柏崎刈羽原子力発電所のある新潟県を

対象地域とし、QST においては、通信連絡対応訓練を実施し、通信連絡体制が正常に機能

することを確認し、本訓練に当たっては、QST の原子力災害対策本部員へのメール連絡、

本部長等（理事長、理事、放医研所長）への電話連絡訓練を実施した。また、１名の被ば

く医療の専門家を訓練評価者として原子力災害拠点病院に派遣したほか、訓練の視察で２

名の職員を派遣した。（評価軸⑥、評価指標⑥⑦、モニタリング指標⑫） 

○ 各自治体が実施する原子力防災訓練について、通信連絡訓練に参加したことに加えて、一

部の自治体訓練については職員を派遣した視察等を行うことにより、原子力防災対応体制

についての知見の獲得に努めた。（評価軸⑥、評価指標⑥⑦、モニタリング指標⑫） 

 

 体系化された新たな枠組みの

下、原子力災害医療に関する各

種研修を企画、運営し、多職種

からなる被ばく医療人材の育

成を行う。より効率的かつ効果

的な研修を行うため、原子力災

害医療基礎研修の e-ラーニン

グ化を進める。また、研修履歴

等の情報の一元的な管理運用

を継続しつつ、最適化を図る。 

○ 全国の各種医療職及び線量評価要員向けの基礎、専門、高度専門研修を 25回計画し、予定

どおり開催した。（評価軸⑥、評価指標⑥、モニタリング指標⑮） 

○ 基礎研修の e-ラーニング化については、関係者（原子力規制庁、高度被ばく医療支援セン

ター連携会議の研修部会、被ばく医療研修認定委員会、各高度被ばく医療支援センター、

道府県）と協議しながら、研修内容、規程、運用方法、システムなどの準備を進め、令和

６年度当初より運用を開始する準備を完了した。（評価軸⑥、評価指標⑥、モニタリング指

標⑬） 

○ 研修管理システムによる研修情報の一元管理運用を継続した（令和６年３月末時点で、累

計の受講者・講師登録は 3,517 件、研修登録は 288 件）。また、同システムの最適化のた

め、講師複数人登録などの改修を行った。（評価軸⑥、評価指標⑥） 
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 原子力規制庁補助金雇用人材

（以下「補助金人材」という。）

について、各人の職種や特性等

に配慮しつつ、更なる専門性の

向上を図る。その一環として、

自身の専門分野に関連する機

構の研究に参画させることに

より、独自の研究成果が創出で

きるよう支援する。さらに、人

材育成及びネットワーキング

の一環として、他の高度被ばく

医療支援センターが主催する

中核人材研修等への参加や同

センターへの中長期の人材交

流を行う。 

 

○ 原子力規制庁補助金人材（高度専門人材）を QST の高い放射線計測技術等を背景にした研

究に参画させることにより、「小型半導体検出器を用いたアクチニド内部被ばくモニタリ

ングの検討」（第 60 回アイソトープ・放射線研究発表会）、「緊急被ばく医療協力機関合同

研修と被ばく医療普及への活用」（第 26 回日本臨床救急医学会総会・学術集会）、「小型半

導体検出器による肺中 Am-241 の検出に関する検討」（日本保健物理学会第 56 回研究発表

会）について発表し、保健物理学会で優秀ポスター賞を受賞した。スイスでのバイオアッ

セイに係る国際相互比較試験の年次総会に１名（６月）、ルーマニアでの原子力災害医療訓

練 Valahia 2023 に医師１名（10 月、現地訓練の評価者として）を参画させ、専門性の活

用・向上を図った。（評価軸⑥、評価指標⑥⑦） 

○ 他の高度被ばく医療支援センターとの連携については、長崎大学原子力災害医療中核人材

研修（８月）に講師３名を派遣し、広島大学の同研修（７月）に２名をオブザーバー参加

させた。新たに当該センターに指定された福井大学に対しては、初主催研修の支援等のた

めに診療放射線技師を１名（11～12 月、再掲）、甲状腺簡易研修のための講師１名と実習

補助者１名を派遣した（12 月及び２月）。弘前大学へは、高度救命救急看護業務支援やリ

スクコミュニケーション技能の向上等を目的として看護師１名を派遣した（１月～３月）。

（評価軸⑥、評価指標⑥⑦、モニタリング指標⑫） 

○ 以上の国内派遣を計画どおりに行ったことに加え、米国エネルギー省の研究所で実施され

る放射線緊急時研修 REAC/TS に計７名（４月及び 10 月）、米国のバイオアッセイ関連国際

会議 RRMCに１名（10月）、IAEAの事故及び緊急事態対応センターIECへ１名（11月）を参

加させ、又は派遣することで、補助金人材（高度専門人材）の国際的能力の育成に関する

取組を行った。（評価軸⑥、評価指標⑥⑦） 

 

 補助金人材の研修終了後のキ

ャリアパスとして、被ばく医療

分野の司令塔候補として他の

高度被ばく医療支援センター

等に展開するとともに、新たな

補助金人材を募集・雇用するこ

とで、当該分野の人材の継続的

な確保に努める。 

 

○ 令和４年度から RA として内用療法の現場における放射線管理技術の高度化に関する研究

を行っていた人材を、原子力災害医療に伴う物理学的線量評価を担う即戦力として、令和

５年８月から原子力規制庁補助金の高度専門人材として採用した。（評価軸⑥、評価指標⑥

⑦） 

 

b. 放射線災害に対する柔軟で即時

対応可能な機構の取組及び社会の

基盤構築への貢献 

 

 保有する資機材の適正な校正、

管理を行うとともに、消防、警

察、医療等の関係機関との合同

訓練や研修を実施し、関係機関

b. 放射線災害に対する柔軟で即時対応可能な機構の取組及び社会の基盤構築への貢献 

 

 

 

○ 保有する原子力災害派遣用の資機材及び協力協定病院等への貸与中の資機材について校正

を行った。化学・生物・放射性物質・核・爆発物（CBRNE）テロ災害対処千葉連携研修会と

して、対面研修・Web 研修を３回、要素訓練を１回、図上訓練を２回開催し、QST職員も参

加した。要素訓練等の内容を踏まえ、関係機関と合同で CBRNE テロ災害の実働訓練を実施
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間の相互理解を深め、対応者の

専門的、技術的水準を向上させ

る。 

 

した（２月）。海上保安庁が実施した放射性物質、爆発物による旅客線事故対応の訓練に専

門家として参加した（３月）。（評価軸⑥、評価指標⑥、モニタリング指標⑫） 

 G7 広島サミットへ被ばく医療

及び放射線計測の専門家を派

遣して、会場及び空港等の放射

線モニタリングを実施し、放射

線テロが発生した場合には、首

脳等に対し、医療機関での被ば

く医療の支援を行う。また、緊

急時への実効性向上のため、国

や機構等が実施する教育・訓練

に職員を参加させる。 

 

○ 防災行政上重要な役割を有する指定公共機関として、５月の G7 広島サミットに 12 名の専

門家を派遣し放射線モニタリング等を実施し、１月の能登半島地震でも対応を行うなど、

責務を果たした。（評価軸⑥、評価指標⑥） 

○ QST 全職員の研修を実施したほか（１月）、原子力総合防災訓練に３名派遣（11 月）、地方

自治体による訓練に３名参加（11 月）、ルーマニア原子力防災訓練「Valahia 2023」に高

度専門人材１名（再掲）の他に定年制職員１名を派遣した（10月）。（評価軸⑥、評価指標

⑥⑦、モニタリング指標⑫） 

 研修を通し、放射線事故や核テ

ロリズム等に当たる初動対応

者や医療関係者の育成に取り

組む。 

 

○ 放射線事故初動対応セミナー（５、９、10月）、放射線テロ災害医療セミナー（６、９月）、

被ばく医療セミナー（７、10月）、化学・放射線（CR）テロ初動セミナー（８、11月）、産

業医研修（11月）、千葉県警察研修（６月）、海上原子力防災研修（12 月）を実施した。核

テロリズムへの初動対応に関する研修においては、研修生の所属元での効果的な訓練実施

に資するため、自治体における国民保護訓練の経験を新たに講義に組み込んだ。（評価軸

⑥、評価指標⑥、モニタリング指標⑭） 

 

 原子力災害時における住民等

の甲状腺内部被ばくモニタリ

ングに係る線量計測・評価に関

する技術的課題を抽出する。 

 

○ 甲状腺内部被ばくモニタリングの技術的課題を計画どおりに検討して、NaI(Tl)サーベイメ

ータを用いて最初に行う簡易測定結果に基づく基準レベルが 131I の甲状腺残留量のみから

導出されているという課題を抽出した。（評価軸⑥、評価指標⑥） 

○ これに加えて、上記課題に対応して、核燃料中の物質量、運転停止から吸入摂取までの経

過時間及び摂取から測定時間までの経過時間を考慮し、体内で 132Te から生成される 132I及

び 133Iが簡易測定結果に及ぼす影響を評価し、甲状腺線量を補正する方法を考案した（Tani 

et al., Radiat. Prot. Dosim, 2023年）。さらに、技術支援機関として QSTが開発した可

搬型甲状腺モニタの製品機開発に関する小型軽量化等の開発要素の特許出願を行い、製品

試作機の紹介を地域連携協議会（福岡、仙台）及び日本診療放射線技師学術大会において

行ったほか、製品の販売開始に至った。これらにより、原子力災害時の乳幼児を含む公衆

の甲状腺内部被ばく線量モニタリングの測定精度及び実効性の向上に貢献した。（評価軸

⑥、評価指標⑥） 

 

 【モニタリング指標】 

 

 

 

○国際機関等への情報提供及び国際機関等の活動への貢献の状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

情報提供回数 16回       

国際機関等への派 11回       
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(1) 放射線影響に係る

研究と福島復興支援 

 

遣回数 

 

○メディアや講演等を通じた社会への科学的な情報発信の状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

情報発信機会の回数 84回       

 

○論文数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 63報       

 

○TOP10%論文数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

Top10%論文数 ２報       

 

○招待総説論文数、招待講演数、受賞歴 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

招待総説論文数 ０報       

招待講演数 28回       

受賞回数 ７回       

 

○知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

出願件数 ０件       

登録件数 ０件       

実施許諾契約件数 ４件       

実施料収入 295千円       
 

 (2) 被ばく医療に係る

研究 

 

○研究成果の原子力災害医療への活用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

橋渡し研究構築数 ２件       

診療法などに資する

成果創出数 

２件       

 

○論文数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

論文数 15報       

 

○TOP10%論文数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 
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Top10%論文数 １報       

 

○招待総説論文数、招待講演数、受賞歴 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

招待総説論文数 ０報       

招待講演数 ７回       

受賞回数 ６回       

 

○知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

出願件数 １件       

登録件数 ０件       

実施許諾契約件数 ２件       

実施料収入 ０千円       
 

 （3）基幹高度被ばく医

療支援センター、指定

公共機関及び技術支援

機関としての原子力災

害対策の向上等と人材

育成 

○国、地方公共団体等の原子力防災訓練・研修等への貢献の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

訓練や研修への参加

回数 

16回       

訓練や研修への専門

家の派遣人数 

５人       

 

○原子力災害医療体制の強化に向けた取組の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

高度被ばく医療支援

センター連携会議等

回数 

13回       

意見交換会開催回数 26回       

 

○被ばく医療分野に携わる専門人材の育成及びその確保の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

育成プログラムの開

催回数 

38回       

育成プログラムへの

参加人数 

694人       

育成プログラムの満

足度 

下欄参照       

 

○原子力災害対策等の改善・向上に貢献する取組の質的量的状況 
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 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

研修の開催回数 25回       

研修への参加人数 282人       

新規に立ち上げた研

修数 

１件       

 

◆被ばく医療分野に携わる専門人材の育成及びその確保に資する育成プログラムの満足度 

（５段階評価による調査結果であり、数値が大きいほど高満足度） 

全体満足度 4.7（①専門人材そのものを育成するためのプログラムの満足度 4.7、②専門人材のすそ野を広げるための教育目的で実施するプログ

ラムの満足度 4.8）。 放射線看護課程 4.7、医学物理コース 4.7、放射線事故初動セミナー 4.7、日本医師会認定産業医制度に基づく生涯研修 

4.7、国民保護 CRテロ初動セミナー4.5、被ばく医療セミナー（病院での対応） 4.6、放射線看護アドバンス課程 4.4、放射線テロ災害医療セミ

ナー 4.8、放射線防護課程（社会人向け） 4.6、放射線防護入門コース(オンデマンド) 4.5、放射線防護のための生命科学コース 5.0、放射線

防護のための管理・計測コース 4.5、放射線防護のための法令アドバンスコース 4.8、文京学院大学 4.3、千葉県警察 5.0、立教新座中学校理科

部 5.0、千葉市立千葉高等学校(SSH事業連携) 4.5、千葉県総合教育センター 5.0、千葉市未来の科学者育成プログラム 4.5、大阪高校セミナ

ー 4.8、海上原子力防災研修 4.8、立教新座/池袋・十文字高校 5.0、原子力産業協会 未実施、QST初任者対象放射線基礎研修 4.8、千葉市立

都賀中学校 5.0、東海大付属市原望洋高校 4.8、千葉東高等学校 5.0 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応

状況】 

 

・人材の育成と確保の推進や AI 等のさらなる活用に期待す

る。 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 放射線影響研究や被ばく医療研究に関する人材育成については、令和５年度において様々な大学・研究機関等と連携・協力し、令和４年度

と比較して多くの学生、研究者の受入れを行った。今後も受入れを通じて人材の育成を行い、我が国の放射線医学分野全体の人材確保を目

指していく。また、原子力規制庁補助金により採用した多職種高度専門人材の育成を、個人の能力・希望等に応じた専門性の向上に重点を

移しつつ継続した。研修部会等においては原子力災害医療研修体系の高度化を推進し、受講機会の拡大を図るために基礎研修の e-ラーニン

グ化に向けて準備を行った。また、QST独自の外部向け研修、訓練を開催し、医療職及び線量評価の専門家などの被ばく医療人材の育成を進

めた。第２期中長期計画で高度化と普及を試みている AI技術や、QSTの他分野の研究で生み出される量子科学技術についても、放射線医学

分野の研究開発に取り入れて積極的に活用していく。 

 

・積み重ねの中から大きな成果が生まれるため、継続的な研究

の推進を期待する。 

○ 第２期中長期目標期間においても、基礎研究、基礎から応用への橋渡し研究、成果の社会実装や発信を継続的に推進していくため、国際的

にホットなテーマで競争が激しい放射線発がん新規バイオマーカーの探索では、QSTはヒトと動物両面からアプローチできる優位性を持っ

ていることを踏まえて重点的に進めること、QSTが開発した放射線測定・線量評価技術の国際展開では、医療被ばく線量評価収集ツールや

乳児向け甲状腺スペクトロメータ等の洗練された技術を展開するため、アジア地域を特に主眼において先導的役割を果たすことなどを計画

し、実際に令和５年度では医療被ばく線量評価収集ツールを沖縄県の医療情報システムと連携するといった成果を上げた。そのほかにも引

き続き、放射線障害や被ばく事故の患者の治療に利用できる薬剤や幹細胞等の探索については、現状では存在しない腸管死の治療法のニー

ズと、廃炉作業や再処理作業に伴う内部被ばくリスク増加等のニーズに鑑みて重点を置くこと、研修事業については、法的又は行政的要請

等に基づく研修、資格維持等のニーズが明確な研修、外部資金による研修に重点化するとともに、個別の研修の質を向上し改善を図ること

など、着実に対応を進める。 

 

・成果を社会に訴え、国民の放射線に対するリテラシーを高め ○ 令和５年度においては、令和５年度に発足した F-REIによるアウトリーチ活動に協力したほか、X（旧 Twitter）を活用して放医研の活動に
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るための、さらなる努力に期待する。 ついて発信を開始するとともに、放射線防護・放射線影響ナレッジベース Sirabeの充実としてトリチウム関連項目の作成、ICRP報告関連

の解説項目の追加計画作成等を進めた。研究成果の社会的意義を高めるための取組として、令和６年度より放医研に共創推進部を設置し、

次世代の量子科学技術人材の育成に加え、地域連携・アウトリーチ並びに福島復興支援を行っていくための準備を行った。 

 

・今後は、基礎研究の成果をヒトにおける放射線防護策及び被

ばく医療へどのように橋渡ししていくのかが課題であり、QST 

には、今後も各方面と連携をしながら、この分野をリードして

いくことが期待される。 

○ 基礎研究の橋渡しに向けて、令和５年度は、生物学的機序を考慮したリスクモデルにより疫学と動物実験の結果を表現する方法の検討を

PLANETの枠組みにより行い、また、大学とヒト試料を用いた共同研究の検討を開始した。被ばく医療研究においては、高硫酸化ヒアルロン

酸等の有望な技術について放射線障害治療への応用を目指した研究開発を計画したほか、国の委託研究として機械学習による画像解析技術

を用いた生物学的線量評価の自動化に向けた実用化研究を進めた。 

 

・研究成果を個別に内容確認すれば、「顕著な成果」と「国際

的に高い水準を達成し、講評されている」と判断する事が可能

であるものの、一目で判断できるような提示の工夫が必要と

考える。Top 10％論文数に着目した場合、数が２〜５報と多く

ないが、それを以て成果が不十分であるということにはなら

ない。指標の位置づけと示し方について考慮が必要ではない

か。 

 

○ 評価軸、評価指標等は中長期目標において示されたものであり、それを踏まえた上で、研究成果がなぜ顕著といえるか、国際的に高い水準

を達成しているといえるかについて、報告書や国の審議会における説明を工夫して、客観的に評価いただけるよう努めている。令和５年度

評価以降も改めて、国民や審議会委員に分かりやすく成果の内容を伝えるための工夫を続けていく。 

・宇宙放射線被ばく低減材の開発については、軽量化等も考慮

した宇宙船材料としての実装化につながる取組に期待する。

バイオアッセイ手法に関する成果は基幹高度被ばく医療支援

センターの能力を向上するものとなることを期待する。 

○ 宇宙放射線被ばく低減在の開発については、炭素繊維複合材量の強度や耐久性の向上、国際宇宙ステーションでの水遮蔽の研究開発等を着

実に実施した。バイオアッセイについては、多様な被ばく状況における正確な線量評価を可能とする数値シミュレーション技術の高度化、

創傷部アクチニド汚染を検出するための傷モニタの開発、アクチノイドの高精度測定技術の開発等を進め、開発された技術の他の高度被ば

く医療支援センターへの普及を試みていくための計画を立てた。 

 

・万一の場合の備えが求められる機能であり地道な積み重ね

が必要な活動であるが、最新の成果を取り入れグレードアッ

プしながら継続的に活動を進めるとともに、より活動を広げ

ていただきたい。 

 

○ 中核機関としての活動に最新の成果を取り入れるため、数値ファントムを用いたシミュレーション技術の高度化研究開発を着実に実施し

た。バイオアッセイについては、 令和５年 PROCORAD試験で３項目についてトップラボに選出される等、能力の向上を示す成果を得てお

り、このバイオアッセイ技術は人材育成における研修にも取り入れている。 

 

・高度被ばく医療支援センターとの更なる連携強化・協力に期

待する。また、より良い研修教材の提供を目指し、これまで作

成・発刊したテキストの利用者及び専門家の意見を聴取し、そ

れらを反映した定期的な手引きの見直しに期待する。 

○ 高度被ばく医療支援センターとの連携強化・協力については、令和５年度に高度被ばく医療支援センターとして福井大学が加わったことか

ら、高度被ばく医療支援センター間の協定の改定等を主導し、高度被ばく医療支援センター連携会議及びその下部の部会組織の活動におけ

る６センター間の連携強化に貢献した。原子力災害医療研修については、研修部会及び研修作業分科会により教材の検討を行うとともに、

令和６年度からの導入に向け、基礎研修の e-ラーニング用の動画教材の作成等の対応を行った。被ばく医療診療手引きの見直しについて

は、冊子の在庫状況を注視しつつ今後の課題として前向きに検討する。 

 

・今後も中核機関としての機能を持続的に果たせるように、現

在の人材の把握に留まらず、新たな人材が育成され、輩出され

るような取組を継続的に行うことを期待する。 

○ 第２期中長期計画においては、原子力規制庁補助金により採用した多職種高度専門人材の育成を、個人の能力・希望等に応じた専門性の向

上に重点を移しつつ継続していくことを計画しており、令和５年度は、QSTの研究開発への参画、高度被ばく医療支援センターや海外への

専門家としての派遣に力を入れた。合わせて、QST独自の外部向け研修、訓練を開催し、医療職及び線量評価の専門家などの被ばく医療人

材の育成を進めていく。 

 

・国民の福島の状況についての正しい理解と放射線に対する ○ 令和５年度の取組としては、令和５年度に発足した F-REIによるアウトリーチ活動に協力したほか、X（旧 Twitter）を活用して放医研の活
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リテラシーを高めることを通じて、福島の復興・再生に貢献す

ることを期待する。 

動について発信を開始するとともに、放射線防護・放射線影響ナレッジベース Sirabeの充実としてトリチウム関連項目の作成、ICRP報告

関連の解説項目の追加計画作成等を進めた。研究成果の社会的意義を高めるための取組として、令和６年度より放医研に共創推進部を設置

し、次世代の量子科学技術人材の育成に加え、地域連携・アウトリーチ並びに福島復興支援を行っていくための準備を実施した。 

 

・福島復興再生については、特に優れた研究成果を出すこと

や、自治体・関連機関と連携することのみならず、社会への貢

献が一般の方々にも伝わるよう、社会や地域住民に向けて、よ

り積極的に発信していくことを期待したい。 

○ 令和５年度の取組としては、令和５年度に発足した F-REIによるアウトリーチ活動に協力したほか、X（旧 Twitter）を活用して放医研の活

動について発信を開始するとともに、放射線防護・放射線影響ナレッジベース Sirabeの充実としてトリチウム関連項目の作成、ICRP報告

関連の解説項目の追加計画作成等を進めた。研究成果の社会的意義を高めるための取組として、令和６年度より放医研に共創推進部を設置

し、次世代の量子科学技術人材の育成に加え、地域連携・アウトリーチ並びに福島復興支援を行っていくための準備を実施した。【再掲】 

 

・放射線被ばく医療・防護分野の長期的な人材育成・受入れへ

期待するとともに、リサーチアシスタントとして受け入れた

研究者の当該分野への定着状況把握についても努めていただ

きたい。 

 

○ 令和５年度は、過去に RAとして受け入れていた人材を原子力規制庁補助金により採用するなど、当該分野への定着を図った。今後も放射

線被ばく医療・防護分野の長期的な人材育成・受入れに向けた状況把握に努めていく。 

 

・QST リサーチアシスタント制度により教育を受けた大学院

生たちが、将来、この分野で能力を発揮し続けることができる

ように、大学や関係機関とも連携して、多様なキャリアパスを

創出いただけることを期待している。引き続き、研究者、医療

人、技術者等、幅広い年代の人材を育成し、また、活用いただ

けることを期待する。 

 

○ 令和５年度は、過去に RAとして受け入れていた人材を原子力規制庁補助金により採用したほか、令和４年度に原子力規制庁補助金により

雇用していた高度専門人材を関連分野の大学に採用されるなど、育成した人材のキャリアアップに成功した事例があった。引き続き多様な

人材のキャリアパスの創出に向けて努力を行っていく。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結

果における指摘事項等への対応状況】 

 

・成果を社会に訴え、国民の放射線に対するリテラシーを高め

るための、さらなる努力に期待する。 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 令和５年度の取組としては、令和５年度に発足した F-REIによるアウトリーチ活動に協力したほか、X（旧 Twitter）を活用して放医研の活

動について発信を開始するとともに、放射線防護・放射線影響ナレッジベース Sirabeの充実としてトリチウム関連項目の作成、ICRP報告

関連の解説項目の追加計画作成等を進めた。研究成果の社会的意義を高めるための取組として、令和６年度より放医研に共創推進部を設置

し、次世代の量子科学技術人材の育成に加え、地域連携・アウトリーチ並びに福島復興支援を行っていくための準備を実施した。【再掲】 

 

・放射線影響研究では、様々な環境での線量と影響の知見の積

み上げや動物実験等の基礎研究の成果を社会実装できるよう

な取組が期待される。 

○ 基礎研究の橋渡しに向けて、令和５年度は、生物学的機序を考慮したリスクモデルにより疫学と動物実験の結果を表現する方法の検討と、

ヒト試料を用いた共同研究の検討を開始した。また、様々な条件における放射線発がんリスクを評価した動物実験の基礎研究の成果につい

ては、放射線に対する反応の個人差を検討している ICRPタスクグループへの情報提供を行った。 

 

・QST内部における部門間連携や、革新的な研究テーマの設定

による若手の先駆的な研究の推進に期待する。 

○ QST内の９つの研究所・病院・センターの連携により革新的な研究テーマの創出を図るため、これまでの３部門制を廃止し、量子技術イノ

ベーション、量子医学・医療、量子エネルギー、量子ビーム科学の４研究分野制に移行するための準備を実施した。また、これまでの戦略

的理事長ファンドを萌芽・創成研究制度として刷新し、革新的研究や若手の先駆的研究を推進した。令和６年度はこの新体制のもと、放医

研では、QST病院との連携を強めて被ばく医療及び線量評価技術の開発・実用化、放射線の医学利用の安全研究と社会的課題解決の活動を

推進することで、量子医学・医療研究分野に貢献する。また、他の研究所等が開発した技術を活用した発がん機構の解明、がん診断技術の

開発や、量子ビームを活用した放射性核種の体内動態解析、放射線計測技術の開発等を通して、量子技術イノベーション研究分野、量子ビ
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ーム科学研究分野のアウトプットの最大化、量子科学技術分野の若手人材の育成に貢献する。 

 

・QSTにしかできない被ばく線量評価手法の技術開発・高精度

化を進めるとともに、広く活用できる技術普及にも期待して

いる。 

○ アクチニドバイオアッセイ、AI技術を活用した生物線量評価、多様な核種に対するマルチレンジな環境及び生体試料分析において優れた技

術を有することに鑑み、これらを活用し、令和５年度においては多様な被ばく状況における正確な線量評価を可能とする数値シミュレーシ

ョン技術の高度化、創傷部アクチニド汚染を検出するための傷モニタの開発、アクチノイドの高精度測定技術の開発等を進め、開発された

技術の他の高度被ばく医療支援センターへの普及に向けた試みを着実に実施した。 

 

・放射線影響や防護に関する課題の解決のために必要不可欠

な研究が実施されてきており、QSTには、今後とも、様々な分

野及び機関と連携して、中心的な役割を果たすことが期待さ

れる。変異の少ない iPS 細胞の樹立に世界で初めて成功した

ことは、高線量被ばくによる障害に対する再生医療の発展に

つながる成果であり、今後臨床へつなげるための橋渡しが期

待される。 

 

○ 引き続き、放射線影響や防護に係る必要不可欠な研究を、QST内の研究所等の分野横断的連携や全国関連機関との連携、さらには国際的連

携との連携を通して推進していく。高線量被ばくによる障害に対する再生医療の研究開発については、iPS細胞の樹立やその分化等のリプ

ログラミング過程のゲノム安定性に関する機構研究、生体内初期化の研究を着実に実施したほか、高硫酸化ヒアルロン酸等の実用化が有望

な技術について、放射線障害治療への応用を目指した開発を計画しており、精力的に進めていく。 

 

・最新の成果を取り入れグレードアップしながら、原子力災害

対策・放射線防御等における中核機関としての機能をより充

実させることを期待する。 

○ 中核機関として最新の成果を入れるため、数値ファントムを用いたシミュレーション技術の高度化研究開発を着実に実施した。バイオアッ

セイについては、令和５年 PROCORAD試験で３項目についてトップラボに選出される等、能力の向上を示す成果を得ており、このバイオア

ッセイ技術は人材育成における研修にも取り入れている。【再掲】 

 

・次世代リーダー育成は喫緊の課題である。オールジャパンで

の次世代リーダーの育成の加速に期待する。 

○ 放射線防護や被ばく医療に関する研究リーダーの育成について、令和５年度においては様々な大学・研究機関等と連携・協力し、令和４年

度と比較して多くの学生、研究者の受入れを行った。QSTでは RAとして雇用する連携大学院生が業務と学業を両立しやすくするための制度

改革も実施した。今後も受入れを通じて人材の育成を行い、我が国の放射線医学分野全体の長期的な人材確保を目指していく。我が国の原

子力防災体制における次世代リーダーの育成に関して、令和５年度は、原子力規制庁補助金により採用した多職種高度専門人材の育成を、

個人の能力・希望等に応じた専門性の向上に重点を移しつつ継続した。また、研修部会及び研修作業分科会を場とした全国的な連携を通し

て研修体系の高度化を推進した。令和６年度以降は放医研に共創推進部を設置して、QST独自の外部向け研修、訓練を通した被ばく医療人

材の育成を進めていく。 

 

・今後も、国際的な活動、アカデミア、社会をつなぐ活動をさ

らに充実させることを期待する。 

○ 国際的な活動、アカデミア、社会をつなぐ活動を充実させるため、令和５年度はホスト機関として、過去最高の参加人数となった ICRP国

際シンポジウムを開催するなど、透明性の高い放射線防護の国際的議論に貢献した。また、令和６年度には放医研に共創推進部を設置し、

次世代の量子科学技術人材の育成に加え、地域連携・アウトリーチ並びに福島復興支援を行っていく。 

 

・福島第一原子力発電所事故の対応において、通常の自然災害

対応の医療資源（DMAT,原子力施設設置県以外の災害拠点病院

等）に頼らざるを得なかった。その教訓から体制整備が進めら

れたが、現状でもその課題は残っており、原子力災害対策・放

射線防護等における中核機関として、さらなる取組が必要で

あると考える。 

○ 福島事故の教訓を生かして原子力規制委員会が中心となって体制整備が進められており、QSTはその中核機関として更なる取組を行ってい

く。令和５年度には、高度被ばく医療支援センターとして福井大学が加わったことから、高度被ばく医療支援センター間の協定の改定等を

主導し、高度被ばく医療支援センター連携会議及びその下部の部会組織の活動における６センター間の連携強化に貢献した。原子力災害医

療研修においても、研修部会及び研修作業分科会による教材の向上の検討を定期的に行い、令和６年度からの導入に向けた基礎研修 e-ラー

ニング用動画教材の作成等の対応を行った。また、DMATとの連携についても既に取組を始めており、さらに有機的な連携について原子力規

制委員会の方針に従いつつ検討する。 
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・放射線影響・被ばく研究の推進及び成果の普及や、適切な広

報活動により、国民の放射線に対するリテラシーの向上に貢

献することを期待する。 

○ 令和５年度の取組としては、令和５年度に発足した F-REIによるアウトリーチ活動に協力したほか、X（旧 Twitter）を活用して放医研の活

動について発信を開始するとともに、放射線防護・放射線影響ナレッジベース Sirabeの充実としてトリチウム関連項目の作成、ICRP報告

関連の解説項目の追加計画作成等を進めた。研究成果の社会的意義を高めるための取組として、令和６年度より放医研に共創推進部を設置

し、次世代の量子科学技術人材の育成に加え、地域連携・アウトリーチ並びに福島復興支援を行っていくための準備を実施した。【再掲】 

 

・福島復興再生については、国際機関への協力や研究の成果を

出すということに加え、住民を意識した取組や社会還元とな

る成果にも期待する。 

○ 福島県立医科大学の外部被ばく線量評価に係る委託研究を継続的に実施したほか、令和５年度に発足した F-REIから委託研究を受ける等の

連携を開始し、同機構によるアウトリーチ活動にも協力した。また、X（旧 Twitter）を活用して８月より放医研の活動について発信を開始

した。放射線防護・放射線影響ナレッジベース Sirabeのトリチウム関連項目を作成し終え、ICRP報告関連の解説の追加を計画した。 

 

・今後の課題として、住民や国民等、社会に向けて、より多く

の科学的に正しい知見をフィードバックし、発信していくこ

とを期待したい。 

○ 令和５年度の取組としては、令和５年度に発足した F-REIによるアウトリーチ活動に協力したほか、X（旧 Twitter）を活用して放医研の活

動について発信を開始するとともに、放射線防護・放射線影響ナレッジベース Sirabeの充実としてトリチウム関連項目の作成、ICRP報告

関連の解説項目の追加計画作成等を進めた。研究成果の社会的意義を高めるための取組として、令和６年度より放医研に共創推進部を設置

し、次世代の量子科学技術人材の育成に加え、地域連携・アウトリーチ並びに福島復興支援を行っていくための準備を実施した。【再掲】 

 

・社会ニーズを踏まえ、研修の高度化が引き続き実施されるこ

とを期待する。 

○ 原子力災害医療研修については、令和５年度は研修部会及び研修作業分科会による教材の検討を行ったほか、基礎研修 e-ラーニング用の動

画教材作成等を行い、令和６年度には e-ラーニングの運用を開始する。人材育成に関する研修については、令和６年度より放医研に新たに

設置する共創推進部で行うこととし、法的若しくは行政的要請等に基づく研修、資格維持等のニーズが明快な研修、外部資金による研修に

重点化するとともに、個別の研修の質を向上し改善を図っていく計画である。 

 

・世代交代も進む中、「知見や技術の継承」は重要な課題であ

り、これまでに放射線影響や放射線防護や被ばく医療におい

て先導的な役割を担ってきた QST に最も期待される役割の１

つである。今後も、大学や関係機関とより一層連携しながら、

育ててきた人材が長期的に活躍できるような方策のあり方を

模索していかれることを期待する。その際、QSTにおいて若い

世代が当該分野へ定着するよう、状況の把握及び仕組の検討、

そして技術継承のため途切れのない人材配置に期待する。 

○ 放射線影響研究や被ばく医療研究において知見や技術を継承する人材を育成するための取組として、令和５年度においては様々な大学・研

究機関等と連携・協力し、令和４年度と比較して多くの学生、研究者の受入れを行った。QSTとしては RAとして雇用する連携大学院生が業

務と学業を両立しやすくするための制度改革も実施した。今後も受入れを通じて人材の育成を行い、我が国の放射線医学分野全体の長期的

な人材確保を目指していく。また、原子力規制庁補助金により採用した多職種高度専門人材の育成について、令和５年度は、個人の能力・

希望等に応じた専門性の向上に重点を移しつつ継続した。原子力災害医療研修においても、研修部会及び研修作業分科会を場とした全国的

な連携を通して教材の向上の検討を定期的に行った。QST独自の人材育成のための外部向け研修、訓練については、令和５年度も医療職及

び線量評価の専門家などの被ばく医療人材の育成を進めたほか、令和６年度以降は放医研に新設する共創推進部で事業を行うこととし、法

的若しくは行政的要請等に基づく研修、資格維持等のニーズが明確な研修、外部資金による研修に重点化するとともに、個別の研修の質を

向上し改善を図っていく。大学生を対象とした研修においては、研修に関するアンケート調査を行うとともに、若い世代の当該分野への定

着状況を把握する目的で受講修了者の進路調査を行っており、調査結果に基づき研修課程の改善を図っていく。 

 

・QSTの将来を担う人材の育成方針を明確にする必要がある。

長期的視点に立って必要な人材とその目標数を設定し、それ

に沿った育成計画及び人材活用の方策を具体化するべきであ

る。 

○ 放射線影響研究や被ばく医療研究を担う人材については、様々な大学・研究機関等と連携・協力し、RA、連携大学院生、協力研究員、実習

生を受け入れて育成していく。同時に、原子力防災を担う人材の育成についても着実に育成を進める。令和５年度の多職種高度専門人材の

育成は、これまでの基礎的な能力向上から、個人の能力・希望等に応じた専門性の向上に重点を移しつつ継続した。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別自己評価書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置） 

 

Ｎo.６ 研究開発成果の最大化のための取組等 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16条 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

３GeV高輝度放射光施設を活用した外部機関との

連携の件数 

－ 10件       

企業からの共同研究の受入金額・共同研究件数 

（うち無償の共同研究件数） 

（法人全体数） 

－ 受入金額 

266,628千円 

件数 82件 

（27件） 

      

知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

（法人全体数） 

－ 出願 143件 

登録 45件 

実施許諾契約

104件 

実施料収入

163,081千円 

      

国際共著論文数 － 227件       

プレスリリース等の件数 － 34件       

施設及び設備等の利活用の質的量的状況 

（法人全体数） 

－ 利用 311件 

採択課題 182件 

      

 

 ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

予算額（千円） 6,404,254       

決算額（千円） 8,423,309       

経常費用（千円） 3,363,776       

経常利益（千円） 24,945       

行政コスト（千円） 3,784,412       

従事人員数 79       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

 

中長期目標、中長期計画（別添） 

令和５年度計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
業務実績等 自己評価 評定 S 

   【評定の根拠】 

 研究開発成果の最大化のための取組等におい

て年度計画を上回る特に顕著な成果を創出する

とともに、研究開発の成果の成果の最大化に向

けた基盤的取組においては年度計画を上回る成

果を得たことから、これらを総合的に鑑みてS評

定と評価する。 

Ⅰ.3.(1) 官民地域パートナーシッ

プによる３GeV 高輝度放射光施設

NanoTerasuの整備等 

 

a. ３ GeV 高 輝 度 放 射 光 施 設

NanoTerasuの整備及び利用促進 

 

 官民地域パートナーシップに基

づき、地域パートナーと連携・協

力しながら、NanoTerasuの整備

等に取り組み、加速器のビーム

コミッショニング、ビームライ

ンの主要機器の据付け・調整、放

射線の常時モニタリングシステ

ムの実装を行うことで、令和６

年度からの運用開始に向けた準

備を完了させる。 

 

 

【評価軸】 

①３GeV 高輝度放射光施

設 NanoTerasu の整備及

び高度化等に着実に取

り組んでいるか。 

 

②３GeV 高輝度放射光施

設 NanoTerasu の利用促

進等に着実に取り組ん

でいるか。 

 

 

【評価指標】 

①３GeV 高輝度放射光施

設 NanoTerasu の整備及

び高度化等の状況 

 

②法人が整備するビー

ムラインの光学性能等

の実現状況 

 

③３GeV 高輝度放射光施

設 NanoTerasu の利用促

Ⅰ.3.(1) 官民地域パートナーシップによる３GeV高輝度放射光施設 NanoTerasuの整備等 

 

 

 

a.３GeV高輝度放射光施設 NanoTerasuの整備及び利用促進 

 

 

○ NanoTerasu の整備等に当たり、QST ではクロスアポイントメント制度等の各種制度を活用

した外部専門人材との連携、加速器やビームライン整備に強みを有する理研放射光科学研

究センターや高輝度光科学研究センターなどとの連携強化を図り、SPring-8/SACLA におけ

る長年の利用運転経験を踏まえた設計・建設・運用思想を NanoTerasuにも適用させつつ、

これらに加えて元々QSTが強みを有していた電子ビーム高精度測定・制御技術などを始めと

する様々な技術の開発と統合を集中的・効率的に進めながら、第１期中長期目標期間から

継続して取り組んできた。その成果として特に令和５年度には、加速器の試験調整運転（コ

ミッショニング）の開始後わずか 10日という短期間で、予定を１か月前倒しし、線型加速

器における３GeV電子ビーム加速を達成した。また、続く蓄積リングにおける電子ビーム蓄

積を 1.5 か月前倒しで達成するなど、将来の大型加速器開発にも寄与する高い技術レベル

で整備を完了した。この迅速な加速器の立上げは世界的に顕著な成果となった。（評価軸①、

評価指標①） 

○ これにより、加速器内部の清浄化を早期に実現し、今年度末における蓄積電流の当初の達

成目標が 42mA であったところ、当初予定を大幅に前倒して定格電流値の半分である 200mA

以上の蓄積電流を達成した。また、加速器調整スケジュールに余裕ができたことで、令和６

年度に予定していた挿入光源の調整が前倒しで開始された。その結果、予定の２倍以上の

補助評定：ｓ 

 

【評定の根拠】 

以下のとおり年度計画を上回る特に顕著な成

果を創出したことから ｓ評定と評価する。 

 

・ NanoTerasu の整備等では、以下に示すよう

に、５年間にわたる事業を完遂し、半導体、

量子技術、グリーンイノベーション、バイ

オ・健康医療等、最先端科学の開拓や産業の

振興が期待できる世界トップクラスのコン

パクトな高輝度軟 X 線放射光施設の整備を

完了するとともに、利用促進に向けた特筆

すべき成果を上げた。（評価軸①②③④、評

価指標①②③④⑤） 

 各種制度を活用した外部専門人材、加速

器やビームライン整備に強みを有する

外部機関との連携を強化し、QST が強み

を有する電子ビーム高精度測定・制御技

術などを始めとする様々な技術の開発

と統合を集中的・効率的に進めたこと

で、令和５年度には加速器の試験調整運

転の開始後わずか 10 日でという短期間
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進等の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

①外部機関の利用件数 

 

②３GeV 高輝度放射光施

設を活用した外部機関

との連携の件数 

 

 

蓄積電流値で高品位な放射光ビームを、令和６年度４月の運用開始時から利用者に提供で

きるようになり、共用等開始に向けたデータ取得時間の短縮やナノ領域の過渡的反応計測

等の利用実験の選択肢の拡大につながる成果を上げた。（評価軸①、評価指標①②） 

○ 世界で初めての試みである４分割タイプの挿入光源の調整に成功することで、実験ホール

内への放射光導入を達成し、令和６年度からの運用開始に向け最後の重要なマイルストー

ンをクリアした。（評価軸①、評価指標①） 

○ 放射線の常時モニタリングシステムの実装を行い、当初から QST 主導で進めた国内初とな

る「管理区域を伴わない実験ホール」を有する放射光施設を実現し、ユーザーの利便性を最

大限向上させた形で令和６年度からの運用開始に向けた準備を完了した。（評価軸①、評価

指標①） 

○ 上記のとおり、５年間にわたる大規模事業の完了年度において、半導体、量子技術、グリー

ンイノベーション、バイオ・健康医療等、最先端科学の開拓や産業の振興が期待できる世界

トップクラスのコンパクトな高輝度軟 X 線放射光施設の整備を完遂した。また、外部機関

との連携を生かしたオールジャパン体制での整備等への取組は日本の先進加速器技術の継

承にも貢献するものであり、SPring-8-Ⅱといった今後の大型放射光施設の高度化などに資

する特筆すべき成果を上げた。 

 

に線型加速器の３GeV 電子ビーム加速を

達成した。また、続く蓄積リングにおけ

る電子ビーム蓄積を計 1.5か月前倒しで

達成するなど、将来の大型加速器開発に

も寄与する高い技術レベルを実証した。

このような迅速な加速器の立上げ・整備

は世界的にも顕著な成果であった。 

 さらに、蓄積電流を当初計画の 42mA か

ら定格電流値の半分である 200mAと大き

く増加させ、当初計画していた２倍以上

の強度の高品位な放射光ビームの発生

に成功した。これにより共用等開始に向

けたデータ取得時間の短縮やナノ領域

の過渡的反応計測等の利用実験の選択

肢の拡大につながる成果を上げた。 

 また、QST の強みを生かして開発した放

射線常時モニタリングシステムを実装

し、当初から QST主導で進めた「管理区

域を伴わない実験ホール」を有する放射

光施設の整備を実現した。 

 QST、PhoSIC 及び東北大学の共同広報チ

ームを設置し、QST が開発した加速器を

メディアに公開するなどのアウトリー

チ活動を積極的に行い、累計１万人を超

える視察・見学者を受け入れ、全国放送

のテレビ番組で取り上げられた。また、

内閣府への働きかけにより G7 の科学技

術大臣会合の招致も実現した。 

 産学官の連携拠点を目指したイノベーショ

 NanoTerasuにおける実験等の効

率性・利便性向上を目指し、実験

のリモート化・自動化を見据え

たビームライン調整等の手順の

確立を進めるとともに、実験デ

ータ及び放射線管理システムの

デジタル・トランスフォーメー

ション（DX）化のため、プラット

フォームデータ連携強化やセキ

ュリティ基盤の構築に係る技術

仕様作成等を進める。 

 

○ 実験のリモート化・自動化に向けた検討や課題の洗出しを目的に、ビームラインの立上作

業の一部にリモート監視・自動化のシステムを試験導入した。プラットフォームデータ連

携強化やセキュリティ基盤の構築に係る技術仕様作成等を着実に進めるとともに、QSTの強

みを生かして検討を進めた局所遮蔽などの効率的な遮蔽設計やその評価方法により、放射

線モニタの計測データによるインターロックシステムを高速処理させるシステムを開発、

国内で初めて導入した。空間線量率に応じて速やかに加速器を停止する技術により DX化し

たことで、放射線管理区域境界の線量率基準が超過した際に即座に加速器を停止する施設

を実現し、非管理区域化された実験ホールのユーザーの安全性担保に貢献した。（評価軸①、

評価指標①） 
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 東北大学のサイエンスパーク構

想との有機的な連携に向けた具

体的な取組の検討やマッチング

研究を進める。また、量子マテリ

アル・デバイス、量子生命科学等

に係る産学官共同研究の推進や

先端技術の発信・普及、産学官の

人材交流の促進、研究者・技術者

の育成・確保等に向けて研究会

やシンポジウムの開催、広報・ア

ウトリーチ活動等を充実させる

ほか、具体的な取組について検

討を進める。また、NanoTerasuの

マーケティング、ブランディン

グ戦略や研究者・技術者育成の

ためのプログラム等の検討を進

める。 

 

○ 東北大学のサイエンスパーク構想との有機的な連携に向けた具体的な取組として、東北大

学サイバーサイエンスセンターと NanoTerasuとの高速ネットワーク接続の仕様検討を行っ

た。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標②） 

○ 東北大学とのマッチング研究として、「ナノ空間電子計測のためのビームライン技術開発と

新奇トポロジカル量子現象の解明に関する研究」及び「外場下・空間分解 RIXSによる量子

物質の相競合の解明」の二つの共同研究を進めた。（評価軸②、評価指標②③、モニタリン

グ指標②） 

○ 量子マテリアル・デバイス、量子生命科学等に係る産学官共同研究の推進や先端技術の発

信・普及、産学官の人材交流の促進、研究者・技術者の育成・確保等に向けて、NanoTerasu・

SPring-8合同シンポジウム、RIXS/REXS International workshop 2023、JSR2024企画講演

「NanoTerasu の令和６年度運用開始に向けて」等の研究会やシンポジウムを開催・充実さ

せた。（評価軸②、評価指標③、モニタリング指標②） 

○ QST、一般財団法人光科学イノベーションセンター（以下「PhoSIC」という。）及び東北大学

の３機関による共同広報チームを設置するとともに、ポータルサイトの作成・運用、取材対

応、視察・見学対応等について、運用要領を作成の上、QSTが開発した加速器を統一的かつ

効率的にメディアに公開するなどのアウトリーチ活動を積極的に行うことにより、累計１

万人を超える視察・見学者の受入れ、31件の新聞掲載や 21件のテレビ放送など令和６年度

以降の NanoTerasu利用促進に向けた特筆すべき成果を上げた。（評価軸②、評価指標③、モ

ニタリング指標②） 

○ 仙台市が行う内閣府への働きかけに協力したことで、令和５年５月には G7の科学技術大臣

会合の招致を実現し、主要７か国の代表者が NanoTerasuを視察されるなど、NanoTerasuの

認知度向上に資する活動を行った。（評価軸②、評価指標③、モニタリング指標②） 

 

ンハブ事業の採択課題の「トータルステー

ジ脳疾患創薬アライアンス」では、サンプル

の管理体制などの観点で企業の利便性に優

れており、世界的に見ても稀有なブレイン

バンクを有する新潟大学脳研究所と連携協

定を締結し、当該アライアンス体制のサブ

拠点として位置づけることにより、アライ

アンス会員企業との前臨床から臨床研究ま

でをカバーする体制を構築した。（評価軸③

④⑤、評価指標④⑤⑥） 

 以上のとおり、NanoTerasu の整備等におい

て、量子科学技術の発展に寄与するため、

QST 設立時の中長期計画にない大規模事業

の実施を経営判断した事業に対し、先端大

型施設整備に伴う様々な潜在的リスクに対

しても国の主体として、人員体制等の大幅

な強化、専門性を生かした様々な方策等の

取組により、実験ホールの非管理区域化等、

高いユーザーの利便性を確保した世界最高

レベルの施設整備を完遂するなど、事業を

求められる水準以上のレベルで着実に実施

し、成果最大化に向けた事業推進のマネジ

メントを極めて高いレベルで実施した。 

 

【課題と対応】 

 特定先端大型研究施設の共用の促進に関す

る法律の一部を改正する法律（令和５年５

月 31日法律第 38 号）の施行に伴い、設置法

人として QST が産学官の幅広い研究者によ

る積極的な NanoTerasuの利活用を促進する

ことで、学術・産業界における国際競争力を

強化していくことが強く求められている。

複数の大型研究開発施設を有する QST の強

みを最大限活用し、令和６年度以降は各研

究分野のコミュニティの中核を担うような

ユーザーと協力して実験装置等の調整・試

験利用を実施することによるユーザーコミ

ュニティの拡大促進や、データの取扱いや

解析がスムーズに行える研究環境を整備す

b. ３ GeV 高 輝 度 放 射 光 施 設

NanoTerasuの高度化 

 

第２期ビームラインのラインナ

ップについて地域パートナーと連

携し検討を進めるとともに、ビーム

ラインの性能を最適化する光学系

や光学素子の設計・評価手法につい

ての検討等を進める。 

 

b.３GeV高輝度放射光施設 NanoTerasuの高度化 

 

 

○ 整備中の NanoTerasu における共用ビームラインの在り方、役割について、放射光分野の

専門的見地から提言を行うとともに、今後整備すべき新規ビームラインの候補をまとめる

ことを目的とした NanoTerasu共用ビームライン整備検討委員会を新たに設置することで、

第２期ビームラインのラインナップの検討を進めることに留まらず、国側が整備する具体

的な NanoTerasu 新規ビームラインラインアップを策定するなど、計画を大きく上回る成

果を創出した。（評価軸①、評価指標①） 

○ ビームラインの性能を最適化する光学系や光学素子の設計・評価手法についての検討を開

始した。（評価軸①、評価指標②） 

 

Ⅰ.3.(2) 産学官の連携による研究

開発成果の社会実装等の推進 

 

 国や大学、企業等との情報交換

【評価軸】 

③産学官の連携による

研究開発の推進ができ

ているか。 

Ⅰ.3.(2) 産学官の連携による研究開発成果の社会実装等の推進 

 

 

○ QST の研究開発成果の紹介及び共同研究への機会探索のため、以下の外部の団体等と交流
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を通じて、社会ニーズの把握に

努めるとともに、企業等との共

同研究などを戦略的に展開し、

国内外での連携・協力を推進す

る。 

 

 

④産学官の共創を誘発

する場を形成している

か。 

 

⑤研究成果の社会実装

に向けて積極的な取組

を推進できているか。 

 

⑥研究開発成果の最大

化を図るため、他の量

子技術イノベーション

拠点との連携を推進し

ているか。 

 

 

【評価指標】 

④産学官の連携による

研究開発の状況 

 

⑤産学官の共創を誘発

する場づくりの状況 

 

⑥研究成果の社会実装

の実績 

 

⑦他の量子技術イノベ

ーション拠点との連携

による研究開発成果の

創出状況 

 

 

【モニタリング指標】 

③企業からの共同研究

の受入金額・共同研究

件数 

 

④知的財産の創出・確

保・活用の質的量的状

活動を図り、関係を深化させ、今後の企業等との連携の足掛かりを構築した。（評価軸③④

⑤、評価指標④⑤⑥、モニタリング指標③） 

・ JST主催の新技術説明会（Web開催：参加登録:392名）の枠組みを利用し、環境・医療

を共通テーマに出願知財をベースとした情報発信を 10件行った。当該説明会の発表後

には、複数の参加企業等とのニーズに関する情報交換を実施し、実証実験の検討など

将来の共同研究につながる取組に着手した。また、新聞社からの取材申込みなど学会

等と異なるチャネルへの情報発信にもつながった。 

・ 千葉県内の大学等によるネットワークにおいて、機関間の情報共有を行った。また、

JST主催の新技術説明会（Web 開催）の枠組みを利用し、環境・医療を共通テーマに千

葉から合同で発信する機会に参画した。QSTからは量子生命・医学部門より、筋萎縮性

側索硬化症及び前頭側頭型認知症の血液診断法の開発を紹介（１月 25日実施）し、QST

の新技術を広く認知する機会を設けた。 

・ 千葉県産学官連携推進会議に定期参加し、千葉県内の中小企業や国・県等関係機関の

施策動向を情報収集することで、QST 認定ベンチャーへの情報共有によるフォロー等

に活用した。 

・ 過年度の JST 主催の新技術説明会やプレスリリースなどによる企業との情報交換やニ

ーズマッチングを行った結果、令和５年度はレーザー打音を用いたインフラ点検に関

心のある企業、自治体等などでの実証試験や意見交換を実施し、さらに、トンネルや

橋梁などの点検コンサル会社との３年間の大型有償共同研究にまで発展し、社会ニー

ズの高い技術に関する QST の研究開発の展開や共同研究による具体的な進展が見込ま

れる成果につながった。 

・ QST が加入する千葉県バイオ・ライフサイエンス・ネットワーク会議との共催で、千葉

県内の経済団体や企業等を対象に量子生命科学セミナーや量生研の見学を行い、量子・

計測センシング技術への理解促進、産業界からのニーズに応じた共同研究に向けた情

報交換を開始した。 

・ 国研同士の情報交換を契機として、複数の国研との協力を推進した。一例として JAXA

との協力においては、QSTが持つ大型施設による研究開発の強みと JAXAが持つ極限環

境の計測技術や施設の強みを活用すべく、お互いの研究テーマのニーズの掘り起こし

のための情報交換を複数回実施した。双方の研究力、技術力のシナジーを生み、将来

の我が国の経済安全保障に資する研究開発のための連携協議を開始した。 

○ 国内外での連携・協力を推進する一環で連携協力包括協定を新潟大学と締結し、QST の研

究成果の強みや協定を活用し、QST と大学の持つ研究特色や社会実装につながるアライア

ンスの構築など、相互に発展していく仕組みを作った。（評価軸④、評価指標⑤、モニタリ

ング指標⑤） 

 

るための研究 DX・データマネジメントを加

速させるための検討を進めることにより、

NanoTerasuの利活用を一層加速させる。 

 

 

 イノベーションハブ事業の実

施に当たり、産学官の連携拠点

を目指し、企業等との交流を図

るなど情報交換を密にし、共同

○ イノベーションハブ事業として産学官の連携拠点を目指し、企業等との交流など、共同研

究への進展に取り組んだ。具体的には第１期中長期計画期間で実施したアライアンス事業

のスキームを更に強化するために、第２期で連携拠点を目指すテーマを、企業とのアライ

アンスを組むからこそ産業界の課題解決につながりイノベーションが期待される研究テー
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研究への進展に取り組む。ま

た、機構を中心とする研究開発

の事業展開を図るため、量子生

命拠点、量子機能創製拠点の２

つの「量子技術イノベーション

拠点」（以下「量子拠点」とい

う。）間の連携を推進する。 

 

況 

 

⑤イノベーションハブ

における年間参画企業

数 

 

⑥研究成果を事業活動

において活用し、又は

活用しようとする者へ

の支援に関する取組の

質的量的状況 

 

マに厳選、その社会実装の在り方の目標・計画を立上げ時点から明確化した。結果、QST

内で募集した課題について１課題を採択、３課題をフィージビリティスタディに採択し、

事業目標達成に向けた企業との連携・調整等の支援を行った。（評価軸③④、評価指標④

⑤、モニタリング指標⑤） 

○ 採択された「トータルステージ脳疾患創薬アライアンス」では、当該アライアンスの脳疾

患診断薬・治療薬開発を更に強力に推進するため、サンプルの管理体制などの観点で企業

の利便性に優れており、世界的に見ても稀有なブレインバンクを有する新潟大学脳研究所

との協力関係を強化すべく、QSTの産学官連携を推進する部署として、アライアンス運営

及び他機関との協定締結のいずれの機能も有するイノベーションセンターが同研究所との

連携協定・覚書の締結交渉を主導し、10月にこれらを締結した。これにより同研究所を

アライアンスのサブ拠点とする体制を構築し、アライアンス会員企業と協力した前臨床か

ら臨床研究までの創薬研究をカバーすることを可能としたことで、今後の創薬・製品化に

向けて大きく貢献した。（評価軸③④⑤、評価指標④⑤⑥、モニタリング指標③⑤） 

○ 上記アライアンスは米国マイケル・J・フォックス財団コンソーシアムとの連携につなが

り、国際連携による臨床評価へ発展した。さらには、新たな事業目標である脳疾患の体液

バイオマーカー（BM）の開発について、QSTと連携しているアボット社がアライアンスで

体液 BMの開発に関する紹介を行い、QSTが有する画像 BMと血液 BMを相互で開発する産

学官連携体制の端緒とした。（評価軸③④⑤、評価指標④⑤⑥、モニタリング指標③⑤） 

○ このほか、更なる外部機関との連携の模索・調整、新たな有償共同研究の開始（３件、

73,290千円）、外部資金の採択など、イノベーションセンターがこれまで蓄積した産学官

連携のノウハウを活用した大型競争的資金等の獲得や共同研究につなげた。（評価軸③

④、④⑤、モニタリング指標③⑤） 

○ フィージビリティスタディ課題である、「生体模倣システム創製研究アライアンス」につ

いて、生体模倣システムの開発に必要な要素技術を有する会員候補企業や大学を選定し、

早期に体制を構築することで、10月からアライアンス事業を開始し、QST及び会員間での

情報交換や共同研究に向けた協議を進めたほか、生体模倣システムの開発に必要な基盤技

術の確立を進めた。また、「次世代 PET機器開発イノベーションハブ：頭部から全身へ」

については、会員候補企業と協議を行いつつアライアンスの体制構築に関する検討を進め

た。両アライアンスともに、若手研究者を積極的に参画させることで、様々な分野の専門

家との情報交換を通じて若手研究者の知識の拡大・高度化につながり、外部発表で受賞す

るなど、若手人材育成への波及効果が期待される検討が進んだ。また、「超高純度リチウ

ム回収技術 LiSMICの早期社会実装アライアンス」について、フィージビリティスタディ

としてアライアンスの体制の検討を進めていたが、課題の最終目標である「リチウム回収

に向けた LiSMICの社会実装」は企業とアライアンスを組むよりも QST認定ベンチャーを

立ち上げることで社会実装へのスピードが加速されることから、イノベーションセンター

のマネジメントの下、ベンチャーを立ち上げる支援を行い、QST認定ベンチャーとして起

業し、ベンチャーキャピタルからの資金調達や国からの大型補助金の獲得に至った。（評

価軸③④⑤、評価指標④⑤⑥、モニタリング指標⑤） 

○ 量子技術基盤拠点・量子生命拠点の両拠点の連携と産業界への量子技術の普及、産業界に
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おける量子人材の育成を目的に、QST理事が務める「量子技術イノベーション拠点長」の

マネジメントの下、イノベーションセンターが主導して、URAを中心に両拠点における共

通課題のソフト的な共通課題を一元的に対応することで効率的・効果的な活動を推進し、

量子技術基盤拠点、量子生命拠点の両拠点間の連携を推進した。（評価軸④、評価指標

⑤） 

○ さらに、産業界における人材育成として、量子・計測センシングに関するテストベッドを

利用した量子技術人材育成プログラムの令和６年度の７月開始に向けて、連携する東京工

業大学、東北大学とコンソーシアム約款を作成し、ワンストップサービスや共通利用料金

体系などの運営体制の協議を行い、プログラム運営のためのコンソーシアムの設立準備を

行った。特に、QSTのアライアンス事業の第１期で構築した会員制度等の体制及び第２期

での社会実装の形を明確にすることで企業をより多く取り込む仕組みといったノウハウを

生かしたことは、短期間でのコンソーシアムの立上げに大きく貢献した。また、コンソー

シアムと密に連携している SIP終了後におけるオープンイノベーションの枠組みといった

コンソーシアムの在り方について、イノベーションセンターの産学官連携活動の一環でネ

ットワークを構築した湘南アイパークの運営会社の担当者等と意見交換するなど、将来的

な発展・運用を見据えた制度設計を行った。（評価軸③④⑥、評価指標④⑤⑦） 

 

 外部の専門機関や有識者と適

宜協力し、研究開発成果の権利

化及び社会実装を促進する。市

場性、実用可能性等の検討を通

じて、質の高い知的財産の権利

化と維持及び活用促進に取り

組む。また、認定ベンチャーに

対する人的及び技術的な支援

の条件、方針等の検討を進め

る。 

 

○ 外部の専門機関や有識者と適宜協力するとともに、市場性、実用可能性等の検討を通じた

質の高い、研究開発成果の権利化及び社会実装の促進として以下の取組を実施した。（評

価軸③⑤、評価指標④⑥、モニタリング指標④） 

・ QST認定ベンチャーを含む企業等へ QST知財を実施許諾するとともに、顧問弁護士と

協力して既存の実施契約を見直し、安定した実施料収入を得られるよう相手企業と交

渉した。長期間交渉担当職員を固定することにより継続的な交渉を可能にするなどの

結果複数の大型契約に至り、令和５年度は税込み 163 百万円程度の実施料収入があっ

た。 

・ 可搬型甲状腺スペクトロメータの製品化においては、バックキャストによる検討で知

財相談時から知財網の構築、事業化までの課題抽出、サプライチェーン全体での実施

許諾合意形成など包括的な支援を行い、実施許諾先による製造販売や共同研究などを

早期に進めたことで、研究成果の社会実装を実現した。 

・ その他、QST全体の知財取得マインドの醸成に資する拠点訪問形式での発明相談会や

セミナーの開催や、質の高い知的財産の権利化と維持に資する審査会や専門部会等の

委員会の開催など、組織的に成果の権利化や社会実装に取り組んだ。 

○ QST認定ベンチャーに対する人的及び技術的な支援の条件、方針等の検討としては具体的

に以下の取組を実施した。（評価軸⑤、評価指標⑥） 

・ 競争力のある QST 認定ベンチャー創出のため、知財網の構築、ベンチャーキャピタル

の紹介、出資検討、SBIR事業の要求に基づく休職出向についての人事的調整や規程

の構築等の総合的な支援を行い、新たに２社を QST認定ベンチャーとして認定した。

この２社は SBIRフェーズ３事業に採択されるなど、社会実装の促進に寄与した。 

・ 千葉銀行、ベンチャーキャピタル、客員研究員、弁護士、弁理士、外部委員等の専門
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機関や有識者との連携を令和４年度から継続して行ったほか、新たに関東地域のスタ

ートアップ・エコシステム形成を目指している Greater Tokyo Innovation 

Ecosystem（GTIE）、TXアントレプレナーパートナーズ（TEP）等の支援組織との連携

を開始し意見交換を行った。また、ベンチャーキャピタルから講師を招いて QST内で

セミナーを開催し、研究者のベンチャー起業のための支援研修を実施した。 

 

 機構の量子拠点における研究

開発成果の最大化に向けて、本

部と量子拠点に関連する部門

等との間で定期連絡会を開催

し、機構内の研究状況の報告共

有及び共通課題の解決に向け

て協議するほか、他の量子拠点

との連携に向けて、複数の関係

法人にて構成する連絡会等に

参加し、情報収集するとともに

協調して取り組む。 

 

○ QST内の量子拠点における研究開発成果の最大化に向け、本部と量子拠点に関連する部門

等との間で URAを中心とした密な情報交換を行い、研究状況の報告共有及び共通課題の解

決に向けて協議・取組を行った。具体的には、両拠点の実態を踏まえて量子技術に興味は

あるが研究者・技術者が不在又は評価方法が分からない企業向けに、QST の量子技術に関

する研究開発を紹介する動画や、実際に研究装置を使用する際のマニュアル動画などを作

成した。対面による普及活動においては、記者懇談会（６月 22日開催、主要５紙及び東

京新聞を含む 16名参加）、nano tech 2024（１月 31日～２月２日、来訪数延べ 1,450

人）への出展を通じて社会・企業に向けた技術紹介を行った。（評価軸④⑤、評価指標⑤

⑥） 

○ 他の量子拠点との連携に向けて、複数の拠点関係法人にて構成される連絡会等に参加して

情報収集するとともに、QIHにおける活動にも協調して取り組んだ。具体的には、知財・標

準化分科会にて開催された非公開特許制度の勉強会（10 月）に参加したほか、nano tech 

2024の QIHの共同展示ブースでは、量子技術基盤拠点、量子生命拠点の両拠点からポスタ

ーを掲出するなど紹介を行った。（評価軸④⑤⑥、評価指標⑤⑥⑦、モニタリング指標④） 

○ さらに、QST の量子技術を社会・企業に紹介するため、量子技術による新たな産業を創出

する目的を有している企業を構成員とする Q-STARとの連携を構築・強化し、より多くの企

業と接する機会拡大等に向けて情報交換会を開催（１月 17日）した。これと併せて量子技

術に対する社会の動向や企業の意向を収集し、今後の産学官連携の強化に向けた準備を進

めた。（評価軸④、評価指標⑤） 

 

 第３期 SIP「進的量子技術基盤

の社会課題への応用促進」の研

究推進法人として、研究課題の

公募・審査・契約等の業務を実

施するとともに、アウトリーチ

活動として、当該事業の内容に

ついて情報発信するためのイ

ベント開催等を行う。 

 

○ 第３期 SIP「先進的量子技術基盤の社会課題への応用促進」の研究推進法人として、プロ

グラムディレクター（PD）等のマネジメントの下、各課題が円滑に進むとともに個々の成

果が着実に社会実装につながるよう、以下のような定例会・委員会を設置・開催する等、

関係府省庁とも協力し、組織的に課題管理業務を行った。 

 事業運営を円滑にするため、PD、サブ PD及び関係省庁と情報共有する PD定例会を毎

週開催。（計 41回） 

 PDの意思決定をサポートするマネジメント会議を６回開催し、各機関への予算配賦

額、「社会実装に向けての戦略及び研究開発」の改訂及び知財委員会の設置等、事業

運営に必要な事項を審議、決定。 

 第３期 SIPの研究推進法人として参画機関 55機関との間で 78の委託研究契約を締結

したほか、知財委員会の設置等、当該事業における研究開発実施体制を構築。 

 技術評価委員会の設置及び開催（令和５年 11月、12月）、サイトビジットの実施

（令和５年 12月）、年度末評価（令和５年１月、２月）等、関連府省等と連携して評
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価（ピアレビュー）業務を実施。 

 BRIDGEへの参画機関９機関のうち、再委託を除く７機関と委託研究契約を締結し、

当該事業における研究開発実施体制を構築。 

○ アウトリーチ活動としては、シンポジウム（令和 5年 12月開催、参加人数：405人）、ワ

ークショップ（令和６年１月、２月）等、当該事業の内容について情報発信するためのイ

ベントを実施した。 

 

Ⅰ.3.(3) 国際協力の推進 

 

 国際協力の実施に当たり、国際

研究交流に係る制度を最大限

活用するとともに、協力協定等

を締結する際は、その意義や内

容を精査し、これを延長する場

合にあっても、当該協定等に基

づく活動の状況等、情勢を考慮

しつつ、効果的・効率的に運用

する。 

【評価軸】 

⑦国際協力の推進がで

きているか。 

 

 

【評価指標】 

⑧国際協力の推進の状

況 

 

 

【モニタリング指標】 

⑦国外の関係機関等と

の協力取決めの締結の

実績（有効な取決め保

有数、取決めの新規及

び更新数） 

 

⑧国際研究交流に係る

制度等の活用実績

（JSPS外国人研究者招

へい事業、文部科学省

原子力研究交流制度等

による受入数） 

 

⑨国際会議（web開催含

む）開催の実績 

 

⑩国際共著論文数 

 

 

Ⅰ.3.(3) 国際協力の推進 

 

○ 理事長のマネジメントの下、以下の取組を実施した。 

・ 国際的な協力関係を強化するための機会として、STS フォーラムなど様々な機会を通

じて、QST としてはこれまで交流のなかった海外の要人との意見交換を精力的に実施

した。その一つとして、１月に国連大学長を千葉地区に招き、量子技術の社会実装等

に関する意見交換を行った。これを通じて、人材の交流や育成における新たな海外研

究機関や組織との連携が深まった。（評価軸⑦、評価指標⑧） 

・ 政府の要請を受け、７月に UAE アブダビに本拠を置く企業 M42 と重粒子線がん治療に

係る研究協力取決めに調印した。調印式には、QST として協力関係への強いコミットメ

ントと高い優先度を示すため理事長自ら参加し、QST が有する重粒子線がん治療装置

や技術の優位性や信頼性などを世界にアピールした。（評価軸⑦、評価指標⑧、モニタ

リング指標⑦） 

・ 理事長を委員長とする委員会において、通常年に一度の開催としていた国際シンポジ

ウムを、量子技術やフュージョンエネルギーに係る国の施策の策定を踏まえて、令和

６年度は例外的に、QST が強みを持つ大規模な研究基盤をアピールし、国際的なプレゼ

ンスを更に強化することが見込まれる２件のテーマの開催を決定した。（評価軸⑦、評

価指標⑧） 

○ 日本学術振興会外国人研究者招へい事業により、脳イメージング分野に係る短期研究者１

名とサマープログラム参加者１名を受け入れて、研究交流を促進した。（評価軸⑦、評価指

標⑧、モニタリング指標⑧） 

○ 国際協定等の締結では、重粒子線がん治療を海外に戦略的に普及するための国際協定等、

新規に４件を締結した。さらに、交流実績と期待される効果を踏まえ効率的な審査を行い、

既存の７件の協力協定を継続した。これにより、QSTの国際協力が強化された。（評価軸⑦、

評価指標⑧、モニタリング指標⑦） 

○ 我が国の安全保障を踏まえた研究交流を推進するため、安全保障輸出管理規程に基づき、

QST 内の輸出管理業務を統括し、輸出管理手続の合議、法令改正等最新情報の周知、規程

の改正、教育、監査を実施した。（評価軸⑦、評価指標⑧） 

○ QST の具体的な活動を可視化し、国内外からの理解を増進するため、経営企画部から独立

した新たな部署である「国際・広報部」を令和６年４月に設立するための検討、準備を進

めた。発足に向けて、現状の体制をゼロベースで見直し、他の研究所のグッドプラクティ

スを取り入れつつ、専門用語や固有名詞を一貫して信頼できる英語に翻訳するために用語
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リストを作成・管理するなど新しい取組を立案した。（評価軸⑦、評価指標⑧） 

 

Ⅰ.4.(1) 人材の育成・確保（組織

全体の取組等） 

 

 量子科学技術等の次世代を担

う人材を育成するため、連携協

定締結大学等に対する客員教

員等の派遣を行うとともに、実

習生等の若手研究者及び技術

者等を受け入れる。また、部門

等において大学等のニーズに

合った人材育成を行うために

必要な人材を受け入れて機構

の研究開発に資するなど、重層

的、多角的に展開する。 

 

【評価軸】 

⑧職員の能力向上を図

るなど、研究開発の成

果の最大化等を担う優

れた人材の育成ができ

ているか。 

 

⑨外部機関からの研究

員・学生等の受け入

れ・研修等により、次

世代の研究開発や産業

等を担う人材の育成・

確保ができているか。 

 

⑩クロスアポイントメ

ント制度等の種々の制

度を活用し、研究活動

の活性化を促進できて

いるか。 

 

⑪中学生・高校生を含

めて、将来の量子科学

技術を担う人材の育

成・確保に貢献できて

いるか。 

 

 

【評価指標】 

⑨職員の能力向上等に

よる研究開発の成果の

最大化等を担う優れた

人材の育成の状況 

 

⑩外部機関からの研究

員・学生等の受け入

れ・研修等による次世

代の研究開発や産業を

Ⅰ.4.(1) 人材の育成・確保（組織全体の取組等） 

 

 

○ 各大学との連携大学院協定により、QSTの研究者延べ 80人が客員教員として大学院（計 16

研究科）の教育研究に協力した。今後の取組拡大に向けては、医学・スポーツと AIを融合

したデータサイエンス領域での人材育成に力を入れており、QST における MRI 等画像診断

医学分野との連携も期待される順天堂大学との連携大学院協定を１月に再締結し、大学院

生の更なる受入れ準備等と連携構築を行った。また、研究員等受入制度に則った適切な手

続により、大学等のニーズに適した身分の外部の研究員等を延べ 214人の受入れを実施し、

部門等が行う実習生等への人材育成活動に貢献した。（評価軸⑨⑩、評価指標⑩⑪、モニタ

リング指標⑫） 

 

補助評定 a 

 

【評定の根拠】 

以下のとおり年度計画を上回る顕著な成果を

創出したことから a 評定と評価する。 

 

 理事長が QST内の全拠点の大型研究開発施

設・設備を回り、現場と意見交換を実施し

た。その結果を踏まえて「研究開発の成果

の最大化」に向けた基盤的取組における第

２期のマネジメントの方向性を掲げ、QST

内に周知するとともに、新たに作成したパ

ンフレットにも反映した。（評価軸⑫⑮、

評価指標⑬⑯） 

 この一環として、施設及び設備等の利活用

促進では、光熱水費が高騰する中、法人内

努力や補正予算等による国の支援も得て、

HIMAC、TIARAなどの QSTが保有する大型研

究開発施設・設備を着実に維持し、高品位

かつ高安定なビームを提供した。これによ

り、QST内では評価項目 No.1～No.3、No.5

等の研究開発において顕著な成果を多数創

出するとともに、JAXAや原子力機構等を始

めとする QST外のユーザーにも提供するこ

とにより、宇宙用電子部品開発や福島第一

原子力発電所の廃止措置等の我が国の重要

事業の一角を支えることに大きく貢献し

た。（評価軸⑮、評価指標⑯） 

 また、フュージョンエネルギー・イノベー

ション戦略に基づいたフュージョンエネル

ギー施設・設備の共用として、新たに高周

波加熱装置試験施設を利活用することを決

定した。必要な整備を行い、フュージョン

エネルギーのスタートアップ企業１社が利

用を開始した。（評価軸⑮、評価指標⑯） 

 令和５年度中に、イノベーションセンター

に大型研究開発施設群の利用者向けワンス

 将来における量子科学技術等

の人材確保に貢献するために、

連携大学院制度等により受け

入れた人材のスキル向上を図

るとともに、量子科学技術等の

理解促進に係る取組を行う。ま

た、客員研究員等の招へいによ

る指導や機構内研修等により、

機構の研究者・技術者の研究技

術力の向上を図る。 

 

○ 連携大学院協定に基づき 20 人の連携大学院生を受け入れたほか、研究活力に富む大学院

生 46 人を RA として任期採用、QST 特有の施設・装置を用いた高度な研究に関わりつつ指

導等を受けられる制度を運用することで、大学院生の研究能力の育成に貢献した。（評価軸

⑧⑨、評価指標⑨⑩、モニタリング指標⑫） 

○ QST 内部の人材育成・確保に寄与する活動の一環として客員研究員等 590 人の受入れ手続

を適時適切に行い、これらの人材から QST の研究者・技術者が指導を仰げるような体制の

整備、支援を行った。（評価軸⑧⑨、評価指標⑨⑩、モニタリング指標⑫） 

○ QST 内の研修等については本部が主導する取組として、担当理事のマネジメントの下、人

材育成・確保の取組の体系化や、本部開催のセミナー・研修等の見える化とイントラネッ

トでの開催概要の公開を実施し、組織全体の能力向上に資する研修を明確にした。また、

QST 内ファンドによる研究支援について、同じ目的を有するものを見直し、重複等を避け

ることにより限られた予算の中における人材育成・確保の取組を最大化するよう図った。

（評価軸 ⑧、評価指標⑨、モニタリング指標⑪） 

○ さらに、上記のような基盤的な取組に留まらず、QST内ファンドである「萌芽・創成研究制

度公募」において「人材育成の積極的・戦略的な推進」を掲げて若手研究者や技術者を後

押しする制度として見直した。本部内において制度設計を担当するイノベーションセンタ

ーと、予算・経営の情報を有する経営企画部とが連携することで迅速に対応を進め、繰越

しも含む柔軟な制度設計、メンター配置による助言体制の構築など、同公募により採択さ

れた案件が効果的・効率的に実施され、かつ人材育成の推進にも結びつくように制度全体

を整えて公募を実現した。さらに、課題選定に当たっては、従来の部門推薦方式から本部

の部長や URA 等で構成される審査員による選考に変更し、量子科学技術の発展に寄与する

課題を厳選した。その結果、計 74件の応募に対し 20件を採択し、研究を開始した。QST内
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担う人材の育成・確保

の状況 

 

⑪種々の制度を活用し

た研究活動の活性化促

進状況 

 

⑫将来の量子科学技術

を担う人材の育成・確

保の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

⑪人材の育成・確保に

資する各種プログラム

等の質的量的状況 

 

⑫外部機関からの研究

員・学生等の受け入

れ、研修等の質的量的

状況 

 

⑬中学生・高校生等に

対する教育プログラム

の実施件数や参加人

数、満足度等 

 

の人材育成・確保のための制度の整理のみならず、QST 内ファンドと連携した具体的かつ

実効性のある制度を令和５年度内に見直し、新たに開始したことで組織全体の人材育成・

確保に貢献した点は、年度計画を上回る顕著な成果となった。（評価軸⑧、評価指標⑨、モ

ニタリング指標⑪） 

 

トップサービス機能を担う課を新設するこ

と及び大型施設利用の研究開発に精通した

人材を課長に配置することを決定するな

ど、QSTの強みを更に発揮できる体制作り

を推進した。また、理事長のリーダーシッ

プの下で「研究評価に関するサンフランシ

スコ宣言」（DORA）の趣旨に賛同・署名

し、大型研究開発施設等を支えるエンジニ

アリング人材も含めた育成・評価に資する

考え方を明示するなど、研究開発の成果の

最大化等を担う優れた人材の育成、モチベ

ーション向上にも大きく貢献した。（評価

軸⑧⑮、評価指標⑨⑯） 

 以上のとおり、求められる業務を着実に実

施するにとどまらず、特に施設及び設備等

の利活用促進では、QSTの強みを更に伸ば

す方向性を策定し、これを QST内外に明確

に示すとともに、これに沿った大型研究開

発施設の外部への共用を積極的に進め、我

が国の重要研究開発の推進に大きく貢献す

るなど、年度計画を上回る優れたマネジメ

ントを行った。 

 

【課題と対応】 

 QSTが有するユニークな大型研究開発施設

群の利活用のため、理事長が新たに示した

方向性に基づき QST一体となって新たな組

織体制を整備したところであるが、今後は

新設した課を機能させることで、従来から

QSTが有する各施設に加え NanoTerasuの共

用に係る対応も合わせた、ユーザーフレン

ドリーなワンストップサービスの提供が必

要となる。発信力強化等に向けて新設した

国際・広報部の機能についても同様に、国

際ビジビリティ向上に向けた情報発信等が

より一層求められることとなる。組織体制

の整備が目的ではなく、これを手段とし

て、QSTの有する機能や知見をより一層国

内外に知ってもらい、活用してもらうため

 機構が複数の地区に部門等を

設置している特色を生かし、立

地地域において特に若年世代

を取り込んだ理解増進活動を

行う。 

 

○ QSTが複数の地区に部門等を設置している特色を生かして、中高生等を対象とする出前授

業等を各地区で実施した。具体的には、六ヶ所研の取組として、地元高校生を対象とする

出前授業及びその理解を深めるための施設見学会を併せて実施し、QST職員によるキャリ

ア体験談紹介など研究所で働く職員のキャリアを踏み込んで知ることのできる機会を提供

することで、地元高校生の理系進路への興味関心を高めることに成功した。また、

NanoTerasuでは、地元高校生の「総合的な学習の時間」の一環で施設見学を実施し、「世

界最先端の研究施設を訪れることで将来研究する自分の姿を思い描いた」といった前向き

な感想が寄せられた。以上のように各地区において、得意とする研究分野や有する施設を

切り口とした将来の理系人材の育成・確保につながる取組について、QSTとして合計で 56

件実施した。（評価軸⑪、評価指標⑫、モニタリング指標⑬） 

Ⅰ.4.(2) 積極的な情報発信及びア

ウトリーチ活動 

 

 機構の研究開発成果や様々な

活動等について、広報誌、webサ

イトや SNSでの公開、新聞にお

ける記事連載、プレス発表等、

多様な媒体を通じた情報発信

を行う。さらに、子供から一般

社会人までを対象に、量子科学

技術等を含む科学研究に対す

る理解増進を図るため、施設公

【評価軸】 

⑫多様な機関の研究成

果の活用や研究活動へ

の参画を促進するた

め、研究開発成果等を

多様な広報手段を用い

て積極的に情報発信で

きているか。 

 

⑬国民の理解を深める

とともに、次世代人材

育成・確保にも貢献す

Ⅰ.4.(2) 積極的な情報発信及びアウトリーチ活動 

 

 

○ 理事長が新たに掲げた方向性に合わせた研究開発を推進するにあたり、QST パンフレット

の全面改訂を実施し、QST内外への周知に活用した。（評価軸⑫⑬、評価指標⑬⑭、モニタ

リング指標⑭） 

○ また、QST の研究開発成果や様々な活動等について情報発信を行う一環として、量子技術

イノベーション戦略や量子未来産業創出戦略などで求められる役割を踏まえて、量子技術

に馴染みがないが、潜在的な市場開拓につながる可能性のある企業等に量子技術を紹介す

ることを狙ってストーリー仕立てのパンフレットを制作した。さらに、これを持ち込んだ

nano tech 2024ではパンフレットだけではなく、QSTが作成した量子センサのデモ機によ

る実演や動画の放映を行うなど、「来場者にとって魅力的な展示ブースとは何か」を考えて
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開、学校等への出張授業、科学

イベントへ出展等を実施する

とともに、展示施設「きっづ光

科学館ふぉとん」を着実に運営

する。 

るため、SNS等を活用し

て、分かりやすい情報

発信を行うことができ

ているか。 

 

 

【評価指標】 

⑬多様な機関に向けた

研究開発成果等の積極

的な情報発信の状況 

 

⑭国民向けの分かりや

すい情報発信の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

⑭プレスリリース等の

件数 

 

⑮施設公開や外部向け

イベントなどアウトリ

ーチ活動の件数や参加

人数、満足度等 

 

 

出展内容をデザインした。その結果、一般的な科学イベントであれば 1,000 部のパンフレ

ットを用意すれば足りるところ、その部数を超え、制作した部数のうちほぼ全てとなる約

1,450部を配布したことに加え、QSTの展示解説を聞いた方が約 330人となるなど、産業界

への更なる普及に努めた。なお、本イベントで配布したパンフレットは一般社会人にも読

みやすい内容であることから、令和６年度以降の更なる成果普及に向けて増刷をかけるな

どの準備も行った。（評価軸⑫⑬、評価指標⑬⑭、モニタリング指標⑭） 

○ QST の具体的な活動を可視化し、国内外からの理解を増進するため、経営企画部から独立

した新たな部署である「国際・広報部」を令和６年４月に設立するための検討、準備を進

めた。【一部再掲】（評価軸⑫、評価指標⑬） 

○ 上記のほか、記者懇談会やプレスリリース、SNS 等による多様な情報発信、各地区におけ

る施設公開、学校等への出張授業や「きっづ光科学館ふぉとん」の運営など、理解増進活

動を着実に行った。 具体的な件数等は以下のとおり。（評価軸⑫⑬、評価指標⑬⑭、モニ

タリング指標⑭⑮） 

 広報誌等：季刊誌として QST NEWS LETTERを年４回発行し、関係機関や各種科学館等

に配布した。また、令和３年５月から令和５年８月までの日刊工業新聞連載「量子科

学技術でつくる私たちの未来」においては、光による量子制御や身近な量子デバイス

という小テーマを設けることで量子科学技術を分かりやすく紹介し、量子科学技術の

理解増進へ貢献した。 

 プレス発表：QST主体の研究成果に関わるプレスリリースを 17件行った。 

 Web サイト：新しい情報にアクセスしやすくするためトップページバナーや掲載情報

の整理を行った。 

 イベント：科学の祭典 2023（全国大会）、千葉県立現代産業科学館などの 12件の科学

イベントに出展した。また、各地区においては年１回の施設公開を行ったほか、近隣

の小中高学校へ出向いた出張授業を 19 件実施するなど科学に対する理解増進を図っ

た。 

 記者懇談会：第１回（テーマ：量子技術）を令和５年６月 22日に、第２回（テーマ：

フュージョンエネルギー）を令和６年２月２日に開催した。記者懇談会には延べ 34社

が参加、その後も２社からより詳細な取材の申込みを受けるなど、最新の研究成果に

係る情報発信に寄与した。 

 SNS：X(旧 Twitter）、Instagramを利用し、QSTの研究成果、イベント等の情報発信を

積極的に行った。 

 きっづ光科学館ふぉとん：令和５年６月よりプラネタリウムの座席制限を解除し、新

型コロナウイルス感染症拡大前と同様の運営とした。 

 

に、引き続き適切なマネジメントに基づく

業務運営を行っていく。 

 

 

Ⅰ.4.(3) 研究環境のデジタル化及

び活用促進 

 

政府機関における情報セキュリ

ティ対策を踏まえつつ、令和４年度

【評価軸】 

⑭研究環境のデジタル

化とその活用促進が十

分にできているか。 

 

Ⅰ.4.(3) 研究環境のデジタル化及び活用促進 

 

 

○ QST 専用のクラウド環境である「量研 Azure ネットワーク」への移行により常に最新のセ

キュリティが保証された万全の情報インフラを QST 内で提供・運用するために、令和５年
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に構築した「量研 Azureネットワー

ク」により業務系システムの一部を

クラウドへ移行し、信頼性・安全性

の高い DX に向けた共通基盤の構築

を促進する。また、モデルベース・

システムズエンジニアリング

（MBSE）の利用に関する調査を行

う。 

 

【評価指標】 

⑮研究環境のデジタル

化・活用の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

⑯クラウド移行や構築

件数 

 

⑰各種システムのユー

ザ数・アクセス頻度 

 

度は業務系システムのうち人事給与システム、図書システムをクラウドに移行した。加え

て、業務実績登録システム、e-ラーニングシステム、職員登録システム、人事発令システ

ムのクラウド移行にも着手するなど、信頼性・安全性の高い DXに向けた共通基盤の構築を

着実に促進した。その他、以下の取組により QST の DX 化を加速させた。（評価軸⑭、評価

指標⑮、モニタリング指標⑯⑰） 

 必要な計算資源を必要なときに必要なだけ提供する取組として AzureNetwork 環境を

全部署に向けて提供を開始 
 ローコード開発の事例を紹介する PowerPlatformセミナーを開催し、Q&A検索アプリ、

会議室予約アプリ、問合せ窓口アプリなど、職員の主体的な DXの推進に寄与 
 設定変更なしに使える利便性の高い次期 WiFi環境整備に向けた検証 
 Teams電話の運用開始（千葉、六ヶ所を除く。） 

○ モデルベース・システムズエンジニアリングについては、利用に関する調査を進めた。（評

価軸⑭、評価指標⑮） 

○ 一部装置のみ可能だった関西研・光量子科学研究施設の複数レーザー装置のセキュアなリ

モート計測実験環境を構築し、運用を開始した。（評価軸⑭、評価指標⑮） 

 

Ⅰ.4.(4) 施設及び設備等の利活用

の促進 

 

 運転維持管理体制を維持し、加

速器や放射線源等の各種の量

子ビームや実験装置等の利用

状況を把握するとともに、機構

内外で開催される展示会等を

通じて外部への周知を行い、利

活用を促進する。 

 

【評価軸】 

⑮施設及び設備等の法

人内外の利活用が促進

できているか。 

 

【評価指標】 

⑯施設及び設備等の利

活用促進のための取組

の状況 

 

 

【モニタリング指標】 

⑱施設及び設備等の利

活用の質的量的状況 

 

Ⅰ.4.(4) 施設及び設備等の利活用の促進 

 

 

○ 理事長が QST 内の全拠点の大型研究開発施設・設備を回り、現場と意見交換を実施した。

その結果を受けて掲げた第２期のマネジメントの方向性を踏まえた施設及び設備等の利活

用促進への取組として、施設運転のための光熱水費が高騰する中、法人内努力、補正予算

等による国の支援も得て、HIMAC、TIARAなどの QSTが保有する大型研究開発施設・設備を

着実に維持し、高品位かつ高安定なビームを提供した。このような取組により、QST 内で

は評価項目 No.1～No.3、No.5 等の研究開発で顕著な成果を多数創出したほか、JAXA や原

子力機構等を始めとする QST 外のユーザーにも提供し、宇宙用電子部品開発や福島第一原

子力発電所の廃止措置等の我が国の重要事業の一角を支えることに大きく貢献した。（評

価軸⑮、評価指標⑯、モニタリング指標⑱） 

○ フュージョンエネルギー・イノベーション戦略に基づき、新たに高周波加熱装置試験施設

を共用施設に決定した。外部ユーザーへの提供に当たって必要な整備を行い、フュージョ

ンエネルギースタートアップ企業１社が利用を開始した。（評価軸⑮、評価指標⑯、モニタ

リング指標⑱） 

○ 令和５年度中に、イノベーションセンターに大型研究開発施設群の利用者向けワンストッ

プサービス機能を担う課を新設し、さらに、大型施設利用の研究開発に精通した人材を課

長に配置することを決定するなど、QST の強みを更に発揮できる体制作りを推進した。ま

た、理事長のリーダーシップの下で「研究評価に関するサンフランシスコ宣言」（DORA）の

趣旨に賛同・署名し、大型研究開発施設等を支えるエンジニアリング人材も含めた育成・

評価に資する考え方を明示するなど、研究開発の成果の最大化等を担う優れた人材の育成、

モチベーション向上にも大きく貢献した。（評価軸⑧⑮、評価指標⑨⑯、モニタリング指標
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⑱） 

○ 上記の特長的な取組のほか、QST が保有する施設・設備の着実な整備・維持を行うととも

に、外部利用者に対する安全かつ効率的な利用のため、各施設管理側で種々の支援を図っ

た。（評価軸⑮、評価指標⑯、モニタリング指標⑱） 

○ また、各施設の利用状況を把握するとともに、学会やセミナー、展示会等を通じた施設の

紹介や、HP等による情報の周知や外部からの問合せへの対応など、利活用の促進に努めた。

主な活動状況は以下のとおり。（評価軸⑮、評価指標⑯、モニタリング指標⑱） 

 高崎研では、令和４年度の実績をまとめ高崎量子応用研究所年報を発行したほか、QST

高崎サイエンスフェスタ 2023（令和 5 年 12月）を開催し、共用施設の紹介や成果利用

の発信を行った。 

 関西研（木津地区）では、令和４年度の実績をまとめ AnnualReport を発行したほか、

けいはんなビジネスメッセ 2023（令和５年 10 月）や大阪大学と合同の光・量子ビーム

科学合同シンポジウム OPTO2023（令和５年６月）を開催し、共用施設の紹介や成果利用

の発信を行った。 

 関西研（播磨地区）では、QSTマテリアル先端リサーチインフラ専用 HPを逐次更新する

ことで、放射光装置及びそれらの利用方法を紹介するとともに、外部利用促進に向けて

講習会やセミナーを開催し、企業等に対して QSTの放射光技術の紹介等を実施した。 

 千葉地区では、HIMACについて令和４年度に実施した課題の成果を令和５年６月のHIMAC

共同利用研究報告会で報告し、その成果報告書の取りまとめを令和６年５月の刊行に向

けて進めた。サイクロトロン及び静電加速器については、令和４年度に実施した課題の

成果を令和５年７月の成果報告会で報告し、サイクロトロン利用報告書を令和５年 10

月に、静電加速器利用報告書を令和６年２月に刊行した。 

○ 部門又は部門内の施設ごとに、透明性確保の観点から外部委員も参加する委員会等におい

て、外部利用課題の審査・選定等を行った。施設全体を俯瞰する観点では QST 内で共用施

設等運用責任者連絡会議を開催（令和５年 12月）し、共用施設等の状況や問題点の把握・

共有に努めた。このような取組の結果、QST 全体で、外部利用者からの施設共用の課題を

182 課題採択し、それによる施設・設備の利用件数は 311 件であった。また、共用施設の

利用収入額は、102,048千円であった。（評価軸⑮、評価指標⑯、モニタリング指標⑱） 

研究所 
名称 

共用施設利用

件数（件） 

共用施設採択

課題数（課題） 

共用施設利用

人数（人） 

高崎研 TIARA 91 53 557 

高崎研 １号加速器 17 10 152 

高崎研 コバルト 60照射施設 155 63 1,537 

関西研 

（木津地区） 
光量子科学研究施設 

4 10 12 

関西研 

（播磨地区） 
放射光科学研究施設 

43 43 545 

量医研 HIMAC 1 3 13 
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量医研 サイクロトロン - - - 

量医研 静電加速器 0 0 0 

量医研 X、γ線照射施設 0 0 0 

那珂研 高周波加熱装置試験施設 0 0 0 

 合計 311 182 2,816 

※共用施設利用人数について、高崎研、関西研は延べ人数 

※故障等により外部利用課題の公募を実施できていない施設・設備等は「-」を記載 

※令和５年度の共用施設の利用収入額 

高崎研：91,191千円 

関西研：8,501千円 

量医研：2,356千円 

 

○ QST の施設共用制度による活用促進のほか、共同研究・共同利用研究による外部利用によ

っても、施設及び設備等の活用促進を図った。共同研究・共同利用研究による外部利用者

の実績は下表のとおりである。（評価軸⑮、評価指標⑯、モニタリング指標⑱） 

研究所 施設名 利用人数（人） 

高崎研 TIARA  84 

高崎研 １号加速器 32 

高崎研 コバルト 60照射施設 138 

関西研（木津地区） 光量子科学研究施設 8 

関西研（播磨地区） 放射光科学研究施設 246 

量医研 HIMAC 557 

量医研 サイクロトロン 0 

量医研 静電加速器 26 

量医研 X、γ線照射施設 34 

那珂研 高周波加熱装置試験施設 8 

合計 1,133 

※高崎研、関西研木津地区、同播磨地区については延べ人数 

※那珂研は受託研究による利用人数 

 

 実験動物施設の適切な維持・管

理と保有する技術を活用した

必要な実験動物の供給を行い、

動物実験の適正な実施を推進

する。 

○ 実験動物施設８棟について、飼育環境の維持と実験に必要な飼育器材の調達を実施した。

これらの施設に関して、実験動物への微生物学的検査の定期的な実施や、異常動物及び生

殖工学技術で作出したマウスの検査の随時実施により、実験動物の微生物学的な品質保証

を行った。また、生殖工学技術を用いて、研究者からの依頼に基づいたマウスの作出・供

給、胚・精子の凍結等の支援を実施したほか、体外受精率が低いマウス系統に着目し、独

自の受精培地を改良することで、作出効率の改善を進めた。（評価軸⑮、評価指標⑯） 

 

実験動物の微生物学的品質保証 
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項目 

実験動物 
定期検査 

導入動物の

検査 

異常動物の

検査 

生殖工学技術による

作出動物の検査 

マウス 228匹 ― ２件２匹 38件 14匹 

ラット  64匹 ― ２件３匹 ― 

 

実験動物の生殖工学技術支援 

項目 依頼件数 数量 

体外受精によるマウスの作出・供給 ４ ２系統 142匹 

ゲノム編集の手法による遺伝子改変マ

ウスの作出と解析 

６ ６系統 45匹 

マウスの胚・精子凍結 27・３ 4,800個・46ストロー 

マウスの凍結胚・精子からの個体作出 18 12系統 454匹 

清浄化マウスの作出・供給 ９ ６系統 73匹 
 

 国内外の施設で実施される臨

床研究・診療における、薬剤や

装置の品質管理と品質保証、監

査やモニタリング実施による

信頼性保証及び法規制や指針

に則った臨床研究の実施に貢

献する。 

 

○ 信頼性保証等に係る監査としては、国内の PET薬剤製造施設に対する監査を８件、重粒子

線治療多施設共同臨床研究組織（J-CROS）のデータの信頼性保証に向けた監査を J-CROS

の 7施設を対象に実施した。また、臨床研究の実施に係る貢献としては、厚生労働省認定

の臨床研究審査委員会として、４月より毎月１回委員会を開催し、臨床研究法に基づいた

特定臨床研究、非特定臨床研究、倫理指針に基づいた臨床研究の審査を QST内の研究に関

し延べ 235件、QST外の研究に関し延べ 31件実施した。治験については延べ 13件の審査

を実施した。さらに、臨床研究の適正実施や審査に関する人材育成を目的として、日本放

射線技術学会からの要請により、包括的な臨床研究審査に係る連携協力協定を締結した。

（評価軸⑮、評価指標⑯） 

 

 【モニタリング指標】 【Ⅰ.3.(1) 官民地域パートナーシップによる３GeV高輝度放射光施設 NanoTerasuの整備等】 

○外部機関の利用件数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

件数 ―件       

 

○３GeV高輝度放射光施設を活用した外部機関との連携の件数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

件数 10件       

 

【Ⅰ.3.(2) 産学官の連携による研究開発成果の社会実装等の推進】 

○企業からの共同研究の受入金額・共同研究件数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

受入金額 

（法人全体） 

266,628千円       

件数 

（うち無償の共同研

究件数） 

82件 

（27件） 
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（法人全体） 

 

○知的財産の創出・確保・活用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

出願件数 

（法人全体） 

143件       

登録件数 

（法人全体） 

45件       

実施許諾契約件数 

（法人全体） 

104件       

実施料収入 163,081千円       

 

○イノベーションハブにおける年間参画企業数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

企業数 16社       

 

○研究成果を事業活動において活用し、又は活用しようとする者への支援に関する取組の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

出資等の実績 

（法人全体） 

０件       

 

【Ⅰ.3.(3) 国際協力の推進】 

○国外の関係機関等との協力取決めの締結の実績（有効な取決め保有数、取決めの新規及び更新数） 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

有効な取決め保有数 53件       

新規取決め数 ４件       

取決め更新数 ４件       

 

○国際研究交流に係る制度等の活用実績（JSPS外国人研究者招へい事業、文部科学省原子力研究交流制度等による受入数） 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

国際研究交流に係る

制度等による受入数 

５人       

 

○国際会議（web開催含む）開催の実績 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

開催回数 ３回       

 

○国際共著論文数 
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 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

件数 227報       

 

【Ⅰ.4.(1) 人材の育成・確保（組織全体の取組等）】 

○人材の育成・確保に資する各種プログラム等の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

萌芽・創成的研究等

の人材育成を狙いに

含む機構内ファンド

への応募数 

（うち採択数） 

74件 

（20件） 

      

職員の人材育成に資

するプログラム等の

開催回数（本部主

催） 

40回       

満足度 下欄参照       

 

○外部機関からの研究員・学生等の受け入れ、研修等の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

RA採用数 

（法人全体） 

46人       

実習生受入数 

（法人全体） 

207人       

連携大学院生受入数

（法人全体） 

20人       

その他受入研究員等

の受入数 

（法人全体） 

597人       

満足度 下欄参照       

 

○中学生・高校生等に対する教育プログラムの実施件数や参加人数、満足度等 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

実施件数 56件       

参加人数 866人       

満足度 下欄参照       

 

【Ⅰ.4.(2) 積極的な情報発信及びアウトリーチ活動】 

○プレスリリース等の件数 
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 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

件数 34件       

 

○施設公開や外部向けイベントなどアウトリーチ活動の件数や参加人数、満足度等 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

件数 57件       

参加人数 4,602人       

満足度 下欄参照       

 

【Ⅰ.4.(3) 研究環境のデジタル化及び活用促進】 

○クラウド移行や構築件数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

クラウド移行や構築

の件数 

８件       

 

○各種システムのユーザー数・アクセス頻度 

業務系システム 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

ユーザー数 2,428件       

アクセス頻度 約 15,000回/

日 

      

Microsoft365 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

ユーザー数 2,428件       

アクセス頻度 約 40,000回/

日 

      

 

【Ⅰ.4.(4) 施設及び設備等の利活用の促進】 

○施設及び設備等の利活用の質的量的状況 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

利用件数 

（法人全体） 

311件       

採択課題数 

（法人全体） 

182件       

利用満足度 下欄参照       

 

◆人材育成に資するプログラム等の満足度（本部主催のセミナーにおける受講者の満足度）：88.5％ 

○スキルアップに係るセミナー等における受講者の満足度：86％ 

・研究成果と社会実装のために知っておきたいスタートアップの基礎と落とし穴：92％ 

・知財セミナー②「出願後に新たな成果が！どうする改良発明 国内優先権って何？」：78％ 
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・知財セミナー③「「分割出願」って？小さくなる？増える？ 研究発表直前！どうする特許出願」：88％ 

 

○安全リスクに係るセミナー等における受講者の満足度：82％ 

・安全保障輸出管理ウェブセミナー：82％ 

 

○コンプライアンスに係るセミナー等における受講者の満足度：100％ 

・ハラスメント防止研修：100％ 

 

○ワークライフバランス/ダイバーシティに係るセミナー等における受講者の満足度：86.7％ 

・LGBTQセミナー「日常で気をつけたい 無意識・無自覚なジェンダーバイアス」：85％ 

・プレインイングリッシュセミナー：100％ 

・ピッチプレゼンテーションセミナー：75％ 

 

○その他のセミナー等における受講者の満足度：92.5％ 

・第２期中長期目標期間における効果的な法人評価に向けた説明会：100％ 

・研究インテグリティ説明会：85％ 

 

◆外部機関からの学生等の受け入れ 

・ RA本人の満足度：86.9％、RAの所属元指導教員の満足度：84.7％ 

 

◆中高生等に対する教育プログラム、施設公開や外部向けイベントなどアウトリーチ活動の件数や参加人数、満足度等：79.7% 

・高校生対象出前授業：100% 

・高崎サイエンスフェスタにおける高校生のポスター発表の分かり易さ：66.6% 

 

◆施設及び設備等の利活用の質的量的状況 

○技術相談や実験支援に関する満足度 

 高崎地区 94％ 

 関西地区 100％ 

 千葉地区 93％ 

  

○実験施設・設備や実験室環境に関する満足度 

 高崎地区 89％ 

 関西地区 100％ 

 千葉地区 88％ 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応

状況】 

 

・NanoTerasu の運用に当たっては、官民地域パートナーシッ

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 令和６年度からの運用開始に当たって一元的な対応を行うため、NanoTerasu運営会議、NanoTerasu総括事務局などの NanoTerasuのガバナ
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プにより複数の主体が参画することから、安全管理や情報セ

キュリティ等について一元的な対応ができるよう適切な体制

を構築すること。 

 

ンス・マネジメント体制を整備した。総括事務局には、総務企画、安全・施設管理、ネットワーク・データマネジメント及び広報を担当す

るグループを設置し、施設管理運営３機関（QST、PhoSIC、登録機関）間の調整や施設としての一元的な対応を求められる共通事務を執行

する。 

・令和５年通常国会における「特定先端大型研究施設の共用の

促進に関する法律の一部を改正する法律」の審議の結果及び

NanoTerasu（次世代放射光施設）の利活用の在り方に関する有

識者会議の報告書等を踏まえ、国内外の放射光施設等との施

設連携、学生・スタートアップ等の利用メニューの設定、

NanoTerasu を取り巻くエコシステムにおける新たなサービス

展開、児童生徒等への普及啓発等の取組を推進すること。 

 

○ 国内外の放射光施設等との施設連携、学生・スタートアップ等の利用メニューの設定、NanoTerasuを取り巻くエコシステムにおける新たな

サービス展開、児童生徒等への普及啓発等の NanoTerasu 利活用促進に向けた取組を推進するための司令塔として、NanoTerasu 総括事務局

の体制を整備した。令和６年度からは、新たに設置される登録施設利用促進機関及び NanoTerasuの立地する東北大学とも連携しながら、具

体的な検討を進める。 

 

 

・技術の社会実装に至らないベンチャーも少なくないため、社

会実装までを見据えたフォローアップ体制の整備を期待す

る。 

○ QST 認定ベンチャーはディープテック系のベンチャーが多く、技術の社会実装まで長い年月を必要とする場合が多いため、現在の認定期間

５年を１０年程度まで延長可能とすることにより、QST特許の独占的実施許諾、QST認定ベンチャーへの役員兼業、個別の賃貸借契約による

QST設備等の利用の優遇措置など、QST認定ベンチャーが QST技術の社会実装を進めるのに役立つ支援を長期間継続できるような制度の改定

を進めた。 

 

・ＳＩＰ管理法人としての秀でたマネジメントが、その他の課

題に対してグッドプラクティスとして展開されることを期待

する。 

○ PD週次定例会を毎週開催し、PD、サブ PD、及び関係府省間で情報共有を密に図ることに加え、忌憚のない意見交換を実施することにより、

外部機関関係者間での問題意識の共有・連携協力の意識を醸成し、事業を着実に運営した。 

・QSTリサーチアシスタント制度のさらなる拡張を期待すると

ともに、学生の所属する大学等の研究室との連携の強化を図

ってほしい。 

○ RAについては、大学院生としての学業時間を適正に確保できるように１週間当たりの勤務時間を減じるなどの制度の見直しを実施した。ま

た、学生の所属する大学等の研究室との連携の強化については、RA本人及び所属する研究室の指導教員を対象として実施しているアンケー

トを通じて連携強化を図った。これらの取組について今後も制度の見直しやアンケート内容の拡充等、改善に継続的に取り組む。 

 

・QSTの研究の基盤となる活動であり、着実な実施が求められ

るため、電力の効率的な利用の継続的な検討や実験動物の提

供環境の維持などを適切に行ってほしい。 

○ 令和５年度から始まる第２期中長期目標期間においては、世界最先端かつ高性能な大型研究開発施設群とその基盤技術の活用による成果の

創出や国内外への施設共用により幅広い分野で世界をけん引することを目指し、QST のみならず日本の研究の基盤を支えるべく、施設及び

設備の一層の利活用を進める方向性を定めた。また令和４年度から引き続き光熱水費が高騰し、マシンタイムを制約せざるを得ない中で、

QST が獲得した外部資金や企業等が有償利用する課題を追加募集したことで得た資金の活用、法人内の機動的な予算配分等の努力により、

施設・設備を維持し、高品位かつ高安定なビームを国内外のユーザーに提供した。令和６年度以降も電力の効率的な利用方策をも継続して

検討していく。 

○ 適正な動物実験を実施するための実験動物への提供環境の維持について、施設・設備の維持管理を適切に実施するだけではなく、老朽化し

た施設・設備の更新についても、関係部署と連携し適切に検討、対応していく。 

 

・多数ある研究施設の有効な利活用の方法を継続的に検討し

てほしい。 

○ 限りあるマシンタイムをより有効に提供するため、外部の有識者を交えた課題審査において、評価に応じてマシンタイムの傾斜配分を行い、

より効率的な利活用成果の創出を図るとともに、光熱費の高騰でマシンタイムを制約せざる得ない中で、QST が外部資金を獲得して実施す

る課題や企業等が有償利用する課題を追加募集し活用することにより、施設の有効活用を図った。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結

果における指摘事項等への対応状況】 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 
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・NanoTerasu の運用に当たっては、官民地域パートナーシッ

プにより複数の主体が参画することから、安全管理や情報セ

キュリティ等について一元的な対応ができるよう適切な体制

を構築すること。 

 

○ 令和６年度からの運用開始に当たって一元的な対応を行うため、NanoTerasu運営会議、NanoTerasu総括事務局などの NanoTerasuのガバナ

ンス・マネジメント体制を整備した。総括事務局には、総務企画、安全・施設管理、ネットワーク・データマネジメント及び広報を担当す

るグループを設置し、施設管理運営３機関（QST、PhoSIC、登録機関）間の調整や施設としての一元的な対応を求められる共通事務を執行

する。【再掲】 

 

・令和５年通常国会における「特定先端大型研究施設の共用の

促進に関する法律の一部を改正する法律」の審議の結果及び

NanoTerasu（次世代放射光施設）の利活用の在り方に関する有

識者会議の報告書等を踏まえ、国内外の放射光施設等との施

設連携、学生・スタートアップ等の利用メニューの設定、

NanoTerasu を取り巻くエコシステムにおける新たなサービス

展開、児童生徒等への普及啓発等の取組を推進すること。 

 

○ 国内外の放射光施設等との施設連携、学生・スタートアップ等の利用メニューの設定、NanoTerasuを取り巻くエコシステムにおける新た

なサービス展開、児童生徒等への普及啓発等の NanoTerasu利活用促進に向けた取組を推進するための司令塔として、NanoTerasu総括事務

局の体制を整備した。令和６年度からは、新たに設置される登録施設利用促進機関及び NanoTerasuの立地する東北大学とも連携しなが

ら、具体的な検討を進める。【再掲】 

・外部シーズ取り込みと研究開発に関して、QSTとしての方針

及び評価を含めた仕組みについて具体的な提示が望まれる。 

○ 外部シーズを取り込み研究開発を促進する方針として、イノベーションハブ・アライアンス事業において会員企業・アカデミアのシーズと

QSTのコア技術を組み合わせて業界の課題解決を図っている。令和５年度には、トータルステージ脳疾患創薬アライアンスにおいて、当該

アライアンスの脳疾患診断薬・治療薬開発を更に強力に推進するため、サンプルの管理体制などの観点で企業の利便性に優れており、世界

的に見ても稀有なブレインバンクを有する新潟大学脳研究所をアライアンスのサブ拠点とする体制を構築、アライアンス会員企業と協力し

た前臨床から臨床研究までの創薬研究をカバーすることを可能とし、今後の創薬・製品化に向けて大きく貢献した。アライアンス事業にお

いては、各年度の事業についてアライアンス評価・審査委員会で実施体制や事業成果について評価を行う体制を構築している。 

 

・SIP管理法人として重要である、適切な人事配置が長期的に

行われることを期待する。 

○ 着実に事業を運営できるよう、研究推進法人の業務を踏まえて、適切な人事配置・体制構築を行っていく。 

・QST認定ベンチャーに関する取組が安定的に継続されること

を期待する。 

○ 提携する外部組織を通じた経営人材の確保、QST認定ベンチャーへ出資を検討している出資会社との交渉を行うという支援を実施すること

により、令和５年度も新たに２社のベンチャーを QST認定ベンチャーとして認定した。また、令和６年度も新たに１社の QST認定ベンチャ

ー設立が検討されており、起業を検討している QST職員と打合せを継続している。QST認定ベンチャー支援制度に関しても、認定期間の延

長など、より良い支援を目指して改定の検討に着手した。 

 

・リサーチアシスタントの受け入れ側となる QST スタッフか

らの評価も重要であるため、受け入れ側の負担が大きくなり

すぎない制度として確立していただきたい。 

 

○ RAに対する研究現場のニーズ調査や意見交換を実施した。さらに、大学院生としての学業時間を適正に確保できるよう、１週間当たりの勤

務時間を減じるなどの制度の見直しを実施した。 

 

・新しく設立された組織である QST が、放射線医学総合研究

所など統合前の組織以上に知名度を持つよう、活動紹介に努

力されることを期待する。 

○ 令和５年度においては広報体制の見直しを行い、「科学技術で社会に貢献する QSTの具体的な姿を可視化して発信することで、理解増進を

図り、国内外での広範な認知と支援を獲得及び連携協力を促進し、研究開発成果の最大化に寄与する。」というミッションを掲げた国際・

広報部を令和６年度から新設するための体制を整備した。QSTが知名度を持つよう、令和６年度以降は特に海外でのビジビリティ向上も念

頭に、法人の活動紹介に取り組む。 
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・QSTの研究の基盤となる活動であり、着実な実施が求められ

る。また、電力の効率的な利用方策の継続的な検討が必要であ

る。 

○ 令和５年度において光熱水費が高騰し、マシンタイムを制約せざるを得ない中で、QSTが獲得した外部資金や企業等が有償利用する課題を

追加募集したことで得た資金の活用、法人内の機動的な予算配分等の努力により、施設・設備を維持し、高品位かつ高安定なビームを提供

した。令和６年度も継続して、電力の効率的な利用方策を検討し、QSTのみならず日本の研究の基盤を支えていく。【再掲】 

・これまで接点の薄かった研究分野に対して、QSTの有する施

設・設備の利活用促進が行われることを期待する。 

○ 令和５年度においては、千葉県産学官連携推進会議や包括協定を締結している千葉銀行取引先の中小企業など、新たな連携先に QSTの施

設・設備の紹介、情報発信を行い、接点の薄かった層に向けた利用の促進に努めた。 

○ 潜在的ユーザーの利用促進を図るべく、施設利用者向けのワンストップサービス相談窓口体制の検討を令和５年度中に完了し、令和６年度

から利用相談、外部に向けた施設利用の情報発信を開始した。 

 

 

４．その他参考情報 

（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別自己評価書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

Ｎo.７ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16条 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

特になし 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

 

中長期目標、中長期計画（別添） 

令和５年度計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
業務実績等 自己評価 評定 A 

Ⅱ. 業務運営の効率化に関する目

標を達成するためとるべき措置 

 

1. 効果的、効率的なマネジメント

体制の確立 

 

(1) 効果的、効率的な組織運営 

 

・理事長のリーダーシップの下、機

動的な資源配分により研究業務の

効率を高める。 

 

【評価軸】 

①業務運営の効率化を

図るための取組を実施

したか。 

 

 

【評価指標】 

①業務運営の効率化を

図った取組の状況 

 

Ⅱ. 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 

1. 効果的、効率的なマネジメント体制の確立 

 

 

(1) 効果的、効率的な組織運営 

 

○ 理事長が就任間もなく（令和５年４月 17日～27日）、本部及び全研究拠点を巡視し、研究

開発内容や施設の特徴を詳しく把握することで効果的、効率的な組織運営に向けた準備を

行った。これを踏まえて第２四半期には、国立研究開発法人に求められる「研究開発成果

の最大化」の役割を十分に発揮するため、理事長のリーダーシップの下で、以下のポイン

トを押さえた第２期の方向性を定めるとともに、当該方向性を、QST ホームページやイン

トラネットを用いて、QST内外に広く周知した。 

 QST の大型研究開発施設群とその基盤技術を活用して、国内外の研究者の協創や施設

共用により、量子科学技術のみならず幅広い分野で世界を牽引すること。  

 国の指定を受けた量子拠点等の研究開発拠点では、国の量子科学技術基盤の中核とし

て人材、知財、施設を強化すること。  

 量子技術イノベーション、量子医学・医療、量子エネルギー、量子ビーム科学の４研

究分野を設定して、研究融合による先進的かつ独創的な研究開発を展開すること。 

さらに、第３四半期には理事長の統率の下で研究所間の連携、協力による新たな融合研究

の推進を図るべく、部門制を廃止し、研究所を主体とした研究体制を推進する組織体制を

策定した。その際、喫緊の課題となっている ITセキュリティ、研究インテグリティに係る

体制等の強化も決定した。その上で第４四半期には組織一丸となって新組織各部署の業務

設定、規程等改定、人員配置計画を完了させるとともに、業務運営への助言機能の強化と

して、QSTアドバイザリーカウンシルを設置・開催した。 

以上の取組を理事長のリーダーシップの下で系統的に実施、第２期中長期目標期間の初年

度で完遂させたことで、第２期中長期目標期間の効果的、効率的なマネジメント体制の実

現に向けた取組を大きく加速させた。（評価軸①、評価指標①） 

○ 理事長によるマネジメント機能を強化し、予算等の資源を機動的に配分するために、理事

長を始めとする経営層が本部各部、部門等の状況を直接ヒアリングする「理事長ヒアリン

グ」を臨時（令和５年６月５日）、上期（令和５年９月 14日、15日）及び下期（令和６年

２月 19日～21日）の３度実施した。目的は以下のとおり。 

 臨時：新理事長が部門等の実情を把握し、その裁量により予算配分すべき項目を検討

【評定の根拠】 

 以下のとおり年度計画を上回る顕著な成果を

創出したことから A評定と評価する。 

 

 「（II.1.）効率的、効果的なマネジメント体

制 の確立」のため、効果的、効率的な組織

運営、内部統制の強化、研究開発部門等間の

連携、研究開発評価等による研究開発成果

の最大化の取組を実施した。また、「（II.2.)

業務の合理化・効率化」として、経費の合理

化・効率化と契約の適正化を図るとともに、

「(II.3.)人件費管理の適正化」に取り組ん

だ。これらにより、年度計画を達成した。 

 上記の中でも特に、「効率的、効果的なマネ

ジメント体制の確立」においては、以下に述

べる優れた成果を上げた。（総じていずれも

評価軸①、評価指標①） 

 第１四半期：理事長が全研究拠点を巡視

し、研究開発内容や施設の特徴を詳しく

把握。 

 第２四半期：第２期中長期計画を踏まえ

つつ、理事長のリーダーシップの下で第

２期の運営方針を策定。これを、QST ホ

ームページやイントラネットを用いて、

QST内外に広く周知。そのポイントは、 

 QST の大型研究開発施設群とその基

盤技術を活用して、国内外の研究者

の協創や施設共用により、量子科学

技術のみならず幅広い分野で世界を

牽引。  

 国の指定を受けた量子拠点等の研究

開発拠点では、国の量子科学技術基

盤の中核として人材、知財、施設を

強化。  
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できるようにするために年度早期に実施 

 上期：研究開発成果の最大化の核となる、大型研究開発施設の稼働を確保するために

必要な予算等の審議を十分に行うため、電気代高騰による影響を踏まえて例年よりも

前倒して実施 

 下期：令和６年度以降の柔軟な融合促進を念頭に、研究所を単位としてヒアリングし、

令和６年度の業務計画、予算計画等を検討 

また、上記ヒアリングの場に限らず、予算配分部署である経営企画部が経営層と密にコミ

ュニケーションを図ることで、補正予算や自己収入といった期中に新たに加わる財源の情

報や業務の実施状況を随時共有し、追加の予算配分の検討等も行った。さらに、このよう

な機動的な予算配分の土台として、手続の効率化を図った令和５年度改正の規程が機能し

た結果、理事長の意向を充分に反映しながら適時かつ機動的な予算配分を実現し、研究業

務の効率を高めるだけではなく、令和６年度の業務計画を円滑に実施するための下準備も

完了した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 人材に係る資源配分としては、事業の展開方向を踏まえ、経営層の意向を反映させる形で

幹部人事を中心として既存人材を適切に配分するとともに、新たな人材を採用・配分する

など、資源の有効活用を図りつつ、研究業務の効率が高まるように努めた。（評価軸①、評

価指標①） 

 

 量子技術イノベーション、量子医学・

医療、量子エネルギー、量子ビーム

科学の４研究分野を設定して、研究

融合による先進的かつ独創的な研究

開発を展開。 

 第３四半期：運営方針を実行に移すた

め、部門制廃止等の最適な組織体制を策

定。その際、喫緊の課題となっている IT

セキュリティ、研究インテグリティに係

る体制等も強化。 

 第４四半期：新組織各部署の業務設定、

規程等改定、人員配置計画を完了。さら

に、業務運営への助言機能の強化とし

て、QST アドバイザリーカウンシルを設

置。 

 これらを理事長のリーダーシップの下で系

統的に実施することにより、第２期中長期

期間の初年度に完遂し、効果的、効率的なマ

ネジメント体制の実現に向けた取組を大き

く加速させた。 

 

 

【課題と対応】 

 組織再編に伴う業務フローの見直しが課題

である。最大限の効果を発揮させるべく実

態を確認する必要がある。 

 業務運営の効率化を図るため、組織体制に

ついて引き続き効果測定を行い、理事長ヒ

アリングや機構リスク管理会議、内部統制

会議等を通じて課題の洗出し等を実施し、

適宜適切な対応を行う。 

 経済安全保障にかかわる社会情勢の変化が

懸念されるため、最新の情報を得ながら適

切な対応を行う。 

 

 

・役員と部門等幹部とが経営課題

等について定期的に議論する会議

体により、良好事例の共有等、情報

通信技術（ICT）を活用しながら部門

等への適切なマネジメントに取り

組む。 

 

○ 理事会議を定期的に開催し、原則１研究所ずつ、毎回持回りで研究所長等から研究活動や

中長期計画の進捗状況の報告を受け、QST全体で情報共有を図った。また、Web会議による

現地とのハイブリッド方式での開催を継続し、業務の効率化を図った。（評価軸①、評価指

標①） 

 

・機構が有する技術シーズの集積、

更新を図り、外部への周知展開に取

り組む。 

 

○ QST の有するシーズのうち、社会から関心が持たれそうな技術を検討・選定し、千葉県内

の関連団体との定期会合や共同で技術紹介する場等を利用して、QST の新技術として紹介

するなど、広く社会に認知されるための機会を設けた。また、合同で開催することで規模

をより大きくし、そのスケールメリットを生かして社会に発信するとともに、QST の研究

成果に関心ある企業等とのより多くの接点を持つことができ、効率的な業務活動に資した。

（評価軸①、評価指標①） 

 

・外部有識者の知見を最大限に活

用した評価を実施するとともに、理

事長による PDCA サイクルを通じた

業務運営・体制の改善・充実を図る。 

 

○ 理事長のリーダーシップの下で外部評価体制の見直しを実施した。その結果、理事長のマ

ネジメント機能強化のための経営戦略や運営方針等について、国内外の研究動向を踏まえ

た研究活動及び研究運営の助言を得ることを目的とし、外部有識者 14 名で構成される会

議体である「QSTアドバイザリーカウンシル」（以下「カウンシル」という。）を立ち上げた

（従来外部評価として活用していたアドバイザリーボードは令和５年 12 月に廃止）。カウ

ンシルは他の国研等の取組も参考に、２か月間という短期間で基本骨格の立案から体制の

決定を行い、理事長による PDCAサイクルを通じた業務運営・体制の改善・充実を図った。
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さらに、カウンシル委員の選定においては、QST の研究開発分野への理解が深いことだけ

にとらわれず、量子技術全般の知見や政策・国研運営への理解、科学技術の社会実装や人

材育成・確保の取組への経験値など、幅広い観点を有する方を委員候補とする方針を早期

に策定し、それに基づく詳細な議論を重ねたことで理事長のマネジメントの強化等の目的

に適した委員構成を実現した。令和６年３月 15日には第１回カウンシルを開催し、委員か

らは QST の研究活動等に参考となる情報として、各委員の所属機関が抱えている課題や国

の制度等により生じている研究開発における課題等についての問題意識が共有された。QST

からは理事長を中心にそれらの課題等に対する QST の考えや方向性を示すなど、次回以降

のカウンシルに向けて双方の課題認識等を深める議論を行った。（評価軸①、評価指標①） 

 

・原子力安全規制及び防災等への

技術的支援に係る業務については、

業務の実効性、中立性及び透明性を

確保する。 

 

○ 原子力安全規制及び防災等への技術的支援として、量子生命・医学部門が実施する規制関

連研究等の実効性、中立性及び透明性を確保するために設置されている量子生命・医学部

門規制支援審議会を開催し、令和４年度の研究活動について、実効性、中立性及び透明性

を確保した上で業務を遂行していることを確認した。（令和６年３月４日 Web会議） 

(2) 内部統制の強化 

 

・理事長が定めた「基本理念と行動

規範」を軸に統制環境の充実に努

め、規程及びマニュアル類の必要に

応じた見直し、情報の的確な伝達と

共有を図る。 

 

(2) 内部統制の強化 

 

○ 内部統制会議を令和５年９月８日に開催し、令和４年度の内部統制に関する各取組につい

て理事長に報告を行った。 

○ 内部統制会議とリスク管理会議を合同で開催し、QST 全体の内部統制状況及びリスクマネ

ジメントに対する取組について正確な情報共有の場を設けることでリスク等を内部統制に

反映させた。これにより、組織の内部統制環境を充実させるとともに、基本理念と行動規

範に基づいた適切な統制措置を推進した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 喫緊の課題である研究インテグリティについて、規程制定、窓口の一本化により体制の強

化を図るとともに、外部有識者による説明会を開催した。（評価軸①、評価指標①） 

 

・意思決定の迅速化や業務の効率

化を図るため、権限・責任体制を明

確にする体制を維持するとともに、

定期的に理事会議、運営連絡会議等

を開催し、重要事項を審議・報告し

適切なガバナンスを確保する。ま

た、ICTを活用して決定事項の周知

徹底を図る。 

○ 理事会議を定期的に開催し、原則１研究所ずつ、毎回持ち回りで研究所長等から研究活動

や中長期計画の進捗状況の報告を受け、QST全体で情報共有を図った。また、Web会議によ

る現地とのハイブリッド方式での開催を継続し、業務の効率化を図った。（評価軸①、評価

指標①）【再掲】 

○ 運営連絡会議を定期的に開催し、業務運営に関する意見交換を行い、ガバナンスを確保し

た。（評価軸①、評価指標①） 

○ イントラネットを通じて規程類、業務活動に必要となる情報の周知徹底を図った。（評価軸

①、評価指標①） 
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・監事を補佐する体制について必

要に応じて強化・見直しを行うとと

もに、監事監査や内部監査等のモニ

タリングを通じて内部統制の機能

状況を点検し、その結果を踏まえて

必要な措置を講じる。 

 

○ QST 内の監査部署による内部監査により、内部統制ポリシーを踏まえた内部統制の機能状

況が適切に運用されているか監査した結果、適切な機能維持が図られていたことを確認し

た。なお、内部監査の結果、改善等が必要と判断された事項は、監査部署が改善検討や注

意喚起等を関係部署に要請した。 

○ 監事の職務を補佐する監事室を、理事の指揮命令から独立して行うことができるよう位置

付けた。監事は定期監査を通じて業務実績状況を確認し、意見するとともに改善策の提言

を行った。また、重大な事情の発生があった場合の監事への報告ルールの明確化及び監事

への回付文書の対象拡大を図った。これにより監事の独立性を確保するとともに、改善に

関する取組を着実に進めた。（評価軸①、評価指標①） 

 

・職員を対象としたコンプライア

ンス教育、利益相反マネジメント、

研究倫理教育の実施・支援により、

透明性や健全性の確保を図る。 

 

○ コンプライアンス教育について、全役職員を対象とした e-ラーニング研修及びコンプライ

アンス講演会「利益相反について」を実施した。 

○ 利益相反マネジメントについて、全役職員から第１次自己申告の提出を受け、そのうち第

２次自己申告が必要な者からの申告内容に関し、利益相反マネジメント委員会において利

益相反の評価を行い、弊害の懸念解消のための対策等を講じた。 

○ 研究倫理教育について、各研究倫理教育責任者（拠点長等）による研究者及び研究支援者

に対する教育受講を義務付けた。また、監査・コンプライアンス室は、各研究倫理教育責

任者に対し、研究ノートの適切な書き方等に関する eAPRIN や日本学術振興会の教育素材

を提供した。 

 

・RI規制法、労働安全衛生法等の各

種法令及び関係規程等に従い安全

管理を確実に実施するとともに、ヒ

ヤリハット運動など安全に係る活

動に取り組む。 

 

○ RI規制法の改正「放射線測定器の点検・校正の義務化（令和５年 10月施行）」への対応を

行った。 

○ RI 規制法に基づく定期検査・定期確認(千葉地区（令和５年５月）、高崎研（令和５年 10

月）)を受検し、合格及び適合していると判断された。 

○ PCB 特措法に基づき低濃度 PCB 含有物を処分期限である令和８年度末までに処分するた

め、調査を進めた（高崎研・那珂研）。 

○ 令和４年度における省エネへの取組の結果として、令和５年度はエネルギー消費原単位で

3.1％の削減、電気需要平準化評価原単位で 3.0％の削減となり、環境目標（1.0％以上の

削減）を達成した。 

○ 環境配慮促進法に基づく「QST環境報告書 2023」について、令和５年９月 26日に QSTホー

ムページで公表した。 

○ 安全担当理事による安全巡視を実施し、現場の安全確認、意見交換を通じて、安全意識の

向上を図った。 

○ 拠点総合防災訓練に併せて「機構対策本部」の対応訓練を実施した。第１回千葉地区机上

訓練（６月 12 日）、那珂研訓練（７月７日）、次世代センター訓練（８月１日）、第２回千

葉地区訓練（10月 11日）、六ヶ所研訓練(12月６日)、高崎研訓練(２月１日)及び関西研播

磨訓練（３月１日）では本部訓練に安全担当理事が Web参加、関西研木津地区訓練(２月２

日)では研究担当理事が実参加した。 

○ ヒヤリハット活動（危険予知を含む。）については、各拠点での発生事例を安全管理担当課
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長会議（月１回開催）で報告・意見交換を実施し、一覧にしてイントラネットに掲載し広

く QST 内へ情報共有するとともに、各拠点の安全衛生委員会等で周知し、事故防止を図っ

た。また、高所作業に対する事故を未然に防ぐ観点で、ヒヤリハット講演会（高所作業で

の留意点）を令和６年２月 14日に開催した。 

 

・理事長を議長とした「リスク管理

会議」のほか、研究所長を議長とす

る各研究所内のリスク管理会議に

より、機構全体が連動してリスクを

管理する体制をもって運用する。ま

た、機構としての社会的責任、法令

遵守及び情報セキュリティなどに

関するリスク管理について研修等

も活用して職員の意識の向上を図

る。「リスクレベルに応じた PDCA運

用方針」に従い、リスク対応状況を

確認するとともに、特に取り組むべ

き重点対応リスクの対応計画を作

成し改善等を図る。 

 

○ リスク管理会議を令和５年９月８日に開催し、本部各部及び拠点ごとに、令和４年度のリ

スクマネジメントの対応評価と令和５年度の計画評価を実施した。 

○ 内部統制会議とリスク管理会議を合同で開催し、QST 全体の内部統制状況及びリスクマネ

ジメントに対する取組について正確な情報共有の場を設けることでリスク等を内部統制に

反映させた。これにより、内部統制環境を充実させた。（評価軸①、評価指標①）【再掲】 

○ 情報セキュリティや安全保障輸出管理といったテーマのほか、ハラスメント防止や研究不

正防止といったコンプライアンスに係るテーマなど、本部各部がそれぞれの部署の所掌の

観点で様々なリスクに対するセミナーや説明会を開催し、職員の意識の向上を図った。 

○ リスク管理会議においては、総合リスクマネジメント規程、リスクマネジメントの基本方

針、リスクレベルに応じた PDCAサイクルの運用方針といった規程類を踏まえて、各部署が

自らの部署に関わるリスク項目をレベル分けして作成した「リスク分析表」を基に審議・

評価等を行った。このうち、リスクのレベルが「重（その頻度・影響度から重点的に取り

組むべきとされたもの）」のリスクには個別に対応計画等を作成の上、令和４年度の取組と

令和５年度の計画とを評価し、適切に改善等を図ることができるよう審議等を深めた。 

 

・研究不正及び研究費不正に適切

に対応するための体制について適

宜見直しを行う。 

 

○ 研究倫理教育の支援組織としての機能をイノベーションセンターから、研究不正防止統括

部書である監査・コンプライアンス室に移管し、研究倫理教育の頻度を５年ごとから毎年

度に変更、研究不正防止活動を強化した。 

・部門等は、リスクマネジメント教

育の実施等により、組織的なリスク

マネジメント機能の向上を図る。 

 

○ 本部の各部長及び各拠点の所長等を構成員とするリスクマネジメント・内部統制分科会を

本部、各拠点単位で計６回開催し、リスク課題及び内部統制への取組に対する評価を行い、

そのフォローアップを実施した。 

○ 分科会での議論内容等については、内部統制会議・リスク管理会議へ具申し、組織全体の

内部統制やリスク管理の向上に向けた取組が推進された。 

・緊急時・大規模災害に備え災害対

応資材及び食料等の計画的整備・備

蓄に努めるとともに、緊急時連絡及

び災害対応等について訓練等を実

施し、緊急時・大規模災害に備えた

体制の強化を図る。 

 

○ 業務継続計画における安否確認について、有事の際に迅速に実行できる体制とすべく、令

和５年度に QST 内の統一ツールを確立し運用を開始した。当該ツールについては訓練を通

じて有効性を確認するとともに、要望に応じたカスタマイズを実施した。（評価軸①、評価

指標①） 

○ 各研究所にて災害対応資材及び非常食等の計画的整備・備蓄を実施した。また、地震対応

訓練等を実施するなど、緊急時・大規模災害に備えた体制の強化を図った。 
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・研究不正及び研究費不正につい

ては、「研究活動の不正行為の防止

及び対応に関する規程」、「公的研究

費の不正使用の防止及び対応に関

する規程」及び関係規程等に従い、

必要な措置を講じる。 

 

○ 「研究活動の不正行為の防止及び対応に関する規程」を見直し、研究不正調査体制の改善

を図るとともに、「内部通報に関する規程」を改正して、迅速な解決を図れる体制に改めた。

また、イントラネットに、研究不正防止及び公的研究費不正防止活動に係る QST 内の管理

体制図、不正調査の際のフロー図等を掲載し、不正対策の理解増進に努めた。 

○ 内部監査「公的研究費の管理体制状況」及び「公的研究費の財務状況」を実施し、公的研

究費の執行に関し、不正につながりかねない事例について注意喚起をした。 

○ 研究費不正防止については、「公的研究費の不正使用の防止及び対応に関する規程」及び関

係規程等に従い、QST内の関係部署・関係者に対する啓発活動の促進、啓発教材の作成・公

開及び関係部署における研究費不正防止計画の遵守状況のモニタリングなど、必要な措置

や対応を実施した。 

 

・理事長が定めた「業務方法書」に

記載した内部統制システムの整備

に関する事項について、必要に応じ

て見直しを行い、適切に遂行する。 

 

○ 本部の各部長及び各拠点の所長等を構成員とするリスクマネジメント・内部統制分科会を

本部、各拠点単位で計６回開催し、リスク課題及び内部統制への取組に対する評価を行い、

そのフォローアップを実施した。【再掲】 

○ 上記分科会に令和４年度はオブザーバーとして参画した外部有識者を、今年度から委員と

して本格的に参画させた。 

○ 分科会での議論内容等については、内部統制会議・リスク管理会議へ具申した。【再掲】 

○ 内部統制会議を令和５年９月８日に開催し、令和４年度の内部統制に関する各取組につい

て理事長に報告を行った。【再掲】 

○ 喫緊の課題である研究インテグリティについて、規程制定、窓口の一本化により体制の強

化を図るとともに、外部有識者による説明会を開催した。【再掲】 

 

(3) 研究開発部門等間の連携 

 

・部門等間を結ぶ情報網を維持す

るとともに各種 ICT システムを活

用し、融合的な研究の活性化や重要

情報の速やかな周知及び伝達を図

る。 

 

(3) 研究開発部門等間の連携 

 

○ 継続して情報機器のメンテナンスに努め、障害等が発生した際に迅速に対応し、拠点間を

結ぶ情報網を維持した。（評価軸①、評価指標①） 

○ イントラネットを通じて規程類、業務活動に必要となる情報の周知徹底を図った。（評価軸

①、評価指標①） 

○ 理事長の交代に伴って実施した就任挨拶式の挨拶文をイントラネット上に掲載して QST 内

での速やかな周知を実施、組織全体が新理事長のビジョンや方針を共有し、統一した方向

性のもとで事業を推進できるよう図った。（評価軸①、評価指標①） 

 

・組織内の研究インフラを有効に

活用するため、共有可能な研究施

設・設備の情報を共有し、共用化と

最適化を図る。 

 

○ 各施設の委員会等において、利用課題の審査及び選定等を行った。また、共用施設等運用

責任者連絡会議を開催し、各施設の運用状況及び電気代高騰など課題への対応状況につい

て情報共有を行った。 
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・限られた人的資源でも組織融合

的な課題に対応できるよう、統合の

効果を発揮するための組織体制の

在り方について必要に応じて検討

を行う。 

 

○ 理事長ヒアリングや監事監査等、機を捉えて組織体制の在り方について確認する機会を設

けた。（評価軸①、評価指標①） 

○ 理事長のリーダーシップの下で大規模な組織改正を行うに当たり、規程類の全面的な見直

し作業を実施した。計 153 件の規程改正・制定を行うために本部・部門の各部署と調整を

重ね、適宜他法人の状況も調べ参考にしつつ、取りまとめを実施した。（評価軸①、評価指

標①） 

 

(4) 研究開発評価等による研究開

発成果の最大化 

 

外部有識者からなる評価委員会

及び評価軸に対応して設定した評

価要素により、PDCAサイクルが円滑

に機能するよう評価を実施すると

ともに、評価結果を資源配分等に適

切に反映する。 

 

(4) 研究開発評価等による研究開発成果の最大化 

 

 

○ 令和４年度業務実績評価及び第１期中長期目標期間の業務実績評価に当たっては、外部有

識者 11 名で構成するアドバイザリーボードの助言等を踏まえ、理事長及び理事で構成さ

れた自己評価委員会を開催し、適切な機関（自己）評価を実施した。（評価軸①、評価指標

①） 

○ 新たに設置したカウンシルに評価に関する事項について助言する機能を持たせるととも

に、研究開発評価を実施する時期にはカウンシルに外国人有識者も含めることで国際的な

観点からの評価を実施することとした。これにより、QST に対する継続的かつ国際的な観

点を含めた評価を可能とし、PDCAサイクルがより円滑に機能するための体制を構築した。

（評価軸①、評価指標①） 

○ 研究開発評価については上記のカウンシルの立ち上げと併せて、より効率的かつ効果的な

評価とするために、開催頻度や国際評価に向けた体制の見直しを実施した。なお、令和５

年度においては QST の研究開発分野ごとに外部の専門家や有識者による研究開発評価委員

会を開催し、その結果は適切な機関（自己）評価のためにフィードバックした。（評価軸①、

評価指標①） 

○ QST 内で実施する理事長ヒアリングにおいては、経営層が評価要素と関連して各部署の業

務状況を把握できるよう、様式やヒアリング時間の設定を最適化した。効率的、効果的な

ヒアリングにより、経営層と各部署との実効的な意見交換及びこれを踏まえた適切な予算

配分につながった。（評価軸①、評価指標①） 

 

2. 業務の合理化・効率化 

 

(1) 経費の合理化・効率化 

 

・一般管理費（法人運営を行う上で

各種法令等の定めにより発生する

義務的経費等の特殊要因経費を除

く。）について、研究成果の最大化を

図るために必要となる効率的で効

果的な運営に努めつつ、的確な管理

2. 業務の合理化・効率化 

 

(1) 経費の合理化・効率化 

 

○ 一般管理費（法人運営を行う上で各種法令等の定めにより発生する義務的経費等の特殊要

因経費を除く。）について、研究成果の最大化を図るために必要となる効率的で効果的な

運営に努め、的確な管理により不要不急の支出を抑え前年度比３％以上の効率化を達成し

た。（評価軸①、評価指標①） 

－ 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

目標額 697 676 646 
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により不要不急の支出を抑え経費

削減を図る。新規に追加されるもの

及び拡充される分については、翌年

度から中長期計画に掲げる水準と

同様の効率化を図る。 

 

決算額 693 668 623 

削減額 

（割合） 

23 

(3.2%) 

24 

（3.5％） 

46 

（6.8％） 

     ※令和３年度は、臨時的経費を加えると 874百万円（対令和３年度 5.2％減） 

○ 予算配賦に当たっては、本部各部・部門等の事業に必要な額を精査した上で年度当初に必

要額を配賦することにより、年間を通して計画的に予算執行できるように配慮した。ま

た、期中においては理事長ヒアリング等に基づき、研究開発の進捗及び施設の安全確保等

に配慮しつつ、実施内容を精査の上で迅速に経営判断を仰ぎ、適時適切に予算の追加配賦

を行うことで、不要不急な支出を抑えた。（評価軸①、評価指標①） 

 

・当初から計画されている業務も

含め、経費の合理化・効率化を進め

るに当たっては、安全の確保、公正

性・透明性の確保、研究開発の特性

及び研究開発成果の最大化に向け

た取組との整合性に配慮する。 

 

○ 安全の確保や研究開発成果の最大化等との整合性を考慮し、本部各部・部門等の事業内容

を踏まえて必要額を精査した上で予算を配賦した。また、公正性・透明性の確保等の一環

として業務の進捗状況を踏まえ、独立行政法人会計基準に基づき運営費交付金について第

３四半期までに収益化単位の業務に対応する予算配分額を確定した（令和５年12月21日）。

（評価軸①、評価指標①） 

(2) 契約の適正化 

 

・令和４年度の「調達等合理化計

画」の自己評価を実施するととも

に、「契約監視委員会」において、自

己評価の点検を受け、透明性・公正

性のためにその結果を公表する。 

 

(2) 契約の適正化 

 

○ 令和４年度国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構調達等合理化計画の自己評価につ

いては、契約監視委員会の点検を受け、令和５年６月に QST ホームページに公表した。（評

価軸①、評価指標①） 

 

・透明性等を確保しつつ公正な調

達手続とするため、調達に関する情

報の web サイトでの公開や業者へ

の提供等を引き続き実施する。 

 

○ 入札公告、四半期ごとの調達予定情報、契約締結情報等、調達に関する情報を QST ホーム

ページ等で公開した。（評価軸①、評価指標①） 

 

・令和５年度の調達等合理化計画

を策定し、契約監視委員会の点検を

受け、文部科学大臣へ提出し、webサ

イトでの公開を行う。 

 

○ 令和５年度国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構調達等合理化計画については、令

和５年４月に策定し、同年６月に開催された契約監視委員会の点検を受け、文部科学大臣

へ提出し、QSTホームページで公開した。（評価軸①、評価指標①） 
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3. 人件費管理の適正化 

 

・人件費の合理化・効率化を図ると

ともに、総人件費については政府の

方針を踏まえ、厳しく見直しをす

る。 

 

3. 人件費管理の適正化 

 

○ 人件費については、中長期的な採用計画に基づき、定年制職員の計画的な人員管理を実施

するとともに、再雇用職員を含む任期制職員の活用を図った。また、各研究開発部門・研

究所の事業の進捗状況や人材ニーズを適宜把握し、個人の職務経験を踏まえた組織横断的

な適正な人員配置を実施した。 

○ ワークライフバランスの充実及び長時間労働抑制の取組として、有給休暇・夏季休暇の取

得奨励、超勤管理の徹底、管理監督者及び職員への意識啓発に努める等、人件費の合理化・

効率化の推進を図った。（評価軸①、評価指標①） 

 

・給与水準については、国家公務員

の給与水準や関連の深い業種の企

業の給与水準等を十分考慮し、役職

員給与の在り方について検証した

上で、業務の特殊性を踏まえた適正

な水準を維持するとともに、検証結

果や取組状況を公表する。また、適

切な人材の確保のために必要に応

じて弾力的な給与を設定し、その際

には、国民の納得が得られるよう、

丁寧な説明に努める。 

 

○ 給与の水準については、令和４年度の役員報酬、役員退職手当及び職員給与の水準の妥当

性を検証し、「役職員の報酬・給与等について」を令和５年６月末に QSTホームページで公

表した。また、職員の給与は、独立行政法人通則法の規定に基づき、令和５年人事院勧告

の内容を踏まえ、国家公務員の給与水準や関連の深い業種の企業の給与水準等を考慮し、

改定を行った。 

  

【令和５年度ラスパイレス指数】 

事務・技術職 １０６. ３（年齢勘案） 

１１２. １（年齢・地域・学歴勘案） 

研 究 職 １０４. ５（年齢勘案） 

１１３. ０（年齢・地域・学歴勘案） 

医 師 １０６. ７（年齢勘案） 

１１６. ３（年齢・地域・学歴勘案） 

看 護 師 １０９. ３（年齢勘案） 

１０３. ０（年齢・地域・学歴勘案） 

 

 【経年データ】 ○ラスパイレス指数 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

ラスパイレス指数 

事務・技術職 

106.3（112.1） 

研 究 職 

104.5（113.0） 

医 師 

106.7（116.3） 

看 護 師 

109.3（103.0） 

※上記指数は

年齢勘案（年

齢・地域・学
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歴勘案）を示

す。 
 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応

状況】 

 

・法人において各年度評価の捉え方は、どうマネジメントする

かの意識に通じるため、評価を通り一遍のものとするのでな

く具体的な活動に活かしてほしい。また、具体的な活動が良い

評価につながるような考え方を理事長のトップダウンによる

マネジメントのみでなく、法人内において広く醸成する必要

がある。 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 新たに立ち上げたカウンシルの所掌業務には、法人内の自己評価に対する助言のみならず、経営戦略等への助言をする機能も持たせ、評価

を通り一遍のものとして行うだけではなく、具体的な活動に反映させるものとして活用する体制を整備した。また、本部組織が中心となっ

て評価の考え方に関する資料を年度中盤に作成し、イントラネットへの掲載やこれを用いた法人内部での説明会の実施により、評価プロセ

スの考え方を法人内に広く醸成することに努めた。 

・引き続き、研究倫理問題や研究不正を起こさないための取組

を行うこと。 

 

○ 研究倫理教育について５年ごとから毎年度に受講を義務付けるなどの取組により、研究不正防止活動を行った。 

・経済や安全保障にかかわる社会情勢の変化が懸念される中

で、外部環境の変化に対するリスクマネジメントの重要性が

増しており、適切に対応していく必要がある。 

○ 経済や安全保障に関連して、令和５年度は研究インテグリティの確保が喫緊の課題となった。これに係る対応として、新たに研究インテグ

リティの確保に関する規程を制定し、法人内に研究インテグリティの確保に関する相談窓口を設置した。また、外部有識者による研究イン

テグリティ説明会を実施することで法人内に広く研究インテグリティの意識を醸成した。これらの取組を通じて、社会情勢の変化による新

たなリスクに適切に対応した。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結

果における指摘事項等への対応状況】 

 

・経済や安全保障にかかわる社会情勢の変化が懸念されるた

め、外部環境の変化に対するリスクマネジメントの重要性が

増しており、適切に対応する必要がある。 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 経済や安全保障に関連して、令和５年度は研究インテグリティの確保が喫緊の課題となった。これに係る対応として、新たに研究インテグ

リティの確保に関する規程を制定し、法人内に研究インテグリティの確保に関する相談窓口を設置した。また、外部有識者による研究イン

テグリティ説明会を実施することで法人内に広く研究インテグリティの意識を醸成した。これらの取組により、社会情勢の変化による新た

なリスクに適切に対応した。【再掲】 

 

・ガバナンス向上のため、必要な取組や体制強化を引き続き行

うことに期待する。 

 

○ 引き続き外部有識者、本部の各部長及び各拠点の所長等を構成員とする内部統制・リスクマネジメント分科会を本部、各拠点単位で開催

し、リスク課題及び内部統制への取組に対する評価及びそのフォローアップを実施する。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別自己評価書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

Ｎo.８ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16条 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

特になし 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

 

中長期目標、中長期計画（別添） 

令和５年度計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
業務実績等 自己評価 評定 B 

Ⅲ. 予算（人件費の見積りを含

む。）、収支計画及び資金計画 

 

1. 予算、収支計画及び資金計画 

 

(1) 予算 

（別紙１）のとおり 

 

(2) 収支計画 

（別紙２）のとおり 

 

(3) 資金計画 

（別紙３）のとおり 

 

(4) 自己収入の確保 

 

・受託研究や競争的資金を増加さ

せるために、大型外部資金の獲得・

執行に対して引き続き機構全体で

取り組む。 

 

 Ⅲ. 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

 

1. 予算、収支計画及び資金計画 

 

(1) 予算 

（別紙１）のとおり 

 

(2) 収支計画 

（別紙２）のとおり 

 

(3) 資金計画 

（別紙３）のとおり 

 

(4) 自己収入の確保 

 

○ 受託収入では Q-LEAP やムーンショット型研究開発事業など大型競争的資金等を獲得し、

研究開発の進展に資するとともに、QST の安定的運営に貢献した。令和５年度は、大型の

外部資金の獲得・執行のために QST 内での情報共有、連携を密にして取り組み、自己収入

の増加に努めた。また、各研究支援制度（第１期戦略的理事長ファンド、イノベーション

ハブ・アライアンス、QST－東北大学マッチングファンド）の実施による仕掛けが外部資金

の獲得に奏功した結果、令和５年度の受託、共同研究、科研費等の競争性のある外部資金

等の獲得額は約 46億円（令和４年度約 42億円）と令和４年度を上回った。 

 

【評定の根拠】 

以下のとおり年度計画で設定した業務を着実

に実施したことから B評定と評価する。 

 

 大型の外部資金の獲得・執行のために QST内

での情報共有等により取り組んだ。また、

QST 病院については他施設との連携強化や

エビデンスの蓄積、情報発信等に努め、適切

な範囲での収入確保を図った。 

 梅香町住宅については土地・建物の売却を

行い、令和５年度内に引き渡し、国庫納付ま

でを完了した。また、宿舎敷金等返還金につ

いても令和５年度内に国庫納付まで完了し

たほか、豊岡寮については令和６年度の国

庫納付に向け、不動産鑑定等の準備行為を

着実に進めた。 

 

【課題と対応】 

 QST が進める量子科学技術を軸とする幅広

い研究開発の推進のため、必要な予算の確

保及び適切かつ効率的な管理・執行に継続

的に取り組んでいく。 

 

 

・QST病院については、他施設との

連携強化や重粒子線治療の優位性

を示すエビデンスの蓄積、情報発信

に向けた取組を実施し、機構の安定

的運営に資する適切な範囲での収

入確保を図る。 

 

○ QST病院重粒子線臨床研究検討会や J-CROSの疾患別分科会等の会議を開催し、他施設との

連携強化やエビデンスの蓄積、メディアを含む情報発信等に努め、適切な範囲での収入確

保を図った。（治療患者数：887件（令和４年度：919件）） 

・量子メス棟建設の進捗や保険適

用拡大の状況を考慮しつつ、ウィズ

コロナの下、診療設備等の計画的な

○ 高額医療機器の老朽化状況を調査した上で、更新計画を策定し、当該計画に従った整備に

着手した。 
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整備の検討を進める。 

 

・学会報告や臨床研究検討会等で

医療施設への情報提供を図るとと

もに、市民講座や情報ツールを利用

した市民への啓蒙活動を実施する。 

 

○ QST 病院重粒子線治療臨床研究検討会を開催し、近隣医療施設への情報提供を図るととも

に、一般公開における講演会等の実施、病院検索サイトの活用及びメディアによる市民へ

の啓蒙を実施した。疾患別ガイドラインの策定に参加し、粒子線治療の情報提供に努めた。 

2. 短期借入金の限度額 

 

・短期借入金の限度額は、36 億円

とする。 

・短期借入金が想定される事態と

しては、運営費交付金の受入れの遅

延、補助事業や受託事業に係る経費

の暫時立替等がある。 

 

2. 短期借入金の限度額 

 

○ 短期借入金が想定される事態は発生しなかった。 

 

3. 不要財産又は不要財産となるこ

とが見込まれる財産がある場合に

は、その処分に関する計画 

 

・保有財産の必要性について適宜

検証を行い、必要性がないと認めら

れる財産については、独立行政法人

通則法の手続に従って適切に処分

する。 

・梅香町住宅について、譲渡収入の

国庫納付に向けた調整を進める。 

・財産の有効利用等を進めるとと

もに、適切な研究スペースの配分に

努める。 

 

3. 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分に関する計

画 

 

 

○ 梅香町住宅について、土地・建物の売却を行い、第３四半期に売却先に引き渡し、第４四

半期に国庫納付した。 

○ 宿舎敷金等返還金について、第２四半期に事前協議を開始し、第４四半期に国庫納付した。 

○ 豊岡寮について、不動産鑑定を行い、第３四半期から国との事前協議を実施、令和６年度

の国庫納付の準備を着実に進めた。 
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4. 前号に規定する財産以外の重要

な財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとするときは、その計画 

 

重要な財産の譲渡、又は担保に供

する計画はない。 

 

4. 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その

計画 

 

 

○ 重要な財産の譲渡又は担保に供する計画はなかった。 

 

5. 剰余金の使途 

 

決算における剰余金が生じた場

合の使途は、臨床医学事業収益等自

己収入を増加させるために必要な

投資、萌芽・創成的研究開発業務や

研究開発成果の最大化のための取

組に必要とされる業務の経費、研究

環境の整備や知的財産管理・技術移

転に係る経費、職員の資質の向上に

係る経費、業務のシステム化、広報

活動の充実等とする。 

 

5. 剰余金の使途 

 

○ 令和４年度に対象となる剰余金は発生しなかった。 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応

状況】 

 

・引き続き、外部資金獲得及び量子メスなど QST が開発した

技術の事業化等による自己収入の増加を図ること。 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 大型外部資金の獲得に向けて、外部資金制度説明会の開催や応募を促すなど関係部署と連携して組織横断的に取り組み、自己収入の増加を

図った。また、QSTが開発した技術が企業の事業化に用いられることで QSTの実施料収入等の増加につながった。 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結

果における指摘事項等への対応状況】 

 

・運営費交付金以外の収入の増加は、広く国民からの評価に近

いものであるため、さらに寄附金等の増加につながる普及活

動を行うこと。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 各種イベントにおける広報活動、過去の寄附者へのフォローアップによりリピーターの確保、寄附金案内キットの整備等を継続して実施

し、更なる寄附金等の増加につながる普及活動に取り組んだ。その結果、令和５年度においては寄附金が令和４年度比で 15％増加した。 

・さらなる外部資金獲得及び量子メスなどの事業化による収

入の増加を図ること。 

○ 大型外部資金の獲得に向けて、外部資金制度説明会の開催や応募を促すなど関係部署と連携して組織横断的に取り組み、自己収入の増加を

図った。その結果、令和５年度においては自己収入が令和４年度比で 8％増加した。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

 

「No.１：量子技術の基盤となる研究開発」における予算額と比較した決算額の増額分は、共同研究事業収入等の事業収入や受託収入等の増額に伴ったものであり、これらの資金も有効に活用した結果、基礎

科学としての重要な発見、産業応用に革新をもたらす量子機能材料・デバイスや最先端レーザー技術の開発及びそれらの融合研究等で年度計画を上回る成果を創出した。 

 

「No.２：健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発」における予算額と比較した決算額の増額分は、共同研究事業収入等の事業収入や受託収入等の増額に伴ったものであり、これらの資金も有

効に活用した結果、蛍光ナノダイヤモンドを利用した低侵襲・簡便・安価な超早期診断技術開発を大幅に進展させたほか、重粒子線がん治療における新規保険収載に目途をつけるなど、年度計画を上回る特

に顕著な成果を創出した。 

 

「No.３：核融合エネルギーの実現に向けた研究開発」における予算額と比較した決算額の増額分は、共同研究事業収入等の事業収入や受託収入等の増額に伴ったものであり、これらの資金も有効に活用した

結果、超伝導トカマクでは世界最大に匹敵する 120万アンペアのプラズマ電流を達成するなど、年度計画を上回る特に顕著な成果を創出した。 

 

「No.４：異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発」における予算額と比較した決算額の増額分は、受託収入等の増額に伴ったものであり、これらの資金も有効に活用した結果、萌芽・創成研究制度

を設立・運用するなど、年度計画を上回る成果を創出した。 

 

「No.５：放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築」における予算額と比較した決算額の増額分は、共同研究事業収入等の事業収入や受託収入等の増額に伴ったものであり、これらの

資金も有効に活用した結果、放射線被ばく後の肝がんの発がんに脂肪性肝炎の誘導が関与していることの発見、尿中ストロンチウムの分析時間における従来法の２週間から６時間以内への大幅な短縮、患者

の医療被ばく情報収集・評価ツールを既存の地域医療情報連携ネットワークに連携させた情報収集の効率化を図る試験運用など、年度計画を上回る成果を創出した。 

 

「No.６：研究開発成果の最大化のための取組等」における予算額と比較した決算額の増額分は、共同研究事業収入等の事業収入等の増額に伴ったものであり、これらの資金も有効に活用した結果、NanoTerasu

においてユーザーの利便性を確保した世界最高レベルの施設整備の完遂や、大型研究開発施設・設備を着実な維持による高品位かつ高安定なビームの提供など、年度計画を上回る特に顕著な成果を創出した。 
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 年度評価 項目別自己評価書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

Ｎo.９ その他業務運営に関する重要事項 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法第 16条 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 ① 主な参考指標情報 

 基準値等 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

特になし 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

 

中長期目標、中長期計画（別添） 

令和５年度計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
業務実績等 自己評価 評定 B 

Ⅳ. その他業務運営に関する重要

事項 

 

1．情報の取扱い等に関する事項 

 

(1) 情報セキュリティ対策及び情

報システムの整備・管理等 

 

・政府の方針を踏まえた対策推進

計画の策定、情報セキュリティ対策

基準改定（令和４年６月）に伴う下

位文書の更新及びそれに基づく教

育訓練や注意喚起等の取組を順次

実施する。 

【評価軸】 

①最新の情報セキュリ

ティ対策を踏まえた対

策推進計画やセキュリ

ティポリシー等の整備

及びこれらに基づく取

組を適切に実施したか。 

 

②女性の活躍や研究者

の多様性も含めた戦略

的な人事が実施できて

いるか。 

 

③職員の多様性やワー

クライフバランスを踏

まえた職場環境の整備

を推進できているか。 

 

 

【評価指標】 

①情報セキュリティ対

策に関する適切な計画・

ポリシー等の整備やこ

れらに基づく取組の状

況 

 

②女性の活躍や研究者

の多様性も含めた人事

に関する取組の状況 

 

③職員の多様性やワー

クライフバランスを踏

まえた職場環境の整備

に関する取組の状況 

Ⅳ. その他業務運営に関する重要事項 

 

 

1．情報の取扱い等に関する事項 

 

(1) 情報セキュリティ対策及び情報システムの整備・管理等 

 

 

○ 政府の方針を踏まえた対策推進計画の策定、情報セキュリティ対策基準に基づく教育訓練

や注意喚起等の取組を以下のとおり実施し、QSTの情報セキュリティ対策の向上を図っ

た。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 第１四半期には QSTの最高情報セキュリティ責任者を委員長とする情報セキュリティ委員

会を開催し、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群」に準拠した

「令和５年度情報セキュリティ対策推進計画」を決定した。これに基づき令和５年度中に

情報セキュリティ教育・自己点検等の教育訓練や注意喚起等を実施、年度末の同委員会に

おいては、当該推進計画の実施状況を審議し、適正に計画推進したことを確認した。（評

価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ USBメモリの管理徹底に向け、QSTの情報セキュリティ対策基準の改定や下位文書「USB

メモリ管理運用手順」の制定などの対応を行い、同手順に則った USBメモリの管理徹底を

使用量の多い部署から重点的に開始した。（評価軸①、評価指標①、） 

 

【評定の根拠】 

以下のとおり年度計画で制定した業務を着実

に実施したことから B評定と評価する。 

 

 情報の取扱い等に関する事項としては、政

府の方針を踏まえた情報セキュリティ対策

基準に基づく教育訓練や注意喚起等の取組

を実施し、QSTの情報セキュリティ対策の向

上を図った。（評価軸①、評価指標①） 

 施設及び設備に関する事項としては、耐震

診断の結果、一定の耐震基準を満たしてい

なかった施設のうち継続使用が決定した施

設について、国の「国土強靭化年次計画」に

基づき、予算要求等の対応や耐震改修工事

に向けた計画を継続して進めた。 

 国際約束の誠実な履行に関する事項として

は、ITER計画及び BA活動の効率的・効果的

な実施及び核融合分野における我が国の国

際イニシアティブの確保を目指して、他国

の計画進捗状況も踏まえ、ITER 国内機関及

び BA 実施機関としての物的及び人的貢献

を、国内の研究機関、大学及び産業界と連携

するオールジャパン体制の基盤を構築して

行った。活動状況は、定期的に国に報告しつ

つ、事業計画に基づきその責務を確実に果

たし、国際約束を誠実に履行した。 

 人事に関する事項としては、令和５年度は

管理職昇格者 25名のうち女性１名を登用し

た。また、優秀な女性人材の確保を意識した

採用ホームページを活用し、積極的な採用

活動を行った。令和５年度に新規採用した

定年制職員の女性採用割合は 38％（32名中

12 名）であった。また、常勤の女性研究者

の採用割合は 18％（76 名中 14 名）であっ

・患者情報等の機微情報を取り扱

う QST病院に加え、情報セキュリテ

ィ自己点検等で、不適切な状態が発

見された場合、是正する。 

○ 令和５年８月から９月にかけて QST 病院に対し、USB メモリや端末の管理状況及び教育実

施状況を主とした抜き打ち監査を実施し、管理状況を確認した（指摘事項８件・推奨事項

１件）。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 令和５年５月には QST 病院に限定せず、情報セキュリティ管理者向けの教育を QST 全体で

実施、インシデント発生時の対処手順の再確認を行い、意識向上を図った。（評価軸①、評

価指標①、モニタリング指標①） 

○ 令和５年度の情報セキュリティ自己点検の結果を踏まえ、不適回答した者に対しては当該

回答が及ぼすリスクを解説した文書を送付するとともに、情報セキュリティ管理者から指

導・教育を促すなど、是正措置をとった。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

○ 情報機器の紛失やメール誤送信等のセキュリティインシデントが発生したが、それぞれの

事案に対して CSIRT による初動対応や被害拡大防止措置等を行うとともに、所管省庁と連

携してインシデントごとに異なる原因から再発防止策を策定し、実施した。特に USB メモ

リの管理においては令和４年度から引き続き再発防止策の強化を進めたものの、なおも複
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【モニタリング指標】 

①職員向けのセキュリ

ティポリシーに関する

教育訓練や研修会の件

数・参加人数等 

 

②女性研究者の新規採

用割合 

 

数拠点で紛失が起きるなど発生部署ごとの対策では限界があったため、地区単位で業務に

必要な USB メモリの個数の再確認を実施し不要な USB メモリを廃棄するとともに、これら

の地区を始めとして QST 全体でハードウェア、ソフトウェア管理の両面から早急に管理方

法を見直した。（評価軸①、評価指標①） 

た。（評価軸②、評価指標②） 

 多様性に関するセミナーを継続して行い、

基礎知識のアップデートを促した。また、英

語での研究成果の発表や外国籍研究者・技

術者とのコミュニケーションのための実践

的な英語スキルアップセミナーを開催し、

英語でのコミュニケーション術向上に努め

た。（評価軸③、評価指標③） 

 その他、研修計画に基づく各種研修（e-ラー

ニングを含む。）、英語能力検定を実施し、外

部機関が主催する研修への派遣も行った。

また、資格等取得費用補助及び資格取得褒

賞制度に基づく有資格者の増強を図った。 

 積立金の使途としては、主務大臣の承認に

沿って業務の財源に充てた。 

 

【課題と対応】 

 女性の活躍については、働きやすい職場環

境整備を継続して整備をすすめるととも

に、人材育成を含めて、中長期的な視点から

効果を有する施策に引き続き取り組む必要

がある。 

 医療情報を扱う領域に関しては情報セキュ

リティの徹底が必要となることから、医療

情報を扱う職員を中心として更なる情報セ

キュリティの浸透を図る。 

 

・CSIRT訓練等を通じて事故発生時

の検知・初動対応を強化する。 

○ 令和６年１月に CSIRT 構成員向け教育を実施し、初動対応の強化及び連絡体制の再確認を

行った。（評価軸①、評価指標①、モニタリング指標①） 

 

・学術情報の調査・収集・整理・提

供、適切な学術情報利用の推進及び

機構全体の図書館運営を通じて、研

究開発業務を支援する。また、機構

内各種業務システムについて、シス

テムごとにクラウドサービスへの

移行、必要に応じた改修等を行い、

業務運営の効率化を図る。 

 

○ ChatGPT を取り上げた著作権関連講座の実施、外国学術誌等の選定といった学術情報の提

供及び QST 内各拠点図書館運営の取りまとめ等を通じて、学術情報利用を推進し研究開発

業務を支援した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 各業務システムの改修・機能追加を担当部署と連携して着実に実施することで、業務運営

の効率化を図った。また、本部各部・部門等のニーズに応じクラウドを利用できるよう、

クラウド基盤の構築を行い、業務系システムの一部のサーバを移行した。（評価軸①、評価

指標①） 

・研究開発成果の最大化のための

情報基盤技術維持・強化に資するた

め、高度計算環境の円滑な利用支援

及び整備を行う。 

 

○ 共同調達先の原子力機構と連携、協力しスーパーコンピュータ利用に係る運用、支援及び

保守を行った。また、高度計算環境の円滑な利用支援等の一環として、「令和４年度スーパ

ーコンピュータシステム(HPE SGI8600)利用による研究成果報告集」を作成、QSTホームペ

ージで公開した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 次期スーパーコンピュータ導入に向け、調達方針について協議を進めるとともに、令和５

年９月には QST 内の令和８年度～令和 12 年度の計算需要調査を行った。（評価軸①、評価

指標①） 

 

・機構が保有する個人情報の適正

な取扱いを徹底するため、「個人情

報の保護に関する法律」（平成 15年

法律第 57 号）に基づき、保有個人

情報の開示請求等に適正に対応す

るとともに、個人情報の適切な取扱

いに係る個人情報保護研修及び情

報資産の取扱いに係る情報セキュ

リティ教育・自己点検等を通じて周

知徹底を図る。 

 

○ 「個人情報の保護に関する法律」（平成 15年法律第 57号）に基づき、保有個人情報の開示

請求等に適正に対応した（請求件数１件）。 

○ 令和６年２月に個人情報保護研修を実施し、職員に対して個人情報保護に関する意識を啓

発した。（評価軸①、評価指標①） 

○ 令和５年度の情報セキュリティ教育・自己点検において、教育資料及び自己点検の設問に

情報資産の取扱いに係る事項を含めることで職員に周知徹底を図った。（評価軸①、評価指

標①） 
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(2) 情報公開に関する事項 

 

「独立行政法人等の保有する情

報の公開に関する法律」（平成 13年

法律第 140号）に基づき、情報公開

を行う。 

 

(2) 情報公開に関する事項 

○ 法人運営の透明性を確保するため、令和５年度においては、20件の法人文書の開示請求（繰

越２件、新規 18 件、更なる開示申出を含む。）、法人文書ファイル管理簿の更新など、適切

に情報公開を実施した。また、文書管理研修等を通じて職員に対し、文書管理に関する意

識啓発を行った。 

2. 施設及び設備に関する事項 

 

・機構内の老朽化した施設・設備に

ついて、当該施設・設備に関連する

研究・業務計画、耐震診断の結果及

び施設・設備の老朽化度合い等並び

に費用対効果を踏まえ、廃止又は改

修（更新）の検討を進める。また、

検討の結果、継続使用が決定した施

設については、改修（更新）等の実

施に向けた対応を進める。 

 

2. 施設及び設備に関する事項 

 

○ 耐震診断の結果、一定の耐震基準を満たしていなかった施設のうち継続使用が決定した施

設については、国の「国土強靭化年次計画」に基づき、予算要求等の対応や耐震改修工事

に向けた計画を継続して進めた。 

○ 各地区における施設・設備の建設・維持管理に向けた取組状況の確認及び施設・付帯設備

の老朽化・更新対策、耐震改修等の状況について、建設・工務担当課長会議等を通じて把

握し、それらの状況を踏まえて適切に改修等の対応を進めた。 

 

3. 国際約束の誠実な履行に関する

事項 

 

機構の業務運営に当たっては、

ITER 計画・BA 活動等の国際約束に

ついて、他国の状況を踏まえつつ誠

実に履行する。 

 

3. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

 

 

○ ITER 計画及び BA 活動の効率的・効果的な実施及び核融合分野における我が国の国際イニ

シアティブの確保を目指して、他国の計画進捗状況も踏まえ、ITER 国内機関及び BA 実施

機関としての物的及び人的貢献を、国内の研究機関、大学及び産業界と連携するオールジ

ャパン体制の基盤を構築して行った。活動状況は、定期的に国に報告しつつ、事業計画に

基づきその責務を確実に果たし、国際約束を誠実に履行した。 

 

4. 人事に関する事項 

 

役職員の能力を最大限に引き出

し、効率的かつ効果的な職場環境を

整備するため、優秀な人材を確保

し、確保した職員の資質向上を図る

観点から、次の具体的施策に取り組

む。 

 

・女性の採用促進及び管理職への

登用を進めるとともに、ワークライ

4. 人事に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 令和５年度は管理職昇格者 25 名のうち女性１名を登用した。また、優秀な女性人材の確保

を意識した採用ホームページを活用し、積極的な採用活動を行った。令和５年度に新規採
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フバランス実現に向けた施策に積

極的に取り組む。また、外国人研究

者及び若手研究者が活躍しやすい

職場環境を整える。 

用した定年制職員の女性採用割合は 38％（32 名中 12 名）であった。また、常勤の女性研

究者の採用割合は 18％（76 名中 14 名）であった。（評価軸②、評価指標②、モニタリン

指標②） 

○ 多様性に関するセミナーを継続して行い、基礎知識のアップデートを促した。また、英語

での研究成果の発表や外国籍研究者・技術者とのコミュニケーションのための実践的な英

語スキルアップセミナーを開催し、英語でのコミュニケーション術向上に努めた。（評価軸

③、評価指標③） 

・人事評価制度を適切に運用し、設

定した目標に対する業務実績や発

揮能力を厳格に評価するとともに、

これらを昇格や昇給等の処遇に適

切に反映する。 

 

○ 人事評価制度について、管理者研修により制度の周知及び定着を図るとともに、人事評価

の結果については、適切に処遇等へ反映した。一定の職位以上の幹部職員の人事評価につ

いては、全理事が評価等を実施する仕組みを継続して実施した。（評価軸②、評価指標②） 

○ 研究職に対してより細やかで適切な評価を行うための研究業績審査制度に基づき、研究業

績審査会及び同専門部会を設置の上、外部の専門家も含めた審査体制による評価を実施し、

26名の受審者に対して 25名が合格し、令和５年度の昇格人事に反映した。（評価軸②、評

価指標②） 

○ 適正な評価を実施するため、専門性、能力及び適性に見合った職種への変更を可能とする

職種変更制度に基づき、令和５年度は４件の職種変更を実施した。（評価軸②、評価指標②） 

 

・職員の保有する専門的知見及び

職務経験並びに部門等の業務の進

捗状況等を管理・把握しつつ、これ

らを総合的に評価の上、適正な人員

配置に努める。 

 

○ 人員の適正配置については、各部門・研究所の事業の進捗状況や人材ニーズを的確に把握

し、職員個人の能力・経験等に基づき、適切に留意した。（評価軸②、評価指標②） 

○ キャリアパスの観点から組織運営に必要な管理・判断能力の向上に資するため、26名を中

央府省や関係機関（独法、大学、国際機関等）へ出向させた。（評価軸②、評価指標②） 

○ 特に高い専門性を有し、組織マネジメント力を兼ね備えた定年退職予定者について、役員

による部門長へのヒアリングを実施した上、令和５年度は 29 名をラインポストに配置し、

令和６年度に向けて 32名の配置を内定した（特例再任用者を含む。うちラインポスト雇用

者 23名、特例再任用者９名）。（評価軸②、評価指標②） 

 

・行政ニーズや研究・業務の動向に

応じた多様な教育研修を実施し、ま

た、海外の研究機関等への派遣経験

等を積ませることで、職員の能力を

高め、もって研究・業務の効率性を

向上させる。また、若手職員の育成

の観点から、シニアな職員を効果的

に活用し技術伝承等に取り組む。 

 

○ 教育研修としては、研修計画に基づき、初任者研修（36名受講）、新入職員フォローアップ

研修（10 名受講）、管理職昇任者講座（21 名受講。新たにコーチング研修を研修内容に追

加）、マネジメント基礎研修（20 名受講）、中堅職員研修（18 名受講）、ハラスメント研修

（e-ラーニングとして QST全体で実施）、ハラスメント相談員研修（新任研修：９名受講、

集団研修：28名受講）及び英語能力検定（57 名受検）を実施した。また、外部機関の主催

する研修（財務省主催：会計事務職員契約管理研修、会計事務職員研修、デジタル庁主催：

情報システム統一研修）に３名を参加させるとともに、海外派遣研修員制度に基づき、令

和５年度に海外の研究機関に研究職を１名、新規の取組として国際機関に事務職を１名、

それぞれ派遣した。さらに、資格等取得費用補助及び資格取得褒賞制度に基づき、令和５

年度は延べ 24 件の資格等取得費用申請があり、有資格者の増強を図った。（評価軸②、評

価指標②） 

○ 再雇用制度に関して、QST で培った知見等を継承するため定年退職職員を専門業務員とし

て７名再雇用した。（評価軸②、評価指標②） 
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○ 特に高い専門性を有し、組織マネジメント力を兼ね備えた定年退職予定者について、役員

による部門長へのヒアリングを実施した上、令和５年度は 29名をラインポストに配置し、

令和６年度に向けて 32名の配置を内定した（特例再任用者を含む。うちラインポスト雇用

者 23名、特例再任用者９名）。【再掲】（評価軸②、評価指標②） 

 

・クロスアポイントメント制度等

の人事諸制度を柔軟かつ適正に運

用することで、効果的・効率的な研

究環境を整備する。 

 

○ 研究活動の活性化を促進するため、52 名（うち受入 46 名）にクロスアポイントメント制

度を適用した。（評価軸②、評価指標②） 

○ 優秀な人材を確保するとともに事業の効率的かつ効果的な業務運営を目的に定めた特定年

俸制職員制度を運用した（令和５年度採用者４名）。（評価軸②、評価指標②） 

○ 職員の意識の高揚、資質の向上を図るため、理事長表彰制度に基づき令和５年度は９件（う

ち特賞４件）を表彰した。また、令和５年度には平野奨励賞を新設し、２件を表彰した。 

○ 策定した無期転換申込制度に基づき２名からの申込みを受理、令和６年度から無期転換職

員に移行するための手続を進めた。（評価軸②、評価指標②） 

○ 労働力人口の減少に対応するため、関係規程を改正し、令和５年度から段階的に定年引上

げを開始した。（評価軸②、評価指標②） 

 

5. 中長期目標期間を超える債務負

担 

 

中長期目標期間を超える債務負

担については、研究基盤の整備等が

中長期目標期間を超える場合で、当

該債務負担行為の必要性及び資金

計画への影響を勘案し合理的と判

断されるものについて行う。 

 

5. 中長期目標期間を超える債務負担 

 

 

○ 令和５年度に対象となる債務負担行為は行わなかった。 

6. 積立金の使途 

 

前中期目標期間の最終年度にお

ける積立金残高のうち、主務大臣の

承認を受けた金額については、「国

立研究開発法人量子科学技術研究

開発機構法」（平成 11年法律第 176

号）に定める業務の財源に充てる。 

 

6. 積立金の使途 

 

○ 令和５年６月 20 日付けで主務大臣宛てに積立金の処分に係る申請を行い、令和５年６月

28 日付けで「国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法」第 16 条に定める業務に充

てる財源として 2,007,185,284円の積立金の処分に係る承認が得られたため、当該承認に

沿って業務の財源に充てた。 
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 【モニタリング指標】 ○職員向けのセキュリティポリシーに関する教育訓練や研修会の件数・参加人数等 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

件数 ６件       

参加人数 5,073人       

 

○女性研究者の新規採用割合 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

常勤研究者の採用の

うち女性研究者割合 

18％       

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応

状況】 

 

・女性の働く環境だけでなく、全体的な働き方の改善によりダ

イバーシティが推進されることを期待する。 

 

【令和４年度主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ QSTでは、コアタイムなしのフレックスタイム制度を導入しており、柔軟な勤務時間の設定が可能となっている。これに加えて、令和５年

６月から新たな時差出勤制度を導入した。この制度では、非常勤の職員を含め、勤務日ごとに勤務の開始時刻を 30分刻みで午前７時 30分

から午前 10時 30分までの間で設定することが可能であり、フレックスタイム制度を利用しない職員を含めてライフスタイルに合わせた勤

務時間の設定を可能とした。このように、ダイバーシティの推進にも貢献するような QST全体の働き方の改善を行った。 

 

・男性の育休取得率の向上にむけた方策を考える必要がある。 

 

○ QSTの育児休業制度は、以前から定年制職員の通常の育児休業取得期間を子が３歳に達する日までとしており、法令上の取得期間では子が

１歳に達する日までとしているところと比較して柔軟な取得を可能としている。これに加えて、男性職員を対象とした法令上の出生時育児

休業制度を導入することにより、特別な事情に基づく育児休業の取得を含め、子が３歳に達する日までに、最大で６回に分けて育児休業を

取得することを可能とすることで、男性の育休取得率の向上を図った。令和５年度の男性職員の育児休業取得者は８名であり、令和４年度

の取得者数（４名）から増加している。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結

果における指摘事項等への対応状況】 

 

・研究開発の多様化・国際化・働き方改革を実現するための具

体的な方策の検討も含め、引き続き対応してほしい。 

 

【第１期中長期目標期間における業務実績の主務大臣評価結果における指摘事項等への対応状況】 

 

 

○ 女性人材の確保を意識した採用ホームページを活用しつつ、積極的な採用活動を行い令和５年度に新規採用した定年制職員の採用割合は

38%(32名中 12名)と、令和４年度(21%、39名中８名)から増加した。同じく、常勤の女性研究者の採用割合も 18%と令和４年度(11%)より

増加した。また、ホームページ上の採用公募情報に英訳を掲載する等、外国籍職員の円滑な採用方法の実践も行った。 

○ QST職員向けに多様性に関するセミナーを継続して行い、基礎知識のアップデートを促した。また、英語での研究成果の発表や外国籍研究

者・技術者とのコミュニケーションのための実践的な英語スキルアップセミナーを開催し、英語でのコミュニケーション術向上に努めた。 

 

・施設の老朽化対策として、施設の統廃合、古い施設の活用等、 ○ QSTの業務の遂行に必要な施設等や老朽化した施設等の整備、廃止、改修（更新）の計画を一体的に進めるため、令和５年度においては、
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一層の工夫が必要である。 

 

これらの施設計画を立案・調整する委員会を設置するための調整を開始した。今後、委員会の活用等の一層の工夫により老朽化対策を進め

る。 

 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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別紙１ 

（１）予算 

①中長期計画 

令和５年度～令和 11年度 予算 

   （単位：百万円） 

区分 
量子技術の基盤と
なる研究開発 

健康長寿社会の実
現や生命科学の革
新に向けた研究開
発 

核融合エネルギー
の実現に向けた研
究開発 

異分野連携・融合
等による萌芽・創
成的研究開発 

放射線被ばくから
国民を守るための
研究開発と社会シ
ステム構築 

研究開発成果の最
大化のための取組
等 

法人共通 合計 

収入                 

  運営費交付金 28,416 40,396 34,900 770 13,430 17,548 15,808 151,267 

  施設整備費補助金 2,300 512 11,863 0 0 0 0 14,675 

  国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 112,036 0 0 0 0 112,036 

  先進的核融合研究開発費補助金 0 0 32,529 0 0 0 0 32,529 

  高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 0 0 0 0 0 1,653 0 1,653 

  次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 1,325 0 1,325 

  原子力災害対策事業費補助金 0 0 0 0 1,709 0 0 1,709 

  自己収入 636 16,899 55 0 82 53 0 17,724 

  その他の収入 0 0 8,260 0 0 0 0 8,260 

  計 31,352 57,807 199,642 770 15,221 20,578 15,808 341,179 

支出                 

  運営事業費 29,052 57,295 34,954 770 13,512 17,600 15,808 168,991 

  一般管理費 0 0 0 0 0 0 15,267 15,267 

  うち、人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 6,974 6,974 

  うち、物件費 0 0 0 0 0 0 3,494 3,494 

  うち、公租公課 0 0 0 0 0 0 4,799 4,799 

  業務経費 27,863 56,032 33,613 741 13,121 17,435 0 148,806 

  うち、人件費（業務系） 15,312 16,273 17,283 379 5,028 2,122 0 56,398 

  うち、物件費 12,551 39,760 16,330 362 8,093 15,313 0 92,408 

  退職手当等 1,188 1,263 1,341 29 390 165 541 4,918 

  戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 0 0 0 0 0 0 0 0 

  施設整備費補助金 2,300 512 11,863 0 0 0 0 14,675 

  国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 120,296 0 0 0 0 120,296 

  先進的核融合研究開発費補助金 0 0 32,529 0 0 0 0 32,529 

  高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 0 0 0 0 0 1,653 0 1,653 

  次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 1,325 0 1,325 

  原子力災害対策事業費補助金 0 0 0 0 1,709 0 0 1,709 

  計 31,352 57,807 199,642 770 15,221 20,578 15,808 341,179 

 

［注１］上記予算額は運営費交付金の算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたもの。各事業年度の予算については、事業の進展により必要経費が大幅に変わること等を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、再計算の上決

定される。 

［注２］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

  



135 

 

②年度計画 

令和５年度 予算 

   （単位：百万円） 

区分 
量子技術の基盤と
なる研究開発 

健康長寿社会の実
現や生命科学の革
新に向けた研究開
発 

核融合エネルギー
の実現に向けた研
究開発 

異分野連携・融合
等による萌芽・創
成的研究開発 

放射線被ばくから
国民を守るための
研究開発と社会シ
ステム構築 

研究開発成果の最
大化のための取組
等 

法人共通 合計 

収入                 

  運営費交付金 4,252 5,911 5,675 117 1,636 3,490 3,331 24,412 

  施設整備費補助金 0 0 1,566 0 0 0 0 1,566 

  国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 10,665 0 0 0 0 10,665 

  先進的核融合研究開発費補助金 0 0 3,601 0 0 0 0 3,601 

  高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 73 0 0 0 0 1,581 0 1,653 

  次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 1,325 0 1,325 

  原子力災害対策事業費補助金 0 0 0 0 262 0 0 262 

  自己収入 80 2,414 8 0 12 9 7 2,529 

  その他の収入 0 0 162 0 0 0 0 162 

    0 0 0 0 0 0 0   

  計 4,404 8,326 21,678 117 1,910 6,404 3,338 46,177 

支出                 

  運営事業費 4,331 8,326 5,683 117 1,648 3,499 3,338 26,941 

  一般管理費 212 0 452 0 0 0 3,165 3,829 

  うち、人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 987 987 

  うち、物件費 0 0 0 0 0 0 2,156 2,156 

  うち、公租公課 212 0 452 0 0 0 22 686 

  業務経費 4,120 8,300 5,230 117 1,622 849 0 20,237 

  うち、人件費（業務系） 2,201 2,321 2,472 54 725 293 0 8,066 

  うち、物件費 1,919 5,978 2,758 62 897 556 0 12,171 

  退職手当等 0 26 0 0 26 0 174 226 

  戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 0 0 0 0 0 2,650 0 2,650 

  施設整備費補助金 0 0 1,566 0 0 0 0 1,566 

  国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 0 10,827 0 0 0 0 10,827 

  先進的核融合研究開発費補助金 0 0 3,601 0 0 0 0 3,601 

  高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 73 0 0 0 0 1,581 0 1,653 

  次世代放射光施設整備費補助金 0 0 0 0 0 1,325 0 1,325 

  原子力災害対策事業費補助金 0 0 0 0 262 0 0 262 

  計 4,404 8,326 21,678 117 1,910 6,404 3,338 46,177 

 

［注］各種積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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③実績

令和５年度 予算 

（単位：百万円） 

予算額 決算額 差　額 備考 予算額 決算額 差　額 備考 予算額 決算額 差　額 備考 予算額 決算額 差　額 備考 予算額 決算額 差　額 備考 予算額 決算額 差　額 備考 予算額 決算額 差　額 備考 予算額 決算額 差　額

収入

運営費交付金 4,252 4,791 539 (注1) 5,911 6,672 760 (注1) 5,675 6,513 838 (注1) 117 125 8 1,636 1,760 124 3,490 4,242 753 (注1) 3,331 1,828 △1,503 (注1) 24,412 25,931 1,519

施設整備費補助金 - 2,056 2,056 (注2) - 1,162 1,162 (注2) 1,566 3,432 1,865 (注2) - - - - 19 19 (注2) - - - - - - 1,566 6,668 5,102

設備整備費補助金 - 611 611 (注2) - - - - 658 658 (注2) - - - - - - - - - - - - - 1,269 1,269

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 - - - - - - 10,665 14,310 3,645 (注2) - - - - - - - - - - - - 10,665 14,310 3,645

先進的核融合研究開発費補助金 - - - - - - 3,601 3,561 △40 - - - - - - - - - - - - 3,601 3,561 △40

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 73 310 237 (注4) - - - - - - - - - - - - 1,581 1,344 △237 (注4) - - - 1,653 1,653 -

次世代放射光施設整備費補助金 - - - - - - - - - - - - - - - 1,325 3,194 1,868 (注2) - - - 1,325 3,194 1,868

原子力災害対策事業費補助金 - - - - - - - - - - - - 262 228 △34 (注3) - - - - - - 262 228 △34

自己収入 80 202 123 (注5) 2,414 2,810 396 (注5) 8 188 180 (注5) - - - 12 23 11 (注5) 9 165 156 (注5) 7 356 350 (注5) 2,529 3,745 1,216

その他の収入 - 898 898 (注6) - 2,259 2,259 (注6) 162 2,722 2,560 (注6) - 120 120 (注6) - 274 274 (注6) - - - - 2 2 (注6) 162 6,275 6,113

4,404 8,867 4,463 8,326 12,902 4,577 21,678 31,385 9,708 117 244 128 1,910 2,304 393 6,404 8,945 2,540 3,338 2,187 △1,152 46,177 66,835 20,658

支出

運営事業費 4,331 5,246 914 8,326 10,515 2,189 5,683 6,629 947 117 169 53 1,648 1,919 271 3,499 3,904 405 3,338 1,902 △1,436 26,941 30,285 3,343

一般管理費 212 213 1 - 22 22 452 444 △8 - 1 1 - 4 4 - 4 4 3,165 1,885 △1,279 3,829 2,574 △1,255

うち、人件費（管理系） - - - - - - - - - - - - - - - - - - 987 987 0 987 987 0

うち、物件費 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2,156 799 △1,358 (注7) 2,156 799 △1,358

うち、公租公課 212 213 1 - 22 22 (注8) 452 444 △8 - 1 1 (注8) - 4 4 (注8) - 4 4 (注8) 22 100 78 (注8) 686 789 103

業務経費 4,120 5,011 892 8,300 10,420 2,121 5,230 6,093 862 117 167 51 1,622 1,865 243 849 1,647 798 - - - 20,237 25,203 4,966

うち、人件費（業務系） 2,201 2,202 1 2,321 2,394 73 2,472 2,407 △65 54 25 △29 (注9) 725 721 △4 293 330 37 (注9) - - - 8,066 8,079 12

うち、物件費 1,919 2,809 891 (注10) 5,978 8,026 2,048 (注10) 2,758 3,686 927 (注10) 62 142 79 (注10) 897 1,144 247 (注10) 556 1,317 761 (注10) - - - 12,171 17,125 4,954

退職手当等 - - - 26 52 26 (注11) - 93 93 (注11) - 0 0 (注11) 26 50 24 (注11) - 22 22 (注11) 174 17 △156 (注11) 226 234 9

戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 - 22 22 (注12) - 21 21 (注12) - - - - - - - - - 2,650 2,230 △420 (注12) - - - 2,650 2,273 △377

施設整備費補助金 - 1,956 1,956 (注2) - 1,150 1,150 (注2) 1,566 3,396 1,830 (注2) - - - - 18 18 (注2) - - - - - - 1,566 6,521 4,954

設備整備費補助金 - 608 608 (注2) - - - - 639 639 (注2) - - - - - - - - - - - - - 1,247 1,247

国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 - - - - - - 10,827 14,281 3,453 (注2) - - - - - - - - - - - - 10,827 14,281 3,453

先進的核融合研究開発費補助金 - - - - - - 3,601 3,475 △126 - - - - - - - - - - - - 3,601 3,475 △126

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金 73 308 236 (注4) - - - - - - - - - - - - 1,581 1,328 △252 (注4) - - - 1,653 1,636 △17

次世代放射光施設整備費補助金 - - - - - - - - - - - - - - - 1,325 3,191 1,866 (注2) - - - 1,325 3,191 1,866

原子力災害対策事業費補助金 - - - - - - - - - - - - 262 225 △37 (注3) - - - - - - 262 225 △37

4,404 8,118 3,714 8,326 11,665 3,340 21,678 28,420 6,743 117 169 53 1,910 2,163 252 6,404 8,423 2,019 3,338 1,902 △1,436 46,177 60,862 14,685

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

（注７）

（注８）

（注９）

（注10）

（注11）

（注12）

（注13）各種積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

運営事業費のうち、退職手当等については、退職金支払額が予定より多額だったことにより、「健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発」、「核融合エネルギーの実現に向けた研究開発」、「異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発」、「放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築」及び「研究開発成果の最大化のための取組等」では、予算額に比して多額となっている。
また、「法人共通」では、退職金支払額が予定より少額だったことにより、予算額に比して少額となっている。               

運営事業費のうち、戦略的イノベーション創造プログラム業務経費については、研究課題を実施する費用を関係するセグメントに配分を行ったことにより、「量子技術の基盤となる研究開発」及び「健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発」では、予算額に比して多額となっている。
また、「研究開発成果の最大化のための取組等」では、研究課題を実施する費用を関係するセグメントに配分を行ったこと及び支出額が予定より減少したことにより、予算額に比して少額となっている。               

自己収入については、共同研究事業収入等の事業収入が増加したため、予算額に比して多額となっている。

その他の収入については、受託収入等が増加したため、予算額に比して多額となっている。

運営事業費のうち、一般管理費の物件費については、支出額が予定より減少したことにより、予算額に比して少額となっている。

運営事業費のうち、業務経費の人件費（業務系）については、人員増等により支出額が予定より増加したことにより、「研究開発成果の最大化のための取組等」では、予算額に比して多額となっている。
また、予算配分額の見直しを行ったため、「異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発」では、予算額に比して少額となっている。

運営事業費のうち、業務経費の物件費については、自己収入及びその他の収入が増加したことにより、「量子技術の基盤となる研究開発」、「健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発」、「核融合エネルギーの実現に向けた研究開発」、「異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発」、「放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築」及び「研究開発成果の最大化のための取組等」では、予算配分額の見直しを行ったため、予算額に比して多額となっている。

運営事業費のうち、一般管理費の公租公課については、共通部門の費用を関係するセグメントに配分を行ったこと等により、「健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発」、「異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発」、「放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築」、「研究開発成果の最大化のための取組等」及び「法人共通」では、予算額に比して多額となっている。
なお、損益計算書では、法人共通以外のセグメントは研究業務費に計上しているため、決算報告書と差異が生じている。

原子力災害対策事業費補助金の収入及び支出については、交付決定額及び支出額が予定より減少したことにより、予算額に比して少額となっている。

高輝度放射光源共通基盤技術研究開発費補助金については、予算配分額の見直しを行ったため、「量子技術の基盤となる研究開発」では、収入及び支出ともに予算額に比して多額となっており、「研究開発成果の最大化のための取組等」では、収入及び支出ともに予算額に比して少額となっている。

施設整備費補助金、設備整備費補助金、国際熱核融合実験炉研究開発費補助金及び次世代放射光施設整備費補助金については、前年度から繰越した予算が含まれていることにより、収入及び支出ともに予算額に比して多額となっている。

区 分

量子技術の基盤となる研究開発 健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発 核融合エネルギーの実現に向けた研究開発 異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発
放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム

構築
研究開発成果の最大化のための取組等 法人共通 合計

計

計

運営費交付金の収入については、予算配分額の見直しを行ったため、「量子技術の基盤となる研究開発」、「健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発」及び「核融合エネルギーの実現に向けた研究開発」では、予算額に比して多額となっている。また、「法人共通」では、予算額に比して少額となっている。
また、「戦略的イノベーション創造プログラム業務経費」について追加で予算がついたため、「研究開発成果の最大化のための取組等」では、予算額に比して多額となっている。
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別紙２ 

（２）収支計画 

 ①中長期計画 

令和５年度～令和 11年度 収支計画 

  （単位：百万円） 

区分 
量子技術の基盤と
なる研究開発 

健康長寿社会の実
現や生命科学の革
新に向けた研究開
発 

核融合エネルギー
の実現に向けた研
究開発 

異分野連携・融合
等による萌芽・創
成的研究開発 

放射線被ばくから
国民を守るための
研究開発と社会シ
ステム構築 

研究開発成果の最
大化のための取組
等 

法人共通 合計 

費用の部 29,343 57,666 200,264 1,700 15,303 20,523 14,891 339,690 

  経常費用 29,343 57,666 200,264 1,700 15,303 20,523 14,891 339,690 

  一般管理費 0 0 0 0 0 0 13,219 13,219 

  うち、人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 6,974 6,974 

  うち、物件費 0 0 0 0 0 0 1,446 1,446 

  うち、公租公課 0 0 0 0 0 0 4,799 4,799 

  業務経費 26,482 51,311 184,523 641 13,091 17,383 0 293,431 

  うち、人件費（業務系） 15,312 16,273 17,283 379 5,028 2,122 0 56,398 

  うち、物件費 11,170 35,038 167,240 262 8,063 15,261 0 237,034 

  退職手当等 1,188 1,263 1,341 29 390 165 541 4,918 

  減価償却費 1,672 5,092 14,400 1,030 1,822 2,975 1,130 28,122 
  財務費用 0 0 0 0 0 0 0 0 
  臨時損失 0 0 0 0 0 0 0 0 

         

収益の部 29,343 57,666 200,264 1,700 15,303 20,523 14,891 339,690 

  運営費交付金収益 14,715 24,515 19,069 422 8,400 13,886 9,197 90,205 

  補助金収益 2,300 512 147,171 0 1,709 2,221 0 153,913 

  自己収入 636 16,899 55 0 82 53 0 17,724 

  その他の収入 0 0 8,260 0 0 0 0 8,260 

  引当金見返に係る収益 10,019 10,648 11,309 248 3,290 1,389 4,563 41,467 

  資産見返負債戻入 1,672 5,092 14,400 1,030 1,822 2,975 1,130 28,122 

  臨時利益 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    
純利益 0 0 0 0 0 0 0 0 
目的積立金取崩額 0 0 0 0 0 0 0 0 
総利益 0 0 0 0 0 0 0 0 
         

 

［注］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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 ②年度計画 

令和５年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 
量子技術の基盤と
なる研究開発 

健康長寿社会の実
現や生命科学の革
新に向けた研究開
発 

核融合エネルギー
の実現に向けた研
究開発 

異分野連携・融合
等による萌芽・創
成的研究開発 

放射線被ばくから
国民を守るための
研究開発と社会シ
ステム構築 

研究開発成果の最
大化のための取組
等 

法人共通 合計 

費用の部 4,097 8,287 20,495 249 1,959 4,292 3,066 42,445 

  経常費用 4,097 8,287 20,495 249 1,959 4,292 3,066 42,445 

  一般管理費 212 0 452 0 0 0 2,733 3,397 

  うち、人件費（管理系） 0 0 0 0 0 0 987 987 

  うち、物件費 0 0 0 0 0 0 1,725 1,725 

  うち、公租公課 212 0 452 0 0 0 22 686 

  業務経費 3,608 7,534 17,986 102 1,672 3,903 0 34,805 

  うち、人件費（業務系） 2,201 2,321 2,472 54 725 293 0 8,066 

  うち、物件費 1,407 5,212 15,514 47 947 3,610 0 26,738 

  退職手当等 0 26 0 0 26 0 174 226 

  減価償却費 277 727 2,057 147 260 390 159 4,017 

  財務費用 0 0 0 0 0 0 0 0 

  臨時損失 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    

収益の部 4,097 8,287 20,495 249 1,959 4,292 3,066 42,445 

  運営費交付金収益 3,456 4,862 4,665 96 1,318 3,005 2,617 20,019 

  補助金収益 39 0 13,329 0 262 856 0 14,487 

  自己収入 80 2,414 8 0 12 9 7 2,529 

  その他の収入 0 0 162 0 0 0 0 162 

  引当金見返に係る収益 244 284 275 6 107 33 283 1,231 

  資産見返負債戻入 277 727 2,057 147 260 390 159 4,017 

  臨時利益 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    

純利益 0 0 0 0 0 0 0 0 

目的積立金取崩額 0 0 0 0 0 0 0 0 

総利益 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    

 

［注］各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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 ③実績 

令和５年度 収支計画 

 

［注］各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額

費用の部 4,097 6,154 2,057 8,287 12,563 4,276 20,495 40,289 19,794 249 284 35 1,959 2,571 612 4,292 3,371 △921 3,066 1,848 △1,218 42,445 67,079 24,634 

経常費用 4,097 6,153 2,056 8,287 12,562 4,275 20,495 40,288 19,793 249 284 35 1,959 2,561 602 4,292 3,364 △928 3,066 1,848 △1,218 42,445 67,059 24,614 

財務費用 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

臨時損失 - 1 1 - 1 1 - 1 1 - 0 0 - 10 10 - 7 7 - 0 0 - 20 20 

収益の部 4,097 6,239 2,142 8,287 12,730 4,443 20,495 40,242 19,747 249 290 41 1,959 2,480 521 4,292 3,522 △770 3,066 1,933 △1,133 42,445 67,435 24,990 

運営費交付金収益 3,456 3,696 240 4,862 4,911 49 4,665 5,037 372 96 58 △38 1,318 1,395 77 3,005 1,702 △1,303 2,617 1,593 △1,024 20,019 18,391 △1,628 

補助金収益 39 151 112 - 364 364 13,329 26,108 12,779 - - - 262 262 0 856 1,335 479 - -  - 14,487 28,220 13,733 

自己収入 80 253 173 2,414 3,006 592 8 204 196 - - - 12 51 39 9 166 157 7 24 17 2,529 3,704 1,175 

その他の収入 - 1,196 1,196 - 2,960 2,960 162 2,173 2,011 - 127 127 - 239 239 - - - - - - 162 6,695 6,533 

引当金見返に係る収益 244 372 128 284 461 177 275 437 162 6 5 △1 107 145 38 33 94 61 283 167 △116 1,231 1,682 451 

資産見返負債戻入 277 569 292 727 1,028 301 2,057 6,283 4,226 147 99 △48 260 379 119 390 91 △299 159 93 △66 4,017 8,543 4,526 

臨時収益 - 1 1 - 0 0 - 1 1 - 0 0 - 10 10 - 134 134 - 56 56 - 201 201 

純利益 - 85 85 - 167 167 - △47 △47 - 6 6 - △91 △91 - 152 152 - 85 85 - 356 356 

目的積立金取崩額 - 58 58 - 339 339 - 37 37 - 30 30 - 22 22 - 36 36 - 110 110 - 631 631 

総利益 - 142 142 - 506 506 - △10 △10 - 36 36 - △69 △69 - 187 187 - 196 196 - 987 987 

 法人共通  合　　　計

（単位：百万円）

区　　　分

 量子技術の基盤となる
研究開発

 核融合エネルギーの実
現に向けた研究開発

 異分野連携・融合等に
よる萌芽・創成的研究

開発

 放射線被ばくから国民
を守るための研究開発
と社会システム構築

 研究開発成果の最大化
のための取組等

 健康長寿社会の実現や
生命科学の革新に向け

た研究開発
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別紙３ 

（３）資金計画 

 ①中長期計画 

令和５年度～令和 11年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 
量子技術の基盤と
なる研究開発 

健康長寿社会の実
現や生命科学の革
新に向けた研究開
発 

核融合エネルギー
の実現に向けた研
究開発 

異分野連携・融合
等による萌芽・創
成的研究開発 

放射線被ばくから
国民を守るための
研究開発と社会シ
ステム構築 

研究開発成果の最
大化のための取組
等 

法人共通 合計 

資金支出 31,352 57,807 199,642 770 15,221 20,578 15,808 341,179 

  業務活動による支出 25,371 52,062 174,001 670 13,481 16,980 13,760 296,326 

  投資活動による支出 5,963 5,523 25,020 100 1,736 3,590 1,955 43,887 

  財務活動による支出 18 222 621 0 4 9 93 966 

  次年度への繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    

資金収入 31,352 57,807 199,642 770 15,221 20,578 15,808 341,179 

  業務活動による収入 29,052 57,295 187,779 770 15,221 19,253 15,808 325,179 

  運営費交付金による収入 28,416 40,396 34,900 770 13,430 17,548 15,808 151,267 

  補助金収入 0 0 144,565 0 1,709 1,653 0 147,927 

  自己収入 636 16,899 55 0 82 53 0 17,724 

  その他の収入 0 0 8,260 0 0 0 0 8,260 

  投資活動による収入 2,300 512 11,863 0 0 1,325 0 16,000 

  施設整備費による収入 2,300 512 11,863 0 0 1,325 0 16,000 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 

  前年度からの繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    

 

［注］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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 ②年度計画 

令和５年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 
量子技術の基盤と
なる研究開発 

健康長寿社会の実
現や生命科学の革
新に向けた研究開
発 

核融合エネルギー
の実現に向けた研
究開発 

異分野連携・融合
等による萌芽・創
成的研究開発 

放射線被ばくから
国民を守るための
研究開発と社会シ
ステム構築 

研究開発成果の最
大化のための取組
等 

法人共通 合計 

資金支出 4,404 8,326 21,678 117 1,910 6,404 3,338 46,177 

  業務活動による支出 3,820 7,560 18,438 102 1,698 3,903 2,907 38,427 

  投資活動による支出 566 544 2,618 15 208 2,491 340 6,784 

  財務活動による支出 18 222 621 0 4 10 91 966 

  次年度への繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    

資金収入 4,404 8,326 21,678 117 1,910 6,404 3,338 46,177 

  業務活動による収入 4,404 8,326 20,111 117 1,910 5,079 3,338 43,285 

  運営費交付金による収入 4,252 5,911 5,675 117 1,636 3,490 3,331 24,412 

  補助金収入 73 0 14,267 0 262 1,581 0 16,182 

  自己収入 80 2,414 8 0 12 9 7 2,529 

  その他の収入 0 0 162 0 0 0 0 162 

  投資活動による収入 0 0 1,566 0 0 1,325 0 2,892 

  施設整備費による収入 0 0 1,566 0 0 1,325 0 2,892 

  財務活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 

  前年度からの繰越金 0 0 0 0 0 0 0 0 

                    

 

［注］各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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 ③実績 

令和５年度 資金計画 

 

［注］各欄積算と合計欄との数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額 計画額 実績額 差　額

資金支出 4,404 5,261 857 8,326 7,554 △772 21,678 25,064 3,387 117 119 2 1,910 988 △922 6,404 9,581 3,177 3,338 15,110 11,772 46,177 63,677 17,500 

業務活動による支出 3,820 2,701 △1,119 7,560 6,021 △1,539 18,438 19,768 1,330 102 83 △19 1,698 927 △771 3,903 4,189 286 2,907 15,024 12,117 38,427 48,713 10,285 

投資活動による支出 566 2,512 1,946 544 1,284 740 2,618 5,192 2,574 15 36 21 208 55 △153 2,491 5,382 2,891 340 32 △308 6,784 14,492 7,708 

財務活動による支出 18 48 30 222 249 27 621 104 △517 - - - 4 7 3 10 10 0 91 54 △37 966 473 △493 

翌年度への繰越金 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

- - - 

資金収入 4,404 3,822 △582 8,326 6,398 △1,928 21,678 24,851 3,174 117 120 3 1,910 593 △1,317 6,404 8,463 2,059 3,338 23,661 20,323 46,177 67,909 21,733 

業務活動による収入 4,404 1,765 △2,639 8,326 5,232 △3,094 20,111 21,363 1,252 117 120 3 1,910 579 △1,331 5,079 5,270 191 3,338 23,477 20,139 43,285 57,805 14,520 

投資活動による収入 - 2,057 2,057 - 1,166 1,166 1,566 3,488 1,922 - - - - 14 14 1,325 3,194 1,869 - 184 184 2,892 10,103 7,211 

財務活動による収入 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

前年度よりの繰越金 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

（単位：百万円）

区　　　分

 量子技術の基盤となる
研究開発

 核融合エネルギーの実
現に向けた研究開発

 異分野連携・融合等に
よる萌芽・創成的研究

開発

 放射線被ばくから国民
を守るための研究開発
と社会システム構築

 研究開発成果の最大化
のための取組等

 法人共通  合　　　計
 健康長寿社会の実現や
生命科学の革新に向け

た研究開発
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別添（中長期目標、中長期計画） 

中長期目標 中長期計画 

Ⅲ. 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

1. 量子科学技術等に関する研究開発 

(1) 量子技術の基盤となる研究開発 

材料・デバイス等の原子・電子レベルの解析、可視化、微細加工や

高度な量子機能創製など幅広い科学技術の発展を支える量子技術の基盤

として、イオンビーム、電子線、レーザー、放射光等を総合的に活用し

た研究開発やビーム源の開発・高度化等を推進する。 

我が国の経済成長を支える生産性革命や新産業創出等に向けて、量

子機能創製拠点として、高度な量子機能を発揮する量子マテリアルの研

究開発・安定的供給基盤の構築を推進する。また、量子機能創製分野の

中核拠点として、国際競争力強化に向けた取組を推進するとともに、量

子マテリアルの研究開発段階から産業応用までを繋ぐハブとしての役割

を果たし、将来の事業化を見据えて企業連携数の増加に努めるなど産学

官の連携や共創を推進する。加えて、本中長期目標期間中に市場ニーズ

の高い量子マテリアルを安定的に生産する技術の確立を目指す。 

 

1）高機能材料・デバイスの創製に関する研究開発 

 量子コンピュータ、量子計測・センシング等の実現に不可欠となる

高度な量子機能を発揮する量子マテリアルの研究開発を行うととも

に、これを活用した量子計測・センシング技術の高度化に向けた研究

開発を行う。また、スピントロニクスとフォトニクスを融合した「ス

ピンフォトニクス」技術を活用した次世代情報通信デバイス等の革新

的デバイスの研究開発を行う。 

 さらに、カーボンニュートラル社会や健康長寿社会、バイオエコノ

ミーの実現に資する次世代材料・デバイス・分析技術等の研究開発を

推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）最先端レーザー技術とその応用に関する研究開発 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

1. 量子科学技術等に関する研究開発 

(1) 量子技術の基盤となる研究開発 

量子技術イノベーション戦略、量子未来社会ビジョン等に基づき、持続可能性と強靭性を兼ね備え、国民の安全と安心を確保しつ

つ一人一人の多様な幸福感が得られる社会の実現を目指し、イオンビーム、電子線、レーザー、放射光等のビーム源の開発・高度化

等を行うとともに、これらを総合的に活用し、生産性革命や新産業創出に資する多様な量子科学技術の研究開発を推進する。具体的

には、量子機能創製拠点として高度な量子機能を発揮する量子マテリアル・デバイス等の創製を推進する。加えて、中長期目標期間

中には市場ニーズの高い量子マテリアルを安定的に生産する技術の確立に取り組む。また、カーボンニュートラル社会や健康長寿社

会、バイオエコノミーの実現に資する次世代材料・デバイス・分析技術等の研究開発を推進する。さらに、レーザー及びレーザー駆

動量子ビームの医療・産業応用を推進するとともに、高強度場科学等の新領域を切り拓く。産学官の連携や共創により研究開発成果

の広範な発信・普及を行い、成果の社会実装を促進して科学技術イノベーションの創出に結び付け、我が国の科学技術・学術の発展

と産業の振興に貢献する。 

 

 

 

 

1) 高機能材料・デバイスの創製に関する研究開発 

超スマート社会への変革を先導する量子コンピュータ、量子計測・センシング等の技術の確立を目指し、イオンビーム、電子

線、レーザー、硬・軟 X線放射光等の量子ビームを総合的に活用して量子マテリアル・デバイスの研究開発を行う。具体的には、

都市空間等の多様な環境下でも超高感度を実現する量子センシング技術の確立に向け、実験・理論の両面から新規スピン量子ビッ

トや単一光子源の探索・形成と物性制御に関する研究を進め、環境ノイズ耐性を有する量子センサ等を開発する。二次元物質等の

量子デバイス素材におけるスピンやフォトンの計測・制御技術を開発するとともに、それらを融合したスピンフォトニクス技術を

活用することで光駆動不揮発性メモリ作製に必要な要素デバイスを開発する。室温動作で超並列計算が可能な量子コンピュータの

実現を目指して、レーザーを用いたイオン状態の計測・制御技術を開発し、量子ビットゲート操作を実証して量子情報処理に向け

た技術基盤を確立する。量子機能創製拠点として、国際競争力強化に資するため、世界最先端の量子マテリアルの研究開発・安定

供給基盤を構築し、産学官連携により優れた性能を有する量子マテリアルを創製するとともに、市場ニーズの高い量子マテリアル

の安定的な生産技術の開発を行う。さらに、その実用化・社会実装を促進するため、事業化を見据えた企業連携を推進する。 

量子技術の応用分野に関する研究開発として、カーボンニュートラル・循環型社会に向けたエネルギー変換デバイス等の開発、

健康長寿社会の実現に資する次世代医療産業やバイオエコノミーに係る技術の開発等を行う。具体的には、量子ビームを用いた先

進加工・オペランド計測技術やデータ駆動型マテリアル開発技術を活用し、次世代電池に不可欠な高耐久導電性高分子や電極触

媒、エネルギーバリューチェーンの安定・最適化を担う脱レアメタル水素吸蔵材料等を創製する。また、ミニ臓器から構成される

全身モデル化チップ等の創薬・診断デバイス、元素動態イメージング及び殺細胞効果の利用に必要な新規 RI技術等を開発する。 

これらに加え、革新的量子デバイスやエネルギー変換デバイス等の創製に資するため、人工知能（AI）を活用した精密制御によ

るナノイオンビーム形成・分析技術等を開発する。また、硬・軟 X 線及びそれらの相補利用による電子・スピン状態やナノ構造の

解析、オペランド計測や DXによるハイスループット化等の放射光利用先端計測技術を開発する。 

 

2) 最先端レーザー技術とその応用に関する研究開発 
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 極短パルスレーザー等を用いた量子マテリアルや生体分子等の機能

解明、量子状態制御に資する電子ダイナミクスの可視化・理論計算、

レーザー技術等による量子状態制御技術や量子デバイスに必要な超微

細構造の形成・計測技術など、レーザー技術等の光科学技術を活用し

て量子技術の基盤となる多様な研究開発を推進する。 

 また、高強度レーザーによる医療応用や非破壊検知技術の確立等を

目指し、J-KAREN-P等の高強度化・高安定化等の技術開発を通じて、

利用者のニーズに応えたレーザー及びレーザー駆動量子ビーム源の研

究開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

3）量子技術の基盤となる研究開発等を担う人材の育成・確保 

 産学官の連携等を推進する中で、量子技術の基盤となる革新的かつ

国際競争力のある研究開発や社会実装を担うリーダー、若手研究者・

技術者の育成・確保を積極的・継続的に行う。また、量子機能創製拠

点の活動の一環として、応用先となる様々な分野の産学官の人材の参

入・交流を促進する。 

 

 

 

 

極短パルスレーザー等の光技術と量子マテリアル・量子センシング技術の融合を進め、新たな量子機能創製とその応用に向けた

多様な研究開発を推進する。具体的には、極短パルスレーザー及びそれを用いた高次高調波発生技術によるアト秒軟 X線光源を構

築し、原子・分子レベルでの量子マテリアルや生体分子等の機能解明を進めるとともに、光による量子状態制御を用いた超高速ス

イッチデバイスや生命現象の量子論的理解に基づく効率的なエネルギー循環等の実現に向けた電子ダイナミクスの可視化・理論計

算の技術を開発する。光技術と量子センシング技術の融合では、光駆動量子ビット・量子センサや量子内視鏡等の実現に向け、レ

ーザーを用いたスピン制御・顕微技術の開発を進める。超微細加工技術開発では、量子マテリアルの高機能化に資するサイバーフ

ィジカル空間による新しい加工技術の実現に向けて、光と物質の相互作用のシミュレーション技術を構築するとともに、高平均出

力のコヒーレント軟 X線光源の開発を進め、物質表面における超微細構造の形成・計測技術を開発する。 

高強度レーザーによる医療応用や非破壊検知技術の確立等を目指し、レーザー駆動量子ビーム源の開発と多様な分野への応用研

究を推進する。レーザー加速原理に基づく小型高エネルギー加速器実現の研究開発では、国内外の研究機関・大学等と連携し、高

エネルギー・多価重イオン加速手法を探索するとともに、がん治療への応用を想定したレーザー駆動イオン入射器を試作する。ま

た、産業用小型電子加速器の実現に向けて、100MeV級レーザー電子加速器プロトタイプの設計を行う。さらに、可視から赤外領域

のレーザーを用いた遠隔検知技術を開発するとともに、高強度レーザーと物質との相互作用による高効率ガンマ線・コヒーレント

X線生成や中性子線発生等の研究開発により、元素・同位体の識別が可能な非破壊検知技術の開発を進める。これらの研究及び高

強度場科学の推進に必要な J-KAREN-P等の高強度化・高ビーム品質化、リモート化・高安定化等の技術開発を行う。 

 

3) 量子技術の基盤となる研究開発等を担う人材の育成・確保 

イオンビーム、電子線、レーザー、硬・軟 X線放射光等の量子ビームの発生、制御、利用（加工・解析等）技術の開発・高度化

や幅広い応用促進の取組を通して、量子技術の共通基盤である量子ビーム技術を支える人材の継続的な育成・確保を行う。我が国

の量子機能創製研究開発の中核拠点及び NanoTerasuの運用主体として、国内外の産学官との人材交流の拡幅・促進を図るととも

に、研究者・技術者を積極的に受け入れ、量子マテリアル・デバイス等の創製・産業応用に連携・協力して取り組むことで、量子

技術の基盤となる革新的かつ国際競争力のある研究開発や社会実装を担うリーダーや若手人材の育成・確保を行う。 

 

(2) 健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発 

 量子生命科学に関する研究開発や、がん、認知症等の革新的な診断・

治療技術に関する研究開発を推進するとともに、両者を連携させながら

一体的に取り組むことにより、健康長寿社会の実現や生命科学の革新に

向けた研究開発を推進する。 

 

 

 

 

1）量子生命科学に関する研究開発 

 第１期中長期目標期間において、理事長のリーダーシップの下、量

子技術と生命・医療等に関する技術を融合した量子生命科学の中核を

担う量子生命拠点を立ち上げ、当該技術分野の開拓に取り組んでき

(2) 健康長寿社会の実現や生命科学の革新に向けた研究開発 

国民のいのちと生活を守り、安心して暮らせる社会を実現するため、量子科学技術等による生命・医学分野等の研究開発に取り組

む。すなわち、量子論や量子力学の視点と技術を用いて、いのちの入口となる生命現象の根本的な原理の解明に向けた研究開発を推

進する。その知見を基に、生活の質（QOL）を維持できる治療技術の研究開発を行い、人生 100年時代を謳歌できる健康長寿社会の

実現を目指す。QST病院をこれらの研究開発成果をいち早く社会につなげる出口と位置付け、各研究課題を連関させた研究開発を推

進する。また、未来に向けた新たなイノベーションを発信するため、国内外の産学官の研究者・技術者を結集する中核となり、研究

開発と社会実装の加速を図ると同時に、研究課題の融合的なプロジェクトを立ち上げ、生命に係る未来につながる新たな研究分野を

開拓する。 

 

1) 量子生命科学に関する研究開発 

量子技術イノベーション戦略においては、量子技術と生命・医療等とを融合した量子生命科学について、我が国独自の学問的開

拓が始まった段階にあり、我が国が抱える課題を解決し、健康長寿社会を実現する上で極めて大きな波及効果が期待される有望な

技術領域としている。さらに、同戦略に基づき、機構は我が国が強み・競争力を保持する技術領域を中心として国際競争力を確
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た。 

第２期中長期目標期間においては、量子生命科学分野における量子

計測・センシング技術を確立し、医療・創薬等への応用研究を推進す

るとともに、生命現象の根本的な原理解明に資する研究を着実に進め

る。また、量子生命拠点として、国際競争力の強化に向けた取組を推

進するとともに、量子生命科学分野における研究開発段階から産業応

用までを繋ぐハブとしての役割を果たし、将来の事業化を見据えて企

業連携数の増加に努めるなど産学官の連携や共創を推進する。さら

に、本中長期目標期間中に量子生命科学分野において市場ニーズの高

い技術の確立を目指す。 

 

○ 量子計測・センシング技術による生命科学の革新 

 生体ナノ量子センサ、超高感度 MRI/NMR等の超高感度・高分解能

を持つ量子計測・センシング技術を確立し、当該技術により得られ

るデータと従来の計測技術によるデータを相補的・相乗的に活用す

ることで、疾患の病態解明・早期発見や疾患バイオマーカー、医薬

品・再生医療用細胞等の計測・評価等に係る研究開発を行う。 

 

○ 生命現象の量子論的解明・模倣 

 量子計測・センシング技術や計算生命科学等による生命現象の解

析技術を開発する。また、量子論的観点から生命現象の根本原理の

解明を目指した研究に取り組む。これらの技術や知見について医

療・創薬等への応用を進めるとともに、バイオミメティクス（生物

模倣技術）に向けた研究開発を行う。さらに、将来的な環境・エネ

ルギー分野等への貢献も探索する。 

 

○ 量子生命科学分野の研究開発等を担う人材の育成・確保 

 産学官の連携等を推進する中で、量子生命科学分野の革新的かつ

国際競争力のある研究開発や社会実装を担うリーダー、若手研究

者・技術者の育成・確保を積極的・継続的に行う。また、量子生命

拠点の活動の一環として、量子生命科学の応用先となる医療・創薬

等の様々な分野の産学官の人材の参入・交流を促進する。 

 

保・強化するための量子拠点の一つとして、量子生命拠点に指定された。これらを踏まえて、以下のとおり量子生命科学分野にお

ける量子計測・センシング技術及び量子論的観点からの生命現象解明に向けた研究開発を進め、医療・創薬分野における応用研究

の推進と併せて、人類究極の問い「生命とは何か」の解明につながる新しい学術分野を開拓する。また、量子生命拠点として、量

子生命科学分野における国際競争力の強化を行うとともに、将来の事業化を見据えた企業連携を構築するなど産学官の連携や共創

を加速し、国内外から研究者・技術者を結集して基礎研究から技術実証、ニーズとシーズのマッチングや知財管理、若手リーダー

の育成等を一元的に実施することを通じ、量子生命科学分野における研究開発段階から産業応用までをつなぐハブとしての役割を

果たす。さらに、中長期目標期間中には同分野において市場ニーズの高い技術の確立に取り組む。 

 

 

 

 

a. 量子計測・センシング技術による生命科学の革新 

 医学・生命科学の革新と医療・創薬分野を中心としたイノベーションの創出をもたらすため、従来技術に比べて超高感度・高分

解能を持つ量子計測・センシング技術、特に細胞・組織に対する生体ナノ量子センサ、超高感度 MRI/NMR等の技術を開発する。 

 新たな量子計測・センシング技術によるデータと従来技術によるデータを相補的・相乗的に活用することにより、従来では分析

不可能であった生命現象のメカニズムを明らかにし、更には、疾患の病態解明と早期発見技術の研究開発、疾患バイオマーカー

の計測、医薬品や再生医療用細胞等の評価に係る研究開発を行う。 

 

b. 生命現象の量子論的解明・模倣 

 量子ビームを活用した計測技術や計算生命科学等による生体分子の構造・物性・機能等に基づく生命現象の解析技術を開発し、

光合成の光捕集における量子計測・センシング等、量子論的観点からの生命現象の根本原理の解明を目指した研究に取り組む。

これらの技術及び得られた知見の医療・創薬等への応用を進めるとともに、生体分子の機能を応用した創薬・バイオ生産への貢

献などの経済・社会的インパクトが期待できるバイオミメティクス（生物模倣技術）に向けた研究開発を行う。さらに、将来的

な環境・エネルギー分野等への貢献も探索する。 

 

 

c. 量子生命科学分野の研究開発等を担う人材の育成・確保 

 量子生命科学分野の革新的な研究開発を担う人材の積極的・継続的な育成・確保を行う。また、量子生命拠点として、量子生命

科学の応用先となる医療・創薬等の様々な分野における産学官の人材の参入・交流を促進するとともに、産学官の連携等を推進

する中で、将来当該分野において国際競争力のある研究開発や社会実装を担うリーダー、若手研究者・技術者の育成・確保を行

う。 

 

2）がん、認知症等の革新的な診断・治療技術に関する研究開発 

 健康長寿社会の実現のため、がん、認知症等の革新的な診断・治療

技術の研究開発を推進するとともに、QST病院を有する強みを生か

し、予防、診断から治療までを統合した次世代の医療技術の実現に向

けた取組を進める。 

 

2) がん、認知症等の革新的な診断・治療技術に関する研究開発 

健康長寿社会を実現するためには、平均寿命だけでなく健康寿命を延ばすことが重要であり、超高齢化社会において多くの国民

が罹患するがんや認知症に対し、QOLを高める診断・治療技術の開発が求められる。そこで、健康・医療戦略、「医療用等ラジオア

イソトープ製造・利用推進アクションプラン」（令和４年５月 31日原子力委員会決定）に基づき、健康長寿社会を実現するため

に、以下のとおり精神・神経疾患、固形がん、多発・微小がん等に対する診断・治療技術の研究開発に取り組む。また、基礎から

臨床研究、実診療まで一気通貫に研究開発を実施する「量子医科学コンプレックス構想」の下、これらの研究開発を有機的に統合
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○ 精神・神経疾患に対する診断と治療の一体化 

認知症やうつ病などの精神・神経疾患の高精度診断法及び客観的

評価法の研究開発を行うとともに、量子計測・センシング技術等を

用いた微小病巣の検出等により、予防・早期治療に役立つ技術の研

究開発を推進する。 

 

 

 

 

 

○ 重粒子線がん治療研究・次世代重粒子線治療装置 

固形がんを対象とした重粒子線がん治療の装置について、現在普

及している装置を大幅に小型化・高度化した次世代重粒子線がん治

療装置（量子メス）を、令和９年度頃を目標として実用化するとと

もに、さらなる小型化に向けた研究開発を行う。また、治療効果の

向上に有効な他の治療方法との併用について研究開発を行うととも

に、引き続き臨床研究を進め、がん疾患の適応拡大を目指す。 

さらに、重粒子線がん治療装置や量子計測・センシング技術等を

用いて、非がん性疾患の治療技術を開発する。 

 

 

 

○ 放射性薬剤がん治療研究 

放射性薬剤を用いた標的アイソトープ治療（TRT）や画像診断技

術の高度化、放射性薬剤に使用する放射性核種の製造技術の高度化

を進める。多発・微小がんの診断と治療を一体的に進めるため、放

射性薬剤を用いた治療（Therapeutics）と診断（Diagnostics）を

一体化した新しい医療技術であるセラノスティクス

（Theranostics）等の臨床展開に資する研究開発を行うとともに、

実用化に向けた臨床研究も実施する。 

また、放射性薬剤の品質保証技術の高度化を進めることで、臨床

用放射性薬剤の利用を促進する。 

 

 

 

するとともに、量子生命科学や放射線影響研究の知見と QST病院を有する強みとを活用することで、がん死ゼロ・認知症ゼロを目

指した研究開発を進める。さらに、この研究開発成果をコアとして産学官連携による成果の社会実装と国際展開を積極的に進める

ことによって、がん死ゼロ・認知症ゼロ健康長寿社会の実現を目指す。 

 

a. 精神・神経疾患に対する診断と治療の一体化 

 超高齢社会・ストレス社会における重要な社会的課題である認知症やうつ病などの精神・神経疾患に対応するため、脳病態に

基づく神経疾患の高精度診断法と、自己意識、認知、情動を担う神経回路活動の指標化による精神・神経疾患の客観的評価法

の研究開発を行うとともに、この成果に基づき、神経回路の操作法や、病態修飾薬の研究開発を推進する。 

 量子科学技術による時空間的にシームレスかつスケーラブルな脳イメージング技術並びに脳内及び全身環境センシング技術の

研究を進める。これにより、超早期病態、脳疾患の芽となる炎症、神経機能異常などの微小病巣の検出と発症に至るメカニズ

ムの解明と、予防や早期治療に役立つ技術の研究開発を推進する。 

 上記の研究開発成果をコアとして、機構が国内外における脳病態に係る研究開発の中核となって、産学官連携を推進する。こ

れにより、非臨床と臨床の双方向かつシームレスな橋渡しによる、脳病態解明と診断薬・治療薬の開発を促進する。 

 

b. 重粒子線がん治療研究・次世代重粒子線治療装置 

 QOLを高く維持しながら固形がんを治療できる重粒子がん線治療を、国民が広く利用できるようにするのみならず、国際展開

を推進するために、重粒子線がん治療の多施設共同臨床試験を主導するとともに、機構及び連携施設で集積されたデータ解析

により、重粒子線がん治療の標準治療化に向けた研究開発を実施する。 

 国内外への普及に向けて、量子科学技術を活用することで、令和９年度を目途に重粒子線がん治療装置を大幅に小型化した次

世代重粒子線がん治療装置（量子メス）の社会実装につなげるとともに、さらなる小型化の研究開発を行う。また、イメージ

ガイド治療に向けた量子計測・センシング技術の応用について研究開発を推進する。 

 重粒子線がん治療の高度化を図るために、重粒子線の生物効果とメカニズム、免疫反応等に関する研究開発、治療効果の向上

に有効な併用療法の研究開発及び治療抵抗性の克服を目指した研究開発を行い、がん疾患の保険適応拡大を目指した臨床研究

を推進する。さらに、量子計測・センシング技術と高精度治療技術を組み合わせて、非がん病変に対する重粒子線治療技術の

研究開発を実施する。 

 

c. 放射性薬剤がん治療研究 

 QOLが高く、多発・微小がんにも有効な、放射性薬剤による診断（Diagnostics）と治療（Therapeutics）を融合したセラノス

ティクス（Theranostics）を広く国民に届けるために、この高度化に向けた研究開発と基盤形成を進めるとともに、セラノス

ティクスや他の治療法との併用に関する基礎研究の成果を臨床に応用するトランスレーショナル研究の枠組みを強化する。さ

らに、効果が高く有害事象の少ない新たな標的アイソトープ治療（TRT）の研究開発を推進する他、そのために必要な加速器の

整備を計画的に進める。 

 放射性核種の製造技術、多様な標識中間体の開発・応用の拡張等、放射性薬剤製造技術の高度化・効率化を進め、がん等の診

断と TRT等の臨床展開に資する基礎研究・創薬研究を行う。また、我が国の臨床用放射性薬剤の利用を促進し、診断・治療用

新規放射性薬剤の品質保証体制をより強固なものとすべく、放射性薬剤に関する製造から分析・応用までを含めた技術の高度

化やそれらの技術基盤の形成を進める。 

 がんの診断・治療を支える画像診断の高度化を目指し、がん等の定量的診断や予後予測を可能とするため、基礎から臨床まで

一貫した PET・MRIイメージング技術の開発や線量評価技術の研究開発、Whole Gamma Imaging等の量子計測・センシング機器

の研究開発を推進する。 
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○ がん、認知症等の革新的な診断・治療技術の研究開発等を担う

人材の育成・確保 

 がん、認知症等の予防、診断から治療までを統合した次世代の医

療技術の実現に資する人材を育成・確保するとともに、産学官の連

携等を推進する中で、これら技術の社会実装を担う人材の育成を行

う。 

 

 

d. がん、認知症等の革新的な診断・治療技術の研究開発等を担う人材の育成・確保 

 国内外の研究者・技術者と連携し、がん、認知症等の予防、診断から治療までを統合した次世代の医療技術の実現に資する人

材を育成・確保する。さらに、この研究開発成果をコアとして産学官の連携等を推進し、その中で成果の社会実装を担う人材

の育成を行う。 

 

(3) 核融合エネルギーの実現に向けた研究開発 

 核融合エネルギーは、資源量が豊富で偏在がないといった供給安定

性、安全性、環境適合性、核拡散抵抗性、放射性廃棄物の処理・処分等

の観点で優れた社会受容性を有することから、持続可能な環境・エネル

ギーを実現するために早期の実用化が期待されている。 

 引き続き、「イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核

融合エネルギー機構の設立に関する協定」（平成 19年 10月 24日発効。

以下「ITER協定」という。）に基づく「ITER計画」及び「核融合エネル

ギーの研究分野におけるより広範な取組を通じた活動の共同による実施

に関する日本国政府と欧州原子力共同体との間の協定」（平成 19年６月

１日発効。以下「BA協定」という。）に基づく「核融合エネルギー研究

分野における幅広いアプローチ活動」（以下「BA活動」という。）を着

実に実施し、核融合エネルギーの実用化に向けた研究開発を推進する。

また、21世紀中葉の原型炉運転開始を目指して、ITER・先進プラズマ

研究開発・核融合理工学研究開発の成果の活用等により、原型炉建設判

断に必要な技術基盤構築を進める。 

 さらに、大学、研究機関、産業界等の意見や知識を集約して ITER計

画及び BA活動に取り組むことを通じて、国内連携・協力を推進するこ

とにより、国内の他の核融合研究機関との研究成果の相互還流を進め、

核融合エネルギーの実用化に向けた研究・技術開発を促進する。 

 

1）ITER計画の推進 

ITER計画における国内機関としての業務を着実に実施するととも

に、ITERを活用した研究開発をオールジャパン体制で実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 核融合エネルギーの実現に向けた研究開発 

核融合エネルギーは、資源量が豊富で偏在がないといった供給安定性、安全性、環境適合性、核拡散抵抗性及び放射性廃棄物の処

理・処分等の観点で優れた社会受容性を有するとともに、恒久的な人類のエネルギー源として有力な候補であり、長期的な視点から

エネルギー確保に貢献することが期待されていることから、早期の実用化が求められている。このため、「第三段階核融合研究開発基

本計画」（平成４年６月９日原子力委員会決定）、「イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核融合エネルギー機構の設立

に関する協定」（平成 19 年 10 月 24 日発効。以下「ITER 協定」という。）、「核融合エネルギーの研究分野におけるより広範な取組を

通じた活動の共同による実施に関する日本国政府と欧州原子力共同体との間の協定」（平成 19年６月１日発効。以下「BA協定」とい

う。）、「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」（平成 29年 12月 18日科学技術・学術審議会核融合科学技術委員会報告）、「原型炉開

発に向けたアクションプラン」（平成 29 年 12 月 18 日科学技術・学術審議会核融合科学技術委員会報告）、「原型炉研究開発ロードマ

ップについて（一次まとめ）」（平成 30 年７月 24 日科学技術・学術審議会核融合科学技術委員会報告）及び「核融合原型炉研究開発

に関する第１回中間チェックアンドレビュー報告書」（令和４年１月 24 日科学技術・学術審議会核融合科学技術委員会報告）に加え、

第６次エネルギー基本計画等に基づき、核融合エネルギーの実用化に向けた研究開発を総合的に行う。具体的には、「ITER計画」及び

「核融合エネルギー研究分野における幅広いアプローチ活動」（以下「BA活動」という。）を国際約束に基づき着実に推進しつつ、21

世紀中葉の原型炉運転開始を目指して、ITERを活用した研究開発、超伝導トカマク装置 JT-60SAを中核とした先進プラズマ研究開発

及び BA活動で整備した施設等を活用した理工学研究開発を、相互の連携と人材の流動化を図りつつ実施する。これにより、核融合エ

ネルギーの科学的・技術的実現可能性の実証及び原型炉建設判断に必要な技術基盤構築を進めるとともに、核融合技術を活用したイ

ノベーションの創出に貢献する。 

研究開発の実施に当たっては、大学・研究機関・産業界等の研究者・技術者や各界の有識者等の国内意見や知識を集約して ITER計

画及び BA活動に取り組むことにより国内連携・協力を推進し、国内核融合研究との成果の相互還流を進め、核融合エネルギーの実用

化に向けた研究・技術開発を促進する。 

 

1) ITER計画の推進 

ITER 協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、大学・研究機関・産業界等と協力し、国内機関としての業務を着実に実施

する。また、ITER を活用した研究開発をオールジャパン体制で実施する。また、ITER において実施する我が国独自のアイデアに基

づくテストブランケット計画を推進する。 

a. ITER建設活動 

我が国が調達責任を有する遠隔保守装置本体の製作を完了するとともに、高周波加熱装置・中性粒子加熱装置ビームライン（NBDL）

遠隔保守装置・ダイバータ・中性粒子入射加熱装置・計測装置・トリチウム除去系の製作を進める。また、ITER 建設地（フランス 

サン・ポール・レ・デュランス）でイーター国際核融合エネルギー機構（以下「ITER機構」という。）が実施する機器の据付・組立

て等の統合作業を支援する。 

b. ITER運転活動 
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2）BA活動等による先進プラズマ研究開発 

BA協定の下でのサテライト・トカマク計画及びトカマク国内重点化

装置計画の合同計画である JT-60SA計画を着実に遂行する。JT-60SA

を活用した先進プラズマ研究開発を行うことで、ITER計画の技術目標

達成のための支援研究及び原型炉に向けた ITER計画の補完研究を実

施し、原型炉建設判断に必要な技術基盤を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）BA活動等による核融合理工学研究開発 

原型炉設計・研究開発や理論・シミュレーション研究等を行う国際

核融合エネルギー研究センター事業と核融合材料照射施設の工学実

証・工学設計事業から成る核融合理工学研究開発について、BA協定の

下、着実に実施する。また、BA活動等で整備した施設を活用して、原

型炉建設に向けた推進体制の構築を進めるとともに、原型炉建設判断

に必要な技術基盤構築に向けて技術の蓄積を行う。 

 

ITER 運転期の主要貢献国の一つである日本の国内機関として、ITER の統合コミッショニング運転やプラズマ実験運転にオールジ

ャパン体制で参画し、ITER運転に関する技術・知見を取得する。 

c. ITER計画の運営への貢献 

ITER 建設地への職員等の積極的な派遣や JT-60SA での経験に基づく技術支援等により、ITER 機構及び他極国内機関との連携を強

化し、ITER計画の円滑な運営に貢献する。また、ITER機構への我が国からの人材提供の窓口としての役割を果たす。 

d. テストブランケット計画の推進 

ITER での増殖ブランケット試験に必要なテストブランケットシステムの設計・製作のための試験等を行うとともに、同システム

の製作を進める。 

 

2) BA活動等による先進プラズマ研究開発 

BA 協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、BA 活動におけるサテライト・トカマク計画事業を実施機関として着実に実施

するとともに、国際約束履行に不可欠なトカマク国内重点化装置計画（国内計画）を推進し、これらの合同計画である JT-60SA計画

を進める。また、並行して JT-60SA等を活用した炉心プラズマ研究開発を進める。これらを併せた先進プラズマ研究開発を推進し、

ITER計画を支援・補完し原型炉建設判断に必要な技術基盤を構築する。 

a. JT-60SA計画 

BA 活動で進めるサテライト･トカマク事業計画及び国内計画の合同計画である JT-60SA計画を着実に推進し、JT-60SA の運転・実

験・保守及び必要な装置増強を実施する。 

① JT-60SA の機器増強及び組立て 

JT-60SA加熱装置等の我が国が調達責任を有する増強機器の製作を進めるとともに、日欧が製作する機器の組立てを行う。 

② JT-60SA 運転のための保守・整備及び調整 

JT-60SA で再使用する JT-60 既存設備の保守・改修に加え、JT-60SA をはじめ ITER や原型炉が必要とする装置技術開発・整備

を進めるとともに、各機器の運転調整を実施して JT-60SAの運転に必要な総合調整を実施する。 

③ JT-60SA の運転及び実験の実施 

①及び②の着実な実施を踏まえ、JT-60SAの運転を行うとともに、日欧で構成する実験チームを取りまとめ JT-60SAの実験を実

施する。 

b. 炉心プラズマ研究開発 

ITER 計画に必要な燃焼プラズマ制御研究や JT-60SA の中心的課題の解決に必要な定常高ベータ化研究を進めるとともに、統合予

測コードの改良を進め、精度の高い両装置の総合性能の予測を行う。JT-60SA を活用し、今後開始される ITER の非燃焼運転を対象

にその運転のリスク低減や効率化に資する研究開発を進める。さらに JT-60SA や ITER を有機的に活用し、原型炉プラズマ実現の妨

げとなる課題の解決に必要な炉心プラズマ研究開発を進める。 

 

3) BA活動等による核融合理工学研究開発 

BA協定の下、国際的に合意した事業計画に基づき、BA活動における国際核融合エネルギー研究センター（IFERC）事業等を実施機

関として着実に推進する。また、国際協力及び国内連携・協力の下、原型炉に向けた推進体制の構築を進めるとともに、BA 活動で

整備した施設を活用しつつ、原型炉に向けた研究開発に取り組み、原型炉建設判断のための技術基盤構築に必要な技術の蓄積を行

う。 

a. 国際核融合エネルギー研究センター（IFERC）事業及び関連する研究開発 

① 原型炉設計研究開発活動 

BA 活動で進める IFERC 事業の一環として、原型炉建設に必要な設計活動と研究開発活動を実施する。また、我が国の原型炉建
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4）核融合研究開発等を担う人材の育成・確保 

ITER計画をはじめとする国際共同研究開発や、国際機関の活動への

協力・人的貢献などの国際連携の推進を主導する人材の育成を行う。

また、当該研究開発は長期にわたることから、共同研究やアウトリー

チを通じて、次世代の核融合研究者の育成・確保を行う。 

 

5）原型炉建設に向けた社会連携活動の実施 

原型炉開発推進のため、国民や産業界等各ステークホルダーの理解

を得るとともに、アウトリーチ活動及び社会連携活動を実施する。 

 

設判断に必要な技術基盤構築のため、原型炉・機器の設計、低放射化フェライト鋼等の構造材料重照射データベース整備、増殖ブ

ランケット機能材料の製造技術及びトリチウム取扱技術の開発を推進する。 

② 理論・シミュレーション研究及び情報集約拠点活動 

BA活動で進める IFERC事業の一環として、ITER遠隔実験センターの運用を行う。計算機シミュレーションセンターを活用し、

燃焼プラズマのシミュレーション研究を推進する。また、ITER遠隔実験センターを国際的情報集約拠点として活用する。さらに、

核融合科学データセンター（仮称）を構築し、ITER 遠隔実験センター及び計算機シミュレーションセンターとあわせて、核融合

情報科学センター（仮称）へ展開する。 

③ 原型炉安全確保のための規制及び規格・基準の確立に向けた研究開発 

原型炉の安全性を確保するために必要な放射性物質の閉じ込め機器の国内技術検証に向けた準備及び主要な機器の規格・基準

の確立に向けた準備を進める。 

④ 実施機関活動 

理解増進、六ヶ所サイト管理等を BA活動のホスト国として実施する。 

 

b. 国際核融合材料照射施設（IFMIF）に関する工学実証及び工学設計活動（EVEDA）事業及び関連する研究開発 

① IFMIF-EVEDA 事業 

BA活動で進める国際核融合材料照射施設（IFMIF）に関する工学実証及び工学設計活動（EVEDA）事業の一環として、IFMIF原型

加速器の安定な運転・性能向上を目指した高信頼性実証試験を行うとともに、IFMIF原型加速器を活用した研究開発を展開する。 

② 核融合中性子源開発 

核融合中性子源 A-FNSの概念設計を基に、原型炉の材料開発に必要な核融合中性子源の工学設計を実施する。 

 

4) 核融合研究開発等を担う人材の育成・確保 

国際機関の活動への協力・人的貢献等の国際連携や ITER 計画や JT-60SA 計画をはじめとする国際的な研究開発を主導できる人材

の育成を行う。また、国際協力や大学等との共同研究等の推進やアウトリーチを通じて、次世代の研究者・技術者の育成・確保を行

う。 

 

 

5) 原型炉建設に向けた社会連携活動の実施 

原型炉の建設サイトの選定やその建設・運転に向け、国民や産業界等各ステークホルダーの理解を得るとともに、そのためのアウ

トリーチ活動及び社会連携活動を実施する。 

 

(4) 異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発 

経済・社会・環境が調和した持続可能な社会（SDGs）の実現に向け

て、本法人全体で一体的に取り組むため、多様な分野の研究開発を推進

する本法人の特色を生かした異分野の連携・融合による革新的な研究開

発プロジェクトや若手研究者等の自由な発想に基づく独創的な研究開発

等を積極的かつ戦略的に行い、新たな研究・技術シーズの創出を推進す

る。 

 

(4) 異分野連携・融合等による萌芽・創成的研究開発 

経済・社会・環境が調和した持続可能な社会（SDGs）の実現に向けて、多様な分野の研究開発を推進する機構の特色を生かして、

創成的研究として機構が擁する研究開発部門並びにそれらに設置された研究所、センター及び病院等（以下総称して「部門等」とい

う。）や各研究分野が有する量子科学技術等に関する知見を戦略的に融合した新たな研究開発を創出するとともに、大型外部資金等も

活用して、異分野の連携・融合による新たな研究・技術シーズを創出する。また、萌芽的研究として、主に若手を中心として新たな

発想や独創性に富んだ斬新な研究を奨励し、将来の革新的量子科学技術等の発掘を目指す。 

 

2. 放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築 2．放射線被ばくから国民を守るための研究開発と社会システム構築 
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(1) 放射線影響に係る研究と福島復興支援 

 技術支援機関として、放射線による健康リスクの評価に係る知見をよ

り充実させるための研究を進め、当該研究分野の人材育成に取り組む。 

 低線量放射線被ばくによる人の健康への影響について、より信頼性の

高い被ばくリスクのモデルの構築に資する研究を行う。 

 環境中の放射性核種の動態及び動植物への影響、環境放射線の水準や

医療及び職業被ばく等の実態のより精確な把握・評価に取り組み、放射

線防護・規制の向上に貢献する科学的な知見を創出する。 

 放射線防護に関する国際機関との緊密な連携を進めるとともに、国際

的議論に貢献する知見の提供に取り組む。放射線被ばくについて科学的

な情報を国民に広く発信する。 

 福島県及び周辺地域の関係機関との連携等により、放射線科学の研究

開発や復興支援に協力するとともに、放射線の影響等について、わかり

やすい情報発信と双方向のコミュニケーションに取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 被ばく医療に係る研究 

 技術支援機関として、人体の線量評価手法の開発・高度化を含む被ば

く医療に係る研究の推進及び当該研究分野の人材育成に取り組むととも

に、基幹高度被ばく医療支援センター等として得られた経験・成果をさ

東京電力福島第一原子力発電所事故や COVID-19のパンデミックの発生により、近年、リスクとその管理に関する国民の理解は大き

く進んだ。一方で、個々人の価値観が多様化する中、社会の安全・安心を脅かす危険やリスク源から、国民のいのちと生活、さらに

は well-beingを守るために、科学的エビデンスに基づく公共施策の重要性が認識されている。こうした社会の要請に応えるため、量

子科学技術における最新手法も活用し、放射線被ばくから国民を守るための研究開発を推進するとともに、研究課題の融合的なプロ

ジェクトを立ち上げ、新たな研究分野の開拓を目指す。また当該分野の研究者の育成に取り組むとともに、得られた研究成果の社会

への還元の一つとして、我が国の原子力災害医療の中核的機関としての機能を強化し、多職種の高度被ばく医療専門人材の確保と育

成を行い、原子力災害を含む様々な放射線事故に対するレジリエントな社会の醸成に貢献する。 

 

(1) 放射線影響に係る研究と福島復興支援 

第６期科学技術・イノベーション基本計画では、科学技術により国際社会で名誉ある地位を占めることを目指し、社会課題解決の

ための「総合知」をベースとした「政策のための科学」を重要視している。我が国がこれまでに蓄積した放射線事故等に関する経験

を基に、国民生活の安全を守りながら、医療やエネルギー、工業、農業等の幅広い分野において放射線を有効活用するためには、放

射線被ばくによる健康リスクへの配慮が不可欠であり、そのために以下の研究開発を、量子科学技術に関する研究開発の成果を活用

しつつ、当該分野の研究者の人材育成を図りながら実施する。また関係行政機関の要請にも応じ、原子放射線の影響に関する国連科

学委員会（UNSCEAR）、国際放射線防護委員会（ICRP）、国際原子力機関（IAEA）、世界保健機構（WHO）等の国際機関等と連携し、成果

の普及や海外とのネットワークの強化を図ることで、機構の国際的なプレゼンスを高める。 

 

 放射線被ばくによる国民の健康リスクの低減に資するために、機構が開発した動物モデル等を活用し、老化・炎症等の観点を含

む放射線影響機序の解明を進める。さらに、放射線影響データのオープン化及び二次解析への利活用、関連機関と連携した知見

の集約・分析等を推進することにより、様々な環境におけるヒトの放射線リスクの外挿と影響予防に向けた研究を実施する。 

 人及び環境生物の防護や対策決定の助けとなる科学的情報を提供するために、機構において長年にわたり蓄積してきた研究成果

等を基礎として、主要な放射性核種の陸・海域移⾏等の環境研究を推進するとともに、国内外での放射性核種の放出事象に備え

て、多事象への対応、マルチレンジ・多核種を網羅した計測技術と環境影響評価技術の開発を実施する。医療被ばく、宇宙被ば

く等の多様な国民の被ばくに関する線量計測・情報収集手法の社会実装に向けた技術を開発し、疫学研究や放射線防護への応用

を図る。 

 国際機関等と連携し、国内の基準と海外の基準との⽐較に関する調査・研究を行う。また、ICRPが進める最新科学や経験を取り

入れた放射線防護体系の改訂に貢献することによって得られる成果に基づき、放射線の安全利用を担う技術者等の育成に取り組

むとともに、放射線被ばくについて科学的な情報を国民に広く発信する。 

 東京電力福島第一原子力発電所事故関連事業に関しては、福島で研究や教育活動を行う関係機関との連携等により、放射線科学

の研究開発や復興支援に関与することで、原子力災害後の復旧・復興期に必要な支援の継続、特に福島県における線量評価や環

境放射性物質の知見集積に協力することで福島復興支援に貢献する。また、同事故による放射線への影響等への国民の懸念に関

しては、国民目線に立って、わかりやすい情報発信と双方向のコミュニケーションに取り組む。 

 国内外の研究者・技術者と連携し、技術支援機関として、放射線による健康リスクの評価に係る知見をより充実させるための研

究を推進し、その中で当該研究分野の人材育成・確保に取り組む。 

 

(2) 被ばく医療に係る研究 

JCO 臨界事故に限らず原子力施設等における事故に際しては、高線量被ばくを想定して迅速、的確に医療を提供できるよう備える

ことが必要である。被ばく医療に関しては、診断や治療の高度化につながる研究を継続すると同時に、その緊急性や専門性が高いこ

とを考慮した治療技術の一層の充実が不可欠であり、そのために以下の研究開発を、量子科学技術に関する研究開発の成果を分析技
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らに発展させ、社会 

に還元する。 

 線量評価手法の開発・高度化について、社会実装を見据えた物理学及

び生物学的評価手法の最適化・標準化を進めること等により、原子力災

害医療体制の機能強化に貢献する。 

 国内外の専門研究機関・医療機関等との連携や共同研究を促進するこ

とにより、被ばく医療のための診断や治療の高度化につながる研究を行

う。 

 

 

 

 

 

(3) 基幹高度被ばく医療支援センター、指定公共機関及び技術支援機関

としての原子力災害対策の向上等と人材育成 

 原子力災害医療の中核機関として、自らの対応能力の維持・向上に取

り組む。我が国の原子力災害医療体制全体における中心的・先導的な役

割を担い、同体制のより効果的な運用に資する人材育成・技術開発・技

術支援に取り組む。 

 基幹高度被ばく医療支援センターとして、各地の高度被ばく医療支援

センター等において指導的役割を果たすことのできるような高度専門人

材の計画的な育成ができる体制を構築・維持するとともに、研修体制・

内容の充実化を行う。また、緊急時においては被ばく医療を実施する機

関への支援を行うとともに、平時から各組織・専門家との連携体制を構

築する。 

 原子力災害等の指定公共機関として、平時の訓練や研修等を通じて本

法人内の専門的・技術的水準の向上を図るとともに、緊急時において災

害対応関連機関と連携して関係行政機関や地方公共団体等への適切な支

援を行える体制を整備する。 

 技術支援機関として、原子力災害時の住民の被ばく線量推定手法の検

討及び実施体制構築の支援に取り組む等により、防護措置や事後対応策

の向上に貢献する。 

 

術等として活用しつつ、当該分野の研究者の人材育成を図りながら実施する。さらに、その成果を、高度被ばく医療支援センターや

国際機関等に積極的に発信し、得られたフィードバックを研究開発に生かすことで、国民生活の安全・安心や国際社会に貢献する。 

 

 被ばく患者の治療計画策定の支援のため、高度被ばく医療線量評価棟を活用したバイオアッセイ手法等の内部被ばく線量評価⼿
法の高度化、機械学習による染色体異常解析技術の開発、数値ファントムを用いたシミュレーション技術の高度化等、線量評価

技術の研究開発を進める。 

 国内外の専門研究機関・医療機関等と連携し、局所放射線障害や内部被ばくの治療に資するため、iPS細胞などの幹細胞や薬剤

等を用いた診断治療の基礎研究を実施するとともに、局所放射線障害の治療に向けた橋渡し研究を進める。また、国内外で過去

に発生した放射線被ばく事故や事例についての情報集約と最新の知見に基づいた解析を行うことにより、先進知見を取り入れた

標準的被ばく医療診療法の策定に向けた調査・研究を実施する。 

 国内外の研究者・技術者及び国際機関等と連携し、技術支援機関として、人体の線量評価手法の開発・高度化を含む被ばく医療

に係る研究を推進し、その中で当該研究分野の人材育成・確保に取り組む。 

 

（3）基幹高度被ばく医療支援センター、指定公共機関及び技術支援機関としての原子力災害対策の向上等と人材育成 

原子力規制委員会により指定された基幹高度被ばく医療支援センター及び「災害対策基本法」（昭和 36 年法律第 223 号）、「武力攻

撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律」（平成 15年法律第 79号）、「武

力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」（平成 16 年法律第 112 号）に基づく指定公共機関として、平常時の備

えや研究開発及び人材育成、緊急時の専門家派遣と患者受入れなど、被ばく医療に係る総合的な役割と機能を果たす。 

 

a. 基幹高度被ばく医療支援センターとしての機能 

 原子力規制委員会から指定された基幹高度被ばく医療支援センターとして災害医療、救急医療、被ばく医療の対応を包括し、

我が国における原子力災害医療実効性の向上に貢献するとともに、重篤な被ばくを伴う傷病者の診療や高度専門的線量評価等

の支援体制を強化することにより、我が国の原子力災害医療体制のより効果的な運用に資する人材育成・技術開発・技術支援

に取り組む。 

 原子力災害拠点病院、原子力災害医療協力機関、高度被ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援センター等が効

率的かつ効果的な人材育成・確保を行うために、機構が主導して整備した研修体系を、今後更に拡充し、また同時に高度化を

進めることにより、多職種からなる被ばく医療人材の層を厚くすることに貢献する。 

 原子力規制委員会の補助事業等で雇用した人材を、機構における研究開発等にも積極的に関与させることにより、被ばく医療

分野における将来の司令塔となりうる高度専門人材として育成するとともに、他の高度被ばく医療支援センター等と連携して

同分野の人材の継続的な確保に努める。 

 

b. 放射線災害に対する柔軟で即時対応可能な機構の取組及び社会の基盤構築への貢献 

 指定公共機関として、原子力災害及びその他の放射線事故に際し、関係行政機関や地方公共団体からの要請に応じて、災害対

応関連機関と連携して被ばく医療、放射線防護、線量評価等に係る専門家派遣や資機材提供等の支援を積極的に行うことがで

きる体制を整備・堅持する。そのため、第１期中長期目標期間以前に放射線事故や原子力災害対応の経験から得られた教訓等

を踏まえ、さらなる対応者の専門的・技術的水準の向上を図る。 

 第１期中長期目標期間において定めた機構の原子力災害等対策規程の実効性を高め、緊急時における機構の 24時間 365日の対

応に備えるために、関係省庁、地方公共団体、その他災害対応に係る関係機関との有機的かつ効果的な連携を意識し、通報連

絡体制や緊急時に対応する構成員の定期的見直し、教育・訓練の実施及び国等の実施する訓練への参加を行う。 
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 放射線災害対応に当たる国内外の人材を育成するために、放射線事故や核テロリズム等への初動対応者や医療関係者を対象と

した演習・訓練を実施する。 

 技術支援機関として、原子力災害時の住民の被ばく線量推定手法の検討及び実施体制構築の支援等に取り組むことにより、防

護措置や事後対応策の向上に貢献する。 

 

3. 研究開発成果の最大化のための関係機関との連携推進 

(1) 官民地域パートナーシップによる３GeV高輝度放射光施設

NanoTerasuの整備等 

 NanoTerasuについては、官民地域パートナーシップに基づき整備等

を進める。具体的には、地域パートナーが基本建屋、用地等を、本法人

が加速器等の整備をそれぞれ分担し整備を推進する。 

 令和５年度は、地域パートナーと連携・協力しながら、新しい現象の

発見・解明や新技術の創出・産業利用等に繋がる NanoTerasuの整備等

に取り組む。 

 令和６年度以降は、産学官連携により NanoTerasuの各ビームライン

の性能を最大限活用することに加え、実験のリモート化対応等の効率

化・利便化により幅広いユーザーの利用を促進し、革新的な材料・デバ

イス等の創製・産業応用を推進する。その際、地域パートナーが整備を

進めるビームラインにおいては、民間企業等による利用を中心に想定さ

れていることを踏まえる。また、電子ビームの高安定化や加速器の長時

間運転を実現するとともに、第２期ビームラインの設計・整備に必要な

技術開発を目的とした光学設計・光学素子評価システムの構築を行う。 

さらに、NanoTerasuが設置されている東北大学のサイエンスパーク

構想とも有機的に連携するとともに、本法人が有する科学的知見、研究

者ネットワーク、先端的な研究設備等の量子科学技術プラットフォーム

も活用することにより、産学官が一体となったイノベーション創出に繋

がる施設の運用を行う。 

 

(2) 産学官の連携による研究開発成果の社会実装等の推進 

本法人が運用・保有する最先端の研究設備、研究ネットワーク等を最

大限に活用して、産学官の外部機関との共同研究や人材交流等の連携を

積極的に推進する。また、企業との連携・共同研究等における収入額の

増加や、イノベーションハブの参画企業数の増加に努める。さらに、必

要に応じて外部の機関・人材も活用しつつ、産学官連携を促すための人

材の配置や育成、制度の設計・整備などのマネジメントを着実に行うこ

とにより、研究成果の社会実装等を促進する。その際には、知的財産の

獲得・維持・活用のための適切な人員配置等の体制を整える。加えて、

他の量子拠点との連携を推進し、研究開発の成果の最大化に努める。 

 

3. 研究開発成果の最大化のための関係機関との連携推進 

(1) 官民地域パートナーシップによる３GeV高輝度放射光施設 NanoTerasuの整備等 

a. ３GeV高輝度放射光施設 NanoTerasu の整備及び利用促進 

令和５年度は、官民地域パートナーシップに基づき、地域パートナーと連携・協力しながら、新しい現象の発見・解明や新技術

の創出・産業利用等につながる NanoTerasuの整備等に取り組む。 

令和６年度以降は、革新的な材料・デバイス等の創製・産業応用に資するため、官民地域パートナーシップに基づき、地域パー

トナーと連携・協力しながら、幅広いユーザーの利用を促進する。その際、地域パートナーが整備を進めるビームラインにおいて

は、民間企業等による利用を中心に想定されていることを踏まえる。また、産学官連携により NanoTerasuの各ビームラインの性能

を最大限活用することに加え、実験の効率性・利便性向上を目指し、ビームライン調整や利用実験のリモート化対応、実験データ

及び放射線管理システムの DX化等を進める。 

施設の運用に当たっては、産学官が一体となったイノベーション創出につなげるため、NanoTerasuが設置されている東北大学の

サイエンスパーク構想との有機的な連携やマッチング研究の推進を図るとともに、機構が有する科学的知見、研究者ネットワーク、

先端的な研究施設・設備等の量子科学技術プラットフォームを有効に活用し、量子マテリアル・デバイス、量子生命科学等に係る

産学官共同研究の推進や先端技術の発信・普及、産学官の人材交流の促進、研究者・技術者の育成・確保等の取組を進める。 

 

b. ３GeV高輝度放射光施設 NanoTerasu の高度化 

蓄積電子ビームの高安定化や加速器の長時間運転を実現するとともに、線型加速器の将来計画である軟 X線自由電子レーザーへ

のアップグレードに向けた技術的検討を行う。また、初期ビームラインの高度化を目指し、集光素子及び検出器等の開発並びにビ

ームラインへの実装を行うとともに、第２期ビームラインの設計・整備に必要な技術開発を目的とした光学設計や光学素子評価の

ためのシステム構築を行う。 

 

 

 

(2) 産学官の連携による研究開発成果の社会実装等の推進 

 機構が運用・保有する研究設備、研究ネットワーク等を最大限に活用して、産学官の外部機関との共同研究を実施するとともに、

人材交流等の連携を積極的に推進する取組を実施する。 

 イノベーションハブ事業については、参画企業数の増加等の事業の拡充に向けて、適切な運用スキームを整備するとともに、外

部有識者も含めた審査・評価等を行い、透明性が高く、着実な事業運営を実施する。また、こうしたイノベーションハブ事業を

中核として、企業との共同研究等における収入額の増加に努める。 

 研究開発成果の社会実装に向けて、産学官連携推進のための人材の配置や育成、体制整備、制度の設計・整備マネジメントを行

うとともに、必要に応じて、外部の機関・人材の活用を行う。さらに、知的財産の獲得・維持・活用に当たり適切な人員配置等

の体制を整えるとともに、機構の研究開発の成果を事業活動に活用する取組への支援を実施する。 

 研究開発成果の最大化に向けて、量子拠点に関連する部門等と協力して、他の量子拠点との連携を推進する取組を実施する。 
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(3) 国際協力の推進 

国外の研究機関及び国際機関との協力取決めの締結や国際研究交流に

係る制度等の活用により、国際共同研究や海外との人材交流、国際会議

など国際協力を積極的に推進する。 

 

(3) 国際協力の推進 

 国際協力の実施に当たっては、国外の研究機関や国際機関との間で、個々の協力内容にふさわしい協力取決めの締結等により効

果的・効率的に推進する。また、日本学術振興会（JSPS）等の国際研究交流に係る制度を積極的に活用して、外国人材との交流

を推進する。 

 

4. 研究開発の成果の最大化に向けた基盤的取組 

(1) 人材の育成・確保（組織全体の取組等） 

人材の育成・確保に資する各種プログラム等の積極的な実施により、

職員の能力向上を図るなど、研究開発の成果の最大化等を担う優れた人

材の育成に努める。 

産学官の外部機関からの研究員・学生等を受け入れ、実践的な研修等

を行うことにより、次世代の研究開発や産業等を担う人材の育成に取り

組む。また、クロスアポイントメント制度等の種々の制度を活用するこ

とにより、研究活動の活性化を促進するとともに、人員体制の強化を行

う。 

さらに、中学生・高校生を含めて、将来の量子科学技術等を担う人材

の育成・確保に貢献する。 

 

(2) 積極的な情報発信及びアウトリーチ活動 

本法人の研究開発成果等を多様な広報手段を用いて積極的に情報発信

することにより、産業界・大学・研究機関等の研究成果の活用や研究活

動への参画を促進する。また、研究開発によって期待される成果や社会

還元の内容等について、施設公開や SNS等を活用して分かりやすい情報

発信を行うことにより、本法人の研究開発の意義に対する国民の理解を

深めるとともに、次世代の量子科学技術等を担う人材の育成・確保に貢

献する。 

 

(3) 研究環境のデジタル化及び活用促進 

 高付加価値な研究開発成果の創出や研究開発の効率化を図るため、実

験機器制御の自動化・遠隔化の推進、データ連携など研究活動のデジタ

ル・トランスフォーメーション、信頼性・安全性の向上にも資するクラ

ウド技術等の活用等を通じて研究環境のデジタル化を進めるとともに、

デジタル化により高度化した研究環境の活用を促進する。その際には、

政府機関における情報セキュリティ対策を踏まえる。 

 

(4) 施設及び設備等の利活用促進 

本法人が運用・保有する最先端の施設・設備等について、安定的な運

転時間の確保や技術支援者の配置等の支援体制の充実・強化により利便

性を高めることで、法人内外の利用者の利用を促進するとともに、産学

4. 研究開発の成果の最大化に向けた基盤的取組 

(1) 人材の育成・確保（組織全体の取組等） 

 第６期科学技術・イノベーション基本計画を踏まえ、イノベーションの芽を生み出し研究力を強化するに当たり、産学官連携に

より量子科学技術等の次世代を担う研究・技術人材の育成を実施する。 

 国際機関や大学・研究機関との協力を深めるとともに、連携大学院制度等の活用を推進するなど、機構内外の研究者・技術者の

資質の向上を図る。 

 研究開発成果の普及活動や理科教育支援等を通じて量子科学技術等に対する理解促進を図り、将来における当該分野の人材確保

にも貢献する。 

 

 

 

 

 

(2) 積極的な情報発信及びアウトリーチ活動 

 機構の研究開発成果等について、産業界・大学・研究機関等の当該成果の活用や研究活動への参画を促進するために、多様な広

報手段を用いた情報発信を行う。  

 機構の研究開発の意義に対する国民的理解を深めるとともに、次世代の量子科学技術等を担う人材の育成・確保に向けて、当該

研究開発によって期待される成果やその社会還元の内容等について、施設公開や SNS 等を活用して分かりやすい情報発信を行

う。 

 

 

 

(3) 研究環境のデジタル化及び活用促進 

政府機関における情報セキュリティ対策を踏まえつつ、高付加価値な研究開発成果の創生や研究開発の効率化を図るため、クラウ

ド技術等を利用した信頼性・安全性の高い DXに向けた共通基盤を構築し、これを活用等することで、研究環境のデジタル化やデジタ

ル化により高度化した研究環境の活用を促進する。なお、必要に応じてニーズを実現させるアプローチについてモデルベース・シス

テムズエンジニアリング（MBSE）を利用する。 

 

 

 

(4) 施設及び設備等の利活用促進 

 第６期科学技術・イノベーション基本計画を踏まえ、先端的な研究施設・設備を幅広く、産学官による共用に提供するため、本

法人が運用・保有する施設・設備等について、利用者の利便性を高める安定的な運転時間の確保や技術支援者の配置等の支援体

制を充実・強化する。 
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官の外部機関との共同研究や人材交流等の連携を推進する。 

 

 特に、HIMAC・TIARA・SPring-8専用ビームライン・J-KAREN-P等、世界にも類を見ない貴重な量子ビーム・放射線源について、

施設の共用あるいは共同研究・共同利用研究として国内外の研究者・技術者による活用を広く促進し、研究成果の最大化に貢献

する。 

 機構内外の研究に利用を提供し、当該分野の研究成果の最大化を図るために、各種装置開発、基盤技術の提供、研究の支援を行

う。 

 

Ⅳ. 業務運営の効率化に関する事項 

1. 効果的、効率的なマネジメント体制の確立 

1）効果的、効率的な組織運営 

理事長のリーダーシップの下、研究成果の最大化を図るため、組織

マネジメントを強化するとともに、機動的な資源（資金・人材）の配

分により、効果的かつ効率的な組織運営を行う。産学官連携の推進に

あたっては、産業応用を見据えた技術的シーズの創出を戦略的に推進

する。また、特に原子力安全規制及び防災等への技術的支援に係る業

務については、外部有識者から成る規制支援審議会の意見を尊重し、

当該業務の実効性、中立性及び透明性を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

2）内部統制の強化 

本法人の果たすべき役割を踏まえて、適正かつ効果的・効率的な内

部統制を強化するため、コンプライアンスの徹底、経営層による意思

決定、内部規程整備・運用、リスクマネジメント等を含めた内部統制

環境を整備・運用するとともに不断の見直しを行う。また、研究開発

活動の信頼性や科学技術の健全性の確保の観点から、研究不正に適切

に対応するため、研究不正の防止対策に努めるとともに、管理責任を

明確化する。さらに、研究不正発覚時の対応についても、あらかじめ

対策を講じる。 

また、「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整

備」（平成 26年 11月 28日総務省行政管理局長通知）等の事項を参考

にしつつ、必要な取組を進める。 

 

 

 

 

Ⅱ. 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

1. 効果的、効率的なマネジメント体制の確立 

(1) 効果的、効率的な組織運営 

理事長のリーダーシップの下、量子科学技術分野における研究開発成果の最大化を図るために、国の中核研究機関として経営戦略

の企画・立案やリスク管理等の理事長のマネジメントの支援機能を強化し、柔軟かつ効果的な組織運営を行う。具体的には、以下の

取組を行う。 

 適切かつ機動的な資源（資金・人材）の配分により、各部署の研究業務の効率を高めつつ、研究開発成果の最大化を図る。 

 部門等に対するマネジメントを適切に機能させるため、役員と部門等幹部が経営課題等について共有・議論する会議体を設置し、

情報通信技術（ICT）を活用しつつ定期的に運用する。 

 産学官連携の推進に当たっては、部門等と当該推進を所掌する部署とが協力して技術的シーズの創出を戦略的に推進する。 

 外部有識者を含む評価委員会による評価を踏まえて PDCA サイクルを回し、業務運営・体制の改善・充実を図る。特に、原子力

安全規制及び防災等への技術的支援に係る業務については、機構内に設置した外部有識者から成る規制支援審議会の意見を尊重

し、当該業務の実効性、中立性及び透明性を確保する。 

 機構全体のリスクについて課題の抽出・解決等を図るために、理事長の下に部門等の長を構成員とする「リスク管理会議」や、

それと連動した部門等でのリスク管理に係る会議を設置することによって、危機管理を含めた総合的なリスク管理システムを継

続して運用する。 

 

(2) 内部統制の強化 

機構の果たすべき役割を踏まえて、適正かつ効果的・効率的な内部統制を強化するために必要な内部統制環境を整備・運用すると

ともに不断の見直しを行う。また、研究開発活動の信頼性や科学技術の健全性の確保の観点から研究不正防止に適切に対応するなど、

適正な業務運営に必要な取組を行う。具体的には以下の取組を行う。 

 理事長のリーダーシップの下、理事長が定める「基本理念と行動規範」を軸に統制環境を充実・強化させ、業務の有効性・効率

性、事業活動に関わる法令等の遵守、規程及びマニュアル類の整備、資産の保全並びに財務報告等の信頼性確保の達成に取り組

む。 

 経営環境の変化に対応し、意思決定の迅速化や業務の効率化を図るため、権限・責任体制について適宜見直しを行うとともに、

経営に関する重要事項については定期的に理事会議において審議・報告し、適切なガバナンスを確保する。また、理事長の指示

及び機構の重要決定事項について、職員に周知・徹底する。 

 監事を補佐する体制について必要に応じて強化・見直しを行うとともに、監事監査や内部監査等のモニタリングを通じて内部統

制の機能状況を点検し、その結果を踏まえて必要な措置を講じる。 

 職員を対象とした教育・啓発の実施により、コンプライアンス・透明性・健全性・安全管理の確保を図る。 

 中長期目標の達成を阻害する重要なリスクの把握に組織として取り組むとともに研究不正及び研究費不正に適切に対応するた

めの体制について適宜見直しを行う。また、部門等は、リスクマネジメント教育の実施等により、組織的なリスクマネジメント

機能の向上を図る。 
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3）研究開発部門等間の連携 

本法人が複数の研究開発部門並びにそれらに設置された研究所、セ

ンター及び病院等（以下「部門等」という。）を擁することから、部

門等間の連携が密に行われるよう、web会議システム等による円滑な

情報共有・意見交換による融合研究の活性化やイントラネットを活用

した部門等間の相互の研究インフラの有効活用等、部門等を越えた組

織融合の仕組みを導入するほか、随時の組織体制の見直し等により、

本法人全体として、研究開発の成果の最大化に向けた取組を強化す

る。 

 

 

4）研究開発評価等による研究開発成果の最大化 

「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月２日総務大

臣決定）や「研究開発成果の最大化に向けた国立研究開発法人の中長

期目標の策定及び評価に関する指針」（平成 26年７月 17日総合科学

技術・イノベーション会議決定）等に基づいた主務大臣評価結果等を

研究計画や資源配分等に反映させることにより、研究開発の成果の最

大化を図る。 

 

 

 

 

 

 

2. 業務の合理化・効率化 

本法人は、管理部門の組織の見直しや調達の合理化、効率的な運営体

制の確保等に引き続き取り組むことにより、経費の合理化・効率化を図

る。 

運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分

は除外した上で、法人運営を行う上で各種法令等の定めにより発生する

義務的経費等の特殊要因経費を除き、一般管理費（租税公課を除く。）

については毎年度平均で前年度比３％以上、業務経費については毎年度

 緊急時・大規模災害発生時等の対応について、危機管理体制の強化を図る。 

 研究不正及び研究費不正については、国のガイドライン等を参照しつつ、研究不正の防止対策を講じるとともに、その対策の徹

底を図る。また、研究不正及び研究費不正の発覚時の対応についても関係規程を整備するなどあらかじめ対策を講じるとともに、

それら不正の疑義が発覚した際には、当該対策等に沿って適切に処理する。 

 「『独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備』について」（平成 26 年 11 月 28 日総務省行政管理局長通知）に

基づき業務方法書に定めた事項について、確実に運用を行う。 

 

(3) 研究開発部門等間の連携 

機構が複数の地区に部門等を設置している観点から、以下の取組を実施・強化することにより、機構全体として研究開発の成果の

最大化に向けて取り組む。 

 部門等間を結ぶ広域 LANを維持することにより、部門等において本部等に設置される各種 ICTシステムを利用可能にし、効率的

な業務を実施する。加えて、web会議システムや多拠点間テレビ会議システムを活用し、部門等間で円滑な情報共有・意見交換

を行い、融合的な研究を活性化する。さらに、イントラネットを活用し、経営方針等重要な情報を速やかに部門等の職員へ伝達

する。 

 部門等間の相互の研究インフラを有効に活用するため、共有可能な研究施設・設備をリスト化するとともに、イントラネット等

でそのリストを部門等間で共有し、施設・設備の共用化を促進する。これにより機構全体の施設・設備の最適化を図る。 

 種々の要因を総合的に勘案し、統合の効果を最大にするために、常に最適な人員配置を担保できるよう随時組織体制を見直す。 

 

(4) 研究開発評価等による研究開発成果の最大化 

「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月２日総務大臣決定）や「研究開発成果の最大化に向けた国立研究開発法人の

中長期目標の策定及び評価に関する指針」（平成 26年７月 17日総合科学技術・イノベーション会議決定）等に基づいた主務大臣評価

結果等を、研究計画や資源配分等に反映させることで研究開発の成果の最大化を図る。具体的には、以下の取組を行う。 

 研究開発成果の最大化を図るための取組として自己評価を実施する。自己評価に当たっては、評価軸に対応するように評価要素

を定め、その評価要素には可能な限り定量的な実績を含めることとし、研究分野の特性に配慮しつつも、統一的な評価システム

を運用する。 

 自己評価は、不断の PDCA サイクルの一部と位置付け、自己評価において明らかとなった課題等が適切に研究計画等に反映され

たかを管理するとともに、予算等の資源配分に適切に反映させる。 

 より客観的な観点から研究開発の実績を見直すとともに、有益な知見を得ることも目的として、外部有識者による評価委員会を

運用し、評価結果を研究計画や資源の配分に活用する。 

 

2. 業務の合理化・効率化 

(1) 経費の合理化・効率化 

機構の行う業務について既存事業を徹底して見直し、以下の効率化を進める。 

 運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分は除外した上で、法人運営を行う上で各種法令等の定めに

より発生する義務的経費等の特殊要因経費を除き、一般管理費（租税公課を除く。）については毎年度平均で前年度比３％以上、

業務経費については毎年度平均で前年度比１％以上の効率化を図る。ただし、新規に追加されるものや拡充される分は、翌年度

から同様の効率化を図ることとする。また、人件費の効率化については、Ⅱ．３の項に基づいて取り組むこととする。なお、経

費の合理化・効率化を進めるに当たっては、機構が放射性物質等を取り扱う法人であるという特殊性から、安全の確保を最優先

とする。 



156 

平均で前年度比１％以上の効率化を図る。新規・拡充分については、翌

年度から同様の効率化を図る。ただし、人件費の効率化については、次

項に基づいて取り組む。 

なお、経費の合理化・効率化を進めるにあたり、研究開発の進捗状況

に合わせた柔軟な経営資源の管理を行う。その際には、研究開発の成果

の最大化との整合性を保つことにも留意する。 

契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進

について」（平成 27年５月 25日総務大臣決定）に基づく取組を着実に

実施することとし、契約の公正性や透明性の確保等を推進し、業務運営

の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

3. 人件費管理の適正化 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、本法人の業務の特

殊性を踏まえた適正な水準を維持するとともに、検証結果や取組状況を

公表する。また、適切な人材の確保のために必要に応じて弾力的な給与

を設定できるものとし、その際には、国民の納得が得られるよう、丁寧

な説明に努める。 

 

 契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27年５月 25日総務大臣決定）に基づき、

事務・事業の特性を踏まえ、PDCAサイクルにより、公正性や透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組

むため、「調達等合理化計画」を定めて業務運営の効率化を図る。 

 研究開発の成果の最大化に向けた取組との整合性を図る。 

 

(2) 契約の適正化 

 機構が策定する調達等合理化計画及び「契約監視委員会」による点検等を通じ、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を図

る。 

 機構が締結する契約については、国からの閣議決定等の主旨に沿って、研究開発の成果の最大化を目指すために、一般競争入札

を原則としつつも、真にやむを得ない場合においては、研究開発業務をはじめ機構の事務・事業の特性を踏まえ、その他合理的

な調達を検討する。その際、随意契約を行う場合にあっても、公表の徹底等により透明性・公正性を図る。 

 調達等合理化計画の実施状況を含む契約の適正な実施については、契約監視委員会の事後点検等を受け、その結果を webサイト

にて公表する。 

 

3. 人件費管理の適正化 

 職員の給与については、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）を踏まえ、引き続き人

件費の合理化・効率化を図るとともに、総人件費については政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをするものとする。 

 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、役職員給与の在り方について検証した上で、業務の特殊性を踏まえ

た適正な水準を維持するとともに、検証結果や取組状況を公表するものとする。また、適切な人材の確保のために必要に応じて

弾力的な給与を設定できるものとし、その際には、国民の納得が得られるよう、丁寧な説明に努める。 

 

Ⅴ. 財務内容の改善に関する事項 

共同研究収入、競争的研究資金、受託収入、施設利用料収入、民間か

らの寄附や協賛等の自己収入の増加に努め、より健全な財務内容とす

る。 

また、運営費交付金の債務残高についても勘案した上で予算を計画的

に執行するとともに、「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会

計基準注解』」を踏まえ、適切な財務管理を行う。必要性がなくなった

と認められる保有財産については適切に処分するとともに、重要な財産

を譲渡する場合は計画的に進める。 

 

Ⅲ. 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

1. 予算、収支計画及び資金計画 

(1) 予算 

（別紙）のとおり 

 

(2) 収支計画 

（別紙）のとおり 

 

(3) 資金計画 

（別紙）のとおり 

 

(4) 自己収入の確保 

 競争的研究資金等の外部資金を獲得して得られた成果も併せて、運営費交付金による研究開発を推進し、我が国全体の研究開発

成果の最大化を図る。このために、大型の外部資金について、中長期的かつ戦略的な獲得を促進する。 

 QST病院について、研究病院である特性を常に念頭に置きつつ、研究開発した診断・治療法を実臨床で利用する橋渡しを推進し、

既存の医療に対する優位性を示すエビデンスの蓄積と発信を国内外の他施設と連携して進める。その過程において、各種医療制
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度の枠組みの中で、適切な範囲における収入の確保を図り機構の安定的運営に貢献する。 

 

2. 短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は、36億円とする。 

短期借入金が想定される事態としては、運営費交付金の受入れの遅延、補助事業や受託業務に係る経費の暫時立替等がある。 

 

3. 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分に関する計画 

保有財産について、将来にわたり業務を確実に実施する上で必要か否かについて検証を実施し、必要性がなくなったと認められる

場合は、独立行政法人通則法の手続にのっとり処分する。 

 

4. 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

重要な財産の譲渡又は担保に供する計画はない。 

 

5. 剰余金の使途 

決算における剰余金が生じた場合の使途は、臨床医学事業収益等自己収入を増加させるために必要な投資、重点研究開発業務や国

の中核研究機関としての活動に必要とされる業務の経費、研究環境の整備や知的財産管理・技術移転に係る経費、職員の資質の向上

に係る経費、業務のシステム化、広報活動の充実等とする。 

 

Ⅵ. その他業務運営に関する重要事項 

1. 情報の取扱い等に関する事項 

1）情報セキュリティ対策及び情報システムの整備・管理等 

 政府機関における情報セキュリティ対策を踏まえ、対策推進計画や

セキュリティポリシー等を整備し、それらに基づく取組を適切に実施

するとともに、情報基盤の適切な運用・保守管理等に努める。また、

セキュリティポリシーに関する教育訓練や研修会等の取組を徹底する

とともに、情報漏洩防止対策に加え、事故発生時の対応についてもあ

らかじめ対策を講じる。本法人においては、研究開発成果のみなら

ず、機微技術や QST病院における患者情報等の機微情報も取り扱うこ

とから、情報内容に応じて、セキュリティ強化等の対策に取り組む。 

 「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12月 24

日デジタル大臣決定）にのっとり、情報システムの適切な整備及び管

理を行う。 

 加えて、「第６期科学技術・イノベーション基本計画」等を踏ま

え、研究データの適切な管理・利活用促進を図る。 

 また、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15年法律第 57号）等

に基づき、個人情報を適切に取り扱う。 

 

2）情報公開に関する事項 

 適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、「独立行政法

Ⅳ. その他業務運営に関する重要事項 

1．情報の取扱い等に関する事項 

(1) 情報セキュリティ対策及び情報システムの整備・管理等 

 政府機関等に求められる最新の情報セキュリティ対策を踏まえ、対策推進計画の策定、情報セキュリティポリシーの改定及びそ

れに基づく教育訓練や注意喚起等の取組を適切に実施する。さらに、研究開発成果のみならず、機微技術や QST病院における患

者情報等の機微情報も含め、点検により不適切な状態を見つけ出し、是正する取組及び事故発生時の検知・初動対応を強化する

取組を推進する。 

 研究開発成果の最大化・業務運営効率化・学術情報流通による発信力強化のための継続的な情報基盤の運用及び保守管理を行

う。 

 機構が保有する個人情報の適切な保護を図る取組を推進し、個人情報の適正な取扱いを徹底するため、「個人情報の保護に関す

る法律」（平成 15 年法律第 57 号）に基づき、保有個人情報の開示請求、利用停止請求等に適切に対応するとともに、個人情報

の適切な取扱いについて、教育研修等を通じて職員への周知徹底を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報公開に関する事項 

適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、適切かつ積極的に情報の公開を行う。具体的には、「独立行政法人等の保有す
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人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成 13年法律第 140号）

に基づき、適切に情報公開を行う。 

 

2. 施設及び設備に関する事項 

業務の遂行に必要な施設や設備については、重点的かつ効率的に更

新・整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

本法人の業務運営にあたり、我が国が締結した条約その他の国際約束

を誠実に履行する。 

 

4. 人事に関する事項 

研究開発の成果の最大化や効果的かつ効率的な業務の遂行のため、女

性の活躍など研究者の多様性にも留意して人事計画を策定し、戦略的に

取り組む。また、役職員の能力と業務実績を適切かつ厳格に評価し、そ

の結果を処遇に反映することに加え、適材適所の人事配置を行うことに

より、職員の意欲や資質の向上を図る。さらに、職員の多様性やワーク

ライフバランスも踏まえた多様化した働き方に対応するため、職場環境

の維持・向上に努める。 

なお、本法人の人材育成・確保をする際には、「科学技術・イノベー

ション創出の活性化に関する法律」（平成 20年法律第 63号）第 24条

に基づき策定された「人材活用等に関する方針」に基づいて取組を進め

る。 

 

る情報の公開に関する法律」（平成 13年法律第 140号）に基づき、開示請求等に適切に対応する。 

 

 

2. 施設及び設備に関する事項 

 機構内の老朽化した施設・設備について、そこで行われている研究・業務計画及び安全性も十分に勘案・検討し、順次廃止又は

更新する。 

 令和５年度から令和 11年度内に整備・更新する施設・設備は以下のとおりである。 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

千葉地区施設の整備 ５１２ 施設整備費補助金 

高崎地区施設の整備 ２，３００ 施設整備費補助金 

那珂地区施設の整備 １１，８３

３ 

施設整備費補助金 

六ヶ所地区施設の整備 ３０ 施設整備費補助金 

仙台地区施設の整備 １，３２５ 次世代放射光施設整備費補助金 

［注］金額については見込みである。 

 なお、上記のほか、中長期目標を達成するために必要な施設の整備が追加されることが有り得る。また、施設・設備の老朽化度

合い等を勘案した改修（更新）等が追加される見込みである。 

 

3. 国際約束の誠実な履行に関する事項 

機構の業務運営に当たっては、ITER計画・BA活動等の国際約束について、他国の状況を踏まえつつ誠実に履行する。 

 

 

4. 人事に関する事項 

役職員の能力を最大限に引き出し、効率的かつ効果的な職場環境を実現するため、計画的かつ戦略的に優秀な人材を確保するとと

もに、確保した職員の資質向上の観点から、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20年法律第 63号）第 24

条に基づいて策定した「人材活用等に関する方針」にのっとって以下のとおり取り組む。 

 男女共同参画等の観点から、女性の採用促進、女性の管理職への登用及びワークライフバランス推進に係る目標を定めて、それ

らを実現する施策を行う。また、外国人研究者及び若手研究者が活躍しやすい職場環境を整える。 

 人事評価制度を適切に運用し、所属長との協議を経て個人単位で設定する目標を基礎として、行動や発揮能力及び達成度合いを

厳格に評価し昇格や昇給等の処遇に適切に反映するとともに、能力開発・意欲向上及び業務の改善に役立てる。 

 職員の保有する専門的技術及び職務経験並びに部門等の業務の特性や業務量を系統的に管理・把握しつつ、これらの要素を総合

的に評価の上、業務と人員の最適化を図るため、適時に人員の再配置を行う。 

 高度化する行政ニーズや研究・業務の動向に応じて、多様な教育研修を実施するとともに、資格取得の奨励や海外の研究機関等

への派遣等を行うことを通じて、職員の能力を高めることで、研究・業務の効率性を向上させる。また、若手職員の育成の観点

から、シニアな職員を効果的に活用し技術伝承等に取り組む。この際には、例えば、シニアな研究者を積極的に再配置し、若手

研究者等の支援人材として効果的に活用するなどして、若手研究者等の職員が本来の業務に専念できる環境づくりにも取り組

む。 

 他機関から卓越した研究者を受け入れ、両機関で柔軟に研究活動を担うことにより、研究の強化・発展、及び産学官連携の推進



159 

等の効果が期待でき、研究開発の成果の最大化に大きく寄与するためのクロスアポイントメント制度を運用する。 

 

5. 中長期目標期間を超える債務負担 

中長期目標期間を超える債務負担については、研究基盤の整備等が中長期目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性及

び資金計画への影響を勘案し合理的と判断されるものについて行う。 

 

6. 積立金の使途 

前中長期目標期間の最終年度における積立金残高のうち、主務大臣の承認を受けた金額については、国立研究開発法人量子科学技

術研究開発機構法に定める業務の財源に充てる。 
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